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 1 
序 章 
 
第 1 節 研究背景 
冷戦終結以来、戦前のブロック経済に起源をもつ地域主義（Regionalism）が新しい
形で再び登場してきた。世界は、「EU とロシアの緩やかな連携による地域主義、北米と
南米を中心とする地域主義、さらに東アジアの地域主義といった、三つの極圏に分か
れ、それらがグローバルに交渉し合う時代へと移っていく」。とりわけ第三の東アジア
は、東北アジアと東南アジアから成り立っているが、前者の中核である日、韓、中 3
国間における政治、経済、文化といった諸領域の交流は重要な意味をもっている。将
来、この 3 ヶ国を中心として東北アジアの連携を強めて、ASEAN と統合する地域主義的
な秩序（ANEAN）を形成することができれば、東アジアの発展と繁栄を図る地域共同体
構想、もしくは「東アジアという極圏が浮上してくるはずである(1)」。こうした構想の
妥当性はしばらく置くとしても、このような構想がある種の影響力とともに語り出さ
れている現在の情勢を考えると、「アジア主義」というものは地域主義の一形態として
再び検討の俎上に載せられているように思われる。 
 しかしながら、現在、「アジア主義」という言葉には、必ず＜戦前、日本帝国主義の
侵略を正当化した外的粉飾＞というイメージがまとわりついている。それは、アジア
に対する優越感や指導者意識に基づいて、日本によるアジアの指導を天職、使命、道
義として主張することで帝国主義的な侵略を隠蔽した過去を想起させないわけにはい
かない。このような性格をもった「アジア主義」こそ、東亜新秩序、大東亜共栄圏の
理論的根拠となり、アジアの人民に忘却できない苦しみを与えたものなのである。結
局、将来の東アジア連携の形成に関しては、まずある大前提が考慮されなければなら
ない。つまり、近代史上の覆轍を避けること、とくに東亜新秩序、大東亜共栄圏の亡
霊の再現を防止するために、従来の経験や教訓をくみとることで、学術的な考察を基
礎とした歴史観、アジア主義観を樹立しておく必要がある、ということである。かか
る考察は不可欠であり、単に政治・外交の時局に限定される問題ではなく、社会の各
階層において広範に、かつ慎重に思索されるべき重大な課題であろう。近代日本の「ア
ジア主義」は、事件としてはすでに過ぎ去っている。しかし、思想や研究課題として
は決して過ぎ去っていない。その研究は今こそ改めて深化させるべき段階にあると言
うべきであろう。 
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第 2 節 先行研究 
 これまで研究者たちが多大な努力を重ねた結果、日本「アジア主義」研究の成果は
質量とも高い水準に達している。これは枚挙にいとまがないほどおびただしいもので
ある。しかしながら多くの疑問点も払拭されることなく存在している。 
 早くも 1960 年に、野原四郎氏は『アジア歴史事典』で以下のような定義を下した。
「（アジア主義とは、）欧米列強のアジア侵略に抵抗するために、アジア諸民族は日本
を盟主として団結せよ、という主張。アジア連帯論自体は、日本の独立問題と関連し
て、明治の初年から唱えられたが」、明治 20 年代に入ると、「自由民権運動の後退、天
皇制国家機構の確立、対清軍備の拡張などにつれて、大アジア主義が頭をもたげてき
た」。それは、「しだいに明治政府の大陸侵略政策を隠蔽する役割を果たすようになっ
た。一九〇〇年設立の黒竜会の綱領にみられるように、その後大アジア主義は、天皇
主義とともに、多くの右翼団体の主要な標語にえらばれ、満蒙奪取を企図する日本の
政策に奉仕した(2)」。 
 ここでは、「アジア主義」に内包された日本盟主論の特徴が明示されているが、それ
とつながる優越感及び盟主意識、文明論、人種論など、侵略主義に傾斜しやすい要素
が具体的に解釈されていなかった。このため、アジア連帯論から、異質な大アジア主
義というものが突然出現したかのような唐突な印象を与えるように見える。両者は、
「アジア主義」がもともと内包していた、相互平行的で無関係な二つの大きな方向性
であったように見える。これは後年の研究において、「アジア主義」の二大方向、変質
といった視角ないし思考様式として提示されることになる。 
 こうした定義に対して、竹内好氏は 1963 年の研究「アジア主義の展望」で「私の考
えに近い」と基本的に賛同の意を表している。しかし、「完全に一致しているわけでは
ない」、アジア連帯論と大アジア主義とを区別、対立するのは「やや機械的に過ぎるよ
うに思われる(3)」と述べ、「アジア主義」における連帯と侵略とが実は不可分の関係を
もっている、というふうに指摘している。 
 にもかかわらず、氏は続く部分で、思想の初発より帯びた問題性を検討せず、逆に
その性質を曖昧化していった。すなわち、＜連帯と侵略との不可分関係＞を「アジア
主義」の非思想性、傾向性というものに帰結させ、さらにその健全な原型の可能性を
探し求めることに力を注いだのである。結局、野原氏と同じように、彼は「アジア主
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義」が発展過程のなかで変質して、それが従来の性格から逸脱したと考えている。 
 いわば、竹内氏の研究は思想の「凍結を解き、もう一度アポリアを課題にすえ直(4)」
すものであり、戦後以来の「アジア主義」研究の出発点・先駆として後年の研究に大
きな影響を与えた。しかしながら、氏は必ずしも精緻な実証に基づく議論を展開した
歴史研究者というわけではなく、むしろ文学者、あるいは思想家として位置づけられ
るべきものであろう。その見解には依然として多数の疑問点が残されており、しばし
ば批判の対象ともなった。 
実際、異なった見解はすでに戦前から登場していた。たとえば、戸坂潤氏は 1935 年
の『日本イデオロギー論』において、「日本アジア主義が日本精神主義の侵略的拡大(5)」
にほかならないと批判したことがある。そして戦後の 1960 年に、矢沢康祐氏は論文で
自由民権期のアジア連帯論を中心に、そこに初発から含まれていた、侵略意識に容易
に転化しうる指導者意識といった問題性を論じた(6)。また、朝鮮史研究者の山田昭次
氏は 1969 年の研究において、「アジア主義」がアジア侵略を正当化したもので、自由
民権期、その「原初的形態」としての興亜会の思想が「天皇制のアジア侵略を同文同
種と『興亜』の美名の下に促進するものになりさがるよりほかない(7)」と指摘した。
さらにこれらの成果を踏まえて、2007 年に、趙景達氏は近代日本の「アジア主義」の
性格を再検討して近代朝鮮の「アジア主義」観と比較研究しながら、「竹内のアジア主
義評価は甘すぎる(8)」と批判した。 
これらの竹内批判論を再整理し、筆者自身の認識を加えてまとめてみれば、竹内氏
の研究における問題点は、主に次のような三点になるかも知れない。 
①近代日本が抵抗を放棄し近代化に「追随」したことを批判した一方で、「アジア主
義」を実現されなかった一種の理想としつつ、それを救い出そうとする観点。あるい
は、日本近代史のなかで変質する以前の健全な原型を探し求めようとした、という点
である。 
竹内氏は、国家理性の堕落に対する反感をもちながら「アジア主義」における「あ
るべき」健全な形態を見出そうと試み、これを以って「日本近代を通底する一貫した
異議申し立てとして実体化(9)」し、近代超克の可能性を示そうとした。しかし、いわ
ゆる「近代の超克」という言葉は、もともと戦時中、戦争を聖戦化する言葉として通
用されたゆえに、その言葉自体に大きな違和感を感じないわけにはいかないし、また、
健全な「アジア主義」の原型とは一体、何であろうか。それを実体化した上で、日本
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近代史のなかに発見しようとする方法的前提にそもそも大きな疑問を持たざるを得な
い。 
結局、近代日本の「アジア主義」の本質が正しく把握されていないのではないか。
1930～1940 年代、―アジアを理解する熱気も能力も既に失われてしまった時代―、に
青年時期を送った竹内氏は大きな影響を与えられて、その研究は「日本社会における
中国理解の不在という＜喪失の自覚＞から出発した(10)」ものであった。そのため、彼
は近代の中国を思考の媒介としながら、一種の典型的な憧憬もしくは投影としての中
国像を作り上げる一方、自らの視野における「アジア主義」を文明一元観や自国中心
主義に基づく、ある種の理想の抜け殻、あるいは果たされなかった理想として位置づ
けた。さらに、彼は近代日本の「アジア主義」の本質を捕捉せず、「侵略と連帯」「抵
抗と協力」を明確に区分しないまま、アジア主義者の意識を「侵略主義と連帯意識の
微妙な分離と結合の状態(11)」と規定するなど、極めて曖昧模糊とした評価を示すこと
になる。そこで語られる健全な原型＝天佑侠(12)の言行や樽井藤吉の『大東合邦論』(13)
などは、誤ったものであると評価せざるを得ない(14)。 
②「アジア主義」の思想性を否定した上で、それを意識的に無意識的に抽象化、曖
昧化したという点である。竹内氏は近代日本「アジア主義」の本質を捕捉しなかった
からこそ、多くの問題に対する判断を誤るに至った。彼は健全な原型を見つけなかっ
た、もしくは見つけられなかったがゆえに、困惑に陥っていたのであろう。結果とし
て、「アジア主義」はその手によって抽象化、曖昧化され、一種の非思想性、傾向性の
ようなものとされた。 
 すなわち彼に言わせれば、それは「ある実質内容をそなえた、客観的に限定できる
思想ではなくて、一つの傾向性ともいうべきものである」「状況を越えて定義を下すこ
とはできない」「それぞれ個性をもった『思想』に傾向性として付着するものであるか
ら、独立して存在するものではない」「アジア主義とよぶ以外によびようのない心的ム
ード、およびそれに基づいて構築された思想が、日本の近代史を貫いて随所に露出し
ていることは認めないわけにはいかない(15)」。こうして、「アジア主義」は「いつでも、
どこからでも立ち上がる、『抵抗』する主体のすぐれて倫理的な営みとして選別され(16)」、
ますます定義し難いものとなった。 
しかし、これは果たして妥当な判断であると言えるだろうか。近代日本の「アジア
主義」が思想と独立しうるかどうか、傾向性であるかどうかというのは、果たしてそ
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れほど重要な問題なのだろうか。私見によれば、それは根本的な問題ではない。そこ
にはこだわる必要もない。なぜならば、「アジア主義」というものは、大きな氷山の先
端として顕現したものにすぎず、読み解くべきなのは、その根底における近代日本の
アジア認識及びその発展過程である。さらにいえば、「日本とアジアの関係性の認識で
あるとともに日本と世界、アジアと世界との関連についての認識(17)」こそが解明され
るべきものなのである。これこそが、近代日本の「アジア主義」を検討する本来の目
的ではなかろうか。 
 これに加えて、竹内氏の研究そのものの前提に問題点が孕まれている以上、その傾
向性や非思想性に関する見解は、必ずしも成り立ちうるものではない。もともと、抽
象性や多義性が「アジア主義にかぎらず、ある意味ですべての思想に共通だともいえ
る(18)」ということは、彼自身も承認していたことである。そこには、「あらゆる政治的
目的と接合しうるナショナリズム(19)」などと同じように、時局的背景によって変容す
る可能性、あるいは他の思想と結合する可能性が存在している。「アジア主義」は「き
わ立ってその特性が強い」ものであるが、決してこうした可能性の例外ではない。そ
れは完全に固定不変のものではなくて、人間認知の深化、時代的背景の変動及び主唱
者の身分、立場、目的といった要素によって、必然的に状況に応じて＜調整＞されて
いく可能性をもつ。勿論、ここで言う＜調整＞とは思想の本質を変更するものではな
く、むしろ具体的な状況に対応しながら、周辺理論の内容や組み立て、ないし思想を
表出する際の語り口に加えられていく修正である。こうした＜調整＞の結果、たとえ
歴史的な変動によって現実の社会環境が変わったとしても、「アジア主義」の本質的な
部分に伏在する目的は、社会に対する一定の影響力を失うことなく継承されていった
のではないだろうか。 
 ③自国中心主義的な視角を出発点としている点である。竹内氏は文章で中国・朝鮮
のことに触れてはいたが、その視野はあくまでも「日本」に集中している。あるいは、
日本研究のためのアジア研究（方法としてのアジア）である。とりわけアジアの視角
から日本の「アジア主義」を見る際に、触れるべき侵略主義的側面に関する検討は相
対的に著しく簡略であった。これは必然的に次の疑問をもたらすであろう。なぜ「ア
ジア」という語彙を冠する「主義」なのに、その内容は日本にのみ焦点が存するのか？
なぜ竹内氏は「アジア主義」について評価しながら、アジアの社会そのものについて
の言及は乏しいのか(20)？日本人は、アジアよりも日本、ヨーロッパのほうに重きを置
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いているのではないか？結局、これはアジアのためのアジア主義ではなく日本のため
の「アジア主義」ではないか？ 
 事実上、近代日本の「アジア主義」は、「日本の原理」を「アジアの原理」とした「原
理主義(21)」である。かつて戸坂氏は以下のように述べている。「日本主義は東洋主義又
は亜細亜主義にまで発展する。尤も之はただのアジア主義ではなく、日本主義の発展
としてのアジア主義、云わば日本アジア主義なのである(22)」。こうした視線に沿って見
れば、1930 年代のみならず、ほぼ近代史全体において、日本の「アジア主義」は実は
日本ナショナリズムの発展的形態の一つであった。両者は「土壌を同じくするばかり
でなく、同体異称というふうにも考えられよう(23)」。 
 そして、この「日本主義もしくは日本のナショナリズムからアジア主義へ」という
過程は、決して単純な国家のレベルから地域のレベルへの地理的・範囲的な拡大では
なく、日本一国の利益を擁護する小乗的思想からアジア全体の利益を擁護する大乗的
思想への自然的な発展でもなかった。むしろ後者の「アジア主義」は、前者の日本ナ
ショナリズムの延長線に位置するであろう。つまり、日本の利益はしばしばアジアの
利益と同一視されて、さらにそれを凌駕したのである。その結果、近代日本の国家使
命は盲目的に拡大されており、「アジア主義」は欺瞞性を帯びつつ不断に侵略主義や膨
張主義に接近し、そこにおける「侵略と連帯」「抵抗と協力」がますます区分し難くな
った。 
まさに岡本幸治氏が 1998 年に指摘したように、近代日本人の視角は「アジアの日本」
というよりも、むしろ「日本とアジア」であった(24)。そのため、「日本の原理」を中核
としての「アジア主義」は、その包摂する範囲が如何に拡大しても（たとえば最初の
東アジアからインドやシベリアへ、後の大東亜共栄圏の場合、東南アジア、オースト
ラリア、ニュージーランドまで）、終始その根底には日本一国の利益がアジア全体の利
益と混同されたままであった。その範囲が拡大すればするほど、日本国家の天職、使
命、道義は誇張されて、「アジア主義」の欺瞞性が漸次濃厚になってくる。この点につ
いて、竹内氏は認識不足であったと言わざるを得ない。 
以上のように、竹内氏の研究は多くの問題点を孕んでいたために、早い段階から批
判を浴びている。にもかかわらず、残念ながらこれらの批判論は現在に至っても充分
に重視されていないのではなかろうか。それどころか、竹内氏の見解を先駆として評
価しながら継承したものは次々と登場しており、むしろ研究の主要な潮流となってい
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るように見える。こうした現象そのものが、現在における「アジア主義」研究の問題
点の一つかも知れない。以下は、その代表的なものをいくつか紹介して、戦後の研究
動向および「アジア主義」認識の主要な変遷をまとめておく。 
 1975 年、中野泰雄氏は「日本におけるデモクラシーとアジア主義」を題目として、
次のように指摘している。「『アジア主義』という言葉は竹内好さんの努力で『大東亜
戦争』中の『大アジア主義』の汚染から浄化されて再評価されようとしております(25)」。
この見解からは、少なくとも三点が読み取れる。すなわち、①竹内氏の研究における
健全な原型を探し求める方法や結論の正確性を認め、その理論を全般的に受け入れて
いること。②「汚染」という言葉は、明らかに「アジア主義」が本来良質なもので、
後に変質したことを意味する。これは野原、竹内両氏の意見と一致している点である。
③前述した二点を踏まえて、さらにアジア連帯論と大アジア主義という二大方向の存
在の可能性を認め、これを継承したということである。 
 1985 年、橋川文三氏、藤井昇三氏も自らの見解を発表した。これは、1960 年代から
出発し、1970 年代の継承、発展を経た「アジア主義」研究の動向が、一層明確な位置
づけを獲得していくことを意味する。前者は『大百科事典』において、「アジア主義」
を「欧米列強のアジア侵略に対して、アジアの団結を図ろうとする主張(26)」として定
義している。この定義は現在まで多数の研究者に参照すべきものとして受け入れられ
ているが、しかし、野原氏の定義と比較すると、すでに日本盟主論に関する紹介が消
えている。そして、提示された西洋との対抗性やアジアとの連帯性という基本的属性
はある程度納得できるが、こうした極めて抽象的なものは「定義」と呼び得るのか、「定
義」としては厳密性を欠けるのではないかと、疑問が残る。 
 一方、藤井氏の研究では「方向」「分岐」といった言葉が使用され、従来の二大方向
の主張が明確に出されている。「アジア連帯による欧米支配下からの解放を目指す方向
と、『大アジア主義』の名の下にアジア侵略を偽装する方向との二つに大きく分岐して
いったと私は考えている(27)」。これは、良質的・健全的に見えるアジア連帯論が方向、
思潮として侵略主義的な大アジア主義とあわせて、二項潮流を形成したことを明確に
宣言したものである。 
 1990 年代から現在まで、「アジア主義」研究は急速に増加し、多様な展開を見せてい
る。近代日本のアジア認識、アジア政策、ないしは個々のアジア主義者の思想に関す
る検討はたくさんある。しかし、多数の研究は相変わらず従来の＜連帯と侵略の不可
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分関係＞、傾向性、二大方向、変質といった思考様式を継承している。そして、現実
の政治情勢と結びついてこれを極端に推し進めた傾向も現れてきた。たとえば、溝部
英章氏は 2007 年の論文で、「（アジア主義は）アジア連帯の思想であるが、東亜新秩序
や大東亜共栄圏といった、日本の盟主性を含意する、往々にして『高慢』と評される
『悪名高い』ものから、日中友好など、日本の随従性を含意する、最近では『媚中』
とさえ揶揄されることもある『お行儀の良い』ものまでが含まれた(28)」と述べ、連帯
性を中国への「随従性」まで拡大した。 
 なお、2013 年 2 月に出版された松浦正孝氏の編著『アジア主義は何を語るのか－記
憶・権力・価値－』は、近年における「アジア主義」研究の最新成果として注目すべ
きものである。この論文集には 29 部の論文が収録されて、内容が日本の「アジア主義」
そのものだけではなく、韓国、モンゴル、インド、中国、タイ、香港、ないしロシア、
ハワイ、オーストラリア、アメリカにおける「アジア主義」認識およびそれに関する
検討などにも触れており、「アジア主義」を一種のネットワークとして捉えている。こ
れは従来の自国中心主義的な傾向を克服し、広域比較研究を通じて世界における各民
族、各国家の認識を理解しようとする努力、そして大きな成果をもたらした研究とし
て高く評価すべきものである。 
とりわけ、編者の松浦氏は戦後の代表的な研究者として、序章「『アジア主義』の広
域比較研究」で自らの見解を明らかにした。「アジア主義分析にあたっては、ウチ（基
盤となる共同体・ネットワーク）／アジア／ソト（域外要因）の三層構造という新し
い視角」が必要であり、「アジア主義」は「自地域を中心に『アジア』をイメージする
ことで政治的・経済的な機能を持たせようとしたアジア各地域に遍在するイデオロギ
ー」として、その「ウチ」には、「各地域の『中心性』を集めることによって逆にそれ
ぞれの相対性を高めた(29)」という側面が存在したと指摘している。これは、自地域の
「中心性」を相対化する新しい視角として、現在の研究に非常に新鮮な示唆を与えて
いるものである。 
にもかかわらず、氏は冒頭で「アジア主義とは、日本を中心としたアジアへの膨張・
連帯のイデオロギーであることが、自明の大前提であった」と＜連帯と侵略との不可
分関係＞を認めた上で、竹内氏における「アジア主義」の捉え方を「本プロジェクト
を進めるにあたっての指針として(30)」継承する姿勢を表明した。この点に関して言え
ば、竹内氏に端を発する従来の思考様式への根源的な批判は提起されていないと言わ
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ざるを得ない。 
 こうして、以上のように研究史の概況を一瞥しただけでも、戦後日本学界における
「アジア主義」およびアジア認識研究の主要な変遷が窺われるであろう。現在に至っ
ても、①「アジア主義」は＜連帯と侵略の不可分関係＞をもつ一種の傾向性であるゆ
えに定義し難いが、②おおむねアジア連帯論（健全なもの）と大アジア主義（侵略的
なもの）という二大方向に区分できる。③それは本来、近代超克の可能性を孕む理想
であったが、後に軍国主義に利用されて変質、逸脱した、という解釈は依然として日
本学界の主流を占めている。 
 一方、近年中国の学界でも、近代日本の「アジア主義」に関する研究は注目を集め
ながら急速に発展しているが、日本の学界と同じように未だに説得力のある定説がで
きていないというのも現状である。その中でもっとも衆目を集めた代表的なものは、
盛邦和氏と戚其章氏との論争かも知れない。 
 2000 年、上海財経大学の盛氏は論文で日本の「アジア主義」に対して次のような評
価を与えている。「初期段階では、西洋侵略を抵抗するための『同盟論』や『提携論』
＝『戦略としてのアジア主義』が存在した」。1880 年代以降、「国粋主義を代表として、
日本文化への復帰やアジア文化との関連性を強調する動きが生まれて、文化的側面に
おけるアジア主義の傾向＝『文化としてのアジア主義』が発生した」「この二つには健
全な側面があっただろう」。しかし、それは「最後に、大陸政策と連動しながら侵略イ
デオロギーへと変質した(31)」と。 
 これに対して、山東省社会科学院歴史研究所研究員の戚氏は 2004 年に、論文「日本
大アジア主義に対する考察－盛邦和氏との議論（筆者訳）」を投稿して厳しい批判を行
った。氏は冒頭で李大釗と孫文との見解を引用しながら、「近年、国内学界では、日本
アジア主義の初期段階に健全な側面があったと主張する見解が出された」が「残念な
がら私は納得できない」と述べている。なぜならば、「初期段階の代表的な言説として
の攘夷論にせよ征韓論にせよ興亜論にせよ、最初から最後まで、いずれも日本の『大
陸経営』に立脚し、欺瞞に満ちた侵亜論にすぎなかったからである」「（侵略を隠す手
段としての）日本大アジア主義は、近衛篤麿の『支那保全論』と 1916 年小寺謙吉の『大
亜細亜主義論』とを契機として形成されたものではないか(32)」。 
 この批判に対して、盛氏は翌年、論文「日本アジア主義と右翼思潮の源流－戚其章
氏への回答（筆者訳）」を発表し、反批判を行った。行論において氏は、「日本アジア
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主義の形成は突発的なものではなく、必然的に長い過程を経たことだから、初期段階
と後期段階とに分けられる」と主張し、さらに前述した野原氏や竹内氏の見解を論拠
として、「日本アジア主義は多義的なものであるから、そこに侵略派もいるし、連帯派
もおり」「変質の可能性が存在しただろう」と述べている。盛氏は、このような歴史的
変容を前提とした上で、「『過程論』『流派論』『変質論』に対して、いずれも否定的な
態度をとっている」戚氏の論を、「歴史事実に反したものではないか(33)」と評価するの
である。 
 この論争は、中国学界の「アジア主義」研究における代表的な事件として、大きな
注目を浴びた。その後、戚氏は残念ながら再反論を出していなかったが、その代わり
に南開大学世界近現代史研究センターの楊棟梁氏と王美平氏が 2009 年に共同で論文
「日本『初期段階のアジア主義』思潮に対する考察－盛邦和氏と戚其章氏への問題提
起（筆者訳）」を発表し、論争に加入した。 
 両氏の見解によれば、「盛氏と戚氏との論文は現在中国学界の近代日本アジア主義研
究の代表的な成果であり」「（とくに前者の提示した）初期段階のアジア主義に関する
結論は一定の合理性を有するものとして認められるべきである」。しかし、「今後補足
すべきところも若干あると思う」。たとえば、「『文化としてのアジア主義』は一体、当
時日本の国粋主義などとどのような関係をもったのか」「その根拠は何か」などの点に
関しては大きな疑問が残っていると言う。さらに、両氏は自らの主張として、「日本の
初期段階のアジア主義には、①『素朴型』②『策略型』③『征服型』という三類型（三
流派）があったのではないか」と提起している。この中で①「素朴型」は、「宮崎滔天
らの思想を代表とするもので、アジア内部の対等的連帯を唱える健全なもの」と評価
する。これに対して②「策略型」は、「外見的に①と同じようなものであるが、実は日
本の利益拡張を目的とする一種の策略、戦略にすぎなかったと考えられる」。最後に③
「征服型」については、「侵略主義、膨張主義を一貫するもの」として位置づけるとと
もに、「征服型」へと「変質する場合は②の『策略型』のみにあるだろう(34)」と論じて
いる。 
 こうした再整理から見れば、近年中国の学界では日本の「アジア主義」をめぐって
大いに議論が行われ、多くの成果がもたらされているものの、なお補足すべきところ
は多いと言わざるを得ない。とりわけ、これらの研究は基本的に「初期段階のアジア
主義」に関心を集中しているが、未だに一致した方向性が獲得されていないばかりか、
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その後の発展についても具体的に触れていなかった。そして、初期段階に健全なもの
が一つもなかったと否定したのはもちろん、健全なものの存在を認めて、それを一つ
の潮流、流派として過大評価したのも妥当ではないであろう。また、日本学界の一部
の潮流と同じように、疑問なしに竹内氏の見解を先駆ないし論拠としてそのまま受け
入れたことについても、問題は相変わらず存在している。 
したがって、ここで敢えて再び疑問を提起しておきたい。「アジア主義」の連帯性に
は果たして問題がなかったのか。盟主論や大国意識というものは無視できるのか。ア
ジア連帯論は果たして方向、潮流、流派として存在したのか。 
勿論、ここで健全なものの存在を、何の前提もなく否定することもできない。しか
し残念なことに、日本近代史のなかで健全な「アジア主義」の原型を探し出すのは非
常に困難なことである。たとえ健全なものがあったとしても（たとえば宮崎滔天らの
主張）、それは極少数の異端であり、ただ「点的に存在する(35)」にすぎなかった。思想
の大きな潮流としては、一度も存在していなかった。近代日本の「アジア主義」の主
流は、決して健全なものではなかったであろう。それは「外見的にはイデオロギー形
態を異にしながら」、脱亜論と「相互に補いあいつつ、アジア侵略を正当化した(36)」の
である。それゆえに、問題にされるべきなのは健全な「アジア主義」の原型が存在し
たかどうか、それは何かということではなく、むしろ何故に健全なものは極少数なの
か、何故にそれは主流として発展していかなかったのかという設問である。 
 一方で、「連帯性」に関しても、検討の余地があるであろう。岡倉天心はかつて『東
洋の理想』において「アジアは一つ」と述べたことがあるが、しかし現実のアジアは
多元的であり、アジア諸国はそれぞれに固有な伝統をもっている。天心の後継者と見
なされた大川周明でさえ、「亜細亜は政治的事情も多、産業様相も多、文化形態も多、
亜細亜は決して一ではなく、むしろ余りに一でなさすぎる(37)」と認めたことがある。
結局、近代のアジアはそのものとして一体なのではなく、むしろ「ヨーロッパに対す
る屈辱において一つになりうるはずの可能態(38)」というべきものである。言い換えれ
ば、アジアは「抵抗」のアジアである。「抵抗」において、アジアは一つになる可能性
がある。しかし、近代の日本は「抵抗」を放棄した。西洋の近代を受け入れて西洋化
を遂行する過程は、実は「アジアでなくなる過程」に他ならない。こうして考えて見
れば、従来「連帯性」に関する見解はもう一度吟味する必要があるかも知れない。さ
らに、今までに形成されてきた「アジア主義」の本質への認識に対して疑問が生じて
 12 
くることも免れないであろう。 
 
第 3 節 研究目的 
 いずれにしても、現在の「アジア主義」研究には、少なくとも次のような三つの根
本的な問題が残されている。 
①「アジア主義」そのものの概念や定義について、未だ説得力をもつ定説ができて
いないため、再検討、再構築する必要がある。②概念や定義に関する定説がないから
こそ、「アジア主義」の発展や変化を検討する際に多くの分岐点や不足が生まれてきた。
これは充実・補足に待たねばならない。③現在までの研究の多くは、当時のアジア諸
国からの反応及びそれと日本社会との相互関係を軽視する傾向が否定できない。すな
わち、検討の焦点を「日本」の場合に絞りすぎており、自国中心主義的な理解や局限
性が免れなかったということである。これも補正されるべきである。 
これらの問題点をめぐって、本稿は以下の諸点を研究目的としたい。 
まず、従来の史料を再整理し、近代日本の「アジア主義」が一つの言葉や概念とし
て確立する過程を考察する。固定化された概念としての「アジア主義」における諸特
徴を参考にして、その本来の＜定義＞を立ててみる。 
次に、既述したように、戦後以来、竹内氏の見解を批判したものはすでに早い段階
で始まった。しかし、これらは学界の傍流として充分に重視されていないのみならず、
基本的に理論面の吟味に集中している。たとえ時代的背景や特定の歴史事件と関連し
て検討を試みるとしても、その大多数は自由民権期の場合のみに焦点を絞っていた。
これに対して、本稿は＜定義＞に基づいて、1910 年代後半期から 1920 年代末期までと
いう時期を中心に、時間軸に沿って当時の時局推移と連動する日本「アジア主義」の
発展過程及びその結果を検討してみたい。 
言うまでもなく、該当時期は、イギリスを覇者とする従来の世界秩序＝所謂「パッ
クス・ブリタニカ（イギリスの平和）」に貢献しそれに服していた日本が、第一次大戦
以来イギリスの覇権の衰退を乗じて、自らをアジアの盟主として新しい地域秩序の構
築を練っていた時期である。これは必ず「アジア主義」の発展と緊密につながってい
るであろう。とりわけ、当時の時局的背景の下において、「アジア主義」が如何なる具
体的内容をもちつつ、どのような発展過程にあったのか、時代によって如何なる特質
を生じることになったのか、各特質が如何に相互関連していたのか、などを解明する
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必要があると思われる。 
また、同時期のアジア側は、如何に自らの立場、現実状況に基づいて「アジア主義」
を受容し、これを如何に再解釈して日本に投げ返したのか。逆に、日本側はこれに対
して、如何に反応・対応したのか、両者の間に如何なる摩擦・軋轢が生じてきたのか、
その結果は何か、などの一連の設問に対して答える必要があるが、本稿は一先ず近代
中国の場合を中心に検討を試みたい。 
 いずれにせよ、以上の研究目的を果たすために、本稿は、竹内氏らの研究と異なっ
た方向に沿って、1910 年代後半期から 1920 年代末期までの時代的背景を念頭に置きつ
つ、第 I 部（第 1 章～第 4 章）では「アジア主義」に関する通史的な検討をおこない、
第 II 部（第 5 章～第 7 章）と補論では人物研究の形で北一輝、長野朗、汪兆銘の思想
理論を個別に考察して、二つの側面よりいささかなりとも以上の課題に接近すること
を目的とする。 
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第 I 部 「アジア主義」の生成と展開 
 
第 1 章 ＜定義＞の形成及び従来の発展 
 
第 1 節 概念定着以前の状況 
1.1 起源と近代性 
 「アジア主義」を検討する際に、まず「アジア」という概念の形成過程を確認して
おく必要がある。 
そもそも、「Asia（アジア、亜細亜）」という言葉は、アジア人自身によって作られ
たものではなく、西洋から伝来されてきた世界を区分する概念の一つである。紀元前 7
世紀ごろ、古代メソポタミアのアッシリア人は、エーゲ海の東を「Asu（アス）」、西を
「Ereb（エレブ）」とそれぞれ呼称していた。これは、後にラテン語に採用されて、接
尾辞の「Ia（イア）」がついて「Asia」となった(39)。その後、「Asia」という地理的な
概念は、徐々にヨーロッパ諸国に広まっており、ユーラシア大陸の東側を指すように
なった。 
1602 年、イタリア宣教師のマテオ・リッチ（Matteo Ricci）は中国の北京で『坤輿
万国全図』を刊行した。これによって、「Europa」「Asia」といった概念ははじめて東
アジアに紹介された、と言われている。当時の日本は未だ鎖国中であったが、蘭学者
たちを通してこれらを輸入し、「アジア」という言葉は日本にはじめて導入された。さ
らに 18 世紀に入ると、西川如見、新井白石らの天文・地理学者は『日本水土考』（1700
年）や『采覧異言』（1713 年）といった著作で「アジア」の概念に対して具体的な記述・
説明を行って、その流布に貢献した(40)。にもかかわらず、当時の知識人は「中国・朝
鮮と日本との社会的歴史的違い」を強く意識して、「アジア」を「『他称』の『総称』」
としつつ、未だ大きな違和感を覚えていた。 
これは明治維新以降、日本社会における急速な西洋化・近代化とともに消し去られ
ている。結果、「漠然とした同一性の内容吟味がまったくなされず(41)」、西洋から伝来
されてきた「アジア」の呼称は次第に地理的な総称として一般化されていった。それ
を頻繁に使用することによって、本来多元性をもつアジアは同一性、一元性を有する
ものに見られるようになってきた。 
こうして、次のような結論が生まれてくるかも知れない。すなわち、アジア人はそ
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のまま「アジア」の概念を受け入れて、自らが「アジア人」だと承認すれば、実は自
分は最早アジア人ではなく、「ヨーロッパのアジア人」となってしまったのではないか
ということである。言い換えれば、「アジア」に対する疑惑を捨てて、それを平然と使
用しはじめたとたんに、その根底に存在するのはすでにアジアそのものに起源したも
のではなく、むしろ西洋的な認識の枠組みであった。 
これに加えて、「ヨーロッパ（欧羅巴）」と相対する概念の「アジア（亜細亜）」とい
う総称の普及は、アジア諸国の多元性を曖昧化し、それらを一つの共同体のようなも
のにした。「そこからしか『アジア主義』は生まれ得なかった(42)」。だから「アジア主
義」というものは、近代の到来とともに誕生したものであるとまず判断できる。それ
は、アジアの伝統的・文化的な共通性・親近感に基づいて、自発的・主動的に生じて
きたものではなかった。むしろ当時の「西勢東漸」という西洋勢力が東アジアに侵入
してきたことを背景として、共同の危機に対応するために敢えてアジアの同一性を追
求するものであったといえる。 
1862 年、軍艦奉行並に任ぜられた勝海舟は、当時のアジア政策(43)に関して以下のよ
うに提案した。「わが策は、当今亜細亜洲中、欧羅巴人に抵抗する者なし。これ皆規模
狭小、彼が遠大の策に及ばざるが故なり。今、わが邦より船艦を出だし、弘く亜細亜
各国の主に説き、横縦連合、共に海軍を盛大にし、有無を通じ、学術を研究せずんば、
彼が蹂躙を遁がるべからず、先ず最初、隣国朝鮮よりこれを説き、後、支那に及ばん
とす(44)」。 
こうした地理的な近接性に基づいて戦略的連合をとなえた主張からは、当時の軍事
や国防を中心とするアジア政策論が盛んに行われていた状況が窺われる。この背景の
下で、「アジア主義」は最初、西洋の侵略から自国の存立を守るために、地理的に接近
し、人種的に相同し、文化的に類似するアジア諸国と相互連帯・相互提携しようとす
る戦略的な主張として誕生した、ということが容易に理解できるであろう。しかし、
これは「自然的な所与の条件」だけを強調した反面、「アジアに対する主体的理解を欠
いていた(45)」ものであった。その動機は本来、価値的な一体性ではなく、戦略的な利
便性にあった。だからこそ、日本の「アジア主義」における主体はアジアというより
も日本であり、「日本の原理」がしばしば「アジアの原理」とされたのである。 
 結局、「アジア主義」は単に西洋への反作用ではなく、近代化の産物として近代主義
と連結（リンク）するものであった。松本健一氏の「思想の方向性とすれば反近代主
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義的な原理主義の性格をもっている(46)」という主張は、なお慎重に吟味する必要があ
るだろう。当時の危機に対応するために、日本側はアジアとの提携を説いていた一方
で、根深い不信と相乗的に、「アジア主義の基底をなすはずの東洋文明からの脱却が始
まって(47)」、自らが近代西洋の制度や思想や文明を吸収しながら「抵抗のないアジア
(48)」へと発展していた。これは、対外的に西洋文明への抵抗を放棄したことを意味す
ると同時に、対内的に近代化への抵抗をも放棄したことを意味するであろう。そして、
この対内的な側面は間もなく逆用されて、アジアに対する優越感及び指導者意識を支
える根拠の一つとなるに至った。 
 そのため、「東アジアにおける『近代』の導入は、『西洋』『ヨーロッパ』対『東洋』
『アジア』という対抗関係をうみだすだけでなく、むしろ『東洋』『アジア』の内部に
こそ抗争を呼びおこしてしまうのであり、それこそが深刻な問題となっていく(49)」の
である。いわば、近代日本の「アジア主義」はナショナリズムを超えられる普遍な原
理をもつものではなく、日本ナショナリズムの拡大版にすぎなかった。これをもって
日本の近代を批判し超克する試みは、必ず失敗に帰するであろう。 
 
1.2 模索と傾向 
 前述したように、もし近代のアジアに、ある種の共通原理が存在したと言えば、そ
れはせいぜい「抵抗」というものであるとしか言えない。だから「アジア主義」には
そもそも、強い（西洋への）抵抗意識が包摂されていたはずである。しかし、これは
近代日本思想における極めて希薄なところなのである。「アジア主義」は西洋への抵抗
というより、むしろアジアへの対策、という側面が顕著であった。 
 その概念の発展過程から見れば、そもそも「アジア主義」は特定の思想家あるいは
特定の著作や理論から出発したものではなかった。明治前期、それはただ個々に散在
している、未だ統一・定型化を獲得していない主張や意見にすぎなかった。この状況
の下で、もしくは、この段階にある「アジア主義」は、特徴が未だ固定しておらず、
概念として定着していないため、捕捉して定義を下すのが非常に困難である。たとえ
定義できるとしても、それは一面的なものになる恐れがあるであろう。したがって、
該当時期の「アジア主義」に対しては、せいぜいアジアと連帯して西洋の侵略を抵抗
するという抽象的な基本属性を有し、防御的性格をもつものであるとしか言えない。
これが先行研究でしばしば指摘された、いわゆる「最小限共通性(50)」あるいは「思想
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的最大公約数(51)」というものである。 
しかし、これは否定できないことのように思われるが、近代日本の「アジア主義」
は、最初は個別的に散在しているものであったにもかかわらず、発展過程のなかで次
第に「一般的問題に解消できない固有の思想的性格(52)」を帯び始めてきた。そのため、
比較的精確な定義を下し、時間軸に沿って史的展開を試みるならば、まずその「固有
の思想的性格」が一体何かという問題を解明しなければならない。そして、この問題
を解明しようとするならば、少なくとも「アジア主義」が一つの固定化された言葉や
概念として特徴が定着した後こそ、はじめて可能性を見出せるであろう。 
従来の史料を再整理してみれば、そもそも明治前期には「アジア主義」という言葉
がなかったということが分かる。その時期に、「主義」という用語でさえ未だ形成中で
あった。すなわち通説として、それは 1881 年の『哲学字彙』で福地源一郎（桜痴）に
よって、英語の「Principle」の訳語としてはじめて使用されたということである。現
在のように、英語の「－ism」の対応語として使われはじめたのは、明治後期のことで
あった。そのため、少なくとも明治前期には「アジア主義」が未だ一つの言葉として
形成されておらず、ただ抽象的な基本属性を有する点的に散在している意見や主張に
すぎなかったと推測できる。そのなかで、最も代表的なのは、興亜会(53)の主張＝いわ
ゆる興亜論である。その中心的人物の曽根俊虎は、かつてアジアが連帯すべき理由を、
「白人ノ黄人ニ対スル何ゾ無道ノ甚シキヤ」「豈何ゾ同種忌ミ、同文相疑ヒ碧眼人ヲシ
テ我ガ間隙ヲ窺ハシム可ンヤ(54)」という点に求めたが、ここからは強い人種競争意識
およびウェスタン・インパクトにもたされたアジア内部の摩擦が窺われることは疑い
がない。 
興亜会は、「会員はきわめて雑多であり、性格は純一ではない(55)」から、興亜論をめ
ぐって多様な議論が存在した。そして、その言説や主張は未だ統一せず、曖昧模糊と
した点も少なくなかった。多数の問題については、具体的に論じていない場合がよく
あった（あるいは、その際、未だ触れる必要がないかも知れない）。たとえば、提携す
る際にアジア諸国の地位が如何、言い換えれば、アジアと提携すべきと主張する以上、
具体的にどのように提携するのか、指導者や盟主が必要かどうか、もし必要ならば、
どの国が盟主になるべきなのか、といった肝心な、ある程度日本「アジア主義」の性
格を決定できる問題に対しては、中国人会員と日本人会員との分岐はもちろん、日本
人会員内部でさえ未だ一致する意見が出てきていなかった(56)。 
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しかし、これは結局回避できず、明確に回答せざるを得ない問題となった。間もな
く、同問題は表面化して、興亜会の内部における対立・摩擦を招いてきた。その契機
は 1884 年朝鮮の甲申事変期、対朝鮮政策をめぐる意見の分裂であった。当時、多数の
日本人会員にとって、アジアと連帯して「大勢を振興」しようとするならば、「それぞ
れの地域において近代化を推進する勢力との結び付きを内容としなければならない
(57)」。これはいうまでもなく、近代主義の立場に立って、旧体制にこだわっている清国
（中国）・朝鮮と対立する姿勢を示した。日本の朝鮮ないし中国に対する優越感は、近
代化の成功などに由来したものであるから、近代化による興亜の実現を主張したのは
必然として、自らの「近代化の先駆者」の意識とつながって日本盟主論の特徴を示す
であろう。これが旧体制に固執した中国人会員の不満・反発を招いてきたのは、当然
のことである。 
一方、この日本盟主論への傾向は当時の自由民権運動とも関連していると考えられ
る。矢沢康祐氏の分析によれば、民権運動は本来的に、「アジア連帯意識＝相等性」と、
「指導者意識＝不等性」との二つの論理を内包しており、しかも主要な側面は後者に
あって、それはアジアへの侵略意識に容易に転化しうるものであった(58)。だとすれば、
前者は近代西洋の主権国家平等観念＝横並び関係に基づくものであり、後者は意識的
に無意識的に従来の華夷秩序観に類似する階層原理的な思考様式であるとそれぞれ理
解できるであろう。そして、当時の日本における一般化された、文明化段階の到達度
の違いによって世界の国々を配列するというやり方は、「天下を中華－諸夏－四夷の文
明化段階差とみる華夷秩序観ときわめて近似したもの(59)」であったから、後者の「不
等性」は結局、華夷秩序観の残渣と近代文明観における階層差とが弱肉強食の環境の
もとで相互結合した産物であったといえる。 
 この主要な側面を占めている階層原理的な思考様式を支える優越感及び指導者意識
は、二つの側面から由来したものであると考えられるが、一つは従来の日本型華夷秩
序観ないし後期水戸学における尊皇思想に基づく皇国観念であり、一つは明治期から
形成してきた文明論や「日本の原理主義」である。両者は相互交錯しながら近代天皇
制国家の優越感を支えていたわけである。この場合、文明論の「文明」、すなわち日本
という国の体現した文明は、決して東洋の伝統や東洋の文明から源を発したものでは
なく、逆にそこから脱却したことによって獲得されたものであった。 
そして、西洋諸国への劣等感を克服するためにはアジア諸国への優越感を確立する
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必要がある、という強者にいじめられた者は弱者をいじめるような意識も潜在してい
るが、興亜会の主張に生じてきた日本盟主論への傾斜は、実はこれらを基礎として成
り立ちうるものに他ならなかった。 
また、民権運動における民権論から国権論への転向も、同時期の「アジア主義」の
発展に大きな影響を与えた。福沢諭吉は 1881 年の著作『時事小言』の冒頭において、
「天然の自由民権論は正道にして、人為の国権論は権道なり(60)」と述べたにもかかわ
らず、「権道」としての国権論を敢えて選択する宣言を行った。彼にとって、「民権と
国権は不可分だった(61)」。この弱肉強食の「禽獣の世界」のなかで生き抜くために、日
本自身もその一員として行動せざるをえない。 
 しかし、「自由にして相互に平等な人民によって下から支えられた国家こそ、もっと
もよく国家平等の原理に忠実(62)」するため、こうした近代日本の知識人における民権
論から国権論への転向は、必然として主権国家の平等意識及びこれを原理とする万国
公法に忠実とはなり難いということを意味するであろう(63)。その結果、多くの知識人
は偶然というよりもむしろ必然的に、対外問題において「指導者意識＝不等性」の方
向に転換した。たとえば、福沢は『時事小言』において、「則ち方今東洋の列国にして、
文明の中心と為り他の魁を為して西洋諸国に当るものは、日本国民に非ずして誰ぞや。
亜細亜東方の保護は我責任なりと覚悟す可きものなり(64)」と述べ、さらに翌年いっそ
うはっきりと、「我輩敢て自から自国を誇るに非ず、虚心平気これを視るも、亜細亜東
方に於て此首魁盟主に任ずる者は我日本なりと云はざるを得ず(65)」と、日本盟主論的
な言説がなされた。これは、弱肉強食の残酷な環境の下に生じてきた悲しい現実であ
ると言わざるをえない。 
まさに山田昭次氏が指摘したように、「アジア主義が形成されはじめるのは自由民権
期、とくに運動の解体期である(66)」。この時期に、従来の優越感及び指導者意識に基づ
く「不等性」の階層原理的な思考様式は、急速に顕在化されて「アジア主義」的な言
説の主流としつつ、その概念の定着過程に巻き込まれた。興亜会はその代表として、
意見主張が曖昧模糊としたものから日本盟主論へと傾いたため、中国人会員との対立
を招いてきた。結局、中国人会員たちは相次いで退会して、同会は分裂するに至った。
これは、日中両国の間に興亜論もしくは「アジア主義」をめぐって、すでに決定的な
分岐が生じたことを意味するであろう。 
一方、樽井藤吉の場合にあっては、結論はほぼ同じであろう。樽井（当時は森本姓
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をなのる）の有名な『大東合邦論（以下は『合邦論』と略称）』は 1893 年に刊行され
たものであるが、実は 1885 年にその原稿はすでに書き上げられたのである(67)。これは、
序文における香月恕経の回想「明治十八年。君来寓我筑数月。余往訪之。君探筐中。
出一書示余。題曰大東合邦論(68)」という一文によって明らかにされている。 
樽井は同書において、現下の国際関係に「競争」と「親和」との二原理が存在し、
多種族のヨーロッパ社会が「競争」によって大きな発展を遂げたが、これと異なり、
東洋社会は同じ黄色人種としての一種族の社会であるから、「親和」の原理を確立すべ
きであると、さらに「親和」の具体策を、まず日韓両国が対等合併して「大東」とい
う国を作り、後に清国（中国）と合縦して西洋列強の侵略を共同防衛する、というこ
とに求めている。 
しかし、一種族であるかどうかを判断するには、肌色だけではなく、もちろん言語、
歴史、文化、宗教といった様々な複雑な要素も考慮される必要があるが、『合邦論』で
は単に「黄色人種」を唯一の論拠、基準として東洋社会の共通性が論じられている。
結局、何故に白色人種としてのヨーロッパ社会は却って一種族の社会ではないのか、
という疑問が残っており、そもそもこうした二重標準を前提として東洋社会を敢えて
一つの整体にする考え方は、牽強付会の印象を与えるように見えるといわざるを得な
い。 
従来の研究でよく議論されているように、樽井の思想における近代的側面は注目さ
れるべきところである。たとえば、彼は国内政治について、「故人之所以成国者。出于
生存之必須。生存之必須。有四要。曰生命。曰自由。曰名誉。曰財産（人の国をなす
所以は、生存の必須に出ず。生存の必須に、四要あり。曰く生命。曰く自由。曰く名
誉。曰く財産）」「故政治者。因保全四者之必須而起也（政治とは、四者を保全するの
必須によりて起れる也）(69)」と述べ、国際関係については、「西諺曰右手洗左手。両手
洗其面。我亜洲諸国之睡眠亦既久矣。而日韓猶両手。盍合之以一洗面目（西諺に曰く、
『右手左手を洗い、両手其面を洗う』と。我が亜細亜諸国の睡眠も亦既に久し。日韓
は猶お両手の如し。何ぞ之を合し、以て面目を一洗せざる）(70)」。日韓合邦後、「其体
倣独逸。以為友国連邦乎。擬英吉利。以為同治合邦乎。取北米合衆国之制。以為主権
会盟乎（其の体、独逸に倣い以て友国連邦と為すや、英吉利に擬い以て同治合邦と為
すや、北米合衆国の制を取り以て主権会盟と為すや）」「時期已熟。而両国輿論出焉。
則有具眼之士為之処理者矣（時期已に熟して両国の輿論出づれば、則ち具眼の士、之
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が処理を為す者有らん）(71)」と西洋的、近代的思考を示している。 
これはまさに鈴木正氏が解説したように、「『大東合邦論』をよんで驚いたことは、
東洋社会党時代（1882 年）の彼よりも、むしろよりすすんだ西洋の理解（それはとく
に西欧近代の民主主義的理念にたいする十分な尊敬をこめた）をもって合邦論が展開
されている点である(72)」と、同書からは樽井の思想における濃厚な近代主義的性格を
読み取れるに疑いがない。 
しかし、もし西洋の近代を価値判断の基準としてみれば、明治維新以降の日本は明
らかに朝鮮や中国より西洋に接近している開化国、先進国である。これは、文明化段
階の到達度の違いによって国々を配列することとつながり、朝鮮、中国に対する侮蔑
感、あるいは「指導者意識＝不等性」の傾向を免れないものであったといえる。 
また、樽井は日韓合邦後の対等性を保証する方法について次のように強調している。
「而其要在使各邦自主自治之権。帰于均平。若甲邦独全其権。而乙邦不能全之。則其
乙邦不異亡滅。両邦不行其権。而其合成国専行其権。亦使両邦人民。均得参聴其大政。
則彼此平等矣（而してその要、各邦の自主自治の権をして均平に帰せしむるにあり。
若し甲邦、独りその権を全うし、乙邦、之を全うことする能うずんば、その乙邦、亡
滅するに異ならず。両邦、其の権を行なおずして、その合成国、専らその権を行い、
また両邦の人民をして、均しくその大政に参聴するを得しめば、彼此、平等也） (73)」。 
にもかかわらず、同書の「漢土情況」「朝鮮情況」の部分では、中国に対して「道徳
払地。風紀壊乱。街衢汙穢。道路不脩。臭腐土芥。堆積成丘（道徳は地を払い、風気
は壊乱す。外衢は汚穢し、道路は脩まらず、臭腐の土芥は堆積して丘をなす）」「所謂
仁義者。今則為詐騙。為盗賊（所謂の仁義は、今は則ち詐騙と為り、盗賊と為り）(74)」
と、その陋習を批判した一方で、また朝鮮に対しては「其国小弱。其民疲弊。且政綱
紊乱。治化廃頽（其の国は小弱、其の民は疲弊し、且つ政綱紊乱し、治化は廃頽す）(75)」
と、その現状を低く評価している。この文脈に沿って考えれば、結局、結論は「大政
に参聴する」者が日本人のほうが良い、もしくは日本人であるべきだということに必
然的に帰結されるであろう。これは、樽井の思想が、表では「相等性」のもつもので
あるように見えるが、実は裏では濃厚な「不等性」の傾向が内蔵されたものであるこ
とを意味するにほかならない。 
そして、中国、朝鮮に対する侮蔑感だけではなく、この「不等性」の傾向はまた、『合
邦論』の論理そのものからも窺うことができる。たとえば、「合同利害」という節にお
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いて、「国人嘗有唱征韓論者。夫戦而取之。則必疲靡国力。以買其怨（国人に嘗て征韓
論を唱えし者有り。夫れ、戦いて之を取れば、則ち必ず国力を疲靡し、以て其の怨を
買わん）」「以費于兵争之資。誘朝鮮之開明。則是不買怨而樹徳也。合邦豈日本之不利
哉（兵争を費やすの資を以て朝鮮の開明を導かば、則ち是れ怨を買わずして徳を樹つ
るなり。合邦豈に日本の不利ならんや）(76)」と説かれている。すなわち、軍事力で朝
鮮を取ることは「国力を疲靡し、怨を買う」ことであるが、もし合邦という形で取れ
ば、「兵争の資」を費やせずに朝鮮併合の実績を収めるはずだろうというふうに暗示さ
れている。これは、軍事的な征服の代わりに「合邦的な征服」をとなえるものとして、
明らかに日本を朝鮮の上位に置く思考様式である。 
 一方、中国との合縦はどうなるか。実はその目的はすでに序文で香月恕経によって
明らかにされた。「我邦人常侮蔑彼之貧弱。而彼亦久啣豊公一挙（豊臣秀吉による文禄・
慶長の役－筆者注）。常抱猜疑於我。恐認合同為併呑。愆長計為欺術矣。若更別国。與
彼無宿怨者。為三国合同。則彼不復疑我而事集矣(77)」と。すなわち、合邦には朝鮮を
併呑する野心が内蔵されているのではないかという朝鮮側の猜疑を解消させるために、
第三国の中国と合縦して、「三国合同」の形で展開すれば良いという主張であった。樽
井は「論清国宜与東国合縦」という節でこれに呼応したが、さらに「大東」と清国と
の提携に次のような厳しい条件を付けている。「然清之致大国。素非協議以合之。而今
與我東方合。使我東方参其大政。則亦不可不使漢土、韃靼、蒙古、西蔵諸邦。復其自
主。而参其大政也。清廷許之。則可（然れども、清の大国を到せるは、もと協議して
以て此れを合せるに非ず。而して、今我が東方と合し、我が東方をしてその大政に参
ぜしむれば、則ち亦た漢土、韃靼、蒙古、西蔵の諸邦をして其の自主を復し、其の大
政に参ぜしめざるべからず。清廷之れを許さば則ち可なり）(78)」。すなわち、中国は大
国であるため、それと提携する際に、まずその支配下の漢土、韃靼、モンゴル、チベ
ットを独立させる必要がある、という条件であった。これは、当時の中国にどうして
も受け入れない要求を出して、それを退かせてから日本のみを朝鮮の上位に置く意図
を示している。 
 結局、『合邦論』からは、樽井の「アジア主義」が外見的に「相等性」の論理をもっ
て日韓の対等合邦をとなえるが、実は裏では完全に日本による一方的な併合を目指す
「不等性」のもつものであるとしか読み取れない。これは、現実として「（1910 年 8
月の）日韓併合の時はホントに喜びましたよ、あんな嬉しそうな顔は見たことはあり
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ません(79)」と、後年の桜井寺住職康成師の証言によっても、十分に証左されたことで
ある。 
 では、樽井の主張は当時の中国でどのように認識されていたのであろうか。周知の
ように、『合邦論』が刊行された 5 年後の 1898 年に、光緒帝の支持の下、康有為らの
変法派は中国で政治改革運動を行った（「戊戌の変法」）。その際、康有為は弟子の梁啓
超に命じて海外の書籍を全力で翻訳させたが、そのなかには『合邦論』が含まれてい
る。樽井の原著はもともと漢文で書かれたものであるため、それは翻訳というよりも、
むしろ漢文のおかしいところを校正するという形で、そして新たに『大東合邦新義（以
下は『新義』と略称）』という題名で刊行されたものである。 
 2010 年、台湾人学者の雷家聖氏は『合邦論』と『新義』とについて比較研究を試み
た。その研究によれば、『新義』の序文において、梁啓超は相当な猜疑、不信感を示し
ながら樽井の主張に以下のような評価を与えている。「惜乎摭論繁蕪。立意狙険。似持
公論。旋狃私見。攘我藩服。揺我心腹(80)」。すなわち、同書は残念ながら繁蕪（文章が
くだくだしいこと－筆者注）の論説を集め、危険な構想を立て、公論を持つふりをし
ながら偏見に満ちて、わが国を追い払ってわが藩属国を服従させ、わが腹心を動揺さ
せようとするものである、という非難であった。 
 そして、梁啓超の学生、校正者の陳高第は校正した際に、わざと満漢矛盾について
の内容を削除したりして、また前述した樽井原著における「（漢土、韃靼、蒙古、西蔵
の諸邦をして其の自主を復し、其の大政に参ぜしめざるべからず。）清廷之れを許さば
則ち可なり」という一文を「中国之れを許さば則ち渙（氷が溶けて水が広がること－
筆者注）なり」に修正した(81)。これは、中国が支配下の漢土、韃靼、モンゴル、チベ
ットの独立を許せば、バラバラになってしまうだろうと、拒否の態度を示して、中国
側の認識が樽井の大東合邦論ないし「アジア主義」と大きく分岐しているということ
を明らかにしたものである。 
 いずれにしても、ここまでの検討から見れば、近代日本の「アジア主義」は特徴が
未だ固定化されておらず、その概念が未だ定着していない時期に、「日本原理主義」、
近代主義、「指導者意識＝不等性」の傾向がすでに現れてきて、周辺国家とりわけ中国
に警戒ないし批判されていた、ということが分かった。これは興亜会の場合のみなら
ず、樽井藤吉の『合邦論』に関する考察からも窺うことができる。そして、前者は後
年の亜細亜協会や東亜同文会などのアジア主義団体と系譜的につながり、母体として
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多数のアジア主義者を育成した一方で、後者は 1893 年に刊行された後、1910 年に再刊
され、多数のアジア主義者に影響を与えた。結局、こうした傾向は、後に定着した「ア
ジア主義」の概念に多くの負の要素が包摂されることを予見させるものであったとい
うべきであろう。 
 
第 2 節 概念の定着及びその＜定義＞ 
 以上の検討から見てくると、「アジア主義」は一つの言葉や概念として未だ形成され
ていない時期に、すでに階層原理を基礎として日本盟主論への方向性が規定された。
勿論、当時散在している意見や主張のなかには、「相等性」あるいは非侵略的なものも
存在するかも知れない。しかし前述したように、それは少数の特殊な事例というべき
もので、「アジア主義」全体の性質を変えることはできないのである。 
明治前期の発展を経て、「アジア主義」はいよいよ固有の概念として確立されていっ
た。史料の再整理によって、その具体的な時間点は最早考証できないが、大体の時期
は判断できる。すなわち 1890 年代の前半期であった。 
具体的に言えば、まず、1890 年 4 月 18 日に政教社(82)雑誌『日本人』に発表された
「亜細亜経綸策」という一文を挙げることができる。これは「定型化していく『アジ
ア主義』的論理の萌芽(83)」を内包しているものだと先行研究において評価されている。
そこでは、次のように論じられている。 
欧米人が東洋文明への理解を欠いており、中国人が西洋文明への学習、模倣に消極
的であることに対して、日本人は「二者を並備し、東洋の風教に生長して、東西文明
の衝突に由て激成せられたる革命の経略を、已に一たび実践したる勇者」である。そ
のため、西洋の「文明の精神」と東洋の「野蛮の身体」とをあわせもつ日本こそが、「黄
色人種」を指導して「東洋革命」を実現する資格を有する(84)。この論理から見れば、
結局、いわゆる「亜細亜経綸策」というものは人種競争論、文明論、日本盟主論とい
った要素を包摂したものである。 
勿論、これは未だ「アジア主義」という言葉ではなかった。しかしその 2 年後、「ア
ジア主義」に類似する言葉が生まれてきた。それは、1892 年に政教社の機関誌『亜細
亜』に掲載された無署名の社説「亜細亜旨義とは何んぞ」であった。当時、「主義」と
いう用語は未だ形成中であったがゆえに、同文章の文脈から推測すれば、ここでの「旨
義」は、「主義」の意味に相当に接近していると考えられる。 
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そこではまず、「此の如き三千年の史蹟あり、斯に東洋の島帝国が其の国を為す所以
の精神を淘し、形態を冶す。此の精神形態や、正に以て森羅せる万邦の際に特立して、
其の特長特美を彰はし、かの万邦の各々有する所と倶に円満完美なる全世界の大文明
に資する所以の者とすれば、是を名づけて日本旨義といふ」と述べられ、「国より大な
る団体の旨義」として「パン、アメリカニスムの旨義」「アウストレリヤン、コンフェ
デレーション旨義」「亜細亜旨義」の存在が提示された。さらには、「日本は亜細亜の
東海に位し、亜細亜諸国に先ぢて其の文物を完美にす。是れ其の亜細亜諸国に於ける、
自から先覚として後覚を開導するの任極めて重く(85)」と、日本国家の優越性及び指導
的地位が誇られている。 
 この文章は、比較的に早く「亜細亜旨義（主義）」に対して具体的な解釈を行った。
その論理によれば、「アジア主義」は「日本旨義（主義）」に由来して「国より大なる
団体」としてのアジアに拡大された、「パン、アメリカニスムの旨義」「アウストレリ
ヤン、コンフェデレーション旨義」と並列する概念である。こうしたものは、アジア
諸国との連帯を主張する一方で、文明論の観点で日本の優越性を誇り、日本盟主論を
中心的内容としつつ定型化している「アジア主義」概念の主要な特徴を示した。 
 これらの特徴は、当時盛んに行われていた日清開戦論によって、いっそう定着化し
ていったのである。周知のように、日清戦争は当時の日本で「義戦」「文野の戦い」と
呼ばれていた。アジア主義者の竹越与三郎（東亜同文会）は「吾人は東洋に対して文
明を宣伝するの大天職を有す。而して東洋に対して文明を宣伝せんと欲せば、勢先づ
清国に向って文明を宣伝せざるべからざる也(86)」と、対清開戦を文明化・近代化と関
連させている。これに呼応して、荒尾精（日清貿易研究所）は戦争が朝鮮独立のため
に「天意」に基づいて行われたものであると信じていた。彼は 1894 年の『対清意見』
において、「此事ヤ、実ニ我帝国ノ天職ナリ、天ニ順フノ責務ナリ(87)」と述べており、
華夷体制から朝鮮の独立を守って中国の近代化を誘導・啓発することを日本の使命や
天意に帰結した。こうして、文明論の観点からアジアを階層的に序列化することは再
び確認され、1880 年代以来の階層原理的な日本盟主論への傾斜は該当時期に引き続き
強化されていた。それは後にアジア主義者たちの言説や行動によっていっそう拡散さ
れてゆき、概念として定着した「アジア主義」の核心的内容となっている。 
他方、日清戦争は「文明の日本」と「野蛮の中国」との間に行われたアジア盟主を
めぐる争奪戦でもあった。日本の戦勝は、伝統的な華夷体制が轟然と崩壊したことを
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宣告したと同時に、日本が中国を取って代わってアジアの最強国となり、盟主もしく
は「中華」の地位を奪取したことを意味する。これによって、日本盟主論は再び現実
的根拠を獲得し、日本は東アジアを対象として従来の華夷体制を取って代わられる新
しい地域秩序を構想することが可能となる。こうした状況の下で、「アジア主義」の概
念は一歩進んで定着・明確化していたであろう。 
いずれにしても、日本の「アジア主義」が言葉や概念として定型化された時期は、
1890 年代前半期、とりわけ日清戦争前後であった。この時期に、定常的な概念として
の「アジア主義」は特徴がすでに固定化されて、明確なものとなっている。したがっ
て、ここまでの検討に基づいて、以下は近代日本の「アジア主義」に対してひとまず
＜定義＞を立ててみたい。 
①誕生初期の状況及び一般的属性。近代日本の「アジア主義」は幕府末期・明治前
期の歴史的背景の下に形成したもので、最初は捕捉し難い個々に散在している意見主
張であった。それは、アジアと連帯して西洋の侵略を抵抗するという抽象的な最小限
の基本属性を有するとよく言われているが、しかしその後、日本はアジア諸国に対す
る優越感及び指導者意識が急速に強まっており、近代西洋文明に対して「順応」の態
度をとっていた。結局、「アジア主義」は概念として定着している過程のなかで、前者
の連帯は日本盟主論へ、後者の抵抗は西洋に対する「追随」へと、それぞれ発展して、
侵略意識に接近していった。 
②＜本質的特徴＞。近代日本の「アジア主義」は文明一元観のもので、「日本の原理」
をアジアの原理とした「原理主義」であり、最初から多くの問題点を抱えている。そ
れは、日本主義から源を発して「拡張的ナショナリズムとして現われたという特性」
をもっていたため、「日本のアジア主義とは大日本主義そのもの、あるいは日本ナショ
ナリズムの異なった表現形態でもあったのである(88)」と言っても良い。そこにおいて
は、独善的な自国中心主義の特徴が存在し、「日本の原理」がアジアの原理と混同され
ている。言い換えれば、日本一国の利益が終始アジア全体の利益に同一視され、ある
いは前者が後者に優先されている。その影響で、「アジア主義」が後に台頭した中国ナ
ショナリズムとの矛盾・衝突を回避できず、欺瞞性をもちながら侵略主義に接近して
いったのは必然であったと考えられる。また、「アジア主義」は近代主義的なものであ
る。それは日本の近代化を拒絶せず、逆に近代化を優越感及び指導者意識の主要な根
拠にした。反欧化主義の旗が掲げられていたが、その根底に流れている欧化主義の性
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格は結局、隠蔽できないものであった。そのため、近代日本の「アジア主義」は一種
の「日本的＝アジア的近代化の原理(89)」にほかならなかった。 
③＜構造的特徴＞。近代日本は西洋国家の体制や理念を受け入れたが、これは決し
て従来東洋における宗藩関係を拒絶したことを意味しない。逆に、日本は中国の宗主
地位を取って代わることをめざしていた。そのため、定型化した「アジア主義」の概
念からは日本盟主論の特徴が窺われるであろう。いわば、近代日本の「アジア主義」
は日本盟主論を構造的な中核とする。それは独善的なものとして、日本国家の使命や
天職と関連付けられていた。すなわち、日本がアジアの盟主を担当するのは使命や天
職であると意味する一方で、また日本が盟主として「とるべき」責任・行動は使命や
天職であると意味する。 
こうした日本盟主論を論理的・構造的に支えている柱は、人種論と文明論とに他な
らなかった。前者はナショナリズムの延長線上にあり、人種闘争史観をもってアジア
の多元性を曖昧化し、それを「同文同種」の共同体と見なしつつアジアを独善的・強
行的に一つの整体にした。それに続いて、後者の文明論は、この共同体内部における
日本の優越的地位を誇りながら、指導者意識をもって日本盟主論を支えていく。こう
して、優越感及び弱肉強食の環境ないし華夷秩序観の残渣の共同作用の下で、階層原
理としての日本盟主論は次第に「正当なもの」として「アジア主義」の中心的な内容
となってきた。このような軌跡からは、一種の＜人種論を前提に、文明論から優越感
へ、また優越感から日本盟主論へ＞、という構造的弧線が窺われる。 
④思想性の存在及び発展の一般的趨勢。近代日本の「アジア主義」は極めて抽象的
なものではあったが、思想として成立し得る。それは多くの思想と同じように、時代
状況に応じて理論的構造が主唱者に＜調整＞され、新しい内容を添えられて時代的特
徴を呈する可能性を有する。他の思想と結合することも当然あり得る。ゆえに「解消
できない固有の思想的性格」、もしくは、ある種の普遍的一貫性もあれば、具体的な状
況によって修正される多様性をも持っているであろう。 
勿論、この意味での＜調整＞は、決して「アジア主義」の本質的な部分を変更する
ことを意味しない。言い換えれば、上述した第②点の＜本質的特徴＞は「アジア主義」
に終始一貫しているもので、条件が如何に変化しても変動しない、ということである。
逆に、第③点の＜構造的特徴＞は、現実的な状況に対応しながら、ある程度の＜調整
＞が行われるかも知れない。とくに日本盟主論を支えている文明論は、その論理＝何
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故に盟主が必要なのか、何故にそれは日本なのかという質問に対する回答が、最初の
西洋化の先駆者から東西文明融合論へ、また東西文明対決論へと＜調整＞され続けて
いる。その目的は、ある特定の時代的背景の下で順調に、有効的に「アジア主義」を
成立させることにあった。 
結局、上記した諸特徴からなる＜定義＞から見れば、一つの言葉や概念として定着
した近代日本の「アジア主義」は、アジア侵略や近代化に抗する原理にはなれないも
のであったといわざるを得ない。 
 
第 3 節 概念定着以降の発展 
 「アジア主義」の概念が定着したとたんに、＜調整＞は時局的背景の変動とともに
展開されていった。これによって、「アジア主義」は世紀転換期以後、「たんに一部知
識人による散発的な意見の表明という段階から、異なった要素や政策構想を含みなが
らも次第に一貫した潮流として展開(90)」していた。 
19 世紀末期から 20 世紀初頭までの時期に、日本の「アジア主義」を代表するものと
しては、東亜同文会(91)を挙げることができる。同会には、宮崎滔天のようなアジア主
義者の「特例」も参加したが、その主流を占めていたのは、相変わらず日本盟主論や
独善的な日本中心主義を中心的内容として＜本質的特徴＞を有するアジア主義者であ
った。日清戦争以後、東アジアのみならず、全世界の情勢は大いに変動した。これは
日本「アジア主義」の発展に大きな影響を与えたであろう。 
以下は、当時の情勢や東亜同文会の言動を参考して、四つの側面から該当時期の「ア
ジア主義」における＜調整＞の状況を検討してみたい。 
①黄禍論（イエロー・ペリル）への対応として、人種論の要素が強化された。そし
て、黄禍論と白禍論（ホワイト・ペリル）との挟撃をうけて、文明論の内容も＜調整
＞された、という側面がある。 
日清戦争が終局に近づいた 1895 年初頭、ヨーロッパ諸国は戦争の結果を予見して、
日本によるアジアの統一が自らの利益を侵害する恐れがあると心配した。その時点か
ら、黄色人種への警戒感、危機感は白色人種の国々で広まっていった。その代表者の
一人は、有名なドイツ皇帝ウィルヘルム二世であろう。彼は黄禍論を懸命に鼓吹して、
当時ドイツ画家の H・クナックフス描くところの「黄禍の国」をロシア皇帝ニコライ二
世に贈り、「キリスト教国は異教徒たる黄色人種に対し断固立ち上がらなければならな
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い」と説いたことがある(92)。 
 真っ向からの対抗として、日本のアジア主義者は人種競争論・対抗論を強化するよ
うになった。かつてドイツ・フランスに留学した近衛（篤麿）は、1898 年に雑誌『太
陽』に「同人種同盟」を発表して次のように言う。「東洋の前途は終に人種競争の舞台
となるを免かれじ」「最後の運命は黄白同人種の競争にして、此競争の下には支那人も
日本人も、共に白人種の仇敵として認められるの位地に立たむ」「総べての黄人種国は
大に同人種保護の策を講ぜざる可からず(93)」。 
 こうした黄色人種が提携して共同で「白禍」に対抗せよという強い人種対抗意識を
鼓吹した主張は、直ちに東亜同文会会員たちの共鳴を覚えて、当時「アジア主義」の
重要な内容となっていった。しかし問題となるのは、該当時期の日本はすでに植民地
を保有することによって、自分自身が「白色人種」集団の一員としてアジア諸国から
「白禍」「倭洋一体」と見なされるに至っていたことである。すなわち、日本は「白色
人種からは黄禍といわれ、黄色人種からは白禍と目されていずれの側からもその真意
に対して懐疑のまなざしを向けられる微妙な立場に置かれることになった(94)」。そのた
め、当時の日本はアジアに対して如何に「白禍」への対抗を宣揚しても説得力を欠い
ており、共鳴を得られなかった。他方、近代化・西洋化が急速に推進されていたにも
かかわらず、白人国家の正式な一員として受け入れられなかった。 
 こうした人種的意識から源を発した黄禍論と白禍論との挟撃は、また文明論の角度
からも解釈することができるであろう。つまり、事実上、当時の日本は東洋文明を代
表することに疑問があるのみならず、西洋文明を代表することもできなかった。せい
ぜい「東洋における西洋文明」しか代表できない。したがって、この時期に人種論に
おいても文明論においてもジレンマに陥った日本にとっては、新たな国家使命を確立
することが絶対の急務であった。この背景の下で、日本には「アジア文明の博物館」
だけではなく、あわせて「ヨーロッパ文明の博物館」となろうとする、いわゆる東西
文明融合論というものが生じてきた。 
 たとえば、竹越与三郎は日清戦争直後、「世界の日本乎、亜細亜の日本乎」という文
章で、「（アジアは）已に人種的結成体にあらず、また文明的結成体にあらず。況んや
政治的形体にあらず」、ただの「地理上の一空名」であり、日本人が「人種の区別に制
せられざる大国民をして、人種的嫉争の狭隘に退かしむるもの也。東西文明の英華を
食ひ、世界の高所を立つ国民をして、退きて東洋歴史の惰力に制せられしむる(95)」も
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のであると述べている。こうした、東西両文明を融合して新文明を作り出すことによ
って、日本の優越性を確立し、ひいては日本盟主論を支えようとする言説はその後、
いっそう充実されて「アジア主義」の新しい論理的根拠となった。言い換えれば、当
時の時局の下で、日本がアジアの盟主として使命を遂行する根拠は、次第にアジア主
義者によって「西洋文明を習得した先駆」から「東西両文明を融合して新文明を創造
する者」へと＜調整＞されはじめたのである。 
②当時盛んに行われていた「中国分割論」に対応するために、「中国保全論」は「ア
ジア主義」の主要な表現形態にされた。これによって、日本国家の天職や使命は＜調
整＞された。 
中国が列強に分割されるか、それとも日本を盟主としてその分割を防ぐかという問
題に対して、東亜同文会は近衛の主導の下で、その主旨を「中国保全論」に統一した。
当時、同会会員の佐藤宏は次のように言う。「清国を補翼して其独立を扶植するは我国
の天職なり。我邦は牙城なり、清国は我か大陸の外部なり。清国若し欧洲列国の分割
に遇へば、我か蕭牆の中亦た自ら危からん。唇亡ひて歯寒し(96)」。ここからは、いわゆ
る「中国保全論」が外見的に中国の独立、領土の保全を図り、日中両国ないしアジア
の利益を確保しようとする「アジアの原理」に基づくものであるようにみえるが、事
実上、その根底に流れているのは日本一国の利益を絶対優先の地位に置く「日本の原
理」を基礎としたものである、ということが窺われるかも知れない。 
こうして、日本の天職は日清戦争期の「朝鮮独立の確保」から、該当期の「中国保
全、誘導啓発」へと＜調整＞されて、後に普及されていった。日本国家の意志を天職
に帰結したのは、国家行動の正当性が「天意」に求められたことを意味するに他なら
ない。この「天意」はいったん宣告されれば、「絶対的であるゆえに、本当に天意であ
るかどうかを証明することは不可能であり、その意味で独善性を免れないことも明ら
かである(97)」。この独善性こそが、近代日本の「アジア主義」の＜本質的特徴＞の一つ
ではなかろうか。したがって、該当時期の「アジア主義」の代表者である東亜同文会
が主張した「中国保全論」は、「アジア主義」の＜本質的特徴＞を継承しながら、現実
的な時局の推移とともにある程度の＜調整＞が行われ、「中国分割論」に対応しようと
するものであったといえる。 
③もっと有効的に「中国分割論」に対応して、日本の利益を確保し拡大させるため
に、アジア主義者はアメリカのモンロー主義を参考にしはじめた。 
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19 世紀末以来、アメリカの急速な台頭に伴って、モンロー主義というものは日本の
指導者の視野に入り、時局に応対して「アジア主義」を＜調整＞する引照基準の一つ
となった。とりわけ、「日本の一部の指導者がこのモンロー主義の外交原則の有効性を
認め、その原則の『東洋』への適用を密かに考え出したのである(98)」。つまり、これを
民間の「アジア主義」的な言説と相補い合いつつ中国の「瓜分」を回避して、日本中
心の新秩序を構想する、ということである。 
アジアにおけるモンロー主義という問題について、近衛は 1898 年 11 月 12 日、日本
に亡命してきた康有為と討論したことがある。当時、近衛は次のように説いている。「今
日の東洋問題は独り東洋の問題にあらず、世界の問題なり。欧洲列強皆自己の利害の
為に東洋に相争ふ。東洋は東洋の東洋なり。東洋人独り東洋問題を決するの権利なか
るべからず。米洲モンロー主義、蓋し此意に外ならず(99)」。すなわち、アメリカのモン
ロー主義と同じように、東アジアにおいても西洋列強の干渉を排除して、アジアのモ
ンロー主義という自主的管理を実現すべきであると康に説得している。 
しかし、当時大多数の日本のアジア主義者が主張したのは、人種論・文明論を基礎
とする日本盟主論であるため、東洋の自主的管理は事実上、日本の東洋管理に同等す
るものであった。それゆえに、モンロー主義に対する模倣は「アジア主義」への＜調
整＞をもたらして、東アジアに位置する日本に、中南米に位置するアメリカのような
地位を与えようとするものに過ぎないといえる。 
④該当時期、多くのアジア主義者は中国革命党の秘密活動に関与していた。この過
程のなかで、日本盟主論の現実的な根拠はいっそう固められた。 
本来、東亜同文会の内部には中国革命に対する態度をめぐって、東亜会系のメンバ
ーと同文会系のメンバーとの分岐が存在したが、それは後に近衛の仲介の下で一時的
な協調、統一へ向っていた。彼らは中国革命への関与・観察を通して、その反政府勢
力が一定の組織や規模を有するが、秘密結社も革命党も未だ「文明」に開導されてい
ないということを信じており、それらを「文明的な様態へと誘導していく必要がある
(100)」と考えている。こうして、従来の日本盟主論は、日清戦争以後の中国の近代化過
程を日本が導くべきであるという自負から再び成立の根拠を見いだした。後の辛亥革
命期にも、多くの日本のアジア主義者はこのような認識を抱いていたのである。 
 たとえば、身をもって中国革命を経験した北一輝はその著作において、「革命の支那
は其の覚醒に於て恰も日本の其れに国学の復興ありしが如く、固より其れ自身の国粋
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文学に依る東洋精神の復活に在り。而も其の復活を促進し鞭撻し東洋魂の溌刺たる光
輝を示しつゝ鼓励したる者は日本及び日本の思想なり(101)」と、日本の中国革命に対す
る指導的地位を説いて、ひいては革命以後の中国が引き続き日本の指導を受けて親日
的政権を立て、「日支同盟」を組織して「アジア主義」を実現すべきであると主張して
いる。このため、北は親英米派の孫文が革命の「本義」から離れたことを批判した一
方で、宋教仁をはじめとする親日派を高く評価し擁護して、自分なりの「アジア主義」
的言説を展開していった。 
いずれにしても、以上のような軌跡をたどりながら、近代日本の「アジア主義」は
1910 年代後半期を迎えてきた。該当時期に勃発した第一次世界大戦は、世界情勢に未
曾有な激しい変動をもたらしてきた。この激変のなかで、「アジア主義」はその＜本質
的特徴＞をめぐって、如何に時局的背景によって＜調整＞されたのか、そこから如何
なる時代的特質が窺われるか、そしてアジア、とくに中国側は、如何に「アジア主義」
を受容変質して、日本に投げ返したのか。また、辛亥革命期まで一部のアジア主義者
には中国への理解・共鳴が未だ存在しているかも知れないが、1910 年代後半以降、革
命の熱狂が去って排日運動が展開されるとともに、日本社会における中国への関心・
理解の能力が急速に失われていった(102)。こうした「中国理解の不在」という状況は一
体、日本「アジア主義」の発展に如何なる影響を与えたのか、如何に表現されていた
のか。上記の「アジア主義」の＜定義＞及び発展の傾向に対する理解に基づいて、次
章はこれらの問題を検討してみたい。 
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第 2 章 第一次世界大戦期における発展及び排日運動 
 
第 1 節 高揚期 
1.1 第一次世界大戦の影響 
 1914 年に勃発した第一次大戦は予想外の長期消耗戦となり、全世界に大きな影響を
与えた。30 個以上の国家が相次いで参加したこの人類史上最初の大戦は、想像以上に
残酷であった。戦闘員の戦死者だけで、900 万人以上と推定されているが、参戦諸国の
国力も大いに消耗し、とくにヨーロッパ諸国にとって、それは空前（残念ながら絶後
ではない）の規模であった。 
 ヨーロッパを遠く離れた日本は直接の主戦場ではなかったが、その波及をも免れて
いなかった。大戦は、当時日本の政治、経済、軍事、社会、国民思想などに与えた影
響が決して小さくなかった。その影響は思想的側面においては、最も注目すべき点が
以下の三つである。 
 ①大国意識の高まりである。これは当時日本の経済的繁栄と緊密につながっている
であろう。つまり、戦時中、諸参戦国から大量の軍需品や戦略物質の注文をうけ、日
本経済は日露戦後の苦境から救われ、飛躍的に発展して大戦景気を迎えてきた。たと
えば、1917 年下半期の業種別平均利益率から見れば、「造船 166％、海運 161％、鉱業
120％、綿糸紡績 98％という高率を示し」、未曾有の好況の中で企業の新設・拡張も進
み、「1914～1918 年のあいだに工業生産額ははじめて農業生産額を凌駕し(103)」、日本は
農業国から工業国に一変した。これは勿論、国際社会における政治影響力の向上をも
意味する。後に日本が一躍して指を折って数える世界五大国の一員となり、日露戦後
以来すでに存在していた大国意識はそれと共に一歩進んで拡大していった。こうした
状況のもとに、アジアに対する優越感及び指導者意識はますます固まっていた。 
②西洋文明に対する再認識である。当時、欧州戦争の残酷さや未曾有の惨状を見て、
ヨーロッパ文明の没落・終焉を予感した者は少なくなかった（たとえば 1918 年のオス
ヴァルト・シュペングラーの『西洋の没落』はその代表作）。多数の日本国民も、従来
模倣の手本とされた西洋文明の本質に対して再認識、ないし批判を行いはじめた。そ
の代表的な言説は次のように言う。「西洋文明の精神は掠奪である、自然界の掠奪を移
して直に之を人間界に用ふるは西洋文明の手段である。西洋文明は国民的暴利主義に
依つて他国を掠奪するが如く、集中的資本主義に依つて労働階級を掠奪するをその特
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色と為すものである(104)」。 
また、黒竜会の機関紙『亜細亜時論』において、内田良平も「欧米の文明は、僅か
に物質的の一側面のみ。真に滅亡に瀕せる民族を救済せんとせば、古来精神的文明に
一貫せる我日本帝国の侠義に待たざる可からず(105)」と西洋文明を否定した一方で、東
洋文明の価値を高く評価した。この、東洋文明が西洋文明に負けないという観点は、
当時「アジア主義」の発展に大きな影響を与えた。 
③従来の植民地支配論理の崩壊である。戦力を維持するために、協商国側も同盟国
側もそれぞれ支配下にあったアフリカ人、アジア人をヨーロッパに送り、本国人と一
緒に戦闘や工場の労働にさせた。このことは、「『おくれた』地域の諸民族にとって、
民族独立の要求を主張しうる好機の到来となり、反植民地主義高揚への道を開いた
(106)」のみならず、従来の植民地支配理論を全面的、根本的に動揺させた。そして、戦
後欧洲列強の実力の弱まり、ロシア人民が帝国主義の一端を突破したロシア革命も、
被圧迫民族の民族自決運動をいっそう促進した。この過程のなかで、日本における朝
鮮・台湾に対する支配および大陸に対する膨張も次第に苦境に追われ、従来の支配理
論がもはや適用できなくなり、今後の行動を正当化するために新理論を模索すること
が急務となった。 
こうした時代的背景は、当時「アジア主義」の発展とも関連している。つまり、大
国意識の強化は、直ちにアジアに対する優越感及び指導者意識を強め、日本盟主論を
中核とする「アジア主義」の根拠を固めた。そして、西洋文明への再認識、東洋文明
への肯定は、従来の東西文明融合論を補強、充実した。すなわち、物質を重視する西
洋文明は万能なものではなく、様々な欠陥が含まれるものであるから、それを補足で
きるのは精神・道徳を重視する東洋文明のほかにはない。両文明の長所を採り、新し
い文明を創り出してアジアを「啓発」する天職や使命は、西洋化を実現した東洋国家
の日本のみにある、という論理であった。こうした論理は 19 世紀末ごろすでに生じて
きたが、該当時期に充実されて「アジア主義」の主要な理論的根拠に＜調整＞された。 
従来、日本は近代化を達成したが、東洋国家としてなかなか西洋列強に完全に認め
られていなかったようである。一方、列強と共同でアジア大陸に進出したため、「アジ
ア主義」がアジア諸国から好反応を得られない。このような、東西両秩序とも受け入
れないという現状の中には、必ず孤立の危機が孕まれているであろう。東西文明融合
論の出現は、孤立を回避して国家と国民との新使命を樹立し、日本の盟主的地位を固
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めようとすることに、恰好な根拠を提供した。 
従来の植民地支配理論の崩壊と共に生じてきた理論上の空白についてもまた、「アジ
ア主義」は利用価値を有していた。それは東西文明融合論に基づいて、両文明の仲介
者である日本が西洋文明を東洋化してアジアに広める使命や天職を有する、というふ
うに日本における支配的地位を正当化する役割を演じていた。すなわち、「アジア諸民
族は国民国家を形成せず、民度が低く、西欧諸国による植民地化の危機にあり、将来
近代化され、文明化されねばならない」という認識は、「唯一文明化した日本がそのモ
デルであり、したがって日本はアジアの盟主である(107)」という発想と結びついていた。
これによって、日本帝国主義の植民地支配及び利権の拡張は西洋列強のそれと異なり、
「新文明の創造、有色人種の救済、アジア改造、人種の平等、世界の平和」などを目
的とするものとなった。 
いずれにしても、第一次大戦の影響のもとで、日本の「アジア主義」は優越感が強
まり、東西文明融合論が文明論の主要な内容とされつつ、新たな植民地支配の論理と
して次第に普及されて高揚期に入った。イギリスを覇者とする世界秩序が動揺したと
いう時機に乗じて、日本社会においては、自らを中心として新しい地域秩序を構築し
ようとする構想が、盛んに生まれはじめたのである。 
 
1.2 虚像としての高揚期 
 第一次大戦期に入ると、日本における国民思想の変化は「アジア主義」の飛躍的発
展に有利な条件を提供した。そのため、それが一歩進んで高揚期に入るのは容易に想
像できる。従来の資料を整理してみれば、該当時期における「アジア主義」に関する
論述は数量的に増加していただけでなく、内容的にも豊富になったことが窺われる。
以下は、その代表的な論述を紹介して、分析を試みたい。 
 
1.2.1 小寺謙吉-中国理解の不在と中国改造論－ 
 小寺謙吉は、該当時期における代表的なアジア主義者である。彼は、当時の衆議院
議員（1910 年に立憲国民党、1913 年以降立憲同志会などに所属）として、1916 年に千
頁以上の大著『大亜細亜主義論』を発表し、「アジア主義」について詳しく論じたこと
がある。この著作は後に中国語に訳され、日本だけでなく中国でもかなり普及した。 
事実上、これに先じて、小寺の主張はすでに 1912 年に出版された『兵庫県代議士候
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補者人物評』で明らかにされた。すなわち、「支那の革命は亜細亜文明の発興として大
に喜ぶべき所にして之に処するや必ず一定の方針なからざる可らず」「欧米の尻馬に乗
りて利権を得んとするが如きは間違の甚しきものなり」「南方に於て列国と共に利権を
得んとするは只だ支那人の悪感を増すのみ、故に我対支那政策としては眼を遠大に放
つて支那人を導き以て亜細亜的の大活動を行はんとせざるべからず(108)」。こうした言
説は詳細なものではなかったが、アジア主義色が濃厚であった。 
4 年後の『大亜細亜主義論』において、それはいっそう充実、系統化された。そこで
は、小寺はまず国際情勢に鑑み、西洋列強が「支那に対する狼慾、日本に対する呪咀、
若くは猜疑或は嫉妬」があると警告を発し、日本が「東亜の砥柱として表面に立つは
黄色人種中の最強国たる責任に伴ふ自然の義務なり」と主張している。とりわけ「支
那問題に対しては、東亜の平和を維持すべき責任を負へる関係上、其の中心と為りて
白色人種の圧迫より之を救済せざる可らざるの最高使命を有せり、勢ひ黄色人種の盟
主と為り」「世界に於ける全黄色人種を統一するの究極理想なかる可からず、而して吾
人の所謂大亜細亜主義とは、亜細亜は亜細亜人の亜細亜なり(109)」と説いている。 
続いて、彼は主義を実現しなければならない理由を次の点に求めている。「国家と国
家との利害は一致せざる場合多く、常に相競争しつゝあり」ということで、戦争が回
避できない。だとすれば、国家の存立は結局、実力で確保せざるを得ないものである。
しかし、今の日本は軍事的にかろうじて西洋と対抗できるが、資源や物質が乏しくて、
恒久性と安定性とが維持できない。一方で、中国側は資源や物質が豊富であるが、軍
事力が乏しくて、「白人連盟」の「一国にも抗する能はず(110)」。それゆえに、「日本は
支那と離れては経済的に独立する能はず、支那は日本と離れては政治的に独立する能
はざる運命に在り」。日本と中国とは、「義当さに相提携し、相扶護して、全亜細亜の
為め、一般有色人種の為に、白色人種の圧迫に対抗」すべきである。 
 具体的に言えば、「即ち日本は智識を支那に供給し、支那は物質を日本に供給し、日
本は軍事的援護を支那に与へ、支那は経済的利益を日本に与ふること是なり」「我が長
ずる所を以て、彼の短を益し、彼に余す所を以て、我が缺を補はゞ両々相利して相失
ふこと無かるべきなり(111)」。 
一方、小寺には現実状況や自らの立場によって「アジア主義」を＜調整＞した場合
もあった。それは、使命の内容および東西文明融合論の特色から窺われる。彼の見解
によれば、中国には「アジア主義」の使命を分担する能力がない。とくに政治や経済
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や社会といった側面で、それは「曰く紊乱、曰く窮迫、曰く腐敗、曰く湖塗、曰く壊
敗」であり、「之を自然の運命に放任すべき乎と曰ふに断じて非なり」。これに対して、
「日本の有する東西調和の文明が、支那の衰弱を救治するに、恰好無二の効力を含有
する」「欧羅巴の文明を亜細亜の地に於て濾過し、東洋の消化に適せざる夾雑成分を除
却したる、一種の調和的文明を有するの義にして、支那の改造に必要なるものは是を
措て他に非ざるなり(112)」。 
ここでは、小寺は革命後中国の迷走状況への失望、中国国民性への誤解から出発し
て、中国人がたとえ革命を経ても近代国民国家を建設する能力をもっていないと判断
したうえで、日本が「調和的文明」をもって中国を改造する使命を有すると主張して
いる。いうまでもなく、この中国改造論は「中国理解の不在」の状況と東西文明融合
論とが相結合した産物に他ならなかった。 
 また、彼は中国改造の方法について具体的に論じている。すなわち、中国は「敢然、
満州放棄を断行し」「満・蒙・回・蔵の外藩の如きは姑らく之れを自然の成り行きに放
任し、何を差措きても先づ本土十八省の統一を鞏固に」すべきである。それを前提に、
「自国改造の目的の下に、日本より政治顧問と軍事顧問を聘し」、二つの力で改造を展
開する。つまり、「一は財力にして他は強制力なり」、両者が「外国の供給に俟たざる
を得ざるなり」。同時に、改造は必ず「交通機関の施設竝に整理、軍事衛生の整備等」
「戸口行政」「財政問題及び鉄道・道路・水路等の交通、若くは土木行政」などにつな
がり、これらは全部日本顧問の指導で徹底的にやり直すべきであり、とりわけ、工業
と商業では「日中合弁組織」をつくり、教育や文字・言語では「日本仮名文字」を採
用する必要がある。これによって、「東亜の独立を確保し、東西文明の調和融化を遂げ、
世界の平和及び文化の上に其の恵沢を及ぼし、所謂平和的大亜細亜主義実現の第一歩
に入るを得べし(113)」。小寺の結論はこのようなものであった。 
結果として、小寺の「アジア主義」は日中両国の提携・相互依存を主張するといえ
ども、実は「日支同盟」における中国の地位を否定し、日本が「融合された東西文明」
で中国の改造を指導すべきだと唱えるものであった。これは言うまでもなく、当時の
東西文明融合論と中国改造論にも共通して見られる要素である。その改造方案から見
れば、彼が目指しているのは、中国を全面的に日本に同化させ、政治、経済、軍事、
社会、教育といった諸領域でそれを日本の従属国或いは傀儡国にすることにすぎない。
この意味で、彼なりの「アジア主義」は日本帝国主義の利権を拡大しようとしたもの
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で、侵略主義をかくすものであったといわざるを得ない。 
 
1.2.2 徳富蘇峰-模倣と閉鎖的な地域秩序－ 
 もう一つ注目すべき代表的な言説は、徳富蘇峰の亜細亜モンロー主義である。従来、
蘇峰は政治的見解の変動が大きすぎるため、しばしば変節漢と呼ばれている。アジア
主義的な言説においても、そうである。 
 1913 年、蘇峰は著作『時務一家言』で、「誤解する勿れ、吾人は他の有色人種を統率
して、白人種と争ふにあらず。有体に言へば、我が大和民族は、我が運命を開拓する
を是れ急なりとす。知らず、何の遑ありて、他の弱き連中の世話を焼かんや」「吾人は
口惜しながら、亜細亜の代表者となりて、白皙人種と抗衡するの野心なし(114)」と、「ア
ジア主義」に対して賛成しないような態度を示した。 
 しかしわずか 3 年後、それは変わったのである。1916 年に出版された『大正の青年
と帝国の前途』で、彼は「亜細亜モンロー主義」という一節において次のように言う。
「支那は奈何、印度は奈何、波斯は奈何。吾人は遠方と云はず、蘇士以東、我が日本
を除きて、殆んど白人の勢力の下にあらざるものなきを見る也」「支那人の如きは、動
もすれば米国に頼り、英国に頼り、独逸に頼り、恒に白人に叩頭して、其の苟安を偸
取せんとしつゝあり」。それゆえに、「せめて支那一国丈なりとも、同人種の誼として、
其の心配を為す可き、義務は我に存せずや。吾人は日本帝国の使命は、完全に亜細亜
モンロー主義を遂行するにありと信ずる也。亜細亜モンロー主義とは、亜細亜の事は、
亜細亜人によりて、之を処理するの主義也。亜細亜人と云ふも、日本国民以外には、
差寄り此の任務に膺るべき資格なしとせば、亜細亜モンロー主義は、即ち日本人によ
りて、亜細亜を処理するの主義也」。その究極の理想としては、「必らずしも世界統一
と云はず、されど吾人は東西融和の仲介者たる可きのみ」、すなわち「日本国民の天職
として、日本帝国の使命として、特筆したる東西両界の仲介 ( 115)」となることである。 
 したがって、蘇峰の亜細亜モンロー主義は前述した小寺の大亜細亜主義とは表現的
に異なっているが、「アジア主義」の＜本質的特徴＞を共有し、中国人の政治的能力へ
の否定、及び人種論や東西文明融合論によって日本盟主論を支えるといった点で両者
が基本的に一致しているといえる。 
一方、蘇峰の場合においても、独自的な＜調整＞があった。それは、西洋列強への
態度である。彼は文章のなかで、「誤解する勿れ、吾人は亜細亜より白人を駆逐するが
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如き、偏狭なる意見を有するものにあらず」と述べ、「亜細亜モンロー主義は、東洋自
治主義也。東洋の事は、東洋人が之を処理するの主義也」といえども、「東洋人」の目
的は西洋を排斥することでなく、むしろ「白人以上の資格を備へ、事実の論理の前に、
白人を承服せしめ、更に我が東洋人士を誘掖して、白人と対等の交際を做さしむるに
あり」。そのため、「東洋自治は、必らずしも白人排斥を意味せず」「東洋自治論は、決
して理不尽の攘夷論にあらざる也」「東西文明は、決して氷炭相容れざるものにあらず、
黄白人種は、決して先天的怨敵にあらず、苟も互ひに平等の立場に於て、握手せば、
四海兄弟、万邦一家たるの理想は、之を行ふに於て、必らずしも不可能にあらざるこ
とを、覚悟せしむるの日あるを疑はざる也(116)」、ということになる。 
だから、蘇峰の亜細亜モンロー主義は「日本の原理主義」や日本中心主義に基づく
「日本の東洋自治主義」ではあるが、西洋に対抗する姿勢が弱くて、ただ対等な立場、
相互不干渉などを要求するものにすぎないといわざるを得ない。 
 この特徴、あるいは「アジア主義」に対する＜調整＞は結局、名称的にも内容的に
も、従来のモンロー主義のコピーのように見えるであろう。本来、アメリカのモンロ
ー主義は「隔離・孤立を原理としており」、外部からの干渉を拒絶すると同時に、「他
地域への不干渉と閉鎖的地域秩序を原則としている(117)」。20 世紀に入ると、この孤立
主義を特徴とするものはアメリカの台頭とともに拡大し、日本の一部の指導者に引照
基準とされるようになった。蘇峰の主張もその特徴を共有している。つまり、アメリ
カが中南アメリカで行ったことと同じように、アジアを日本の「自治」範囲に置きつ
つ列強の干渉を「謝絶」する一方で、これをもって西洋と積極的に対抗することを否
定し、消極的に現状維持を唱えているものであった。そのため、蘇峰が主張したのは、
アジアで日本を指導者として隔離・孤立、地域閉鎖、現状維持、西洋との相互不干渉
を特徴とする「アジア主義」であるといえる。勿論、その中には、後に積極的な対抗
への転換可能性が存在するかも知れない。 
 いずれにしても、蘇峰は小寺と同じように、盟主の日本が両文明を融合して新文明
でアジアを指導すべきだと主張して、日本の使命を「東西文明の融合」に求めながら、
それを普及させていった。しかし、それは所詮、日本社会の西洋化と共に生じてきた
ものであり、アジア社会そのものから源を発したものではなかった。とくに、アメリ
カのモンロー主義への模倣からみれば、その根底に存在するのは依然として一種の近
代主義的なもの、もしくは「欧米コンプレックスの産物 (118)」というべきものである。 
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1.2.3 若宮卯之助－西洋文明への批判と東西文明対抗論の兆し－ 
 若宮卯之助は、近代日本の国粋主義社会学者、反ユダヤ主義思想家である。彼は青
年時代に、アメリカで約 10 年間生活したこともあり、英語が極めて堪能であった。帰
国後、若宮は西洋の図書を翻訳したり西洋史を研究したりして、『東洋文明論』（1907
年）、『二十世紀の青年に告ぐ』（1908 年）、『米国史』（1909 年）といった著作を次々と
発表した。その過程のなかで、彼は次第に東洋文明及び日本人の文明観に対して反省
を行いはじめた。 
1907 年、翻訳作品『東洋文明論』の「訳者の序」において、若宮は「日本は今や東
洋の先駆として西洋文明に降服す、採長補短の名に於て盛に無分別の欧化を実行す。
而も吾人は果して欧洲文明の真性質を知る乎、東洋文明と西洋文明との関係を知る乎、
東洋文明一般と日本文明との関係を知る乎、外形の模擬略ぼ終りて内界精神の問題漸
く来らんとするに際し、吾人は果して永く現今の無頓着を持続し得る乎(119)」と、西洋
文明、東洋文明、日本文明三者の関係について疑問を抱えながら一連の設問を提示し
た。その後 10 年間を経て、1917 年 4 月に、若宮はいよいよ当時の現実的な状況及び自
らの認識に基づいて上記の設問に対して解答を試みた。それは、『中央公論』に掲載さ
れた「大亜細亜主義とは何ぞや」という一文から窺われる。 
そこでは、若宮はまず自らの「アジア主義」認識に関して述べている。「大亜細亜主
義とは、亜細亜の正当防衛である。亜細亜の掠奪者たる、及び掠奪者たらんとする非
亜細亜勢力を亜細亜より一掃するを目的とする一の主張である。少しく具体的に言へ
ば、亜細亜を認めて亜細亜人を認めざらんとする欧米的勢力を亜細亜に拒絶して、亜
細亜人の亜細亜を建立せんとする、一の新なる理想である。之を流行語で言へば、亜
細亜の文化的独立に依つて、既に其の破綻の露はなる西洋文明を凌がんとする亜細亜
新人の願欲であり、覚醒であり、祈祷である。之を経済的に言へば、亜細亜を世界産
業の中心と為し、亜細亜の需要供給に於て、敢て外的勢力の牽制を受けざるを本位と
する、前例無き新組織の要求である」。つまり、若宮の「アジア主義」が狙っているの
は政治、文化、経済といった側面でアジアの「排他的な変革」を行うことである。そ
れは西洋に対して、「弱点多き西洋文明に対抗して特殊の存立を保つもので無くてはな
らず、若くは之を凌駕して其の上に出づるもので無くてはならぬ」。だから「大亜細亜
主義は、外的には、西洋主義に対抗すべき東洋主義の改造である」。 
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その対抗目標として若宮が矛先を向けるのは、当時西洋文明の中心とするイギリス
である。日英同盟に対して、彼は日本が「極東に於ける露国勢力を駆逐する一方便に
利用された英吉利家の番犬である」と認識し、「忠実なる英国の番犬は、其の主人の命
令の儘に既に其の最善を尽して居る。而も主人は、尚ほ其の番犬の忠実を飽き足らず
として飽くまで其の貪欲の性を擅にせんとする」「英人の亜細亜よりの退却を見ずに、
何処に断金的（かたい友情－筆者注）日支提携の可能がある。日支親善の主義を基本
として直に大亜細亜主義の理想の実現を空想する者は、先づ此の点に於て活眼を開く
の必要がある(120)」と述べ、日英同盟と「アジア主義」とが両立できないと指摘した。
彼の「アジア主義」は、不合理な西洋勢力の排斥、西洋文明に対する東洋文明の優越
性を強調して、イギリスを主要対象とする強い対抗意識をもつものに他ならなかった。 
こうした内容から見てくると、若宮の主張は前述した蘇峰のそれと異なり、西洋に
対する姿勢が消極的な対峙（西洋列強の干渉を謝絶する亜細亜モンロー主義）ではな
く、積極的な対抗（東洋主義の改造に基づく西洋主義への対抗）であったと考えられ
る。そして、彼は当時の「西洋文明を中心とするものから東西文明を融合するものへ」
の文明論における＜調整＞より一歩進んで、東西文明対決論の兆しを示した。その論
理によって、東洋文明を中心として西洋文明と対決することこそが「アジア主義」が
行われるべき＜調整＞である。これを実現するために、まず「アジア主義」と両立で
きない日英同盟を廃棄しなければならない。とくに、「極東に於ける露国勢力を駆逐す
る一方便に利用された英吉利家の番犬」として、西洋人の「貪欲の性」に利用された
日本は批判すべきであると、彼は主張した。 
しかし問題となるのは、これを基礎として展開されるアジアの改造が一体、だれを
指導者とすべきなのか、ということである。これについて、文章においては明確に指
摘されていなかったが、次のような論述がなされている。「今や極東の平和は、臨時的
に『英国保障の平和』でなくて、『日本保障の平和』ではない乎」「若し用語の露骨が
許さるゝならば、我が大亜細亜主義実現の予備条件は実に印度の管轄換（管轄権の交
換－筆者注）である」「大亜細亜主義にして成功せず、此の大亜細亜主義にして実現の
機会を得なかつたならば、日本の運命は、到底、危険なる孤立である(121)」。 
ここからは、日本盟主論がその念頭に置かれていたことが窺われるであろう。とり
わけ、「日本保障の平和」「印度の管轄換」「危険なる孤立」といったことを強調したの
は、明らかに「日本の原理主義」や日本利益優先論を性格とする「アジア主義」の＜
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本質的特徴＞と同軌するものであった。 
 
1.2.4 浮田和民－人種競争論の否定と日本盟主論の堅持－ 
 近代日本の思想家、「内に立憲主義、外に帝国主義」という「論理的帝国主義(122)」
を標榜する浮田和民も「アジア主義」について論述したことがある。 
 彼は 1901 年に発表した著作『帝国主義と教育』において、次のように言う。「夫れ
亜細亜は亜細亜人の亜細亜なりと云ふ日本流のモンロー主義を提議せんとするも、時
期既に後れたるを奈何せん。日本が今日唱道することを得べき唯一の帝国主義は、国
際法上の合意に基き、欧米諸国に向って十分自国人民の権利を拡張し、又た亜細亜諸
国の独立を扶植し、其の独立を扶植せんが為め亜細亜諸国の改革を誘導促進せしむる
に在るのみ(123)」。つまり、日本流のモンロー主義、亜細亜モンロー主義は、既に時代
遅れだというふうに認識されている。 
 その理由として、浮田は「朝鮮に於ては、日本は経済上又た政治上第一の地位を有
し、又た有せざる可からざるの必要あり。然かも支那に於ては、経済上英国に一歩を
譲り、又た政治上露国に一歩を譲らざる可からざるの位置に立てり。吾人は支那問題
の為に重大の責任を有すると同時に、その責任は朝鮮問題の如く我が国民に危急切迫
の繋累を及ほすものに非ざる可し(124)」と指摘している。彼に言わせれば、当時の日本
は朝鮮において絶対優位を占めているが、これは決して中国においても同じような地
位を占められることを意味しないということで、日本の中国における利権の拡張はす
でに西洋列強に遅れて、絶対優位の地位を確保できないから、やはり日本流のモンロ
ー主義を実現するのは不可能であり、やるべきのは列強に対して自らの「権利を拡張」
し、アジアの「独立を扶植」して、それを「誘導促進」することである。 
こうした主張は後に一貫性を保持しつつ、第一次大戦期まで持続していた。1918 年
に、浮田は雑誌『太陽』において「新亜細亜主義－東洋モンロー主義の新解釈(125)」と
いう一文を発表した。ここで浮田は、まず前述した蘇峰の亜細亜モンロー主義に対し
て、「日本中心の『感情的外交』論であり、実際には関係各国に受け入れられないだろ
う」「東洋に既得権益をもつ欧米列強の反対をよび起こし、また東洋諸国も、日本によ
るアジア処理という主張には強く抵抗するだろう」と批判して、さらには「人種的立
脚点に置くことは大なる誤謬」であり、「吾人は亜細亜に定住する凡ての民族を人種の
異同に拘らず亜細亜人なりと解釈する」と独自の見解を述べている。 
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このような、アジアに在住する白色人種並びにすべての有色人種が共同で同地域の
事情を自主的に処理することを要求する主張は、当時のアジア主義的な言説のなかで
非常に特異なものであると考えられる。つまり、これは従来の人種論、あるいは同人
種の角度からアジアの一体性、同一性を追求していたことを否定して、近代日本の「ア
ジア主義」の論理的構造を動揺する可能性をもつものであった。にもかかわらず、結
局、アジア諸国における一体性、同一性は彼に否定されていなかった。それはただ出
発点が変換されて、人種論と無関係に単純な地理的な区分によって、再び支えられて
きた。浮田は自らのアジア認識ないし世界認識に基づいて、こうした「アジア主義」
に対する＜調整＞こそが当時の現実的な状況に相応しいものであると考えていたので
ある。 
結局、人種論の否定という「斬新な」発想を有する浮田の主張は、相変わらず近代
日本「アジア主義」の枠内から逸脱していなかった。彼は同文章において、「『東洋の
平和』を担っている日本が、その『後見人』『保護者』として大なる責任を負うのはい
うまでもない」と提示したことがあるが、これは「日本があくまで『アジアの保護者』
の地位にあることを譲っていない」「アジアはやはり低い『文明』の段階にあるがゆえ
に教導される対象(126)」である、ということを意味するであろう。それゆえに、浮田に
は日本盟主論というものが依然として存在しているといわざるを得ない。彼の新亜細
亜主義は当時の時代的背景と緊密に関連している一方で、極めて消極的な現状維持論
として「アジア主義」の＜本質的特徴＞を堅持していたものであると思われる。 
他方、文章において浮田は「世界的平和同盟の成立する前に先ず欧羅巴、亜米利加
及び亜細亜の三大陸に部分的平和同盟が成立しなければならぬ」と述べている。これ
は当時盛んに行われた国際連盟のような世界的機構に関する構想ともつながっている
と考えられる。具体的には、「モンロー主義を国際法の一原則と認め」「亜細亜に限り
たる問題は今後日本が主唱して汎亜細亜会議を開催し、亜米利加も亜細亜も各々自己
内部の問題に関しては自主独立を確守し而して各大陸に跨がる共通問題を決する場合
にはハーグ会議に提出」する。この内容から見れば、結局、浮田における「アジア主
義」は、時代的背景や彼の特有なアジア認識、世界認識のもとで＜調整＞されて形成
してきたものであった。 
 いずれにしても、第一次大戦の影響で、日本「アジア主義」は 1910 年代中盤より理
論面において高揚期に入った。その代表的な言説からみれば、従来「アジア主義」に
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おける「日本の原理主義」、近代主義、日本中心主義、日本利益優先論といった＜本質
的特徴＞は変化せず、そのままで継承されてきたと同時に、その論理的構造は時代的
背景や主唱者の立場、視角の相違によって多様に＜調整＞されていったのである。た
とえば、小寺の大亜細亜主義は、対アジアとりわけ中国の側面を重点としていた。彼
は中国に対する理解を欠いており、自らのアジア認識から出発して、融合された東西
文明をもって中国を改造するのが日本の使命だと唱えている。一方、蘇峰の亜細亜モ
ンロー主義はアメリカのモンロー主義を模倣しつつ、焦点を対西洋の側面に絞ってい
た。彼がめざしたのは、消極的に閉鎖的な地域秩序を構築することである。これに対
して、若宮は積極的な立場から融合論を対決論に＜調整＞し、西洋文明を徹底的に否
定したことによって、西洋列強と対抗する姿勢を示した。そして、浮田は人種論を批
判しながら特異な言説を展開したが、日本盟主論に対する支持の態度が相変わらず堅
持されている。それを前提として、新亜細亜主義というものは当時の世界主義、国際
連盟といった構想と関連されつつ、独自性が示されてきた。 
勿論、該当時期においては上述した言説のほかに、北一輝、大川周明らをはじめと
するアジア主義者も各自独特の論述を展開した(127)。しかし前述したように、それらは
外見的に表現が異なっているが、実はみな根本的な目的が一致している。すなわち、
当時の現実的な状況に基づいて、「アジア主義」の論理的構造をある程度＜調整＞して、
それを引き続き成立させることであった。したがって、当時のアジアに対する理解の
熱気や能力が急速に去っていた状況の下に、第一次大戦期に出現した一時的な高揚期
は結局、一種の虚像に過ぎなかったといわざるを得ない。 
 
第 2 節 21 ヶ条要求と衰退の傾向 
2.1 21 ヶ条要求と「アジア主義」 
 同時期の「アジア主義」は、主に民間を主陣地として理論面の高揚期に入った。一
方で、日本政府は列強の一時的後退を乗じて、東アジアにおける優越的な地位の確立
及び中国の親日的改造を試み、行動面より「アジア主義」と呼応していた。 
後年の 1981 年に元大東亜大臣であった青木一男氏が証言したように、「大アジア主
義は民間のスローガンで、一度も政府の正式な政策となったことはなかった(128)」。従
来、日本政府は西洋列強の仲間に入るために「追随」の路線をとっており、それらと
正面から衝突をしないように終始大亜細亜主義、亜細亜モンロー主義といった言葉を
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正式の政策に用いていなかったのかも知れない。しかし、これは、決してアジアに対
して政策がなかったということでも、政府のなかに「アジア主義」に同調する志向が
なかったということでもない。日本は、「アジアという地域に現に在る限り、そしてそ
こで近隣外交を進めざるをえない以上、アジアの諸国、諸民族に対する政策が存在し
ないはずはない」し、「アジア各地に政治的にしろ経済的にしろ進出していくことを想
定すれば、反欧米派の勢力を扶植する必要こそあれ、抑圧することは得策ではない」
からである。 
そのため、「アジア主義」的主張に関しては「『政府の正式の政策』と『民間スロー
ガン』とが、時に相対立し、時に相補い合いながら、ひとつの流れ(129)」になる可能性
が存在する。とくに、西洋列強からの圧力が変化した時期に、両者の相補い合う条件
が生まれてくるかも知れないと考えられる。 
第一次大戦期が、そういう時期であろう。当時、民間スローガンとしての「アジア
主義」と呼応する代表的なものとしては、第 2 次大隈内閣によって提出された 21 ヶ条
要求を挙げることができる。1914 年 11 月、加藤高明外相は臨時閣議において、すでに
21 ヶ条要求の構想を提案した。それは数回の研究や討議を経て、翌年の 1 月 18 日に日
置益駐華公使を通じて袁世凱に手交された。これに対して、苦境に追いこまれた袁世
凱政府は、延長戦術を以てことさら曖昧な回答で対応する一方で、アメリカをはじめ
とする西洋列強の干渉を期待していた。2 月上旬より、日中間では対案、修正対案を巡
って 25 回の交渉を繰り返していたが、これは次第に日本側の不満を生み出した。 
当時、『東京朝日新聞』は社説を掲げて、日本の要求を良薬にたとえ、「恰かも良薬
の服用を欲せざる頑童に対して、十分其必要を申聞かせ、尚之を聴かざる場合には、
已むを得ず多少の圧迫を加へても(130)」、中国に飲ませる必要があると、政府と同調し
ながら実力行使の必要を示唆した。日本政府は、時間が長引けば好ましくない変化が
起るだろうと心配しながら、3 月中旬から山東、漢口、「満州」に次々と兵力増派を行
い、武力脅威で中国側を屈服させるつもりであった。結果として、袁は 5 月 9 日に「第
5 号」以外の諸条項を全部認めて受け入れた。 
 この 21 ヶ条要求は、5 号で 21 ヶ条を含み、なかでは第 1 号から第 4 号までが要求条
項で、第 5 号は希望条項であり、内容は大体以下のようにまとめられる。第 1 号は「山
東省ニ関スル条項」（4 ヶ条）、「山東省におけるドイツの一切の権益を日本に譲渡する
こと、山東省内や沿岸島嶼を他国に譲与しないこと」など、第 2 号は「南満州及東部
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内蒙古ニ関スル条項」（7 ヶ条）、「旅順・大連（関東州）の租借期限や南満州・安奉鉄
道の権益期限を 99 年に延長すること、日本人に指定する鉱山の採掘権を与えること、
南満州における政治財政軍事警察に関する外国顧問を傭聘する場合日本人を優先する
こと」など、第 3 号は「漢冶萍公司ニ関スル条項」（2 ヶ条）、「当時中国最大の製鉄会
社漢冶萍公司を日中合弁化すること」など、第 4 条は「沿岸不割譲ニ関スル条項」（1
ヶ条）、「中国沿岸の港湾、島嶼を他国に譲与・貸与しないこと」、第 5 号は「懸案解決
ニ関スル条項」（7 ヶ条）、「中国中央政府に政治財政軍事顧問として有力な日本人を傭
聘すること、必要の地方における警察を日中合同とするか、またはその地方の警察官
庁に日本人を傭聘すること、日本より一定数量の兵器の供給を行い、日中合弁の兵器
工場を設立すること、武昌九江間及び南昌杭州間、南昌潮州間の鉄道敷設権を日本に
与えること、福建省における鉄道鉱山港湾の設備に関して外国資本を必要とする場合
はまず日本に協議すること」など、それぞれ提案されている(131)。 
 こうした内容から見れば、第１号と第 2 号とは山東省、「南満州及び東部内蒙古」な
どにおける日本の既得権益や優越的地位の確保を目的とし、第 3 号と第 4 号とはさら
に大陸の資源開発や鉄鋼製錬を日本の支配下に置き、中国沿岸の領土が「瓜分不可」
であると要求したものである。第 5 号は最も露骨なものとして、中国政府が日本顧問
の採用を通じて全面的にその指導を受けるべきだと強要する、ということが分かった。
結局、21 ヶ条要求は日本の既得権益を確保した上で中国の全面的な親日的改造、日本
の排他的・優越的な地位を要求するというべきものであった。 
これらの条項は、表面的には列強の反感を避けるために大亜細亜主義、亜細亜モン
ロー主義、「日支同盟」といった言葉を使用しなかったが、本質的には日本の利益を優
先しアジアのそれに凌駕させた「日本の原理主義」のようなものであり、「アジア主義」
の＜本質的特徴＞と共通している。そして、中国において排他的な改造を行うといっ
た点で、日本盟主論とも基本的に一致性を保っていた。そのため、21 ヶ条要求は「ア
ジア主義」ないし大陸政策と相互に連関する一種の＜行動面の試み＞だといえる。と
りわけ、その具体的な条項は翌年の小寺の『大亜細亜主義論』において、中国改造の
実現方法として参考されたであろう。たとえば、その第 2 号と第 5 号における鉱山発
掘の優越権、兵器の提供に関する提案は小寺の「中国側は物質を供給、日本側は武器
を供給」と、第 3 号と第 5 号における製鉄会社の日中合弁化は小寺の「日中合弁組織
の設立」と、第 2 号と第 5 号における日本顧問の傭聘は小寺の「日本顧問を通じて中
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国を改造する」ことと、それぞれ対応している。 
このような、行動面の 21 ヶ条要求と理論面のアジア主義的な言説との関係について、
また加藤外相と小寺との関係から解釈できる。21 ヶ条要求に関する交渉は、加藤の独
断専行の下に行われたことである。当時日本の統治部においては日英同盟や日露協調
が外交政策の基準とされており、列強との協調が基本路線となっていた。とくに、元
老側は列強との正面的な衝突を回避するために「対袁提携・国際協調」という方針を
とっており、過激な手段で「対支問題」を解決することに猛反対していた。これに対
して、加藤は「92 の議席を有する同志会の総理であり、背後には三菱財閥を控えて」
「傲岸不屈で、狷介かつ非妥協的な性格」をもち、「元老の意見を無視して、これに相
談もせず、外交文書も見せなかった」。その主導の下に、当時の外務省は「終始、独断
専行と秘密主義を持し続けた(132)」と言われている。 
一方で、衆議院議員である小寺は本来、立憲国民党に所属していたが、1913 年の大
正政変で党が分裂して以後、加藤を総理（同志会は総裁職を総理と呼称していた）と
する立憲同志会に加入した。この背景を前提として、小寺の言説は加藤の外交政策と
同軌するようになったことが容易に理解できる。さらに、この露骨な 21 ヶ条の提案は
後に対中国問題を重視する小寺の大亜細亜主義に吸収されて、その中国改造論の一部
となった。こうして、＜行動面の試み＞としての 21 ヶ条要求は理論面のアジア主義的
な言説と関連できるようになるわけである。 
 
2.2 アジア主義者の反応 
 では、21 ヶ条要求に対して、当時日本民間のアジア主義者は如何なる態度をとって
いたのであろうか？ 
 小寺は前述したように、著作『大亜細亜主義論』で 21 ヶ条要求の諸条項を参考して、
それらを中国改造の具体的な実現方法として提示していたのみならず、「提議したる所
謂『第五項案』」が「（中国改造の）天職を尽す上に於て、当然の希望たりしなり(133)」
と、高評している。これに同調して、蘇峰は 1916 年の『大正政局史論』において、「吾
人は此の交渉によりて、満州に於ける我が地歩を若干明確にしたるの効と、支那の各
所に於ける若干の我が利益の進捗とを忘る可からず。吾人は反対党の如く、大隈内閣
が、未だ之が為めに何物をも得ずと言はず(134)」と、支持の態度を示した。彼は、現状
維持や列強との相互不干渉を特徴とする閉鎖的な地域秩序を主張しているが、これは
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決して中国との対等な立場を意味するわけではないであろう。 
一方、浮田は 21 ヶ条の全体ではなく、第 5 号以外の諸条項に関して「日本は今回の
対支交渉によりて、第一、山東省に於ける独逸の利権を継承し同省及び其沿岸島嶼不
割譲を承諾せしめ、第二、旅順大連租借期限を延長して南満州に於ける我が立脚点を
鞏固にし、第三、東部内蒙古に於ける我が優越権を明確にし、第四、福建省に対する
日本の位置を安全ならしめ、第五、支那の沿岸並びに諸島嶼不割譲を世界に宣言せし
めて、極東平和の基礎を確立せんと欲し、其目的を達したのである(135)」と支持してい
る。彼は、亜細亜のモンロー主義がすでに時代後れだと考えていたが、日本盟主論を
現実化し、中国を全面的に親日化、従属化させることに対しては到底拒絶できなかっ
たであろう。 
また、大川周明は後年の『大東亜秩序建設』において、「此の要求は、支那の保全を
本願とせるものであり、此の条約にして一たび締結される以上、世界の如何なる国家
と雖も、最早日本と一戦交へる覚悟なくしては、支那沿岸の一寸一尺の土地も奪ひ得
ぬこととなる。これ故に条約の精神は明白に亜細亜復興の要件なり(136)」と積極的に評
価している。「日本と支那は必ず提携しなければならなぬ(137)」と主張した大正デモク
ラシーの立役者である吉野作造でさえ、「日本をモデルとする『文明化』こそが、東ア
ジアの発展をもたらす(138)」と確信しながら、21 ヶ条要求を「帝国の立場から見れば、
大体に於て最少限度の要求である。而して之を支那に交渉するに適当な時機を捉へ、
且又西洋諸国との関係から見ても、頗る好適の時機を選んだものであつて、支那に対
する帝国将来の地歩を進むる上から見て、極めて機宜に適した処置であつた(139)」とし
て支持している。 
 前述したように、21 ヶ条要求は「アジア主義」の＜本質的特徴＞と一致性を保って
おり、日本の中国における帝国主義的な利権を維持、拡大し、排他的な地位の獲得を
図ろうとする点で日本盟主論と共通性を有する一種の＜行動面の試み＞であった。そ
れゆえに、当時大多数のアジア主義者の賛成や支持を得たのは容易に理解できる。し
かし、極少数のアジア主義者に消極的に評価されたことも事実である。 
 たとえば、黒竜会のアジア主義者に言わせれば、外務当局は「交渉の開始に当り最
も禁物とすべき袁世凱へ直接に打突つて行く策を執つた」「此拙劣なる外交によつて将
来容易ならぬ禍根を貽すに至るべき」「対支問題を解決するは今日が絶好の機会であ
る」といえども、条約は「最初から交渉の方針を誤つてゐたのみならず、徒らに英米
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の干渉を招いて根本精神を失つた藻抜けの殻となつたもので、寧ろ禍恨を貽すべき」
ものである。そのため、「所謂二十一箇条の要求は、その外交手段宜しきを得なかつた
為めに所期の目的を達するに至らず、識者をして慨嘆せしめたのであつた(140)」。つま
り、21 ヶ条要求の交渉に関する政府の外交手段、交渉方針が間違っており、列強の干
渉を招いてくる恐れがあるのを批判したということになる。 
そして、北一輝も著作で 21 ヶ条要求に対して「遺憾」の意を表し、「些の軍事的価
値なき青島を奪ひて来るべき恐怖を沿岸不割譲宣言によりて隠蔽するの児戯に出づ
る」「最も完備せる軍港、啻に英人のみならず、白人凡てが東洋経略の足溜となす軍港
は手を額にして東郷二世の占領を待てるに非ずや」「沿岸不割譲宣言は何の価ぞ(141)」
と政府に詰問を迫っている。これは、外務当局における「アジア主義」を推進する手
段が不適切なものとして「価値なし」と不満の態度を示したものであるが、日本盟主
論や中国の親日的改造そのものを批判するものではなかった。事実上、北が狙ってい
るのは、英露両国と開戦するとともに中国における優越的地位及び指導権を直接的に
奪取することであった。 
まとめて言えば、21 ヶ条要求は日本盟主論、中国改造論といった思想的要素を包含
しているため、当時大多数のアジア主義者に熱烈に支持されていた。彼らの認識では、
西洋列強と正面的に衝突せず、中国の反発を惹き起こさない限り、日本の要求が積極
的に評価すべきである。一方で、極少数の反対者はより消極的な態度をとっていたが、
実は 21 ヶ条要求そのものを否定することではなかった。そこで批判されたのは、政府
の「拙劣な手段」、及びその悪しき結果にすぎなかったのである。 
 
2.3 中国側の反応と衰退の契機 
 では、当時の中国側は日本の要求に対して、如何なる反応を示していたのであろう
か？周知の事実として、21 ヶ条要求は結局、中国側の猛烈な反発を招き、激しい排日
運動をもたらして日中の対立を顕在化させる契機となったのである。 
 本来、辛亥革命以前の中国では日本に留学生を派遣する政府といい、日本を根拠地
として革命運動を画策する革命派といい、いずれも排日的とはいえないであろう。革
命勃発直後も、その対外的に敵視する相手国は、日本というよりもむしろドイツであ
った。当時中国の新聞には、「独人が密かに清軍を支援する為に、在日邦人は独貨を排
斥する積りだという」「一部の独逸士官が自国の軍服を着て清軍を指揮し」「徒に戦争
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を延長させていた(142)」といった様々な反独的な報道が掲載されていた。しかし、その
後、日本政府及び民間志士は中国革命に対する理解や認識の不足及び帝国主義的な立
場から出発して一連の不適当な行動をとっていたため、中国側の対外闘争の矛先は次
第に日本側に転じられていった。 
 とりわけ、日本の「権力側は清朝支持に固執して状況への対応を誤まり」、中国の「南
北統一を極力阻止しようとして外交的孤立をさえ招いた」。一方で、従来革命派を支持
してきた「民間側も基本的には権力側のアプローチに同調し」「革命援助の代償として
短期的利益の獲得に走り、徒に中国の対日不信を深めた」。さらには、21 ヶ条要求に象
徴される「対中国進出は、中国ナショナリズムを決定的に排日へと方向づけた(143)」。
こうして、反日感情は該当時期における日本側の「不義行動」及び中国ナショナリズ
ムの台頭とともに漸次に高まっており、21 ヶ条要求を契機として一挙に爆発して、当
時の日本国内における「アジア主義」の高揚と対峙するようになった、という極めて
皮肉な事態が生み出された。 
そもそも第一次大戦が勃発した以来、アジアにおける欧州列強の行動が大幅に制約
されているため、「東洋平和の唯一の維持者」という使命感は日本政府のみならず、民
間においても一般的に広まっていた。たとえば、1914 年 8 月 11 日付の『東京朝日新聞』
は社説で「彼の列強なる者は、各自国の防衛に急にして、また東洋を顧慮するの遑な
きは明白なり。此時に当って東洋の平和を確保するの実力ある者は、我が日本を措い
て外に其国あるを見ず」と述べ、日本が「東洋の平和を双肩に負荷し、以て中華民国
国民の全体をして、日本を信頼せしむるの態度を維持せざる可らず(144)」と説いている。
これは当時の代表的な言説として、西洋列強が東アジアの「平和」を確保する余裕が
なくなった以上、同地域の「平和」を維持するものがアジア盟主の日本以外にはない
と主張し、だから中国が日本に信頼して日本の地位を認めて日本の要求を受け入れる
べきだと唱えたものである。 
今日の私達から見れば、この見解は独善的なものであったが、当時の人々にとって
は、当たり前のことかも知れない。彼らはこうしたものに立脚して、21 ヶ条要求が「日
支両国間の国交を妨ぐべき原因を一掃し、而して今後の隔意なき親善を企図するが為
め(145)」のものだと信じていた。これは根本的に言うと、該当時期の日本社会における
「中国理解の不在」の状況に基づいて形成してきたものであろう。当時、21 ヶ条要求
を強要した加藤外相はもちろん、多数の日本国民でさえ中国革命後の情勢や満清の統
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治を打破する過程のなかで成長してきている中国ナショナリズムを正しく把握せず、
中国を理解する能力が急速に失われていた。そのため、日本ナショナリズムの発展的
形態とする「アジア主義」と反帝運動を形式とする中国ナショナリズムとの衝突は、
正しく認識されていなかった。行動面より「アジア主義」に呼応するのが中国側の強
い反発をもたらすことも、予想されていなかった。 
 当時の北京政府では、馮国璋をはじめとする 19 名の将校が「日本ノ要求ハ部下軍隊
ノ一斉ニ激昂反対スル所ニシテ吾人ハ死ヲ以テ之ヲ斥ケム(146)」と早々に憤慨の意を表
した。袁世凱自身も 5 月の政府会議で、日本が「武力脅威をもって通牒を我に迫って
きた」「やむを得ずに受け入れるのはなんと悲しい恥辱だろう(147)」と悲憤に発言した。
一方、南方革命派も同調している。たとえば、陳其美は黄興宛の手紙で「彼国政府が
見通しがきかず、中国の発展を忌む」「此の儘では極東情勢が安定せず、日本自身も免
れられないだろう。東の隣国志士には、此の世運を正す者がいないのか(148)」と強い不
満の意を示した。そして中国民間では、留日学生を先導として華僑、商人、軍人、知
識人などが「要求がまさに中国民族の滅亡を要求するものであり、中国を第二の朝鮮
にしようとするものだ、という深刻な危機意識」をもちながら、日貨ボイコットや排
日デモを巻き起こした。 
 2 月末から、日本より帰国した 13 省の留学生代表は国民対日同志会を組織し、日貨
排斥を呼びかけはじめた。その際、留日学生総会は「泣告全国同胞書」において「あ
あ禍せまり、事急なり。わが国人、暴動するなかれ、驕憍につとむるなかれ、一鬨す
るなかれ、党争するなかれ。ともにこの愛国の宗旨にもとづき以て現政府の後楯とな
らん」「むしろ亡国前の雄鬼となるも亡国後の遺民とならず。国家ありてのち個人の生
命財産あり、皮の存せずして毛いずくんぞこれに附かん(149)」と呼応しながら国民の団
結を喚起しようとした。3 月中旬に入ると、日本政府は兵力増派して武力脅威を図った
が、これに対して留日学生達は再び抗議し、次々と日本を引き上げはじめた。その影
響で、中国国内では排日運動がいっそう広まっていった。 
 とりわけ、袁政府が正式的に日本の要求を受け入れた 5 月 9 日以降、中国雑誌『甲
寅』は社説で「結局、未曾有の恥辱となった」「日本浪人に於ける日支連邦の提議は、
無意味なものではないか(150)」と憤慨しており、12 日、北京総商会も『申報』に檄文を
発表し、「日本が欧州大戦の機を乗じて我が新国家に朝鮮併呑と同様な条件を強要し
た」「5 月 9 日の恥、此の生、此の世、我子、我孫誓って一刻も相い忘れざれ」「此の身、
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没すべきも、此の志、死せず(151)」と激烈な言辞で国民の覚醒を促している。こうして、
反日デモや日貨排斥運動は北京から天津、上海、湖南、湖北、雲南、広西、四川、広
東、奉天など、次第に中国全土まで広まっていた。これは、大隈内閣にとっては夢に
も思わなかった事態であろう。中国ナショナリズムが刺激を受けて急速に成長しはじ
めたという背景の下に排日運動は高揚し続けていたが、これは直接的に当時の日中関
係の悪化をもたらしており、日本国内における「アジア主義」の高揚を一種の虚像と
して苦しい立場を押し付けていたのである。 
 結局、21 ヶ条要求は中国の排日思想を高め、排日行動が「日中提携」の構想に大き
な打撃を与えた。当時の日本国内では「アジア主義」が高揚期には入っていたが、そ
の中には終始、越えることのできない独善的なものが内包されている。それは後に中
国への欧州列強の復帰、山東問題をめぐる日中矛盾の激化とともにいっそう増大して、
「アジア主義」の高潮を短期間に終結させ、ひいてはそれを低潮期に追い込んだと思
われる。いわば、21 ヶ条要求のような露骨な行動は、「アジア主義」に予想外の抵抗を
招いてきた。この抵抗の増大は、「アジア主義」が現実的に発展する条件を失わしめ、
衰退の兆しが間もなく生まれてくることを意味する。 
 
第 3 節 排日運動と日中関係の決定的な悪化 
3.1 排日運動の発展 
 中国への理解が急速に失われた背景の下に、日本政府や民間のアジア主義者は 21 ヶ
条要求以降の中国情勢に対して判断を誤り続けて、中国側の抵抗を増大させる一方で
あった。排日運動は鎮静するどころか、逆に一連の事件と共に拡大していく傾向を呈
していたのである。 
1916 年 6 月、北洋軍閥全体をまとめる力をもつ袁世凱が死去した後、中国の情勢は
再び混乱に陥って、軍閥混戦期に入った。大隈内閣を代わって成立した寺内内閣は、
21 ヶ条要求で入手した利権を確保しつつ排日運動を鎮静化させるために、国務総理に
就任して北京政府の事実上の指導者となった段祺瑞を援助する所謂「援段方針」を定
めた。しかし、この政策は北方派の一部のみを支持する結果となり、「南北統一を妨げ、
中国ナショナリズムの離反を逆に促進することとなった(152)」。そしてこれより先、日
本とロシアとの間には「中国が日本またはロシアに敵意をもつ第三国の政治的掌握に
帰するのを防ぐために、相互援助を行なうことを定めていた(153)」いわゆる「第四次日
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露協約」が調印された。これは再び日本帝国主義の野心を暴露する結果となり、中国
側の反発を惹き起こした。 
1917 年、援段方針の一環として、寺内内閣は中国に対して借款外交を展開した。こ
れは戦時景気の背景の下に、寺内首相が信頼する西原亀三、勝田主計を通して、段祺
瑞政権に合計で 1 億 7708 万円の巨額借款を提供して、「中国との経済提携を強化し」「日
本の地位をも強固に」しようとするものであった。しかし、西原借款は「無担保また
は担保不確実なものが多く、その大半は段政府の南方派討伐に費消され、或は中国高
官の私腹を肥して、回収不能に陥った」。結果として、それは中国民族資本家の反発を
招いたのみならず、「南方派の怨みを買うこと (154)」となり、中国民衆によって亡国借
款と呼ばれることとなった。 
一方、アメリカが参戦した後、21 ヶ条要求以来の緊張した日米関係を改善し戦時協
力体制を強化するために、寺内首相は駐米大使石井菊次郎を特使として派遣し、アメ
リカ国務長官ランシング（Robert Lansing）との間に「石井・ランシング協定」を成
立させた。当時、石井特使はニューヨーク市長主催の歓迎宴会で亜細亜モンロー主義
的な演説を行ったが、その内容は直ちに新聞に掲載されて国際社会の大きな反響を呼
ぶこととなった。すなわち、「石井特使の演説中には、支那の発達、平和、善政より騒
乱に至るまで皆隣国としてその影響を被るの故を以て、是等は我国に取りて自衛問題
なりと為し、更に言を極めて支那が永久に、外間の干渉を受くることなきの保証をさ
へ声明せり。此の如きは所謂米国のモンロー主義に、一歩進めたるものにして、積極
的モンロー主義とも称するを得ん(155)」。 
これは、いっそう中国の反発をもたらし排日運動に大きな刺激を与えた。とくに、
留日学生はこの協定を「中国を保護国にするもの」と見なしつつ、石井大使の「亜細
亜モンロー主義に抗議し」、ひいては「反日檄文を配布して」「支那公使館に押し寄せ」
「玄関の硝子を打毀した」。彼らにおける「大看板を捧げ、大手町から二重橋を過ぎて、
永田町の公使館に向かって進発した」という示威行動は、「東京に留学生が来て以来、
はじめての現象であった(156)」と言われている。これを契機に、同年暮れより、留日学
生の間では反日感情が大幅に高まっていった。極端な表現として、「日本女性と交際す
ることに反対し、日本人を妻とする留学生を『漢奸』として『口誅筆罰』を加えるべ
しと、『誅漢奸会』を名乗る伝単が配付された (157)」事件を挙げることができる。これ
らの抗議運動は、後日の中国国内の行動とつながり、排日運動の展開を推し進める結
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果をもたらしてきた。 
なお、帝政ロシアが崩壊した後、従来の「日露密約」などは外部に公開された。こ
れによって、日本に対する列強の猜疑や不信、そして中国からの警戒がますます深ま
っていったと思われる。 
一方で、ロシアの混乱に乗じて、ドイツ、オーストリア勢力が東方進出する可能性
も急速に高まってきた。その対応策として、日本政府は中国への支配を強化する必要
があると判断し、日中軍事同盟の設立を強要した。数ヶ月の交渉を経て、1918 年 5 月、
日中間は秘密裡で「陸軍共同防敵軍事協定」「海軍共同防敵軍事協定」を締結し、万一
敵国の勢力がシベリアを経て極東まで蔓延してくれば、両国が共同で軍事力をもって
それと対抗すべきだということを約束した。しかし、これはただ建前にすぎなかった
であろう。その本当の目的としては、当時日本の外務当局の記録によれば、すなわち
「軍事上ニ於テハ協同作戦ノ理由ニ拠リ支那領土内必要ナル方面ニ自由ニ帝国軍ヲ出
動セシメ得ルノ利アリ、且軍事共助ノ名ニ於テ支那軍隊ノ編成訓練ハ勿論、重要ナル
軍器製造材料ヲ確実ニ我掌中ニ収ムルニ便ナリ、政治上ニ於テモ同盟関係ヲ基礎トシ
テ積極的ニ内政ニ関与シ帝国ノ政治的勢力ヲ各方面ニ扶植シ得ベシ(158)」、ということ
である。 
そのため、交渉の過程のなかで日本政府は終始、これを機密として一切の報道を禁
じ、外部に対しては「日支間の某重大交渉」と解釈しただけであった。これに対して、
多くの留日学生は最初、21 ヶ条要求の第 5 号をめぐる交渉ではないかと推測していた
が、真相が明らかにされると、彼らは再び怒り出して大中華民国救国団などを組織し、
東京の中国料理店「維新号」で打合わせをしようとした。ところが、相談の途中で警
察隊が急に乱入してきて、彼らを殴打し 39 名が警察署に連行された。この事件は、い
っそう留日学生達の反抗を激発してしまった。後に、救国団、救亡団などが次々に起
ち、伝単を播き、停課を要挟し、帰国運動が一挙に爆発した。憤然として一斉帰国し
た留日学生達の行動は、大きな宣伝効果をもちつつ国内の学生達や知識人ないし一般
国民の反日感情を刺激して翌年の五・四運動を準備した(159)。 
たとえば、当時の中国雑誌『戊午』などはこれに同調し社説を発表して、「吾人は独
逸勢力が必ず東方へ進出しない、即ちシベリアに対して中日両国が共同で出兵する必
要なしと断言できる」と述べ、両協定が「共同防衛の名で我出兵を誘発しようとする
秘密の亡国条約であり」「真個の中日親善主義が偏狭なる暴虐政策に非ず、両国の平等
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的提携であり、一部武人の私欲に非ず、両国民の結合である(160)」と論じている。 
こうして、21 ヶ条要求以降の時局推移とともに、中国の排日運動は鎮静化するどこ
ろか、逆に段階的に高まり続けていた。留日学生は中国国内の学生、知識人、マスメ
ディアなどと呼応して、後の排日デモの最高潮、日中関係の決定的な悪化を象徴する
五・四運動の原動力として役割を果たした。 
1918 年 11 月、ドイツはようやく降伏して休戦条約に調印し、第一次大戦は連合国の
勝利をもって終結した。周知のように、戦敗国を懲罰し戦後の新秩序を確立するため
に、諸戦勝国の代表は翌年、パリに集まって講和会議を開いた。会議中、日本代表は
人種的差別待遇の撤廃、ドイツの極東及び太平洋地域における殖民的利権の継承など
を提案し要求していた。 
しかし、前者については、「若し亜細亜に於て差別的待遇を與へ居るものありとせば、
自ら之を撤廃して後に絶叫するを要す(161)」と宮崎滔天が指摘したように、当時の日本
は朝鮮人・台湾人に対して法律上でも事実上でも平等な権利を与えていなかったのみ
ならず、中国を含むアジア諸民族に対する偏見も多分に見られた。このため、要求は
説得力をもたずに同じ会議に参加した中国代表の共鳴を得なかった。 
後者については、4 月末、米・英・仏三大国は、道義上山東のドイツ諸権益が中国に
返還されるべきことを認めたが、それをいったん日本に譲渡すると最高会議で決定し
た。この結果は間もなく中国国内に伝えられ、再び排日運動に大きな刺激を与えた。5
月 4 日、北京の 10 余所大学からの学生数千名は天安門広場に集まり、抗議デモを行っ
た。彼らは、「死を賭して争え、我青島を奪還せよ」「外、国権を争い、内、国賊を除
け」「21 ヶ条を取消せ」などをスローガンとして、親日派の交通総長曹汝霖、幣製局総
裁陸宗輿、駐日公使章宗祥を処罰し条約への調印を拒否することを要求していた。 
この激烈な行動は直ちに上海側の呼応を引起した。11 日、上海の一般市民は連名で
宣言を発表し、「日本商品を買わず、日本紙幣を使用しない」「日本人に雇われず、ま
た日本人を雇わない」「日本の船舶を利用しない」「友人をこの趣旨で組織する義務を
もつ」「他日、国民実業公司の創設に備え、救国貯金を行う」「これを違反した人は除
名し公表する」という 6 項の誓いを立て、新聞に公告した。その後、大規模の排日運
動は急速に中国の大都市から一般都市へ、沿岸地域から内陸地域へ広まっており、未
曾有の日貨ボイコットや日本人排斥運動が学生から知識人、商人、労働者、一般市民
まで普及されていった。その時点より、従来の排日運動はいよいよ最高潮に達し、両
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国のナショナリズムが相互に衝突して、日中関係が最悪の状況に入っていた。結局、
北京政府はこれに妥協して講和条約への調印を拒否せざるを得なかった。この史上空
前の排日運動は、当時朝鮮の三・一運動、インドのローラット法反対運動、第一次サ
ティヤーグラハ運動、エジプトのワフド党運動などと合わせて、民族自決の大潮流に
合流したといえる。 
いずれにしても、1915 年の 21 ヶ条要求から 1919 年の五・四運動までの時期に、日
本側は「アジア主義」への中国ナショナリズムの抵抗という排日運動の一側面に対し
て、十分に認識していなかった。当時、中国を近代国民国家として認めず、中国には
ナショナリズムが存在せず、その反日感情が欧米側の扇動によって生じてきたものだ
と考えている人は非常に多かった。 
たとえば、黒竜会のアジア主義者は機関誌の『亜細亜時論』で次のように論じてい
る。「此時に当り、支那政客等、却つて某々野心国の煽動に致され、大局に着眼するこ
とを知らず、唇歯共存の格言を忘れ」「排日運動に於て殆ど米人の影を見ざるなき、何
れも共に明白なる事実にして、之れを数ふれば春日尚ほ短かきに堪へざるなり(162)」「在
支米人の排日煽動は内外に隠れなき事実」である。とくに英米協会や上海商業会議所
は、「英米公使領事を首としたる在支英米人等の団体にして」「公々然として排日決議
を為し、之を各方面に宣伝しつゝあるなり」「最近上海に於ける排日の急先鋒たりし学
生連合会の会合に米人二人参列したるが該米人は実に同地米国領事副領事なり(163)」。 
こうした中国に対する理解の乏しさ、中国ナショナリズムを無視する状況の下に、
日本のアジア主義者は従来の主張を堅持しつつ排日運動と対峙の姿勢を示すようにな
った。日本の「アジア主義」は日本ナショナリズムに由来したものであるが、「自己の
ナショナリズムには敏感な反面、他者のそれに対しては無感覚になっていった(164)」の
は、当然である。したがって、それは過剰な自己中心意識をもって、中国ナショナリ
ズムとの矛盾や衝突を避けられなかったのである。 
 
3.2 中国側の「アジア主義」認識 
 では、当時の中国側は如何に日本の「アジア主義」を受容変質し、それを「中国の
アジア主義」に転換させて日本に投げ返したのであろうか。本節では、その代表的な
言説を分析して、検討を試みたい。 
まずは、留日経験をもつ李大釗である。彼が該当時期に「アジア主義」に関して数
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本の文章を発表したことは周知のことであるが、しかし、そのなかには如何なる思想
的変化が潜在していたのか、その「アジア主義」に対する認識が如何に形成してきた
のか、ということは改めて掘り下げる必要があると思われる。 
 1917 年 4 月 18 日、李は雑誌『甲寅』に「大亜細亜主義」を発表した。その冒頭で彼
は、「四月号の『中央公論』に『大亜細亜主義とは何ぞや』という一文が掲載された」
が、これに対して「吾人は遺憾の意を表す」と、前述した若宮の主張に消極的な評価
を与えた。それに続いて、「大西洋主義と対抗する為めに大亜細亜主義の旗幟を捧げる
は当然の反響なり」として、大亜細亜主義がその名称及び西洋との対抗性という点に
おいて肯定すべきものであることが説かれている。これに基づいて、李は日本から伝
来してきた「亜細亜主義」という言葉（だけ）を受け入れるとともに、それに対して
新たに解釈をつけ加えている。すなわち、「吾人は中国が無ければ亜細亜なし、我中国
人が自立できなければ亜細亜人が世界に於て存立できないと信ずる」「日本国民が果し
て大亜細亜主義を理想とすれば、先づ中国が亜細亜の柱石なりと認めるべし」「外来勢
力に助虐するべからず」。両国が「相互扶護し相互援助し、世界の真道義を維持し平和
を確実に保障すべき」であると論じている。さらに、「若し大亜細亜主義の旗幟を以て
其の帝国主義を飾り」「他人の掠奪を禁じ自分が掠奪しようとすれば」「必ず白人の忌
みを招き、終に禍を亜細亜同胞に転嫁す(165)」と語ることで、日本アジア主義者の注意
を喚起しようとした。 
 この言説は未だ警告のようなものにすぎなかったが、1918 年以降、李は次第により
批判的な態度に転換していった。雑誌『太平洋』に投稿した文章のなかで、彼は、
「『Pan...ism』と言う者が『大...主義』に訳されて居る。此の主義を持つ者は、唯自
己の欲求を逞し強圧の勢力で他人を抑制し、之を屈服させる」「即ち専制の隠語也」と
「大亜細亜主義」を批判している。その見解によれば、「大亜細亜主義」の反対として
挙げられるのは「Democracy なり」「前者は力を尚し、後者は理を尚する。前者は専制
を重んじ、後者は自由を重んじる」「Democracy に順応すれば昌となり、反逆すれば亡
となり(166)」。これは一歩踏み込んで日本の「アジア主義」における自滅へと至る運命
を予言したものである。 
 1919 年、李大釗はまた雑誌『国民』に「大亜細亜主義與新亜細亜主義」を発表し、
大谷光瑞、徳富蘇峰、小寺謙吉らの名前を挙げて批評する。「近来、一部の日本人が大
亜細亜主義を唱えて居る。我亜細亜人は此の名辞を聞くと、心配して居る」。なぜなら
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ば、「第一に、大亜細亜主義が中国を併呑する隠語なり」「第二に、大亜細亜主義が大
日本主義の変名なり」。それが成功すれば、「亜細亜は欧米人の亜細亜に非ず、亜細亜
人の亜細亜にも非ず、全く日本人の亜細亜と」なる。したがって、「『大亜細亜主義』
は平和主義に非ず、侵略主義なり。民族自決主義に非ず、弱小民族を併呑する帝国主
義なり。亜細亜の民主主義に非ず、日本の軍国主義なり」。 
 これだけではなく、彼は人種論を否定した浮田の新亜細亜主義に対しても完全に同
意せず、独自の意見を打ち出した。すなわち、「併呑された亜細亜民族は総べて解放さ
れるべし」「民族自決主義を実行すべし」。これによって、アジアの「大連合を結成し、
欧羅巴連合と亜米利加連合と鼎立して、共同で世界連邦を組織して人類の幸福を益進
せざるべからず(167)」。こうした流れから見てくると、結局、李における「アジア主義」
認識は、警告・警戒の態度から批判・否定の態度へ、また批判・否定の立場から自ら
のアジア主義観を形成していく、という順序に沿って発展していたのである。彼の主
張は当時中国の「アジア主義」認識の代表的なものであり、日本から伝来してきた「亜
細亜主義」という言葉を使用したにもかかわらず、その＜本質的特徴＞を完全に変換
し、近代中国人のアジア認識や世界認識、及び台頭している中国ナショナリズムの性
格と関連させて、それを完全に別のものにした。いうまでもなく、これは必然として
日本の「アジア主義」と相互抵触している。 
次に、李大釗と同じく中国「新文化運動」立役者の一人の陳独秀の言説に触れてみ
よう。そもそも 1917 年 3 月の文章において、彼は「日本人が我民族に対して悪感を有
するのは、理由有り」と述べ、「彼等が吾等に代わって極東民族を代表するのは、理由
無きに非ず。吾人は之を認める」と、従来の日本盟主論を批判するどころか、逆に支
持の態度を示した。ただし、そこには権力側への警戒心も含まれているであろう。「東
洋の永久の平和は必ず国民的親善に基礎を置くべし」「国民的親善こそ真親善なり」「軍
閥的親善は偽親善なり、平和を破壊する種なり(168)」。 
 その後、山東問題をめぐる日中矛盾の激化とともに、陳の態度は次第に変化しはじ
めた。1919 年 3 月の『毎週評論』に発表した論文で、彼は「『日中親善』を繰返して居
る日本は、断固として『中日密約』の公開に反対し」「断固として山東の鉄道や鉱山を
青島返還の条件とする」「これが所謂『日中親善』の本質なのか(169)」と批判して、ア
ジア主義観が根本的に転換したと見られる。さらに、五・四運動が発生した当日、陳
は「随感録」で次のように憤慨している。 
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 「鉄道問題といい、青島問題といい、ないし全国の政権問題といい、言うまでも無
く吾人は之を自分の管理下に置くことを期待する。若し自分の管理下に置けなければ、
寧ろ列強の共同管理に任せたい。吾人が最も反対するのは、之を日本の管理下に置く
ことなり」。なぜならば、「日本の管理地域に於ては、兵隊と警察は勿論、売春、阿片
やモルヒネを販売する奴、銅銭を転売する奴等も皆殺到してくるだろう。彼等は吾等
を犬と見なし乍ら踏みにじるのみならず、『親善』を強要する。そうしないと、必ず『排
日』の罪名が着せられる。正直に言えば、吾人は若し果して亡国の運命が避けられ無
ければ、日本人よりも寧ろ欧米人によって滅ぼされた方が良いと思う。彼等に於ける
亜細亜と提携して欧米と対峙する戯言は、我々が決して信じない(170)」と、日本「アジ
ア主義」を罵倒した。陳は後に自らのアジア主義理念を出してはいなかったが、上記
の検討からみれば、少なくともその思想的変化及び「日中親善」に対する認識の発展
過程は、李大釗のそれと同軌するものであったと考えられる。 
 なお、政治家の孫文における思想的転換も代表的である。彼は「終始、中国の革命
運動を閉鎖的なシステムとなさなかったので」、その思想には本来、「日本式アジア主
義と共鳴しやすい(171)」側面が存在した。 
 たとえば、1913 年 2 月公式に日本に訪問した時、孫は東亜同文会の主催で開かれた
歓迎会の席で、「アジアというものは、アジア人のアジアなり」「アジアの平和はアジ
ア人が保持する義務」であり、とくに「日本に望まねばならぬ。日本と中国は実に兄
弟の国柄である」と述べ、数日後、また次のような見解を打ち出した。「およそ種族、
文字、文化が同じである国なら、特別な親密な関係を持っていない国はない。たとえ
ば、イギリスとアメリカや、ドイツとオーストリアや、ロシアとバルト諸国や、フラ
ンスとベルギーや、等など、皆そういう関係で」「今日の中日関係も同じものです」。
こうした人種論から出発して日本の「アジア主義」に接近した主張は、「孫文の性格や
彼の当時の思想から推測する限り、そのほとんどは彼自身の思想の正直で、自然な吐
露だったと思われる(172)」と言われている。 
にもかかわらず、21 ヶ条要求、寺内内閣の北方派を支援する露骨な援段政策を契機
に、1917 年前後から、孫文の思想は少しずつ変化し始めた。すなわち、日中関係が未
だ理想的な状態に入っていない所以は、日本側の誠意が一部の政治家によって妨げら
れたからであり、それが「誤解」にすぎないと彼は認識している。この思想的変化は、
同年末の「石井・ランシング協定」及び翌年の「日中共同防敵軍事協定」などを経て、
 60 
1919 年に入ると、講和会議、山東問題をめぐる日中対立を契機に決定的に強化された。 
4 月、孫はアジア人と自称するある日本人記者に対して、「爾ら日本人はアジア人で
はない」「爾ら日本人は欧人に利用され我がアジア人を侵略するものだ。どうしてアジ
ア人になれるのか？」と厳しくやり返した。2 ヶ月後、彼はまた、「日本の武人」が中
国の期待に背いて、「かの帝国主義の野心を振るって、あの維新志士らの大志を忘れ、
中国を最も抵抗力の少ない方法と見なし、そこへ侵略政策を展開しようとした」、この
「ほかの列強より手段が卑劣」である行動に対して、中国人は「挙国一致し、遠交近
攻の策を(173)」とらなければ活路はないと断言した。 
こうして、孫文の「アジア主義」認識は 1919 年頃より決定的に転換し、ひいては 1920
年代に入ると、その独自的な主張が生まれてきたのである。当時の犬養毅宛の書簡の
なかで彼は、再び起るべき世界戦争は「黄色人種と白色人種との戦争にかならずなる
であろうか、あるいはヨーロッパとアジアとの戦争になるであろうか」「私はそれは間
違いであるとあえて断言するものであります。それはかならず正義の論理と覇権の論
理との戦いになるであろう(174)」と述べている。従来の人種対抗論を捨て、正義対覇権、
公理対強権、被圧迫者対横暴者を中心としたアジア主義観こそが、彼の 1924 年の大ア
ジア主義演説の思想的基礎となったであろう。 
 いずれにしても、以上の検討によって、該当時期の「中国のアジア主義」は日本か
ら伝来されてきた「アジア主義」に対する一種のリアクション、反応、認識として、
排日運動の進展および中国ナショナリズムの成長とともに、当時中国の国情、中国人
のアジア認識・世界認識に基づいて独自的に発展していたものである、ということが
分かった。 
 では、こうしたものに対して、具体的にどのように解釈し、位置づければ良いであ
ろうか。これについて、近代「朝鮮のアジア主義」を考察した趙景達氏の 2007 年の論
文は良い参考になるかも知れない。 
氏によれば、「朝鮮にとって、本来アジア主義とは外来の思想であった。そしてそれ
にどう対応するかは、国の進路を左右する重大な選択肢であった。端的に言って日清
戦争以降、アジア主義に対しては大きく二つの対応の仕方があった。第一の対応は、『目
的＝事実としてのアジア主義』であり」「アジアにおける日本の指導的位置を現実のも
のとして認め、その庇護を受けようとするものである（李容九率いる一進会の議論な
ど）」「第二の対応は『抵抗＝言説としてのアジア主義』である。これは日本の朝鮮侵
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略を批判するために主張されたアジア主義であり、文字通りのアジア主義を信奉する
ものではない（申采浩、崔益鉉、安重根など）」「日本が発信したアジア主義は、一方
では純真に受けとめられ、他方では日本を批判するブーメランとなって投げ返された」
「二つのアジア主義は、時に無自覚的に未分化に主張されることがあったが、しかし
その違いは次第に明確になり、やがて『抵抗＝言説としてのアジア主義』の方は意味
をなさなくなっていく(175)」、ということである。 
 もしこの結論を参考にして、近代「中国のアジア主義」の場合を考えてみれば、明
らかに前述した李大釗、陳独秀、孫文らの主張は日本の「アジア主義」を批判するた
めに主張された「抵抗＝言説としてのアジア主義」であり、朝鮮側のそれに相当に近
いものであると考えられる。しかしながら、多数の共通点が存在したとはいっても、「中
国のアジア主義」もしくは中国における「アジア主義」への対応は結局、独自的な特
徴をも持っているといわざるを得ない。 
 まず、中国においては、「目的＝事実としてのアジア主義」という対応の仕方が非常
に珍しく、端的に言えばほとんど存在していなかったのである。なぜならば、従来の
中国では、自らが地理的に広い大国であるという認識、および自らが「中華」「天下」
であるという華夷秩序観的な思考様式がかなり普及していた。したがって、自国の存
立を守るために、あるいは外来の危機に直面したときに、方法論的には日本、朝鮮の
場合と異なっているわけである。というのは、日本の近代化・西洋化とはもちろん、
朝鮮における事大先を変えるという事大主義的な方法論とも違って、自らを中心的地
位に置きながら「夷を以て夷を制す」を方法手段とする傾向が相当に濃厚であった。
加えて、そもそも琉球問題や朝鮮問題をめぐって、中国と日本との間には紛争が存在
していたが、「中華」の地位を自らと紛争してきた「東洋小国」の日本に譲って、その
指導的地位を認めて庇護を受けることは中国にとって有り得ない、もしくはどうして
も受け入れられない悔しいことである(176)。言い換えれば、「目的＝事実としてのアジ
ア主義」は、近代朝鮮にとっては現実的に「中国の庇護を受ける者から日本の庇護を
受ける者へ」ということを意味するものであり、「被庇護者」の身分が変わっていない
ため、受け入れられるもしくは「目的＝事実としてのアジア主義」の存在する可能性
があった。一方、近代中国にとって、これは「他国を庇護する者から日本の庇護を受
ける者へ」ということを意味するものであり、いわば転落が大きいため、受け入れら
れる可能性がかなり低かった。 
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 また、1910 年の日韓併合以降、朝鮮側においては日本の背信を批判した言説が急に
増えてきたが、現実的には、「『抵抗＝言説としてのアジア主義』の方は意味をなさな
くなっていく」と言われている。これと異なり、当時の中国では列強の相互牽制で単
独植民地になるのが不可能で、切迫感がまだ大きくなかったため、意味をなす可能性
が未だ残っているであろう。というのは、併合後の朝鮮側における直接的に日本帝国
主義の侵略を批判することと異なって、中国側は未だ「アジア主義」という相手の理
論を使って相手を批判する余裕があったのである。加えて、日韓併合後の結果を見て、
辛亥革命期および第一次大戦期に日本が同じようなものを対中国政策に運用する傾向
があるだろうと意識した上で、中国人とりわけ李大釗、陳独秀、孫文らを代表とする
中国知識人、政治家は「アジア主義」への批判を厳しくして、その言説が国民に排日
運動、反侵略運動を呼びかけるという側面においても、一定の現実的な意義をなして
いた、ということは認めるべきところである。 
 では、もし「中国のアジア主義」は、①一種のリアクション、反応、認識として発
展していた、②文字通りの「アジア主義」を信奉するものではなく、それを批判する
ために主張された「抵抗＝言説としてのアジア主義」であり、③その意義をなす可能
性が未だ残って、日本の「アジア主義」と本質的に異なっているものである、と認め
られたとして、それはナショナリズムとの関係がどうなるであろうか。 
 いわば、「日本のアジア主義」も「中国のアジア主義」も、それぞれ自国のナショナ
リズムを基礎として形成されてきたものであるが、しかし両国のナショナリズムその
ものは性格も違えば、成長環境も相違する。日清戦争以降の「瓜分」危機に直面した
際に、中国の抵抗は、近代弱国としての反侵略闘争という側面がいっそう明確になっ
ていった。この時期は、まさに日本の「アジア主義」が定常的な概念として定着した
時期であり、中国ナショナリズムが急速に成長しはじめる時期でもあった。そのため、
後者は現実への認識として、必然的に「救亡・救国」「弱者の反侵略闘争」という性格
を持ちながら前者に抵抗していくであろう。さらに、これは「中国のアジア主義」の
性格と緊密につながっており、その主流に被圧迫者同士間の提携、覇権や強権、帝国
主義的な侵略への抵抗といった特徴を帯びさせて、日本の「アジア主義」との差異を
示させた。いや、もっと正確に言えば、それは全然別のものであったといえよう。だ
からこそ、「中国のアジア主義」者は日本の「アジア主義」を構造的に支えている柱＝
人種論と文明論とに対しても批判の態度をとっていたのである。 
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 具体的に言えば、前者については、本来中国側においても人種論が唱えられていた。
しかし、それは間もなく同人種国家の日本の膨張や侵略によって「雲散霧消」してし
まった。これは、すでに前述した孫文の言説によって明らかにされた。 
 後者（とくに東西文明対抗論や融合論など）については、李大釗の言説から読み取
ることができる。彼によれば、東西両文明は「車の両輪、鳥の両翼のごとく、どちら
も欠けてはならないもの」「新生命をはぐくみ無窮の発展を遂げるためには、みずから
つねに調和し、融合しなければならない」。すなわち、東西文明対決論ではなく、融合
論が説かれている。にもかかわらず、これは決して日本の融合論と一致するわけでは
ない。なぜならば、日本のアジア主義者の唱える「西洋文明を吸収した東洋国家の日
本のみに文明の融合の資格を有する」という日本式の融合論は、「すべて日本人の『我
田引水』の談」であり、両文明の融合は「けっしてもっぱら模倣をこととする一、二
の民族のよく尽くすことではない」「アジア文化の中心に位置する中華民族も両文明の
疎通と融合に資することができる(177)」からである。 
 これは、日本の「アジア主義」における対抗論に対しても融合論に対しても批判す
るものであったと考えられる。結局、該当時期の日本の「アジア主義」は高揚期に入
っていたが、ただ一種の虚像にすぎなかった。さらに中国ナショナリズムの立場から
見れば、それは抵抗すべき対象である。そのため、アジアとりわけ中国との提携可能
性が失われてしまっていた日本「アジア主義」はその後、必然として衰退せざるを得
なくなったであろう。 
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第 3 章 第一次世界大戦直後の潜在化及び二重志向の形成 
 
第 1 節 低潮期への転換 
1.1 成立条件の喪失 
 第一次大戦が終結した後、世界の情勢は一変した。そのなかで、最も注目すべきな
のは次の二点である。①反戦、平和、軍縮を要求する声が高まっていたと同時に、従
来イギリスをはじめとする列強の植民地に対するコントロール力が大幅に弱まり、被
圧迫民族の民族自決意識がますます高揚していた。②ドイツなどの戦敗国は勢力争い
から排除されたが、戦勝国の帝国主義列強間の競争は相変わらず存在していた。ただ
し、その勢力争いは手段がもっと隠蔽的なものとなり、従来「両国間の秘密外交を中
心とするもの」から「諸国間の協調・公開外交を中心とするもの」に変化した、とい
うことである。 
こうした世界情勢の変化は必然として東アジア情勢の発展と連動するであろう。す
なわち、植民地に対するコントロール力の弱化や民族自決意識の高揚を背景に、21 ヶ
条要求を契機として急速に展開されていた中国の排日運動、及びそのなかに内包され
た中国ナショナリズムの成長は該当時期にいっそう加速された。そして、東アジアへ
の欧洲列強（諸戦勝国）勢力の復帰によって、帝国主義国家間の競争は同地域（とく
に中国）で再開した。この競争は欧洲列強の実力が弱体化したため、微妙な相互協調・
相互闘争の二面性を示したが、大戦中日本が中国で確立した優越地位に強く反対した
点から共通性が窺われる。こうした状況の下に、虚像として中国側に激しく抵抗され
ている日本の「アジア主義」は、急に成り立ちうる必要な条件が失われて、―とくに、
①アジアとの協調可能性が喪失し、②西洋勢力を排除しようとする意欲が挫折されて
(178)、衰退しつつ低潮期に転換していた。 
具体的に言えば、まず上記①については、「アジア主義」におけるアジアとりわけ中
国との協調可能性は、そもそも近代以来大きな困難に臨んでいた。従来、日本にとっ
て、「中国は畏敬と同時に恐れの対象であり、不断の緊張をともなう対抗関係にある潜
在的なライバルであった」。言い換えれば、「西洋列強に征服されるような弱国では困
るが、さりとて日本の障害となるような強国でも困るといった『連立不等式の変数』
のような存在(179)」であった。そのため、富強した中国と提携して西洋と対抗すること
を期待する一方で、それを自らの大陸膨張政策に妨げさせたくない（ライバル意識や
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反中国意識も含む）という複雑で矛盾した気持ちが終始存在している。明らかに、中
国との協調ないし提携には、もともと心理的障害があったのである。第一次大戦期に
入ると、日本政府の大陸膨張政策は徐々に露骨なものとなり、前述した中国ナショナ
リズムの猛烈な抵抗を引きおこした。これはまた、現実的障害となった。こうして、
日本の「アジア主義」におけるアジア諸国との協調可能性は、ますます克服し難い障
害に遭って、失われていたのである。 
 一方、②から見れば、大戦の好機を乗じて、従来西洋との協調を外交の中核とする
日本は、21 ヶ条要求などによって「アジア主義」的な行動を試み、中国における優越
的地位を獲得した。これは一時的にアジア主義者における西洋勢力を排除しようとす
る意欲を刺激して日本盟主論を固めた反面、列強の反感及び中国の抵抗といった極め
て不安定な要素を招いてきた。とりわけ、大戦後欧州列強の東アジアへの復帰、中国
排日運動の白熱化などは、日本の一時的な優越的地位に対して正面から挑戦を試みた。
これに対して、日本政府はやむを得ずに対中国政策を本来の協調主義路線に帰還させ、
大陸において「戦略的退却」を行わざるを得なくなった。これは、アジア主義者の西
洋勢力を排除する意図が現実的に挫折、抑制されたことを意味するであろう。 
したがって、大戦期に高揚していた日本の「アジア主義」は大戦後の新しい時代的
背景の下に成り立ちうる必要な条件を急に喪失し、存在理由がなくなりつつ、低潮期
に転換せざるを得なくなったといえる。 
 
1.2 失望と＜調整＞ 
 列強からの抑制、中国側の抵抗及び「アジア主義」の衰退に対して、当時多くのア
ジア主義者は「失望・遺憾」の意を表している。たとえば、宮崎滔天は上海某新聞社
に投稿した文章において「山東問題の成功は、我等が政府国民と共に之を喜ばんと欲
する所也。されど山東は支那の一部なり。山東ありての支那に非ず、支那ありての山
東也。若し我国にして支那の利権を獲得したりとするも、全支那の民心を失ひ、全支
那を駆つて排日国民たらしむるに至らば、何の功か之有らん、何の利権か之有らん」
と難詰し、ひいては、「僕は今何等の意見も議論も無し。唯支那の排日問題が如何に成
行くべきか、我国の対支政策が如何に変化すべきか、英米の対支政策が如何に発展し
来るかを、悲観的眼光を以て観望しつゝあるのみ(180)」と無念な想いを述べている。彼
によれば、現実的な情勢の下に如何に「日中親善」「西洋への抵抗」を宣揚しても到底
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中国側の好反応を得られず、中国の共鳴を失った「アジア主義」は結局、独り善がり
の夢にすぎないのである。 
結果として、「アジア主義」が挫折されて高揚期から低潮期に急速に転落している際
に、失望したアジア主義者は新しい時代的背景によって、再び＜調整＞を行うことを
考えはじめた。彼らの狙いは、＜調整＞をもって「アジア主義」を苦境から救い、そ
れを不利な現実状況で再び存在する根拠、ないし実現する可能性をそなえてくること
であった。 
その＜調整＞の内容から見れば、大体、次のような二種類に分けられるであろう。
一つは国内問題と結び付いて、「アジア主義」成立の前提を日本改造の達成に求めよう
とするものである。もう一つは国際問題と結び付いて、「アジア主義」を地域主義の一
形態と見なし、大戦後に盛んに行われていた国際連盟の構想及び世界主義の問題に位
置づけようとするものである。そして前者は後に主流となった。 
 その代表者としては、五・四運動が発生している際に上海に滞在した北一輝が挙げ
られる。激烈な排日運動を目撃した北は著作『支那革命外史』で、「眼前に見る排日運
動の陣頭に立ちて指揮し鼓吹し叱咜して居る者が、悉く十年の涙痕血史を共にせる刎
頸の同志其人々」で、自らが「この全世界から起り全支那に渦巻く排日運動の鬨の聲
の中に身を縛られて居た」と悲痛に追憶した。彼は日本外交政策の転換を提案したが、
それは政策立案者に全く受け入れられなかった。結局、その原因は日本の国内体制に
帰着されて、「さうだ、日本に帰らう。日本の魂のドン底から覆へして日本自らの革命
に当らう(181)」と活動の中心が中国改造から日本改造へと移転されることになり、『国
家改造案原理大綱（以下、『大綱』と略称）』が執筆された。 
 ちょうどその時、大川は日本に帰って一緒に改造運動を行おうと誘ってきた。これ
が天意だろうと北は信じて、自信満々で「更に幾十人かの大川公満川伯を得ば、日本
の事、大亜細亜の事、手に唾して成すべし(182)」と揚言しながら帰国した。彼らにとっ
て、日本の国家体制が徹底的に改造されていない限り、「アジア主義」の理想は到底実
現できないのである。これは、従来存在しなかった、新しく生まれてきた特徴に他な
らない。「伝統的国家主義においてはアジア主義的主張がなされる時、そこには全く対
外的視野のみしか存在していなかったのに対し、彼らの間では国内改革と対外政策と
が結びつけられて主張されたということである。国内改造なしの対外政策は意味がな
い、というふうに主張されたといってもよいであろう(183)」。 
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後者については、当時の主唱者は比較的に多かったが、前章で触れた新亜細亜主義
をとなえた浮田がその一人である。そのほかに、教育者の沢柳政太郎、政治家の副島
義一などが挙げられる。沢柳は、1918 年 6 月に『太陽』に発表した「亜細亜主義と日
本の使命」において「人道主義の実現の為めには、今日従属的地位に立って居る民族
を、是を服従させて居る民族の威圧の下から開放」し、「世界の有らゆる民族をして同
一の地位に立たしむることが必要である」「我々アジア人が人道主義を融合するには、
アジア主義を通じてなすことが順当のこと」であり、「アジア主義は一の民族主義とし
て、国家主義と人道主義との中間に其の存在を保つべきもの(184)」であると説いている。
彼は文明一元観に立脚しつつ、「アジア民族」という概念を持ち出して、「アジア主義」
が日本の使命であり、流行っている人道主義の主張とつながっているものだと考えて
いた。 
一方、副島は「支那問題を対象とする恒久平和の要件」という文章で、「世界の平和
を計るには先ず其の局部的の平和或いは局部中の各国内部の平和を計らなければなら
ない」と述べ、「国際連盟を以て世界の平和を確立する階段として日支連盟を造って東
亜の平和を確立する事が必要である」と、「アジア主義」「日支連盟」を国際連盟の創
設と、東亜の平和を世界の平和の実現と、それぞれその一段階として把握している。
にもかかわらず、それは外見的に世界平和、人道主義と関連しているものであったが、
実は根底には従来「アジア主義」の＜本質的特徴＞が内蔵されている。なぜならば、
副島は相変わらず、帝国主義的利益を維持するアメリカのモンロー主義を「アジア主
義」の引照基準としているからである。彼は同文章で「亜米利加自身はモンロー主義
を保持する事を妨げざるに東亜に於ける日支連盟は何故平和に害があるか(185)」とアメ
リカに詰問したことがあるが、実はこれによって、自らの主張がモンロー主義と同性
質のものである、ということは示されてきたのである。 
 いずれにしても、該当時期のアジア主義者は「アジア主義」に対して＜調整＞を試
みて、それを国家改造の問題、もしくは世界主義、人道主義に帰結させようとした。
しかし、これは依然として＜本質的特徴＞を有するものであった。彼らが考えている
のは、大戦期に列強に承認された中国における優越的地位、あるいはアジア・モンロ
ー主義を、如何に戦後の新しい現実的な状況の下にも引き続き維持、延長させていく
かということである。 
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1.3 低潮期への転換 
 日本のアジア主義者は、大戦期に承認された中国における優越的地位もしくはアジ
ア・モンロー主義を戦後にも引き続き維持させていくことを期待していたが、しかし、
それは間もなく水泡に帰した。 
まず日本国内の状況から見れば、当時の民間では吉野作造を代表とする多くの知識
人ないし一般国民が、列強との協調という「世界大勢」への順応を主張していた(186)。
彼らに言わせれば、「世界の大勢に対する我国の立場を考へると」「大勢に順応して行
く方面と、大勢に対応して行く方面と二つあると云はねばならない」「世界に対応する
前に、先づ以て世界の大勢に順応(187)」すべきだ、ということである。一方で、権力側
には元老の山県有朋、西園寺公望をはじめとして、政党勢力を含み、欧米との協調を
要求する主張が本来存在している。この主張は大隈内閣の退陣、寺内内閣の成立とと
もに次第に固まっており、欧洲列強の実力の弱化、日露協商の解消、アメリカの台頭
などによって協調の主要対象がアメリカ側に転じるようになった。原敬内閣期に入る
と、この傾向はいっそう顕在化していった。 
そして、当時の陸軍側は平和、軍縮の潮流の下にシベリア出兵の挫折を味わい、影
響力が既に大幅に弱まっている。軍指導部にとっては、大戦後「大陸政策の規定要因
としての対露関係と対米関係との比重が逆転」した。つまり、「革命前のロシアは一面
において」「第一の仮想敵国であると同時に他の一面においては日露協商の紐帯によっ
て結ばれた最有力の盟邦であったが、対露関係と対米関係との比重の逆転は、アメリ
カをして、あたかもそのようなロシアの位置を襲わしめること」となり、「対米協調へ
の傾斜を増大させる(188)」ことを意味する。こうして、該当時期の日本国内においては、
下層の民間も上層の元老、政党、軍も、みな対米協調という点で基本的に一致性を達
した。これは、アジアを指導して西洋と対抗しようとする「アジア主義」に大きな抑
制を与えたことに疑いがない。 
一方、国際社会の状況から見れば、列強は大戦期に日本の行動に対して干渉を行っ
ていなかったのみならず、アメリカは「石井・ランシング協定」によって日本の中国
における優越的地位を一時的に承認した。しかし、これは大戦が終結したとたんに急
変したのである。1919 年、パリ講和条約の国際連盟規約は原則として地域主義という
ものを否定するが、例外として「モンロー主義ノ如キ一定ノ地域ニ関スル了解ニシテ
平和ヲ確保ヲ目的トスルモノノ効力ニ何等ノ影響ナキモノトス(189)」と、アメリカのモ
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ンロー主義を認める意思を明らかにした。これに対して、日本のアジア主義者はアジ
アにもモンロー主義が必要だと主張したが、結局認められなかった。さらに、アメリ
カが国連への参加を拒否したことで、それはいっそう討議の根拠を失った。 
1921 年、有名なワシントン会議が開かれた。諸参加国は討議を経て「四ヶ国条約」
「海軍軍縮条約」「九ヶ国条約」などを調印した。そこにおいては、「支那ノ主権、独
立竝其ノ領土的及行政的保全ヲ尊重スルコト」「支那ノ領土ヲ通シテ一切ノ国民ノ商業
及工業ニ対スル機会均等主義ヲ有効ニ樹立維持スル」こと（「九ヶ国条約」）、山東省に
おけるドイツの諸権益を中国に返還すること（日中間の「山東懸案解決に関する条約」）
がそれぞれ規定されている(190)。これらによって、中国は「世界大戦以来の日本の独占
管理から、再びもとの列強共同管理＝『洋人の朝廷』の体制に(191)」戻って、アジアの
モンロー主義は、国際社会で徹底的に否定されてしまった。 
こうして、日本国内では国際協調主義的な論調が一般化されていたと同時に、国際
社会では列強の抑制及び中国の反発で、日本は大戦を乗じて中国から奪い取った優越
的地位、及び日本盟主論、中国改造論などを内容とするアジア・モンロー主義が根本
的に否定されるに至った。これは、前述した協調可能性の喪失と相俟って、衰退しつ
つある「アジア主義」をさらに低潮期へ押しやったと思われる。 
 
1.4 再台頭の可能性 
 1910 年代末期、日本の「アジア主義」は低潮期に入っていた。しかし、これは決し
て「消滅」を意味しない。それは後に日本社会に潜在しながら、外部に対して拡大・
浸透し、時局の推移とともに再台頭する可能性を有していた。とくに、「アジア主義」
を国内体制の改造問題、ないし昭和維新と関連させた主張は、一定の実力を保ってい
た。当時の歴史的背景から考えれば、その根拠は以下の三点にあるであろう。 
 第一に、解消されていない日米矛盾が再台頭の理由となった。周知のように、アメ
リカは 19 世紀末期から、視線を太平洋・極東地域に向けはじめた。同地域に位置する
日本にとって、急速に台頭し東アジアの利益争いに加入してきたアメリカは言うまで
もなく、太平洋方面から突き込んできた巨大な脅威である。第一次大戦期、欧洲戦場
を離れて経済の発展を享受し、国力を大幅に増強し得るのはただ 2 ヶ国であったが、
これはまた太平洋・極東に位置する日本とアメリカであった。その影響で、戦後極東
における利益や勢力の競争は、主に日米を中心として展開されるようになったといえ
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る。 
 また、アメリカには「権謀術数の渦巻く汚れた旧大陸にたいして、正義と公正の支
配する自由の新天地アメリカという自己イメージがあった(192)」。そのため、日米両国
はイギリスの単純に利益を追求する目的と異なって、太平洋・極東地域で戦略的に対
立していると同時に、それぞれ自らが世界の道義国と強調し、国家使命や文明論にお
いても対立・矛盾していた。ワシントン会議によって、両国の矛盾は一時的に緩和さ
れたが、実はそれは根本的に解消されていなかった、あるいは根本的に解消できなか
ったのである。この状況の下に、「アジア主義」は後に日米矛盾の激化とともに反米感
情をもって、再び台頭する可能性をもつようになった。 
 第二に、ワシントン体制における諸問題点は「アジア主義」の再台頭に条件を与え
ている。ワシントン条約が太平洋・極東の情勢を安定化させて列強の利益的衝突を緩
和した点で重要な役割を果したということは否められない。しかし、それはパリ講和
会議と同じように、①被圧迫民族の自決運動と対立しているものであった（中国民族
自決運動との対立、「アジア解放」を正当化）。そして、②軽視できない影響力をもつ
ソ連は体制から排斥されたし、帝国主義の諸戦勝国間の複雑な矛盾が相変わらず存在
して（戦争を阻止する有効手段の欠乏、宥和政策等との関連）、③「中国のナショナリ
ズム運動に基本的にどう対応するのか」「満蒙における日本の『特殊権益』問題(193)」
をどう扱うのかなどについて合意が曖昧な形に残されていた（日中矛盾、「満蒙懸案」
等との関連）。それゆえに、ワシントン体制はバランス・オブ・パワー、帝国主義支配
体制の再編成にすぎず、生まれたときから脆弱性をもつものであったと言わざるを得
ない。 
 こうした体制の下に、④日本は様々な側面で大きな抑圧を受けている（日本側の不
満、反英米意識の強化等と関連）。海軍の規模では、対米英七割の既定目標が達成され
ていなかっただけではなく、日英同盟の廃棄によって欧米世界との「緩衝装置(194)」さ
え失うこととなった。これに加えて、既に入手した山東省の諸利権が中国に返還され、
21 ヶ条要求に既定された「満蒙」における投資優先権が否定され、第 5 号の要求が撤
回されて、中国における優越的地位が全面的に失われてしまった。これは必然として
当時の各階層において、対外的には「英米本位の平和主義」＝ワシントン体制へ、対
内的には「欧米追随主義」＝国際協調主義路線への反発を惹き起し、西洋と対抗しよ
うとする「アジア主義」の再台頭に条件を与えた。言うまでもなく、後年の「アジア
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主義」再台頭、拡散の重要な契機にはワシントン体制への攻撃という要因があったの
である。 
第三に、再台頭は軍隊における総力戦体制(195)を築く願望と合致する。第一次大戦は
軍事的側面では、従来の戦争形態が時代遅れだということを意味する。将来の戦争に
とって、「銃後」の確保とりわけ国家の工業力や戦略資源の開発及び国民総動員体制の
樹立などは、絶対必要な条件となった。言い換えれば、将来戦争の重点は、短時間に
あらゆる領域の力を動員して大規模に火砲、戦車、航空機といった機械を運用したり、
国内の軍需生産、食糧生産及び資源供給の安全を保障しつつ国民の精神を絶え間なく
鼓舞したりすることに移行されたのである。明らかに、資源が乏しくて工業能力が他
の列強より遅れる日本にとっては、こうした戦争理念の激変が決定的な影響をもたら
してきた。大戦中、陸軍省と海軍省とはそれぞれヨーロッパに臨時軍事調査委員会、
臨時海軍軍事調査委員会を派遣し、調査や情報収集を行っていたが、その報告書では
総力戦体制構築の必要性が繰り返し強調され、二つの大きな問題が提起された。すな
わち、「その第一は、対外的な資源の獲得と自給自足圏の形成、第二は、国内的な国家
体制の再編の問題であった(196)」。しかしいずれも容易に実現できることではなかった。 
まず前者については、日本本土の資源が不足であるがゆえに、自給自足を達成する
ことはもちろん大陸への拡張を意味する。現実的には、ワシントン体制の制限及び中
国側の抵抗が存在しているため、同地域に拡張し資源を開発するのは相当に緩慢で、
「来るべき」大戦の要求に適応できなかった。そのため、実力で一挙にワシントン体
制を突破し中国の抵抗を抑圧して、速やかに資源供給基地を確立しようとする主張は、
該当時期の軍隊内部で一般化されるようになった。後者については、国内体制の再編
そのものは複雑であり、容易に実現できることではなかった。それは軍が国家の政治、
経済、外交、教育といった側面に干渉を与えて国内改造を遂行することを意味する。
当時の日本政府は、対内的に軍縮、軍事予算の削減、対外的に英米との協調、中国内
政不干渉を主張していたが、これは軍の要求と対立するのが明らかである。この状況
の下、反体制的な性格をもつ「アジア主義」は恰好な利用価値を有するであろう。 
いずれにしても、該当時期において、列強の東アジアへの復帰、中国排日運動やナ
ショナリズムの抵抗、ワシントン体制の確立及び日本に対する抑制、日本国内におけ
る国際協調主義路線の形成といった影響で、日本の「アジア主義」は低潮期に入った。
しかし、それは消滅せず、英米への敵視や国内体制を革新する意欲と関連しながら再
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台頭する可能性をはらんでいる。したがって、再び登場してくる「アジア主義」は濃
厚な攻撃的性格をもって国家改造運動の展開とともに拡大・浸透していく方向性がこ
れで規定されたと思われる。 
 
第 2 節 日本国内における二重志向の形成 
2.1 「アジア主義」と国家改造運動 
 大戦直後の日本国内においては、シベリア出兵や米騒動といった原因で社会が極め
て不穏な様態を呈していた。とくに、1920 年前後から発生した戦後恐慌は多数の銀行
の休業、中小企業の倒産、破産者・貧乏者の急増をもたらして、国内矛盾が急速に激
化された。こうした不安定な状況の下に、外部からの民主主義や社会主義の浸透は相
当容易に国民思想を動揺し、広まっていくのである。 
 これは、またワシントン体制及び国内政治への不満と結び付いて、当時の民間右翼、
社会主義者、軍人ないし一般国民など、職業、志向、教育背景、社会地位が異なって
いる人々のなかに改造熱を形成させていた。この対内問題としての改造熱は当時、速
やかに対外問題としての「アジア主義」とつながり、一種の＜調整＞となった。本節
では北一輝と大川周明との言説を中心に、その＜調整＞の状況を具体的に検討してみ
たい。 
 
2.1.1 北一輝－革命中国と改造日本との「連携」－ 
 北一輝(197)は『支那革命外史』において、アジアのために、そして日本のために、革
命中国と改造日本との同盟（残念ながら当時は抵抗中国と侵略日本という現実であっ
た）をつくり、日英同盟や日露協商を廃棄して即座に英露両国と開戦すべきであると
説いている。 
 彼は、「東西文明の融合を支配し得る者、地球上只一の大日本帝国あるのみ」「東西
文明の融合とは日本化し世界化したる亜細亜思想を以て今の低級なる所謂文明国民を
啓蒙することに存す(198)」と、東西文明融合論、日本盟主論を支持している。そのうえ
で、今の日本は「英国の印度巡査として駆使せられたることによりて革命党と亡国階
級との両者に信を失」ったがゆえに、窮迫な状況に陥っていたと述べている。「露西亜
の北亜細亜侵略は前門の虎にして、英国の南亜細亜経営は後門の狼なり」「英国がスヱ
ズ以東に威権を振ふことが東洋の英国を自負する日本と両立すべからざる覇権の衝
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突」なので、持たざる国としての「今の『小日本』が『大日本』として覇権を確立す
べき領土を英国の持てる者に奪はずんば行く所なき」と、対英露開戦を鼓吹している。 
 その見解では、中国が「対露一戦を断行するの時、日本は北の方浦港より黒竜沿海
の諸州に進出し、南の方香港を掠し、シンガポールを奪ひ」「仏領印度を領して印度救
済の立脚地を築き、更に長鞭一揮赤道を跨ぎて黄金の大陸濠洲を占め以て英国の東洋
経略を覆へすべき(199)」である。ここからは、北の「アジア主義」における強い攻撃的
性格、地域的覇権をめぐる競争意識が窺われる。 
そして、「日支同盟」に強固な経済的基礎を提供し英米関係を離間させ、自らの構想
を順調に展開させるために、彼はまた、日中共同で大陸の資源を開発して合弁の兵器
工場を組織し、日米経済同盟を通じたアメリカ資本を導入することを考えている。そ
の論理によれば、アメリカの「弱点は支那の投資に於て日本の保証なくんば元利一切
の不安なることにして、日本の弱点は彼の投資によりて支那の開発さるゝなくば日本
の富強なる能はざる利害の一致に存す」がゆえに、日米の経済提携が可能となる。「米
国をして日本に叛く能はざらしむべく、米国より保証金を日本の兵力下に供托せしむ
ることなりとす」。若しアメリカが裏切れば、「兵力を以て供托せる保証金を没収すれ
ば足る(200)」。 
こうして見てくると、結局、北が狙っていたのはアメリカとの提携というよりも、
むしろそれを利用して経済力を強めることである。彼にとって、「アジア主義」はアジ
ア諸国間における文化的な親近感を基礎としたものではなく、一種の戦略的な構想に
すぎなかった。そこには、当時日英同盟や日露協商を外交政策の引照基準としている
日本政府の政策ないし国内現行体制と対立できる反体制的な性格があった。したがっ
て、北の「アジア主義」には国内問題と関連して現体制を打破しようとする傾向が内
蔵されていると考えられる。 
この傾向は大戦終結後ますます顕在化して、直ちに彼の活動中心を中国改造から日
本改造へ移行させるに至った。とりわけ、五・四運動の際に上海で激しい排日運動を
目撃した北は、中国側が日本の「アジア主義」に抵抗したのは日本政府の誤った内外
政策がもたらした必然な結果であると認識している。すなわち、「亡国階級」を排除し
ない限り、「日支同盟」や対英露戦争は到底実現できないことで、当時日本の状況は第
一次大戦直前のドイツのそれによく似ているがゆえに、非合理的な国内組織で敗戦し
本来「合理的」な要求が悪名を被られたドイツの経験を鑑み、日本は「国内改造をな
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して独逸の轍を踏まざる(201)」ことをすべきである。こうして、北は現実時局に立脚し
て「アジア主義」の論理的構造を再び＜調整＞し、それをいっそう国内体制の改造問
題と関連させてきたのである。これが、彼の『大綱』を執筆した重要な動機ではなか
ろうか。結局、岡本幸治氏が指摘したように、北は「アジアの解放と日本の発展を両
立させて、欧米が支配していた世界に新たな時代を築こうとした実践家(202)」として位
置づけられるかも知れない。 
 
2.1.2 大川周明－亜細亜復興と道義日本との確立－ 
 北の革命者の気質と異なり、大川周明は学者の気質を有する。彼は 1911 年に東京帝
国大学印度哲学専攻を卒業して、2 年後、神田の古本屋の店頭でサー・ヘンリー・コッ
トンの『新印度』という本をみつけて、インドをはじめとするアジア地域が今苦境に
陥っていることを深く認識するようになった。それを契機に、大川は「印度哲学の研
究者からアジア主義者へと、急速にその思想を歩み始めていった(203)」。 
 1915 年以降、彼は当時日本に亡命しているインドの独立運動者たちと交際し、雑誌
『道』に「アジア主義」に関して文章を発表しはじめた(204)。そこで彼は言う。「西欧
民族は他の民族を呼ぶに有色人種を以てし、此の名称を以て宛ら劣等人種の代名詞の
如く使用して居る」、彼らの望む所は「他国を倒して己れ独り栄えんとする事である」。
これに対して、日本は「新しき世界の指導者たるの大命を上天より任課して居る」「吾
等の任務は西欧民族に虐げられつゝある国民を救済すること」であり、アジアに対す
る「外部の不当なる抑圧なくして其の本来の文化を長養せしむるに在る」。それゆえに、
「吾等が『亜細亜人の亜細亜』と叫ぶ」「国民は実に此の偉大なる使命を覚悟せねばな
らぬ(205)」。 
 ここからは、大川の「アジア主義」が初発から人種論や文明論、天職や使命とつな
がる日本盟主論といった消極的な思想的要素を帯びたことを読み取れるであろう。彼
の想像によれば、「アジア主義」というものは、ガンディーの「真理」やマルクス、レ
ーニンの「階級」と同じように、「近代ヨーロッパの国々を覇権国家として世界に君臨
せしめたナショナリズム(206)」を超えられる普遍な原理（「道義」）をもつものである。 
しかし大戦直後の日本では、「アジア主義」的な言説が急速に衰退し、国内改造論が
台頭してきた。これに対して、大川は 1922 年の著書『復興亜細亜の諸問題』で次のよ
うに分析している。日本の「アジア主義」が中国側の共鳴を得なかった所以は、「今日
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の日本が尚未だ大乗日本たるに至らず、百鬼夜行の魔界たることである。日本の現状、
今日の如くなる限り、到底亜細亜救拯の重任に堪えず、亜細亜諸国また決して日本に
信頼せぬであろう(207)」。したがって、「吾等の手に在る剣は双刃の剣である。其剣は、
亜細亜に漲る不義に対して峻厳なると同時に、日本に巣喰ふ邪悪に対して更に秋霜烈
日の如し。かくて亜細亜復興の戦士は否応なく日本改造の戦士でなければならぬ」「大
乗日本の建設こそ、取りも直さず真亜細亜の誕生である(208)」。 
つまり、大川は対外的な「アジア主義」の実現を日本の国家改造という内在的な面
で捉えている。彼の見解では、日本が「道義」をもたない限り、亜細亜復興を指導す
る資格を備えられない。「『道義』による世界統一のためには『維新日本の建設』つま
り国家改造が前提条件である(209)」。こうして、その論理では「アジア主義」が世界統
一の第一歩とされて、その可能性がアジア諸国に対する「道義」に帰結されている。
そして、この「道義」を確立するために、まず日本自身の革新や改造を遂行しなけれ
ばならない。これは、北の論理と同じように、「アジア主義」と国家改造運動との分割
できない関係を示している。 
結局、大川と北との「アジア主義」は表現的に異なるかも知れないが、多くの共通
性が窺われる。それは 1920 年代の日本「アジア主義」における主流的な特徴でもある
が、おもに以下の 4 点にまとめられる。 
①国内改造運動と緊密に結合する点。両者とも、「アジア主義」の論理的構造を＜調
整＞し、それを日本の改造と関連させて、外と内という二つの側面を統一的に把握し
ている。国家の改造によって日本が盟主としてアジアを指導し、西洋と対抗する資格
が備えられるということは、彼らの持論であった。 
 ②戦争や大陸膨張を承認、鼓吹する点。大川に言わせれば、「殆ど総ての国家は戦争
によりて建設せられ、且戦争によりて隆盛に傾いた」「戦争に強き国は発展の偉力を包
蔵せる国」となる。剣は人なりと言われるように日本刀は日本精神を象徴しているが、
「吾等の前途には、尚ほ日本刀を以て、たゞ日本刀を以てのみ突破せざる可からざる
幾多の難関が横はつて居る」「天国は剣の陰にある(210)」。これは北における「戦ナキ平
和ハ天国ノ道ニ非ズ(211)」という言説と共通すると言うまでもない。勿論、その時点で、
攻撃対象は主に英露両国であり、アメリカは経済的提携の相手国にされていた(212)。し
かし、これは決してアメリカへの好感を意味しない。後にワシントン体制への不満、
日米矛盾の激化といった影響で、その矛先は移行される可能性が存在する。 
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 ③国家社会主義的な特徴。大川と北とは国内の問題について、一切の階級を掃蕩し
て天皇以下の国民平等を実現すべきだと唱えていた。これは現状打破をめざす当時左
翼の主張と同軌するように見える。しかし、いったん対外的な問題と関連されると、
これはすぐに変質した。なぜならば、彼らが主張したのは国家を単位として国際間の
利益分配の平等を行うことであった。そこでは、資源が乏しい小国の日本が国際の無
産者、持たざる国として大なる領土や富源を有する有産者、持てる国の西洋列強に攻
めることは「正当な行為」とされた。これは、国家主義と社会主義との理論を融合し
て形成してきた奇形の物に他ならない。 
 ④現状打破の意図。対内的に国家改造を要求し、対外的に日英同盟や日露協商の廃
棄、アジア解放を主張したのは、みな当時日本の国家政策と抵触しているものであっ
た。それゆえに、大川と北との「アジア主義」は反体制的なものとして現状打破を期
待し、現状維持や国際協調を主張した人々と対立するのが当然のことである。それは
国内体制への不満や西洋列強に対する強い敵意という時局的背景のもとで、急速に浸
透・拡大していく可能性を有する。 
 
2.2 アジア主義者の活動 
2.2.1 民間団体の組織 
 アジア主義者としての大川と北との活動はただ理論面の吟味に止まらず、民間団体
の組織、講演会の開催、文章や著書の発表といった動きで次第に各階層に展開されて
いった。これは、1910 年代末期から社会思想の傍流として潜在していた「アジア主義」
が国家改造運動の進展とともに再び登場する兆しを示した。 
 1918 年 10 月、大川や満川（亀太郎）らは老壮会を組織した。同会は国家改造をめざ
している者によって構成され「古風なアジア主義(213)」の特徴を有するが、その会名に
明らかされたように、メンバーには年齢の「老壮」、思想の左右を問わず、思想家、運
動家、軍人、学者、労働者、浪人などがみな含まれている。社会主義者の高畠素之、
堺利彦、河上肇でさえ、その活動に参加したことがあるという。 
そのため、老壮会は大方向において現状打破、「アジア主義」、国家改造を狙ってい
たが、実は思想や理論は明確性に乏しくて、外部から見れば性質がはっきりと見られ
ないものであり、正式の組織というよりも、意見交換のグループに過ぎなかった。そ
れは成立した間もなく精神的な分裂に向かっており、無活動の状態に陥っていた。に
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もかかわらず、同会が後日の改造運動に関与した多数の有力な指導者を網羅し、種々
の国家主義やアジア主義団体の母体として「貯水池的役割(214)」を果たしたことは否め
られない。 
老壮会が分裂した後、各派の人物は各自の志向に沿ってそれぞれ活動を行いはじめ
た。そのなかで最も注目すべきなのは、1919 年 8 月に大川や満川を中心として組織さ
れた猶存社である。同社の社名は、中国唐代政治家の魏徴の漢詩「縦横計未就、慷慨
志猶存」に由来したものである(215)。これは、老壮会の各派と「縦横」する「計」が実
現しなかったということに対して遺憾であるが、自らの「慷慨の志」が未だ残されて
いるという志向を示した。その社員たちはほぼ全員が老壮会出身であったが、より明
確的な目的を有する。つまり、社会主義や共産主義に敵視しながら、日本の改造及び
アジア解放をとなえることである。とくに、その綱領における「革命日本の建設」「民
族解放運動」「道義的対外策の遂行(216)」といったスローガンは、明らかに前述した大
川の道義論から影響を受けて、国家改造運動を「道義」の確立、「アジア主義」の実現
の第一歩と見なしたものであると考えられる。 
猶存社は結成した後、直ちに組織の拡大を試みた。とくに大川は満川の推薦で上海
に渡り、北の入社を勧誘してみた。当時の北は『大綱』の執筆中であったが、この著
作は国家改造の具体的な綱領として大川らの抽象的な運動理念に恰好な参考を提供し
たことに疑いがない。そのため、『大綱』を読んだ大川は「吾等が実権を握りたる場合
に、即日実行し得る国家改造の具体案が何よりも肝要と存じ、已に之を作り申候(217)」
と欣喜雀躍しながら猶存社を通してそれを出版したり同志たちに推薦したりして、国
家改造の経典として普及させていった。 
いわば、猶存社は該当時期の「アジア主義」の代表者である大川と北との連結点の
役割を果たした。両者の合流こそ、後日の「アジア主義」の浸透・拡大に前提条件を
提供した。勿論、この時点で、彼らは未だ実践的行動に移せず、活動がたんに啓蒙、
宣伝、教化のレベルに止まっていた。しかし、後に昭和維新を煽動する主陣地はすで
に作り上げられており、「アジア主義」再台頭の定礎がこれで定められていたといえよ
う。 
 
2.2.2 軍への浸透 
 軍は、「アジア主義」の拡大、国家改造運動の主要な推進力の一つであった。日本フ
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ァシズムは軍部ファシズムとも呼ばれるが、軍を抜きにしては検討できないのである。
しかし、その運動を推進する「イデオロギーは自家生産された例は少なく、多くのば
あい、外部から供給されている(218)」。一方、民間のアジア主義者は軍内に支持者を求
め、それと結託して軍・民共同で運動を推進しようとしていた。それゆえに、両者の
結託は、ごく自然なことである。 
 大川と北とは理論面においても行動面においても、終始軍に対する思想の輸出や動
員工作、もしくは軍部第一主義という原則を重視していた。まず大川の場合からみれ
ば、そもそも彼は大学を卒業した後、就職せずに毎日図書館に通っていた。当時の参
謀本部員の渡辺錠太郎の推薦で参謀本部でアルバイトをして、「衣食の資を参謀本部の
独逸語翻訳でかせ(219)」いでいた。これによって、大川は参謀本部の陸軍中堅層将校と
の緊密な人間関係を獲得するようになった。1919 年 9 月、彼は満鉄の東亜経済調査局
に入って、2 ヶ月後編輯課長に昇任した。その時から、大川は仕事上においてもプライ
ベートにおいても、また関東軍の将校と親しく交際し、良い関係を築くようになった。
こうして、参謀本部や関東軍の幕僚といった人脈によって、彼の主張は軍隊内部に浸
透できるようになったわけである。 
 一方、北の思想理論には中国革命の経験が大きな影響を与えた。たとえば、1906 年
に中国革命同盟会の別働隊である革命評論社への参加を契機に、彼は旧光復会系・旧
華興会系の中国革命者たちと親しく交際するようになり、その後、同じ立場に立ちな
がら旧興中会系の孫文派と対立し続けていた（中国革命同盟会内部の矛盾については
後述、第 6 章参照）。光復会は、もともと軍国民教育会の暗殺団を母胎として上海で組
織された革命団体であるが(220)、それと交際する過程の中で、北は暗殺という過激な手
段に共鳴が覚えられてきたのかも知れない。一方、彼はまた、旧華興会系の宋教仁ら
における「農民一揆の革命的エネルギーをもとに、軍隊をそれに呼応させる革命方式
(221)」を参考にして、「天地万有たゞ『力』なり(222)」ということを確信しながら軍隊・
暴力への盲目的な崇拝をもつようになった。その見解では、軍隊の支持を抜きしては
国家改造ができないのである。 
 そのため、『大綱』のなかで、中下級軍人や在郷軍人会は「愛国的常識をもつ労働階
級(223)」として、国家改造中の社会秩序を維持する主力と設定された。とくに、北は「革
命軍隊の主力は、社会の上層階級と結びついた高級軍人ではなく、未だ政治権力の汚
染をうけない青年士官でなければならなかった(224)」と考えて、青年将校における革命
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潜在力に大きな期待をかけている。逆に、子供の頃から「天皇の股肱」として薫陶さ
れている青年将校たちは、国民英雄の天皇を推戴して一切の不正義な「亡国階級」を
排除し国家改造やアジア解放の「義挙」に出よという北の蠱惑に虚栄心を扇動され、
容易にその思想的浸透を受け入れるのである。 
 また、その頃、従来しっかりと内部秩序をコントロールできる軍は内部で大幅に動
揺されて、外部思想の浸入にチャンスを与えた。大戦末期以来、民主主義、社会主義
及び革新、改造の気運は次第に高まっていたが、軍もその波及を免れてはいなかった。
その影響で、軍隊内部における伝統的な上下級関係は根本的に動揺され、少壮・青年
将校や一般兵士たちは軍内制度や機構の刷新、及び軍指導者の選定方法や技術の近代
化などを主張するようになった。これは必然として民間の革新思想に容易に共鳴する
であろう。このような軍隊内部の改造熱を背景に、軍中下層においては、従来の政治
運動禁止のタブーを踏み越えて熱烈に政治を論議し、「しきりに『国家改造』を口にす
る(225)」動きが生まれてきたのである。 
 そして史料によれば、当時の軍指導者は社会に浸入している左翼思想が軍に入るこ
とを極めて恐れていたが、対応できる思想や理論が皆無であった。それを論破するた
めに、時々軍と緊密な関係をもつ民間右翼の大川や満川を陸士、陸大ないし現役部隊
に招いて講演会を開いた(226)。これはいっそう民間の革新思想を軍に拡散させた動きと
なったであろう。こうして、本来軍隊内部における制度の刷新や近代化の推進だけを
要求する革新の気運は次第に民間の国家改造や「アジア主義」の主張と呼応して、そ
れと一つの潮流に合流していく。その時点で、軍においては、「軍内改造から国家改造
へ、またアジアの解放へ」という論理的円環が形成してきた。軍の革新派は後に民間
の革新勢力と結合して、急速に俄然有力な政治的動因まで成長していたのである (227)。 
 
2.3 二重志向の形成 
2.3.1 国際協調主義路線およびその志向 
 ワシントン会議以降、ワシントン体制に順応するために、日本の統治部では国際協
調主義路線が形成するようになった。それを頂点に導いたのは、幣原喜重郎に他なら
なかった。1924 年 6 月、彼は加藤高明護憲三派内閣の外務大臣に任命されて、いわゆ
る幣原外交が始まった。 
 同年 7 月、幣原は就任早々、「我正当なる権利々益を擁護増進すると共に列国の正当
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なる権利々益は之を尊重し以て極東並太平洋方面の平和を確保」すべき、「支那の内政
上の事柄に就いては我々の干与すべき限りではありませぬ(228)」と、ワシントン条約に
対する擁護・賛成の態度を示した。その外交政策の基本的特徴は先行研究が指摘した
ように、「国際協調主義、中国内政不干渉主義、権益擁護」という三点にある。とくに
前二者は「平和主義外交として高く評価されている(229)」。当時の日本は、第一次大戦
中の膨張的行動及び日英同盟の廃棄で孤立の危機に陥っていた一方で、中国の排日運
動に直面せざるを得なかった。この情勢に対応するために、国際協調主義や不干渉主
義をとったのは、やはり最善な選択であったと考えられる。 
 幣原外交はワシントン体制を擁護するものであるが、しかし、そもそもワシントン
体制自体に多くの問題点が包含されている。すなわち、それは戦勝国列強の内部矛盾
を含みながら日本を抑制していた一方で、日本の「満州」における特殊地位を容認し
つつ被圧迫民族の民族自決主義と対峙して、非常に不安定な帝国主義的集団安全保障
体制であると評されている(230)。とりわけ、同体制には中国ナショナリズムへの対応方
法および日本「在満蒙権益」の問題に関する多数の不明確な点が残されて、後年東ア
ジアで発生した一連の紛争や衝突の遠因が内蔵されている。 
 当時東京帝国大学の神川彦松教授に言わせれば、ワシントン体制は、「我が国の満蒙
に於ける特殊権益及び地位に対する明確なる保障を缺いたのみならず、却つて満蒙に
於ける我が権益と、中国の主権的、領土的要求との衝突を激成するやうな傾向を内包
してゐたのである」「日英米三大国の共管的指導権といふやうな体制を作つても、それ
は到底円満に実行される筈はない。やがてこの三国間に再び支那大陸に於ける争覇戦
が開始される暁に、これを平和的に解決する機構を華盛頓条約は缺いた(231)」。 
このような欠陥だらけの体制と関連した幣原外交、もしくは日本の国際協調主義路
線およびその志向においては、多くの問題点が生まれてくるであろう。たとえば、反
共産主義、反社会主義的な性格をもって終始ソ連や共産党勢力に敵視する点や、日本
国内での支持基盤が不安定で、アジア主義者からの圧力や挑戦に直面せざるを得ない、
といった点を挙げることができる。とくに、中国ナショナリズムの発展及びその国権
回復運動の展開に対して、それは有効的な対策をもっていなかったため、しばしば「退
嬰消極」「軟弱外交」と非難されていた。 
そして、「満蒙」における既得権益に対して、国際協調主義者も絶対擁護の態度をと
っていた。幣原によれば、「東三省方面に於ける我権利々益に至つては」「我国家的生
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存とも密接なる関係を有するものがある」がゆえに、「斯かる権利々益は東三省の政治
組織に如何なる変更があつても、厳然として侵すべからざる基礎を有つて居る(232)」。
こうして見てくると、国際協調主義の代表者として平和主義を標榜する幣原外交とし
ても、帝国主義的利益を維持するために「必要な場合には内政干渉を敢て行っても中
国の民族運動と対決し、弾圧を加え、場合によっては武力行使をも辞さなかったので
ある(233)」。結局、彼らが重視したのは、「国際協調を維持するためにどこまで満州権益
を相対化し、かつ中国本土への日本の勢力拡張を認めさせるかということであった
(234)」。この意味において、いわゆる協調は、決して「満蒙問題」をめぐる中国との協
調を意味しないと考えられるであろう。 
 
2.3.2 二重志向の形成 
 こうして、該当時期の日本においては、対外問題をめぐって二重志向が形成されて
いった。一つは幣原外交を代表として、現状維持や西洋との協調を主張する国際協調
主義であり、もう一つは大川や北の理論及び軍の主張を代表として、現状打破や西洋
との対立を要求する「アジア主義」である。 
これについて、江口圭一氏は次のようにまとめたことがある。「軍事強国と経済弱国
という二つの顔」をもつ日本は、その帝国主義が西洋に対して「一面＜依存・従属＞、
一面＜摩擦・対立＞」という二面性をもっている。つまり、存立・発展を確保するた
めに西洋に依存・従属せざるを得ない一方で、この現状を打破して国家の自立と大陸
膨張を実現するために西洋と摩擦・対立しなければならない、ということである。前
者は国際協調主義であり、主唱者が天皇と元老、内大臣らを中心とする宮廷グループ、
幣原に代表される外務省主流、財界主流、井上準之助などの財政家、および憲政会・
民政党系の政党勢力などがいた。その反対として、後者はアジアモンロー主義であり、
主唱者が軍部、民間右翼、近衛文麿などの革新官僚、政友会系の政党勢力がいた。彼
らはワシントン体制、協調主義を批判し自主外交や資源の自給自足を主張すると同時
に、対中国政策が武断主義と干渉主義の方に傾いて、アジア志向を有する。この二重
志向は後日、政府と軍と、国務と統帥と、民政と軍政との分裂とともにいっそう分立
していく傾向がある(235)。 
該当時期、日本の「アジア主義」は傍流の地位にあったが、そこに根ざされている
西洋（とくに英米）と対抗しようとする属性は、避けずに国際協調主義と矛盾する。
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そして、この対外問題をめぐる両者の対立・矛盾は、必ず対内問題とつながっている
であろう。 
先行研究によれば、両者間には国内体制問題をめぐって「現状維持対革新」「漸進対
破壊」という対立図式が存在していた。すなわち、反体制的な主張をとなえるアジア
主義者は協調主義、自由主義、個人主義、資本主義といったものに対して反感をもち、
それを擁護し天皇を欺いて日本の発展を「妨げた」元老や政党や官僚が「英米の仲間」
「内部の敵」「裏切者」だと認識している。彼らにとって、現体制は従来の天皇制と「根
本的に相反する『欧化』政策の結果であり」「日本民族国家の飛躍的発展を阻止する旧
体制であった(236)」。そのため、ワシントン体制や英米への依存・従属の現状を打破す
るために、まず「亡国階級」を一掃して国内体制を根本的に革新しなければならない。
その過程のなかで、多数の軍人、在中国実業家、政治家は直接的に間接的に関与して、
該当時期の反幣原外交、反国際協調主義、反ワシントン体制の政治運動を急速に発展
させていた。 
にもかかわらず、国際協調主義と「アジア主義」との間には対内的にも対外的にも
多くの対立点があったが、それは本質的な対立ではなかった。両者とも、大日本帝国
の国益を追求する大目標に統一されているだけではなく、既得権益、とくに「満蒙権
益」を擁護する点から何の差異も見られない。だから北進によって両者を同時に充足
させる可能性をもっていると言われている(237)。 
結局、西洋と対立するか協調するか、中国内政に干渉するか不干渉とするか、ある
いは対外政策が「強硬といい軟弱というも、その手段方法を異にするために生ずる相
違にすぎずして、その目的からいえば少しも変りのない(238)」。該当時期の日本にとっ
て、既得権益に関する問題は実は討議できる余地が極めて狭くて、ただ「問題」を解
決する手段、時期、程度だけに局限されていた。だからこそ、国際協調主義は「アジ
ア主義」の拡大や浸透を根本的に抑制できないのである。 
 そして、問題の焦点は「満蒙地方」に集中している。大戦終結以来、日本政府は英
米との協調を図っていたと同時に、中国において「戦略的な退却」を実施した。しか
し、この退却は全面的な撤退ではなく、戦略の重点を「満蒙地方」に収縮し集中して
いったことにすぎなかった。一方で、当時の総力戦理論に大いに影響された軍部や民
間の急進派は「満蒙問題」に対して、「日本単独による武力行使という選択以外にはあ
りえない(239)」という意識を確立するようになった。彼らは、今後の大規模戦争の需要
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を満足するために早めに資源の自給自足を達成しなければならないと考えており、そ
の資源の供給地を「満蒙」に想定していた。 
 こうして、「満蒙権益」の擁護は次第に日本の対中国外交の焦点、もしくは絶対条件、
最低線となり、後の時局の推移とともに、いったん中国ナショナリズムの運動が発展
し続けてこの最低線に接近すると、両者の対決は必然的に激化すると考えられる。 
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第 4 章 ワシントン体制下における再台頭及び拡散 
 
第 1 節 再台頭の契機と中国側の反応 
1.1 再台頭の開始 
 第一次大戦直後、日本の「アジア主義」は次第に衰退しつつ低潮期に入っていた。
しかし、この状況は長く持続していなかった。ワシントン会議以降、とくに 1923 年頃
より、それを抑制する諸要因が徐々に解消されていたため、「アジア主義」は再び台頭
する条件をそなえてきた。 
 たとえば、中国排日運動の鎮静化はその一つである。大戦後、欧州列強は東アジア
の舞台に復帰したが、ドイツは戦敗で全面的に勢力争いから排除され、フランスはヨ
ーロッパ安全の保障に注目して極東における活動を大幅に減少し、ソ連は勢力を拡張
しようとする帝国主義支配体制そのものに対峙の姿勢をとっていた。そのため、事実
上、本当の意味で東アジアの勢力争いに復帰したのは、イギリスしかなかった。 
 当時、イギリスは中国における最も多い勢力を有する国であったが、その地盤は再
び中国に立ち戻るまでに大部分が日本に喰いあらされてしまったのである。したがっ
て、それは勢力を回復し拡大させるために、ワシントン会議でアメリカと手を結んで
日本を抑制していた一方で、中国に対しては「伝統的な砲艦政策と苛酷な収奪政策を
行った(240)」。とくに、1923 年 5 月に発生した臨城事件(241)の際、イギリスはアメリカ
と共同で強硬な態度をとって、治安不良、政府無能といった理由で中国に対する武力
干渉論・直接共管論を提唱した。これはイギリスが中国ナショナリズムの抵抗を招き、
日本をとって代わって反帝運動の主要な敵とみられることを予示した。 
 逆に、当時の日本は列強の圧力で大陸膨張政策を一時中止し、大戦中入手した諸権
益をほとんど手放して満蒙権益以外に何の譲歩する余地もないという状態にあったの
みならず、同年 9 月の関東大震災で大きな被害を受けたことで、中国各界に大いに同
情されていた(242)。その影響で、中国の排日運動は 1923 年後半より基本的に一段落を
告げて鎮静化に迎え、日中関係はいよいよ改善する傾向が生まれてきた。この背景の
もとで、「アジア主義」は再台頭の条件を与えられるようになった。 
1924 年に施行されたアメリカの排日移民法は、その再台頭の契機となった。4 月 12
日、アメリカの議会は圧倒的な多数で法案を通過し、日本人を含む帰化できない外国
の移民に対する全面的な禁止を宣告した。これは、昔のドイツ皇帝ヴィルヘルム二世
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のとなえた黄禍論が、「大西洋を越えてアメリカに渡り、そこにおいては中国人・日本
人移民排斥として具体化し」、さらに「太平洋両岸で黄禍と白禍の応酬の悪循環を生み
出していた(243)」ことを象徴する事件であった。これへの反応として、当時の日本社会
においては、日本人が西洋人に非人道的に差別的に待遇されたため、盟主としてアジ
ア諸民族を率いて白人の帝国主義と対抗すべきだと主張する言説が再び盛んに行われ
た。こうして、「大戦後忘れられた感のあったアジア主義が、再登場してくる(244)」。 
 例えば、雑誌『日本及日本人』は社説で「米国の暴戻に対する全亜細亜民族的興奮」
「眠れる大亜細亜の覚醒と白色侵掠の拒否」といった大見出しを立て文章を発表し、
10 月の「大亜細亜主義」特集号で有色人種の団結や白人勢力との対抗を大いに宣伝し
ていた。そのうち、最も過激な言説は次のように説く。「吾人は亜細亜人の名において、
亜細亜大陸より白色人の撤退せんことを要求す」「無限の富源を有する米大陸を以って
白人占有の享楽地とし、すべての有色人をしてこの地より去らしめんとする一方にお
いて、白色人種は自由に奔放に有色人種の郷土を荒らし、富源の分配に後れざらんこ
とを競争す。天下豈斯くの如き横暴あらんや。斯くの如き不合理あらんや(245)」。 
 政治家の大石正巳は論文「アジア民族の総同盟を策せよ」において、これを「全亜
細亜人種全体に関する重大な問題」として、「支那、印度を味方として強力なる有色人
連盟を組織し、吾々有色人種の共同の敵たる白人種に対抗しなければならぬ」と、人
種論的な観点から「アジア主義」を肯定している。 
一方、新渡戸稲造が「アメリカのために惜しむ。僕はこの法律が撤回されないかぎ
り、断じてアメリカの土は踏まない(246)」と誓ったり、新聞記者の和田三郎は「亜細亜
に於て日本と支那と印度と相提携して進めば、世界に影響する所の働を為す事も出来
る。将来はドウしてもこの三国が中心となって亜細亜の連盟を策し、東洋の文化を以
て西洋に対さねばならぬ」と、戦略的、文明論的な角度からアジア連盟の結成を主張
したりしている。 
 また、大川も 6 月に文章「日米問題」を発表して積極的に呼応していた。「いま日米
問題に吾等の自信は益々堅固となるだけである」「此度の日本人排斥法案は、その無理
非道なる、青天に白日を見るが如く明々白々にして、些の疑惑を容るべき処がない。
米国は決して是認すべくもなき人種的偏見に迷ひ、日本人の前に其国を鎖ざそうとす
るだけである」。これに対して、「吾等は此の驚く可き侮辱を忍従してよいのか」「吾等
は黙視することが出来るか。若し此儘に放置するならば、日本人は遠からずして世界
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の特殊民、第二の猶太人となり果て、跼蹐として広い天地を狭くせねばならなくなる
だけだ」。したがって、「吾国は多年の娼婦外交を止めねばならぬ。穏健着実などゝ、
勝手な美名を附して娼婦外交でやって来た結果が今見る通りでないか(247)」と、アメリ
カだけでなく、国内の協調主義に対しても批判の態度を示した。 
 なお、前述した消極的な閉鎖的地域秩序として「亜細亜モンロー主義」を主張した
徳富蘇峰も、このような状況のもとで急に積極的な対抗に転向した。彼は『国民』夕
刊に数本の文章を投稿し痛烈に批判している。「友交と信頼の握手を交そうとして日本
がせっかく差しだした手を握るどころか、自分の手を引っこめて拒絶してしまうよう
では国際協調はできぬ」「今日何れの国と結び、何れの国と妥協し、将何れの国と対抗
す可き乎に就て、徹底的に覚悟を定めねばならぬ」「米国と手を切ってアジアの兄弟と
手を握る(248)」べきである。日本は指導者としてアジアと団結して「正義」のためにア
メリカに懲罰的戦争を与えようと、「脱米入亜」宣言をした。 
にもかかわらず、現実主義者の蘇峰は、対米決戦を即座に始めるべきであると思っ
ているわけではなかった。彼は同年 7 月に「小忿を忍び大謀に就く」と題して、「如何
なる場合でも、自制は必要だ。特に国際関係に於て、最も然りとす。自制なき国民は、
自国を愛するの余、動もすれば取り返しのつかぬ狂態を演出す。而して其の狂態や、
宛も自殺的行為となる」と述べ、「我が大和民族の前途の為めに、大にしては、我が東
洋諸民族の前の為めに、我が同胞の審思、熟慮を祈らざらんとするも能はず(249)」と過
激者の注意を喚起した。しかしその後、過激者は依然として様々な抗議行動を続けて
いた。それは大いに支持されて、本来利益的紛争やワシントン体制の抑制から生じて
きた反米感情を強め、自主外交を実現しアジアを指導して西洋と対抗しようとする「ア
ジア主義」の台頭を促した。 
いずれにしても、中国の排日運動が鎮静化した背景の下で、アメリカの排日移民法
を契機に、日本の「アジア主義」は 1923～1924 年頃より再台頭の傾向を示した。この
傾向は、当時日本国内外の状況と相互関連しながら国民に大きな共鳴を覚えて顕著化
していた。しかし、それは依然として中国ないしアジアへの理解を基礎としたもので
はなかった。そのため、「アジア主義」の再台頭は結局、移民排斥への反発、利益的争
奪、人種的競争と結びついて生まれてきた感情的衝動にすぎず、相変わらず一種の虚
像というべきものであったと言わざるを得ない。 
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1.2 中国側の反応 
1.2.1 孫文・戴季陶の場合 
 では、日本「アジア主義」の再登場に対して、当時の中国側はどのような反応を示
していたのであろうか。すでに論じたように、1923 年以来、中国の排日運動は一時鎮
静化し、その反帝運動の矛先が日本からイギリスに移していた。これは、日本の「ア
ジア主義」が共鳴を覚えて、対中国協調の可能性が再び生まれてくるように見える。
しかし、果たしてそうであろうか。 
まず、1924 年に神戸で行われた孫文の有名な大アジア主義講演を触れてみよう。11
月、広東より北京へ行き、日本を経由した孫文は神戸の高等女学校で約 2 千名の聴衆
に対して演説を行った。彼は言う。「30 年前において日本国が各国との間に存在した所
の不平等条約、平等ならざる条約の改正を得たといふ時から、亜細亜民族といふもの
が始めて地位を得たのであります」。しかし、「日本と我国とのこの二国の結合、連繋
といふのが未だ出来てゐないのであります」「亜細亜の民族が欧州民族に対抗して亜細
亜民族の復興を図る」べきである。「大亜細亜主義の問題」は、「即ち東洋文化と西洋
文化との比較問題である、即ち東洋文化と西洋文化との衝突する問題である、この東
洋の文化は道徳仁義を中心とする文化でありまして、西洋の文化といふのは即ち武力、
鉄砲を中心とする文化である」「大亜細亜主義といふのは何を中心としなくちやならぬ
かといふと、即ち我東洋文明の仁義道徳を基礎としなくてはならぬのである」「我々は
宜しく我々の東洋の文化、この仁義道徳を中心とする文化を本とし、我亜細亜民族団
結の基礎にし、又この欧州に対して我々が学んで来た所の武力による文化を以て欧羅
巴の圧迫に対抗するに使ふものである(250)」。これは、当時「中国のアジア主義」の代
表的な主張であった。 
その内容から見れば、孫文の「アジア主義」には儒学の仁義道徳を基礎として「東
西を横断した『公理』と『強権』の対立(251)」を強調する側面があり、日本帝国主義を
批判する「抵抗＝言説としてのアジア主義」として、その特徴が日本の「アジア主義」
と一致していなかった。まさに当時の雑誌『我観』で指摘されたように、「孫君は日本
の所謂大亜細亜主義とは、全然立論の根拠を異にして居る。日本の大亜細亜主義者は
亜細亜を連ね、人種的色彩によりて白人に応戦し、日本を中心として白人の帝国主義
に対抗すべく、別個の帝国主義を高調せんとする傾向がある」。「孫君の思想と日本の
亜細亜主義者の思想とにはこれ丈の隔りがある。日本の亜細亜主義者之を知らず、孫
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君も亦日本の亜細亜主義者の如何なるものなるかを知らず。悠々神戸に滞在しての会
見沙汰は近頃の滑稽である(252)」。 
結局、孫の主張は「アジア主義」に共鳴するもののように見えるが、実は両者の間
には相変わらず越えられない大きな懸隔があった。だからこそ、その演説の末尾では、
「日本は世界文化に対して西方の覇道の番犬となるか、はたまた、東方王道の干城と
なるを欲するか」ということが語られたであろう。これは、「アジア主義」を主張する
というよりも、むしろ「アジア主義」の絶望を訴えたもので、「日本の帝国主義に対す
る批判であるが、それを根柢で支えている日本民族に対して、ナショナリズムの表現
様式を改めるべく要求した、アジアの肉声にほかならなかった(253)」。 
また、演説ではロシアのことも言及された。孫文によれば、ロシア革命以後のソ連
は帝国主義体制を根本的に変革しようとして中国革命を支援したりして、仁義道徳に
教化されつつ、次第に西洋の覇道文化から東洋の王道文化に移行してきた。これは、
日本の行動にとっては好模範である。そして時局から見れば、当時は、中国がソ連と
提携し、国内では「国共合作」の形で軍閥打倒、条約改正を目指す国民革命が進行さ
れている時期であった。この過程の中で、「日本が中国にたいする不平等条約を改正す
る気があるのかどうか、中国革命を支援するのかどうか、その感触を探りたかった(254)」
というのも、孫文の演説の目的であった。 
そのため、神戸演説後の歓迎会席上において彼は言う。「もし、日本に真に誠意があ
り、中国と親善しようとするなら、中国を援助し、不平等条約を廃除し、主人の地位
を奪回させ、中国人が自由な身分をかち取るようにしなければならない。そうしてこ
そ、中国と日本は親善できるのである(255)」。なるほど、その講演は日本側の主張に呼
応するものではなく、逆に日本帝国主義・「アジア主義」への警告・批判、不平等条約
の改正などを本当の目的とするものであった。 
勿論、「日本による朝鮮支配の問題が正面からとりあげられていない点」「中華意識
や大国主義の影が色濃く」「日本と中国という大国を中心にアジアを再編しようとする
議論(256)」といった点（限界性）もしばしば指摘されている。しかし、孫文の主張は依
然として「日本のアジア主義」と本質的に異なっているといわざるを得ない。なぜな
らば、そこに従来の華夷秩序観的な思考様式に基づく一種の「慣性」のような幻想が
残存されているとしても、到底近代の植民地主義的・帝国主義的な拡張と根本的に異
なっているからである。 
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また、もう一つの例は、戴季陶の言説である。彼は孫文の講演で通訳を勤め、アシ
スタントとしてその理念を継承して、1928 年に『日本論』を発表した。そこで彼は、
「中国人はもっと真剣に日本研究に関心を向けるべきだと思う」と述べたうえで、日
本社会の思想的状況について次のように論じている。「日本には自尊自大の学者がたく
さんいる。かれらの脳裏には『日本的』の三字が刻み込まれていて、何かにつけて日
本独自の文明ということばを口にしたがる。こういう観念は、いうまでもなく『日本
への迷信』にとらわれたものである」「これまでの日本の歴史を見るに、民族統一の運
動の中から、同時に帝国主義の傾向が発生している」。日本社会は、「大地震（関東大
震災）の後には、俄然、生活の動揺にともなって、民衆の生活に一大変化が生じた。
ひと口にいうとこの変化は、『安定から不安定へ、平和から不平和へ』である。そして
不思議なことに、社会人心が日ましに『不平和』の方向へ悪化していくにつれて、尚
武の精神も次第に消え失せていった」「平和的な、美を愛する精神、美を鑑賞する習慣
は、休みない闘争の生活のために破壊され、社会生活は平和性を失って、人生の内容
は、日ましに無味乾燥になっている。生活の疲弊が極度に達した結果、能動的尚武は
受動的闘争へと変貌をとげた(257)」。 
この知日派の戴季陶の見解は、「ひじょうに日本の核心をとらえている(258)」と評さ
れている。彼は、大戦後の改造熱を背景とした日本社会の思想的変化・動揺を把握し
つつ、「アジア主義」における日本独自の文明を誇る日本盟主論を批判して各界の注意
を喚起しようとしていた。これはもちろん日本の「アジア主義」と対峙する姿勢を有
するものであった。 
勿論、孫と戴だけではなく、日本の「アジア主義」に共鳴していない状況は事実上、
当時の中国人とりわけ知識人の間で相当に普及していたのである。たとえば、全亜細
亜協会の活動に対する反発は、一好例である。同協会は排日移民法を契機に、政友会
幹事長岩崎勲らによって 1924 年 7 月に設立されたものであった。長崎での第 1 回会議
の際に、会員たちは「全亜細亜連盟」の成立を決定し、それをもって「アジア民族中
の先進国なる我日本が中心となり柱石となりアジア人の覚醒を促し一致結合よく実力
を養成し将に来らんとする人種的禍乱を未然に防遏せんとする(259)」。 
しかし、これは中国言論界からの痛烈な批判を浴びて、「中国侵略の新策略」「羊子
と老虎との連盟」「変装的侵略(260)」として評されるようになった。とりわけ、当時の
中国雑誌『現代評論』は、「所謂『大亜洲主義』は日本が自ら領袖となって亜洲内部を
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団結させようとの表示である」「日本人はその帝国主義思想を放棄せず、亜洲の他の民
族の諒解を得ることができないのであって、この大亜洲式民族運動も決して成功しな
い。日本が中国に対して依然として侵略的な主義と政策を持っており、高麗（朝鮮－
筆者注）に対して独立を許さないのに、どうして大亜洲主義を主張することができよ
うか」「現在の大亜洲主義は日本の大亜洲主義であって、亜洲各民族の大亜洲主義では
ない(261)」と、厳しく非難している。 
さらに、同協会は上海で第 2 回会議を開いている際に、いっそう大きな反発を引き
起こした。会議中、中国代表は日本側に満蒙侵略の中止を要求したが、これに対して
日本代表は憤然として席を立った。この瞬間は、まさに当時の日中両国間に「アジア
主義」をめぐる根本的な分岐が存在していたことを象徴する。結局、1910 年代後半以
来の中国における日本の「アジア主義」への批判はすでに定着して、根強いものとな
ったといわざるを得ない。 
 日本の「アジア主義」は、日本ナショナリズムから発展・拡大してきたものとして、
いたずらに自らの利益拡張を重視する反面、アジア諸国の利益を無視していた。この
ため、19 世紀後半期にアメリカが中国系、インド系の移民を禁止した際に、アジア主
義者は激しい抗議行動を行っていなかったのみならず、日本自身も長期間にアジアか
らの移民（ないし朝鮮人、台湾人）に対して排外的な政策をとっていた。だから 1924
年排日移民法の時に、「アジア主義」が再台頭してもアジア側の同情や共鳴を得られな
いということは、必然の結果ではなかろうか。 
 そして、こうした再台頭の状況はもともと「理解されない場合の孤立感」と「移民
排斥など人種的要素」とが結合した「感情的な反発(262)」であり、虚像的高揚を再現し
たものにすぎないから、アジア側の共鳴はおろか、逆に＜圧迫日本 VS 抵抗アジア＞と
いう対立図式のもとで、周辺諸国の反帝闘争やナショナリズム運動と相互衝突・摩擦
する可能性をもっている。 
 
1.2.2 殷汝耕の場合 
 前述した孫文や戴季陶の批判よりもっと深刻・直接的なものは、1924 年の殷汝耕の
主張である。当時日本に滞在している殷は、『日本及日本人』が刊行した「秋季増刊・
大亜細亜主義特集」に論文「大亜細亜主義とは何ぞや」を投稿して、自らの見解を発
表した。その前半部において、殷はまず従来日本の「アジア主義」における反西洋意
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識、および人種論の傾向に対して異議を出している。 
 すなわち、「西洋人の為に圧迫され来つた復讐として彼圧迫民族を糾合し、反撃する
といふ事は如何にも道理らしく痛快」ではあるが、「併し乍らさう考へる人々には誠に
遺憾な事ではあるが、さういふ人々の所謂武器とするといふ東洋文化なるものは左様
な殺伐なる思想を種子として発達し来つたのではない」「固より国に華夷、洋に東西、
人に黄白の別はない。従つて境域をアジアに限り其民族結束して他の民族に敵対すべ
しと説く如きは、卒直にいへば東洋思想の反逆者といはなくてはならぬのである。謂
ふ所の大亜細亜主義なるものゝ真義が果して其処にあるならば、私は到底賛成する事
は出来ない」「大亜細亜主義でふものを説く人々に対して私は云ふ『大亜細亜主義とは
西洋人の物真似ではないか、若し貴下等が真にアジアのために忠ならんとするならば
西洋人の教へたる一局地に立て籠りて他を敵視するといふ迷妄から醒めなければなら
ぬ、』と」。したがって、むしろ「対座する事が出来る。対座は対抗ではない、闘争で
は尚更ない。吾等には武器はないのである、要らぬのである。否要ありとせば吾等の
唯一最良の武器は世界大同主義であり万物同胞主義に外ならぬのである。斯くて吾等
は彼等を説伏する、説伏といはんより教化といつた方がよいかも知れぬ」「故に吾等の
急務は之等古来の先哲が発見した所を発見するにある。発見して之れを世界に宣布し
世界の人類を啓発するにある(263)」と。 
 つまり、殷によれば、日本の「アジア主義」に内包されている復讐・反撃・対抗の
意識、および世界を東洋と西洋とに分け、人間を有色人種と白色人種とに分けること
は、そもそも東洋文明の伝統に存在しておらず、むしろ西洋から学んできたものであ
る。このため、いわゆる「アジア主義」というものは、西洋のものを模倣してそれを
東洋社会に転用した奇形の産物にすぎない。これは世界大同主義、万物同胞主義、教
化主義を中核とする従来の東洋文明から遠く離れて、それに対する忠誠ではなく反逆
であり、進歩ではなく、逆に反動ではないかと、大きな疑問が出されたのである。 
 これに続いて、殷は論文の後半部において、日本「アジア主義」の包摂すべき範囲
を検討し、従来の文明論に基づいて連帯意識を批判している。彼に言わせれば、「大亜
細亜主義の名の下に白人のアジア民族に対する待遇を改善せしめんとするも彼等の不
平等待遇は独りアジア民族に対してばかりでなくアフリカ人に対しても米国インヂア
ンに対しても同様である以上、若し不平等征伐の目的とするならば之れ等をも包含す
る有色人種全体の大連盟でなくてはならぬ」「斯くいへば或は夫れ等も亦必要と認めぬ
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のではないが其処が即ち便宜の便宜たる所で差当りアジア民族だけの事とするのだと
反駁されるかも知れぬ」。では、「印度、安南以下の大亜細亜主義の下に結盟する事の
困難を認めるならば、敢て羊頭を掲げて狗肉を売る必要はない」「アジア大陸の上シベ
リアを除外し印度、安南を除外し、ペルシア、アラビアを除外するならば残るは他な
し日本と支那とではないか」「故に私は大亜細亜主義に反対し代ふるに日支提携論を以
てする(264)」。 
 にもかかわらず、また、「日本と支那とは唯それだけでは到底提携し難い(265)」と提
示されている。なぜならば、率先に西洋化・近代化を実現したことを根拠とした日本
人の高慢な態度、およびこれに基づいて形成した日本盟主論というものはあくまでも
間違っているからである。 
 すなわち、「勿論日本現在の地位は日本に優れた力があるからではあるが、単に然る
が故に日本はすべての点に於て他に優れたりとはいへぬ」「相撲に勝つたからとて学者
とはいへぬと同じ事だ。所がやゝもすれば日本人は相撲に勝つて同時に学者でもある
かの如く振舞つて居る。換言すれば日本人は驕気横溢して居る」「日本も此態度を改め
ぬ限り将来遂に孤立するより外はない」「日本は自ら其盟主を以て任じて居る。『日本
盟主となりてアジア民族を糾合し』云々といふが如きであるが、抑も盟主は結盟者よ
り推されてなるものであつて自ら薦むべきものではない。古来の英雄にして自ら頭首
たる事を頭首たらぬ前から宣言した者は余り沢山はない。自薦すれば大抵は失敗した。
又日本人は同様の意味に於てアジア民族を指導し統率するともいふ」「従つて日本人の
口から指導統率と聞く時吾等は先づ異様の不快感を抱かざるを得ぬのである。此調子
で行つては到底連盟は出来る見込はない(266)」と。 
 こうした日本盟主論の誤りを説明するためには、殷はまた、理論的根拠と現実の行
動という二側面から検討を展開している。まず、彼によれば、「アジア主義」における
文明論の内容、―日本が西洋化・近代化を実現してアジアの最強国となったから盟主
になるべきである―、という理論は成立できない。これは、西洋文明そのものは東洋
文明に優越するものではないからである。 
 つまり、「彼等（西洋人－筆者注）が飛行機を飛ばしたり電燈を点したりする時に吾
等は駕籠に乗つたり行燈を用ゐたりするのであるから彼等から見て吾等は半開乃至未
開であるに相違ない。けれどもそれは絶対的の意味に於てである。一国の分野をさう
いふ主として便否といふ様な標準で定めず」「国民が幸福である限り絶対的には開化で
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なくても相対的には開化たといへるだらう。昔の日本が鎖国主義であつた際は割合に
国民は平和を楽しんだであらうが西洋との交際が開けてから以後は国民の生活は次第
に窮迫し、最近では各種の労働問題や小作問題の類が頻発し国民上下を挙げて戦々
兢々たる有様ではないか。之れ果して国民のために幸か不幸か」。 
 そして、「極端に物質文明の発達した結果は人と人との間、国と国との間に余地を置
く事なきに至り人々、国々互に軋り合はねばならなくなり其末に勃発したのが欧洲戦
争であつて」「天物を暴殄し数百年来の大浪費をして退けたのである」「西洋人により
発明され育成されたる文化や思想は必ずしも人間生活を幸福にするものではない。吾
等が絶対的にいうて開化の度彼れに及ばぬとて自ら蔑むに当らない。況んや彼れを羨
むをや。従て彼れを移植するに於て有色人種の先頭たりし日本に対し決して相当以上
の褒詞を奉る必要はない(267)」、と説かれている。 
 一方、殷はまた、盟主を自称する日本の取った現実行動が盟主の身分とまったく矛
盾していると指摘した。たとえば、「欧洲戦争当時印度が独立を図つた」。日本は「奮
つて之れを援助すべきであり、せめて傍観の態度は取るべき筈であるに拘らず、英国
の命令一下、匆卒として軍艦を派して之れが鎮圧に努めたではないか。印度人より之
れを見る、何といふ頼りない盟主であらう。之れに対し日本は日英同盟の命ずる所仕
方がないと弁ずるであらうけれども、既に白人と結託して同じアジア民族を虐げる手
助をする者に何のアジア聯盟論ぞやだ、何の盟主ぞやだ、借問す盟主とはしかく意気
地のない者であるか、とあの場合の印度人ならば必らずいうたであらう(268)」。 
 そして、中国問題にあっては、「外交上経済上頻々として襲ひ掛る英禍米禍のため支
那は実に七顛八倒の苦をなしつゝあつたに拘らず日本は毫も之れを顧みなかつた、啻
に顧みないのみならず彼等と一しょになつて支那を苦しめた、面して到頭欧洲戦争中
には単独で所謂日支交渉問題を以て英禍米禍も三舎を避くる底の日禍を支那に向つて
與へたではないか。斯くて何処にアジア聯盟を説く資格があるか、況んや自ら盟主を
名乗る資格は何処にもないではないか(269)」、と論じられている。 
 こうした批判を基礎に、殷は論文の結尾で、日本の「アジア主義」がこんな性格を
もっているため、早速反省しない限り、たとえ再台頭しても相変わらずアジア諸国の
支持・共鳴を得られないだろうと、「だから日本に於ける此種の会合（アジア主義団体
の会合－筆者注）は常に日本人だけに限り他の国人はたとへ名を列しても滅多に出席
だにもしない様である(270)」、と提示している。 
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 結局、殷の論文は、日本「アジア主義」の性格に対しても理論的根拠に対しても厳
しく非難したものである。彼から見れば、「アジア主義」における西洋への対抗は逆に
西洋への模倣、アジアへの反逆であり、アジアとの連帯は実は日本盟主論を本質とし
ての自国中心主義的なものにすぎなかった。 
 そして、これを理論的に支えている人種論も文明論も、成立し得るものではなかっ
た。なぜならば、前者にあっては、人種観そのものは西洋から輸入し東洋で逆用され
たものであり、後者にあっては、西洋文明に崇拝し、日本の西洋化・近代化に盲目的
に自信する必要がないからである。 
 こうして、殷は中国人ないしアジア人の立場から、日本の「アジア主義」を猛批判
した。さらにこれをアジア諸国とりわけ中国の共鳴を得られない結果の必然性に帰結
している。この論文は、当時の日本のアジア主義者に受け取られたかどうか、如何な
る形で受け取られたのかは未だ分からないが、少なくとも当時中国側の「抵抗＝言説
としてのアジア主義」の主流を代表するものであるに間違いない。 
 もちろん、第一次大戦以来の日本においても、西洋文明を批判する者が少なくなか
った。あるいは、日本の優越感および指導者意識を支える文明論の内容は、すでに率
先に西洋化を遂げたことから、東西両文明を融合し新文明の創造を目指す東西文明融
合論に＜調整＞された。これに対して、殷の論文は触れておらず、検討が全面的なも
のとはいえない。しかし、前述した盟主日本の高慢な態度や現実の行動に対する批判
からみれば、東西文明融合論にせよ、ないし後年の東西文明対決論にせよ、殷にとっ
ては、いずれも成立し得るものではないであろう。 
 
第 2 節 「アジア主義」の＜再調整＞と拡散 
2.1 融合論から対決論へ 
 排日移民法をさかいとして、1920 年代後半における日本の「アジア主義」がのぞん
でいた時代的背景をまとめてみれば、すなわち日ましに増大してきた日米矛盾、中国
側の反発と抵抗、反帝運動を主要的形態とする中国ナショナリズムの成長、日本国内
における改造運動の進展およびそれと伴う人心の動揺、中国に対する「理解の不在」、
などが数えられる。こうした背景のもとで、日本のアジア主義者は有効的に現実的状
況に対応して、再び「アジア主義」の存在理由を獲得するために、その論理的構造を
＜再調整＞した。 
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この＜調整＞は第一次大戦期のように多様的に展開されてはいなかったが、最大の
特徴は、日本盟主論を支えてきた文明論の主流が従来の東西文明融合論から東西文明
対決論へと決定的に転換した、ということである。 
 その代表者は大川にほかならない。1925 年、彼は『亜細亜・欧羅巴・日本』『日本及
び日本人の道』といった著作を発表して、次のように論じている。 
 「いま東洋と西洋とは、それぞれの路を往き尽した。然り、相離れては両ながら存
続し難き点まで進み尽した。世界史は両者が相結ばねばならぬことを明示して居る。
さり乍ら此の結合は、恐らく平和の間に行はれることはあるまい。天国は常に剣影裡
に在る。東西両強国の生命を賭しての戦が、恐らく従来も然りし如く、新世界出現の
ために避け難き運命である」。 
 ここからは、大川は 1917 年若宮の主張を継承して東西文明対決論を主張したが、そ
の目的は相変わらず従来の融合論と一致性を保っているのではないかと読み取れる。
にもかかわらず、その立脚点は大きく変更された。すなわち、従来の、如何に両文明
を融合するかという問題に詳しく触れていない抽象的な融合論は、参与対象及びその
手段を具体的に論及した対決論へと転換してしまったということである。彼によれば、
東西両文明の統一は「平和的な」方法というよりも、むしろ戦争という手段によって
こそ実現しなければならない。この流れの中で、現実利益のために引き起こされた戦
争は世界文明史・人類文明史の発展という歴史宿命論、文明の原理と結びつかれて、
戦争文明論の観点が次第に攻撃的性格を有する「アジア主義」に追加されてきた。 
そして、日英同盟の廃止、アメリカ排日移民法の発布などとともに、大川における
対外の主な矛先が明らかに反英（とりわけ日英同盟反対）から反米へと、方向的に変
化したと考えられる(271)。 
すなわち彼に言わせれば、「この論理は、果然米国の日本に対する挑戦として現れた。
亜細亜に於ける唯一の強国は日本であり、欧羅巴を代表する最強国は米国である。こ
の両国は故意か偶然か、一は太陽を以て、他は衆星を以て、それぞれの象徴として居
るが故に、其の対立は宛も白昼と暗夜との対立を意味するが如く見える。この両国は、
ギリシャとペルシャ、ローマとカルタゴが戦はねばならなかつた如く、相戦はねばな
らぬ運命にある(272)」。 
 つまり、東洋文明と西洋文明とが統一するために必ず戦争が引き起こされる。しか
し交戦の両方は、決して「東洋諸国全体対西洋諸国全体」ではない。むしろ東西両方
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はそれぞれ一つの代表者を選出して、両文明の代表者によって最終決戦を行うだろう、
という見解であった。そのなかで、東洋側の代表者と見なされたのはアジア盟主の日
本に他ならない。一方、西洋の場合では、諸国は第一次大戦期から没落しているかも
知れないが、「けっして西洋文明の没落そのものを意味しているわけではない。それは
むしろ太平洋を隔てて日本に直接に対峙するアメリカの西洋文明の新旗手としての登
場をこそ意味するものであった(273)」。したがって、大川は遠くない将来、アメリカが
必ず西洋文明の「新代表」として東洋文明の代表である日本と戦争を起こすことを予
言した。 
また、『日本及び日本人の道』で彼はいっそう明言する。「これまでの世界史の経過
を見て来ますると、東西文明の接触、若くは東西文明の純一と云ふことは、殆ど例外
なしに、殆どと云ふよりは全く例外なしに、戦争に依ってのみ実現されて来て居る」「東
西の戦ひと云ふ事は概念の上のことでありまして、亜細亜全体が連盟し、欧羅巴全体
が戦ふと云ふ意味では決してない」「現実の事実としては欧羅巴を代表する一国と、亜
細亜を代表する一国とが、互いに東西を代表する戦士として選ばれ、茲に新しき世界
実現の為めに戦わねばならぬ(274)」。 
これは、従来の日米間における利益的衝突や反米感情と関連しつつ、日本の優越感
及び指導者意識を再確認して、「アジア主義」の構造的中核とする日本盟主論の成立に
新たな理論的根拠を与えたものであったと考えられる。 
 いずれにしても、大川の意図は、1920 年代に低潮期に陥っている「アジア主義」を
新しい現実的環境の下で再び台頭させ、改めて存在や発展の依拠を獲得させることで
あった。彼の手によって＜調整＞された「アジア主義」の理論構造は東西文明対決論、
日米必戦論、戦争文明論、日本道義論、日本盟主論といった特徴をもちながら、後に
国家改造運動及びその思想的啓蒙の展開とともに急速に民間、軍隊、政財界といった
各階層に浸透・拡散して、国際協調主義と一連の摩擦や衝突を引き起こした。 
 1920 年代中盤以降、日本の「アジア主義」は総力戦体制の樹立や満蒙危機の解決な
どの現実問題と緊密に結び付かれて、後年の満州事変に重要な知識起動力を与えるよ
うになった。 
 
2.2 浸透と拡散 
2.2.1 猶存社から行地社へ 
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 1920 年代、「アジア主義」の拡大は主に次のような 4 点の特徴を帯びていた。①エリ
ートの活動や影響の下で大衆化されてゆき、一つの有力な勢力まで発展していた。②
その影響で、従来の下層運動は拡大しつつ、上層の体制と連結するようになっていた。
③そして、該当時期の時局変動、政争党争、汚職事件などが充分に利用されて、④軍
隊将校や農本主義者の動向とも関連しながら、拡大はいっそう加速化された、という
ことが考えられる。とりわけ、それは国家改造運動ないしファシズム運動の進展とと
もに展開されていたことであるから、その具体的な状況は、大川、北らの活動を通し
て把握できると思われる。 
 前述したように、北が猶存社に入社した後、大川らはいよいよ具体的な国家改造の
綱領を獲得し、一歩進んで思想の宣伝、教化行動を展開した。この過程のなかで、「ア
ジア主義」は国家改造運動の進行とともに急速に当時の日本社会で広まっていった。 
猶存社は最初、機関誌『雄叫び』の発行、『大綱』の出版、大川や満川の講演、文章
や著書の発表などによって組織的な発展を図っていた。これは、直ちに思想がより単
純である軍人や学生のなかで強い共鳴を覚えてきた。1922 年前後、東京皇居東御苑付
近に社会教育研究所が設立された。大川および宮内大臣の牧野伸顕、陸軍軍人の荒木
貞夫、秦真次、渡辺錠太郎らは、次々とこの政治色が濃厚な研究所に招かれ、授業と
講演を行うようになった。彼らは、互いに交際関係を深めていたと同時に、学生に大
きな思想的影響を与えた。このような宣伝的攻勢の下で、当時の各学校においてはそ
の影響を受けた学生団体が相次いで組織されてきた。 
たとえば、東京帝国大学の日ノ会、早稲田大学の潮ノ会、慶應義塾大学の光ノ会、
京都帝国大学の猶興学会、拓殖大学の魂ノ会などを挙げることができる。これらの団
体は、ほぼ全部猶存社及び後年の行地社の指導を受けて、大川、北、安岡正篤らの著
作をバイブルを奉じている。学生たちはその教化行動に協力したり、改造運動に狩野
敏、千倉武夫らの有力な人材を送ったりして、革新思想や「アジア主義」の浸透・拡
大に大いに貢献した。 
にもかかわらず、影響力が大きくなった猶存社は活動を推進している過程の中で、
早々と組織的分化にのぞまざるを得なくなった。これは同社にとっては良いか良くな
いかわからないが、「アジア主義」思想の拡散を速めたことに疑いがない。 
たとえば、1920 年 4 月に岩田富美夫らは退社して大化会を組織した。同会は「日本
の合理的改造を断行」「欧米の旧思想的革命を排斥」することを目的として、「日常の
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小事、非常の大事に際しては」大いに暴力を発揮すべきであると主張した、「原始的武
人の典型(275)」と呼ばれている。また、排日移民法を契機に、清水行之助らは 1924 年 6
月に大行社を設立した。同社は、大化会の姉妹団体として大川、満川の行地社と緊密
に連絡し、黒竜会と共同で排日移民法に対する抗議デモを行って、反米的な「アジア
主義」を猛烈に宣伝していた。 
 結局、猶存社は発展的に解消した。その直系団体として、新団体の行地社（最初は
行地会と呼ばれる）は大川、満川を中心として成立した。その社員には、笠木良明、
安岡正篤、綾川武治、中谷武世、狩野敏、西田税、藤井斉らの名前が見られる。同社
は思想的に猶存社を継承して、社名が「即天行地」という言葉に由来したものであっ
た。すなわち、「天に即り地に行はんとする同志の団結である。天に即るとは明らかに
（「アジア主義」、国家改造の）理想を認識し、堅く之を把持する事である。地に行ふ
とは此の理想を現実の世界に実現する事である(276)」。ここからは、理論的・思想的宣
伝から前に一歩を踏み出して、実践を試みようとする意思が窺われるであろう。その
綱領から見れば、大川らが猶存社でとなえた有色人種の解放、世界の道義的統一など
は、そのままで継承されてきた。 
 実践や行動として、行地社はまず機関誌『日本』を発行し各地の読者と頻繁に交流
して、読者集合機関を作った。同機関によって、大川らははじめて各地の同志と直接
的に連絡できるようになり、全国の現役軍人、在郷軍人、中小学教員、学生のなかで
いわゆる「行地社網(277)」が作り上げられた。一方で、これより先、大川はすでにその
拠点を社会教育研究所に移動し、同研究所の実質指導者として大学寮に改称した。大
学寮によって、行地社の指導者たちはいっそう宣伝工作を拡大させ、多数の「行地運
動」の青年闘士を育成して東京の各大学と共同で講演会を行った。また、荒木、秦、
西田、藤井、古賀（清志）らの陸海軍人も頻繁に大学寮に通っていたため、同社はま
すます軍隊への働きかけを強化しうるようになり、参謀本部、教育総監部、陸軍士官
学校においても講演活動を繰り広げた。まさに先行研究に評価されたように、行地社
の重大な特徴は「青年将校と行動関係を確立した最初の団体(278)」「軍部少壮派に対す
る潜行運動(279)」であった。該当時期の民間団体と軍との本格的な結合は、行地社から
始まったといえよう。 
にもかかわらず、その頃、大川と北との決別という重大な事件が発生した。本来、
この二人は猶存社時代から相互協力しつつ、共同で運動を推進していた。しかし事実
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上、性格、教育背景、生活環境といった面において根本的な相違が存在する。 
大川は、典型的なエリートであり、名門大学の卒業生として正規的な学歴を有する
のみならず、運動を組織すると同時に満鉄東亜経済調査局で昇進しつつ、拓殖大学の
教授を兼任するようになった。そのため、性格上においては学者型の思考や行動様式
に偏り、論理性、常識性が比較的に強いという印象を受けられる。逆に、北は固定の
職業や収入がなくて、ときには大金をもっており、ときには非常に貧しい生活を過ご
していた。彼は、中国革命に関与した豪傑、あるいは法華経の熱狂的信者として、思
考様式がいつも常識からはずれている。その行動に対して、大川は終始理解しづらく
て、後年に「私が北君が体得して居た高い宗教的境地に到達して居なかつた」「当時私
が北君を『魔王』と呼んだのに対して、北君は私を『須佐之男』と名づけた」「若し此
儘でいつまでも北君と一緒に出頭没頭し続けて往けば、結局私は仏魔一如の魔ではな
く、仏と対立する魔者になるに相違ない(280)」と追憶した。 
こうした相違や分岐は、猶存社及び行地社の発展とともに次第に表面化していった。
その最初の契機は、1923 年ヨッフェの来日および対露政策をめぐる政治路線の対立(281)
に求められる。さらに 1926 年に入ると、いわゆる安田共済生命事件が発生し、両者の
関係は決定的に悪化するに至った。当時、行地社は安田共済保険会社の内部紛争に巻
き込まれた。大川らは反社長派の結城（豊太郎）派と妥協案をめぐって交渉を試みよ
うとしていたが、しかしその過程のなかで、北は大川と相談せず、秘密裡において別
のルートで結城派に接近した。すなわち、子分の清水（行之助）に指示を与えて、5
年前安田善次郎を刺殺した朝日平吾が自刃した際の血染めの服を着させて、ピストル
で脅迫し 3 万円を受け取ったという(282)。結果として、大川らの調停交渉は流産して大
きな恥辱を受けてしまった。それを契機に、北は次第に大川らが主導する団体から遠
ざけられて、両者がついに決裂した。 
この中心的人物の決裂は、間もなく行地社の内部で決定的な分化をもたらしてきた。
そのうち、笠木（後に満鉄大連本社に入り、東興連盟や大雄峰会などを組織）、西田（士
林荘）らは北派に向かっており、清水（大行社）は大川派に接近し、中間派の満川（一
新社や興亜学塾）、安岡（金鶏学院）、綾川と中谷（全日本興国同志会）らは相次いで
退社し独自的な運動を展開していった。にもかかわらず、行地社の分裂は「アジア主
義」の発展を妨げるどころか、逆に原子核分裂の連鎖反応のように、それを爆発的に
拡散させていた。その後、アジア主義団体や国家主義団体は次々と誕生して、昭和維
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新の黎明を告げる暁の鐘は鳴らされてしまった。 
 
2.2.2 両派の活動と「外先内後論」の傾向 
 いわば、「大川と北との出会いと訣れは、戦前の日本における国家改造運動の命運に
かかわり、またアジア主義運動の道すじを大きく規定するものであった(283)」。両者が
決別した後、国家改造運動および「アジア主義」の拡大は主に二大流派に分けつつ、
大幅に加速されていった。 
 すでに触れたように、大川は以前より参謀本部や関東軍の中堅将校、幕僚と緊密な
人間関係を有する。そのため、彼はこれを媒介として、陸大出身の佐官級少壮将校、
とくに軍隊の「天保銭組」に接近しつつ思想的浸透を広められるようになった。同時
期の大川の往復書簡を整理して見ればすぐ分かれるように、彼の思想的浸透には、す
くなくとも書籍や手紙の贈り、演説や訪問の展開といった手段が存在した(284)。前者に
かかわる対象は、陸軍側の上原勇作、岡村寧次、柳川平助、石原莞爾、本庄繁ら、宮
中及び外務官僚の牧野伸顕、松岡洋右、吉田茂ら、民間知識人の徳富蘇峰、吉野作造
らを挙げることができる。彼らが大川から贈られたのは、国史や精神史に関する書籍、
及び大川自身が執筆した著作や文章などであった。 
 演説や訪問などは、少なくとも 1924 年よりすでに始まり、主に東京市教育会、荏原
郡教育会、下谷教育会といった各地方の教育会（中小学校教員）、在郷軍人団、および
軍隊将校の永田鉄山、南次郎、渡辺錠太郎、荒木貞夫、真崎甚三郎、永野修身、土肥
原賢二らに依頼して行われたものである。その講演、訪問の請求は、ほとんど問題な
しに受入れられた。そして、参謀本部、教育総監部、陸士ないしは現役部隊で繰り返
し開かれた講演会、及び満鉄東亜経済調査局における仕事上、プライベートの連絡な
どによって、大川は一歩進んで、小磯国昭、板垣征四郎、河本大作、甘粕正彦、多田
駿、佐々木到一、重藤千秋らの陸軍幕僚層の同志を獲得した。彼は、資金が充足し人
脈が多いため、活動がきわめて順調に展開されていた。 
一方で、北は『大綱』の再版・三版（1926 年）によって、影響力を拡大させていた。
彼は家に引っ込んでめったに外出しなかったが、実はじっと「時期が熟すのを待って
いた」「時々政局に大きな影響を与えそうな事件に際会した際に、あるいは怪文書をも
って、時には北に師事する門下生を使って介入したのは、それを示している(285)」。そ
の一番有力な門下生は、西田税と藤井斉に他ならなかった。彼らを通じて、陸海軍の
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尉官級青年将校及び一般兵士への思想的浸透が行われている。 
西田は、陸軍中央幼年学校在校中、すでに「満蒙問題」、大亜細亜主義運動に関心を
もち、陸軍士官学校在校中、満川・北らと接触し、『大綱』に大きな影響を与えられて
頻繁に行地社の活動に参加していた。その後、大学寮に通っている際に軍人部長とな
って、青年将校を大学寮に出入りさせていた。幼年学校や陸士の先後輩関係を利用し
て、彼は現役軍人や在郷軍人に「アジア主義」や革新思想を注入し続けて、行地社が
分裂した後、さらに大川から離れて北に追随し「小一輝」と自称した。1928 年 9 月、
西田は自宅で士林荘を設立して、これにより、青年将校士官候補生たちに上京の住所
を提供し、彼らを自由に東京に進出させたと同時に、秘密な活動の展開を図っていた
のである。 
 西田は北の『大綱』を「実行ノ剣」として、それを具体的に実践に移すために、間
もなく陸軍の一部の少壮革新派を集めて天剣党を組織した。同党の要則においては、
その思想的浸透の対象や手段について以下のように詳しく記されている。 
 「軍人、軍隊、在郷軍人、青年団、小学教師、年小学生、博徒、土方、一般有志、
友人等比較的思想的幼稚にして純真誠実なる方面に対しては主作戦に依ること多し、
此の際は理論の理解固より切要なると特に其の信望を得ること緊要なり」「現役の青年
将校、下士、兵卒、一年志願兵、復習のための入隊者等に対しては軍隊同志は特に各
種の機会機縁を求めて啓蒙、指導は契盟に努力せざるべからず、下士卒に対しては特
に士心を収むるを切望とす(286)」。 
 これらの手段によって、「アジア主義」は昭和維新の目標として拡散され続けていた。
一方、海軍側では、海軍兵学校時代から大亜細亜主義を主張してきた藤井は、西田ら
と呼応しつつ王師会を組織した。同会は、軍人の使命が「国家を擁護し国権を伸張し
て大陸経営を断行し大邦日本国家の力をもつて不正列強を膺懲し有色民族を解放し世
界を統一」することにあると宣揚して、「部下の教育に全力を尽し」「各級会を覚醒指
導する事(287)」を主要な浸透手段としていた。 
いずれにしても、該当時期の「アジア主義」は改造運動の進行とともに急速に浸透・
拡大していた。その思想的浸透は、主に大川派と北派との二大流派に分けられる。前
者は、個人的な人脈及び「行地網」を通じて書籍や手紙の贈り、講演会の開催などを
主要な手段として、佐官級の少壮将校及び中堅、高級将校に接近することを重点とす
る。彼らがめざしたのは、軍隊内部における「上から下へ」の統制を強化した上で、
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合法と非合法との手段を併用しながら政府に圧力をかけ、それをもって国家改造を達
成し、アジアに対する「道義」を実現して西洋と対抗することである。後者は、西田、
藤井らを通して尉官級の青年将校及び中下級将校、一般兵士に接近することを重点と
する。彼らが主張したのは、軍隊内部における「下から上へ」の革新を断行した上で
「民間有志」と提携し、クーデターなどの非合法的な手段によって一君万民の国家体
制を実現し、アジア諸国と同盟をつくって西洋と対抗することである。この二大流派
は、後にそれぞれ陸軍内における統制派と皇道派との原型となったと思われる。 
大川と北とは性格や教育背景や生活環境といった面で異なっており、運動を展開す
る具体的な方法論についても大きな分岐を有するが、しかし、両者の大目標は基本的
に一致して、思想の本質から大きなズレが見えないといわざるをえない。その共同の
目的は、対内的に国家体制を刷新することによって、対外的に「アジア主義」を実現
することである。両者とも軍を思想的浸透の第一対象としつつ、民間や野党や官僚に
おけるあらゆる革新派と提携して、できる限り自らの勢力を増大化させることを目標
としていた。 
だからこそ、大川は北と決別した後も、依然としてその『大綱』を「第一参考書」
を奉じ、「若し私が生涯に読んだ夥しき書籍のうち、最も深刻なる感銘を受けたもの十
部を選べと言はれるならば、私は必ず此書を其中に入れる(288)」と、北に対して高い評
価を与えた。一方で、北も大川が入獄している際に手紙を送り、「其前に屹度革新を断
行する」「監獄に迎へ(289)」にいくと述べて、かたい友情を示した。したがって、両者
はライバルであったというよりも、むしろそれぞれ任務を分担しながら相互協力して
いたといえよう。彼らは同一の目標の下で自らの立場に立ち、日本国内の情勢不穏、
政党政治の腐敗、現行体制への不満、中国ナショナリズムからの挑戦といった問題を
利用して、絶え間なく社会各界で思想的浸透を行っていた。 
こうして、「アジア主義」、国家主義の団体は 1920 年代に急速に増加してきた。それ
らは離合集散で、団体数を正確に評価することはむずかしいとよく言われているが、
戦前の司法省の統計を参考してみれば大体把握できるであろう。すなわち、もともと
1921 年に、その数はわずか 1 個しかなかったが、その後急増し続け、1926 年に 23 個
に、1931 年に 87 個に達したという(290)。そのなかにはすでに触れた諸団体を除く、主
に以下のような代表的なものが含まれている。 
たとえば、東洋共存会（1924 年）、大日本正義団（1925 年）、建国会（1926 年）、愛
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国社、国民戦線社、満州青年連盟（1928 年）、汎黄色人種連盟、日本国民党（1929 年）、
愛国勤労党、天行会（1930 年）、大日本生産党、大日本青年連盟（1931 年）などがあ
る。勿論、政界や軍隊においても、国本社、青天会、二葉会、木曜会、一夕会、皇道
義会、恢弘会といった団体が数えられる。結局、再登場してからわずか数年間、「アジ
ア主義」はこのような勢いで社会の各階層に広まっており、急に強力な勢力まで成長
して国際協調主義と対峙するようになった。彼らは、対内的に国内体制の革新を断行
したことによって対外的に「強硬外交を強調し」「西欧帝国主義、若は、共産主義下に
呻吟する亜細亜有色人種の解放(291)」を要求した。 
こうした対内的にも対外的にも強硬な要求を有する主張は、本来大川の構想によれ
ば、国家改造が未だ実現されず、日本の「道義」が未だ確立されていない限り、第一
次大戦期における「独逸の轍」を踏む恐れがあって、アジアを解放するのが絶対不可
能であるため、対内的要求を対外的要求の前提条件として先行すべきであると認識さ
れている。つまり、国内改造を優先させて、その後アジア革命、また世界革命を実現
させていくという「内先外後論」もしくは「内地先行論」のようなものであった。 
しかし、それは浸透・拡大の過程のなかで、一種の順序を転倒し、対外問題を優先
させた方が良いという、いわゆる「外先内後論」もしくは「大陸先行論」の傾向が生
まれてきた。これは、近代日本における「対外侵略が国内的な体制固めに先行した(292)」
伝統から影響を与えられたものであると考えられるが、その主唱者の見解によれば、
まず国内体制を改造するのは極めて困難なことである。たとえ成功できるとしても、
国内の秩序や政局を安定させ、対外的な実力をそなえるのは、相当の時間がかかる。
西洋列強の実力が次第に強まり、中国ナショナリズムが高揚している状況の下に、急
いで干渉的・武力的な行動をとらないと時機が失われるかも知れない。したがって、
直接的に対外の成功を収め、それをもって人心を奮い立たせて政局の不穏を乗じて一
挙に対内的要求を達成するのは得策である。 
 こうした主張の代表者は、「満州」に位置する中国ナショナリズムからの「脅威」を
直面している関東軍及び在満日本人であった。彼らは政府への不満を抱きながら国内
体制の革新を期待してはいるが、現地における西洋列強からの圧力及び中国ナショナ
リズムの挑戦に対応せざるを得ないという状況にあった。そのため、彼らは比較的に
対中国干渉主義を重視し、できる限り早く「満州」で日本主導下の民族協和を実現し
て「アジア主義」をもって中国ナショナリズムからの圧力を克服すべきであると考え
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ていた。 
 この傾向は、後に中国ナショナリズム運動が「満蒙地方」まで波及していくととも
にますます強硬、極端なものとなり、次第に対決の姿勢を示してきた。いわば、「国家
改造よりも対外侵略が先行したことは、以後のファッショ化過程において、国内的危
機の克服のためにも対外的危機の打開が先行するという傾向性を強めることになった
(293)」のである。 
 
第 3 節 中国ナショナリズムとの対決 
3.1 中国ナショナリズムからの圧力 
 1923 年以降、中国の排日運動は鎮静化し、抵抗の矛先がイギリス側に移していた。
にもかかわらず、これは決して中国ナショナリズムが日本の既得権益を容認したこと
を意味しない。事実上、中国ナショナリズムは該当時期に発展しつつ、帝国主義列強
の在中国権益に大きな挑戦を行っていた。とりわけ、日本の在満権益への挑戦は、い
よいよ白熱化する傾向が生まれてきた。 
 これについては、そもそも 1910 年の『中央公論』に掲載された戸水寛人の論文で予
言されたのである。すなわち、「日本は満州に於て鉄道を所有して居る。そして其土地
は即ち支那の領土であるとすれば日本と支那との衝突は到底免れざる所である。今日
に於ては日本も平和を望み、支那も亦平和を望んで居るが、かくの如き状態は決して
長く続くものでない。日本が強くなれば南満州を併はすに極って居る。支那が強くな
れば鉄道を取り上ぐるに極って居る」「此回収熱は必ず久しく継続するであらう (294)」。 
 従来、日本のアジア主義者は中国ナショナリズムそのものに対して理解を欠いてお
り、その本質をとらえずに「国家主義・民族主義を乗り越える地域主義を通して、ナ
ショナリズムを克服する(295)」ことを企図していた一方で、自らが「拡張的ナショナリ
ズムとして現われたという特性(296)」をもっていた。ゆえに、それと民族自決を要求す
る中国ナショナリズムとの矛盾や衝突は不可避なことであったと思われる。 
 この衝突の勃発時期や方式は、両者の対立程度によって決まるものであるが、とく
に中国の反帝運動が日本の既得権益が集中する地域としての「満州」に波及した程度
によって決められているといえよう。 
1922 年、山東省における諸権益が返還された後、中国はワシントン条約に基づいて、
一連の国権回復運動を行いはじめた。まずは、21 ヶ条要求の撤廃、旅順・大連地方（関
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東州）の回収を要求する行動である。本来、同地域は 1898 年 3 月 27 日に当時の帝政
ロシアに 25 年の期限で清朝から租借され、日露戦争以降租借権が日本に引き継がれた
ものであった。この租借権は清朝崩壊後、21 ヶ条要求によって 99 年（1997 年まで）
延長されたが、中国側に猛反対されていた。したがって、25 年の期限が満期となった
1923 年に中国各地においては、回収を要求する抗議デモがいっせい発生し、日本側に
大きな緊張感を与えた。 
 翌年、中国民間だけではなく、孫文をリーダーとする国民党政権も「連ソ・容共・
扶助工農」の方針を定めて、不平等条約の廃除を今後外交政策の重点とすることを決
定した。孫は日本を経由して北上している際に、この主張を懸命に宣伝し、当時の大
衆スローガンとして普及させていった。 
さらに、1925 年に発生した五・三〇事件及び北京関税特別会議は、この中国ナショ
ナリズムにおける国権を回復し民族自決を要求する意志に大きな鼓舞を与えた。当時、
南方の国民党政権はもちろん、北京政府でさえ時機をつかんで関税の自主、厘金制度
の撤廃、治外法権の回収といった宣言を発表し、いわゆる廃約運動を実践に移しよう
としていた。いうまでもなく、そこには「満州」の諸権益も含まれているため、日本
に対しては未曾有な挑戦的な姿勢が示された。 
さらに間もなく、決定的な挑戦が到来した。1926 年 7 月、孫文の遺志を継いだ蒋介
石は国民革命軍を率いて北伐を始めた。その後、作戦は順調に展開しつつ、国民党勢
力が一挙に長江流域に入って華北地方に迫っていた。こうして、中国ナショナリズム
及び反帝運動は強い勢いで南方から北方へと広まっており、急に「満蒙地方」に接近
していた。しかし、当時国際協調主義路線を堅持していた幣原外相はこれに対して終
始、有効的な対応策を欠いており、「軟弱外交」として国内で強く非難されている。そ
の結果、田中義一は彼に取って代わって、強硬な手段で北伐に干渉しはじめた。田中
外交の登場は、ワシントン会議以来の中国内政不干渉をとなえてきた日本の協調外交
に大きな変容をもたらして、「アジア主義」の全面的な拡散に大いに便宜を与えたので
ある。 
周知のように、形式的に言えば政党内閣ではあるが、実は非立憲の性格が非常に濃
厚な田中内閣は、成立後間もなく東方会議を開いた。会議の最終日に発せられた『対
支政策綱領』は、次のように指摘している。「支那本土ト満蒙トニ付自ラ趣ヲ異ニセサ
ルヲ得ス」「三省有力者ニシテ満蒙ニ於ケル我特殊地位ヲ尊重シ真面目ニ同地方ニ於ケ
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ル政情安定ノ方途ヲ講スルニ於テハ帝国政府ハ適宜之ヲ支持スヘシ」「万一動乱満蒙ニ
波及シ治安乱レテ同地方ニ於ケル我特殊ノ地位権益ニ対スル侵害起ルノ虞アルニ於テ
ハ」「機ヲ逸セス適当ノ措置ニ出ツルノ覚悟アルヲ要ス(297)」。 
こうした内容によって、田中外交の主旨が以下の三点にまとめられるであろう。す
なわち、①当時の中国ナショナリズムからの挑戦に対応するために「満蒙地方」を中
国本土から分離させて、それぞれ張作霖と蒋介石とに任せようとすること、②それと
同時に張の勢力を扶植し利用することによって日本の「満蒙権益」を確保すること、
③「万一動乱満蒙ニ波及」すれば武力的な干渉を諦めない、ということである。 
 これは、幣原時代以来の不干渉主義の方針を放棄し、政友会の強硬な武力現地保護
主義、満州第一主義の特徴をもって、当時のアジア主義者の主張に近いものであった。
そのため、田中外交は「アジア主義」に大きな支持基盤を与えた一方で、満州事変の
直接推進者の士気を鼓舞し、「戦争とファシズムへの道をひらくもの」「満州事変への
序曲(298)」であったと思われる。 
 その後、同方針の下で、田中内閣は 3 度も山東出兵を行った。彼に言わせれば、北
伐に強力な干渉を与えない限り、日本の在満権益は中国による「侵害」から確保でき
ない。中国を懲らしめない限り、日本の盟主地位を納得させて「アジア主義」を受け
入れさせることが決してできないからである。これは後に「我国の支那に対して採る
べき処置は華盛頓会議以前の状態に立ち返るの要あり」「今回の山東出兵を可なりとす
るのみならず、寧ろ其の遅れたることを遺憾とする(299)」と、大いに支持されていた。 
にもかかわらず、田中内閣の干渉行動は、国民政府における北上する意志を挫折さ
せることができず、逆に中国民衆の全国統一・国権回復の意識を高めることになった。
結局、北伐軍は日本軍の干渉を避けながら、山東省を迂回して河北地方に進軍し、北
洋軍閥の最後の重鎮である張作霖と直接的に対峙した。日本の在満権益にとって、こ
れは南方から突き込んできた巨大な「脅威」に疑いがない。 
 
3.2 矛盾の激化 
 この背景の下に、有名な張作霖爆殺事件（満州某重大事件）が発生した。従来、満
州の実力者である奉天派の張作霖は表面的に日本に対して協力の態度をとっていたが、
実は従属しながら抵抗するという二面性を有する。勢力が強まっているとともに、彼
は次第に「対日本依存」から「自主独立」の道へと歩みはじめ、ますます日本側の言
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うとおりにならなくなった。当時の陸相宇垣一成は、「彼等が中原に勢威を張るに至れ
ば、張等は最早日本の掌裏を脱するに至るべき(300)」であると予想したことがあるが、
この予想は後に果たして事実となった。 
1927 年、張はまず日本の抗議を無視し 1905 年の北京会議の約束を裏切って、満鉄併
行線の打通線（打虎山～通遼線）や海吉線（海竜～吉林線）の敷設を始めた。これは
イギリス、アメリカの資本と技術を導入し安い料金で乗客や貨物を運んで、満鉄を経
済的に封殺することを意図とする動きであった。そして、彼はまた、日本側の奉天省
帽児山付近に領事分館を設立する要求を断ったり、日本人が経営する『盛京時報』の
発行を禁止したりしていた。これらの措置は、日ましに高揚している中国ナショナリ
ズムにおける反日気運と相俟って、在満日本人や関東軍に大きな危機感や焦燥感を与
えた。こうして、在満日本人や関東軍の態度は従来の張作霖擁護から一変して、張の
下野を要求するようになったのである。 
1928 年春、北伐軍の先鋒が北平付近に迫ってくる状況にのぞんだ張作霖は日本側の
勧告を顧みず、南下してそれと交戦することを決意した。この事件は、日本権益への
「侵害」が戦乱とともない「満州」にせめてくる可能性が急に増大したことを意味す
る。これに対して、関東軍高級参謀の河本大作らは、田中外交の扶植方針を無視して、
張を抹殺し中国本土から新しい政権を作って、民族自治の名義で盟主日本の実効支配
を実現することを試みた。彼らは 6 月 4 日の早朝、奉天近郊の皇姑屯で北京から奉天
へ引き上げる途中にいた張の乗る特別列車を線路に仕掛けられていた爆弾で爆破した。
張は両手両足を吹き飛ばされて、奉天に担ぎこまれて間もなく絶命した。その後、河
本らは関東軍に奉天を占領させ、「満州」において連省自治を樹立させようとしたが、
結局、これは準備不足で、「縦と横の連絡も悪く、一人の大佐と数名の単なる陰謀とし
て(301)」、謀略のレベルに止まって失敗に帰した。 
にもかかわらず、田中内閣は同事件に対する事後処理が不当で天皇の不信を買い、
総辞職せざるを得なかった。それだけではなく、田中の政策そのものはアジア主義者
の要求を根本的に満足できなかったため、後に強い批判を浴びていた。たとえば、も
ともと田中外交に期待を抱いていた大川は、次のように憤慨している。「満蒙問題の解
決はちやんと胸の中にあるやうに見せかけて居たから、あやしいとは思ひ乍らも万一
の望をかけて居た。ところで爆弾事件の突発によつて、これもまた世間をごまかす吹
聴で、実は腹も腰も据つて居らず、満蒙問題に対して全く無方針であつたことが露顕
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してしまつた」「正当の事を行ふのに恰も人目を忍んで悪事を行ふが如き態度をとつて
居るのが今日の外交だ」。 
さらに、その政党政治の性格に失望しながら、「田中内閣も斯様な有様では、私利に
は横着至極、公事には憶病至極と言はれても仕方なからう」「吾国の憲法に抵触し」た
「不戦条約」を調印した同内閣は「厳粛糾弾を受けねばならぬ」「いづれが内閣を組織
するとしても、日本国家の徹底せる革新を之に期待すべくもない (302)」と述べている。 
一方で、緩衝装置としての張作霖が死去した後、日本の「アジア主義」と中国ナシ
ョナリズムとの矛盾は、ますます激化されていった。爆殺事件の 5 日後、蒋介石の部
隊はようやく北平に入城し北伐を完成した。3 日後、国民政府は直ちに「今や中国は軍
事一段落を告げ、建設の時期に入つたから、列国は不平等条約を改訂、駐支陸海軍を
撤去せられたい(303)」と対外宣言を発表し、7 月 7 日に「中華民国と各国間の条約にし
て満期となれるものは当然廃除して別に新条約を締結す」「未だ満期に至らざるものは
国民政府は正当の手続きをもって解除し重ねて締結す」「旧条約の既に満期となり新条
約の締結されざるものは国民政府より別に適当の臨時弁法を作り一切を処理す(304)」と
具体案を提出して、日本側には同月 19 日から 1896 年の「日清通商条約」がすでに無
効となり、改めて締結する必要があると通告した。 
そして、当時の中国共産党も「満州」に委員会を設立し様々な行動をとり、民衆に
不平等条約の撤廃を呼びかけはじめた。こうして、従来の反帝気運はいっそう高まっ
ており、「満州」までに波及していた。これらはいうまでもなく、日本の「アジア主義」
と対抗しようとする立場を明らかにしたことである。 
また、父親から「満州」の覇業を受け継いだ張学良は、12 月 29 日に「東三省熱河全
部易幟通電」（「東北易幟」）を発表し国民政府と協力して中国全土を形式的に統一させ
た。これは、一歩進んで中国の民族自決運動を「満州」全域に拡大し、日本の既得権
益を未曾有な大危機に陥らせてしまった事件である。彼は殺された父の仇を討つため
に、即座に日本に対して露骨な挑戦的態度を示しはじめた。 
たとえば、満鉄と大連港との地位を取って代わるために張作霖の遺志を継ぎながら
満鉄併行線を包囲線に発展させたり、オランダ資本を導入して葫蘆島で築港を行った
りしていた同時に、日本人経営の商店に多数の税務局員を張り込ませて、客を取り調
べ、日本の商品を買えば税を徴収した。そして、満鉄付属地との境界には税務局出張
所を設けて、付属地に出入するすべての貨物に対して多重課税をした。ひいては、21
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ヶ条要求に規定された南満州における日本人の居住権や商租権でさえ中止させて、日
本の権益を厳しく「侵害」していた。 
これらの措置に対して、在満日本人は直ちに激しい抗議行動を行った。彼らは、「満
州」の張学良政権を粉砕し、民族協和をもって中国ナショナリズムに取って代わり、
日本人の指導下で「満蒙」における各民族の発展および「アジア主義」を実現するこ
とを主張している。そして、日本政府に対してはもう信頼せず、自分たちが母国に「継
子扱い」されて、政府が「援助を与える用意がないとさえ信じるに至った(305)」ため、
自力で団体を組織して関東軍に助けを求めようとした。 
そのなかで最も大きな影響力を有するのは、満州青年連盟と大雄峰会に他ならなか
った。前者は 1928 年 11 月に満鉄の青年社員や中小企業の経営者を主体として成立し
た団体で、5 千人以上のメンバーを有する。その宣言では次のように説かれている。「斯
の国家存亡の秋に当り、朝に対応の策なく、野に国論の喚起なし、坐して現状を黙過
せば、亡国の悲運祖国を覆うや必せり、是れ我等が起ちて、新満蒙政策確立運動を起
す所以なり(306)」。彼らに言わせれば、自らが「満州」の少数民族であるから、同じく
軍閥に圧迫されている各民族と提携して日本の指導下で民族協和の楽土をつくらなけ
ればならない。これを実現するために、決して従来の政府指導者に頼らなく、軍と協
力して国内の革新気運に呼応すべきである。 
これに同調して、後者の大雄峰会は元行地社社員の笠木良明を中心として組織され
てきた。そのメンバーたちは熱烈に大陸経綸を論じて時局に悲憤し、「満州」の現政権
に対して強硬な政策をとるべきだと主張している。こうして、在満日本人は団体の組
織によって「満州」および日本国内で思想的啓蒙や宣伝工作を行ったりして、また対
満積極論・強硬論を「アジア主義」の論理に加えた。 
一方、当時の関東軍は従来の「外先内後論」を固めた上で、率先して軍事行動をと
ることを検討し始めた。その主張によれば、国民政府の革命外交などは、日本の「満
蒙権益」を「蹂躙し、元も子も失くしようと企てゝゐる。そしてあわよくば在満百万
の我が居留民を満州から全面的に駆逐したいと計画してゐるのである。斯くの如く重
大な事態が急迫してゐるに拘はらず、日本の外交当局者は無為無策、徒らに純理論を
以てこれに対応する許りで、何等具体的対策を講ぜず、傍観許りしてゐるのは実に腑
甲斐ない次第である。われわれ関東軍将兵は目の前にこの惨めな実情を見、心中実に
煮えくり返へる思ひがする。こんな状態を、漫然われわれが黙視してゐてよいのであ
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らうか。更にこんな有様で果してわれわれの任務が勤まるであらうかと考へると、衷
心自責の念に打たれざるを得ない。若し外交の手段で我が権益が保護出来ないといふ
のであるならば、そんな政治力のないものには頼つてをれないから、己むを得ず武力
に訴へても断乎これを守らなければ相済まぬ(307)」。 
結局、1928 年以降、中国全土まで波及した北伐や国権回復運動の展開とともに、日
中間の矛盾や対立は空前に激化されてきた。国際協調主義の「現状維持論は説得力を
喪失し」、「アジア主義」の「現状打破論が威力を獲得した」。にもかかわらず、「路線
転換が自発的ないし自動的におこなわれえない(308)」。中国ナショナリズムからの挑戦
にのぞんで、関東軍の幕僚たちは従来の代理人を扶植する間接的支配から積極的な一
歩を踏み出して「満蒙」の領有を画策し始めた。彼らはいよいよ武力的手段によって、
対外的にワシントン体制を挑戦し、中国に「アジア主義」を強要して、対内的に国際
協調主義ないし政党政治を打倒することを決意した。 
 
3.3 石原莞爾の登場 
 まさにこの背景の下に、1928 年 10 月、後年の時局に決定的な影響を与えた石原莞爾
は関東軍作戦参謀に転任した。 
そもそも陸大学生時代から、石原は日露戦争への疑惑をもちつつ戦史や軍事学に関
する研究をなされている。1923 年から 1925 年まで、彼はドイツに留学して「語学力の
不十分と怠慢性のため」充分に勉強していなかったにもかかわらず、抜群な読解力及
び会話力によって当時の最先端な軍事理論を習得した(309)。この過程のなかで、石原は
独自的な理論を形成しうるようになった。その代表的な見解は、『戦争史大観』という
著作から窺われる。 
すなわち彼によれば、戦争の形態は一般的に殲滅戦争と消耗戦争との二種類に分け
られる。この二つの形態は消長交替し相互作用して、戦争の隊形における発展軌跡を
点から線へ、線から面へ、最後に面から体へと導いている。「欧州大戦ニ於テ再ヒ消耗
戦争ニ陥リ」「今日ニ於テハ長期戦争ハ現今戦争ノ常態タルヘシトノ思想軍事界ノミナ
ラス国民間ヲ支配シ」「世人カ漸ク国家総動員ヲ口ニスル今日既ニ再ヒ殲滅戦争ノ火ノ
手ハ徐々ニ上リツツアリ」。そのため、「次テ来ル可キ戦争ハ日米ヲ中心トスルモノニ
シテ真ノ世界大戦人類最後ノ大戦争ナリ」。 
この戦争は「飛行機ヲ以テスル殲滅戦争ニシテ」、発生する時機が「日本カ完全ニ東
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洋文明ノ中心タル位置ヲ占ムルコト」「米国カ完全ニ西洋文明ノ中心タル位置ヲ占ムル
コト」、そして「飛行機カ無着陸ニテ世界ヲ一周シ得ルコト」といった条件がそなえら
れてきた時である。それゆえに、「我国防ハ根本国策タル満蒙問題解決ヲ妨害スル敵ノ
実力的行為ヲ撃破スルニアリ」「戦争ニ要スル物資及費用ノ大部ハ之ヲ我占領地ニ求ム
ルヲ得ヘシ(310)」。つまり、来るべき「最後ノ大戦」に対応し準備するために、日本は
「満蒙地方」を支配して自給自足を確保すべきであると論じられている。 
高慢な性格をもつ石原は中国のことをよく理解していないにもかかわらず、「漢民族
は自身政治能力を有せざるが故に日本の満蒙領有は日本の存立上の必要のみならず中
国人自身の幸福である」と断言して、日本は「満蒙」を領有した後、その統治方針が
「眼前の小事に拘泥して日本人の保護に偏重することなく各民族に各々その特異性を
充分に発揮せしめて、日鮮満漢蒙等各民族協和し共に共存共栄の実を挙げる(311)」べき
だと述べている。具体的には、「日本人ハ大規模ノ企業及智能ヲ用フル事業ニ鮮人ハ水
田ノ開拓ニ支那人ハ小商業労働ニ各々其能力ヲ発揮」するということである。こうし
た「満蒙ノ合理的開発ニヨリ日本ノ景気ハ自然ニ恢復シ有識失業者亦救済セラルヘシ」
「東亜ノ自給自活ノ道ヲ確立シ長期戦争ヲ有利ニ指導シ我目的ヲ達成ス(312)」。さらに、
「満州住民によって王道楽土を建設することは、東洋安定の模範地区となり、中国本
土もこれにならうようにな(313)」るはずであると、彼は考えていた。 
このような理論は「アジア・モンロー主義路線のもっとも徹底したシナリオ(314)」と
して、その特徴が「日米必戦を文明論的に意味づける点では大川をうけ、また現下の
中国問題への対応という点では半沢（玉城）らと共通するものをもち、両者を結合し
てできている(315)」ものだと評価されている。 
つまり、石原は第一次大戦以来の半沢らを代表として盛んになってきた総力戦理論
及び中国に対する「理解不能」の状況を継承しながら、今後の戦争は必ず大規模の機
械や航空機を使用し長期間に持続して未曾有な破壊をもたらしてくると予想した。そ
のため、できる限り早く国家総動員体制を樹立し中国を指導して、「満蒙地方」の戦略
資源をもって自給自足を実現しなければならないと認識している。 
一方で、その主張はまた東西文明対抗論、戦争文明論、日米必戦論などにおいて、
大川「アジア主義」の特徴によく似ている。彼は言う。「戦争は文明を破壊しつつも而
も新文明の母たりしなり」「西洋史は既に其中心を欧州より米国に移しつつあり (316)」
「世界ハ更ニ進テ結局一ノ体系ニ帰スヘク其統制ノ中心ハ西洋ノ代表タル米国ト東洋
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ノ選手タル日本間ノ争覇戦ニ依リ決定セラルヘシ」「我国ハ速ニ東洋ノ選手タルヘキ資
格ヲ獲得スルヲ以テ国策ノ根本義トナササルヘカラス(317)」。こうした戦争文明論に立
脚し、アメリカを「西洋ノ代表」として仮想敵としつつ、アジア全体対西洋全体では
なく、その代表者間の対抗を主張したものは、当時大川らにおける「アジア主義」の
論理と完全に一致しているといえよう。 
現在の学界においては日米必戦論をめぐる大川・石原の相互影響関係について、「判
断を留保するのが通例のようである(318)」。しかし、満鉄東亜経済調査局に勤めた大川
は、以前より板垣征四郎、小磯国昭、河本大作、土肥原賢二といった参謀本部、関東
軍の中堅将校と頻繁に交際していたため、これらの人間関係を通して必然的に石原と
接触できるようになったと思われる。逆に、石原は自らの計画においてアメリカと戦
っている際に「政府ノ業務ナルモ差当リ大ニ東亜経済調査局ニ依頼ス」、対米戦争の準
備を完成させるために、「支那ハ参謀本部、東亜経済調査局(319)」に任せるべきである
と時々提示していた。これはいうまでもなく、仕事上においてもプライベートにおい
ても大川らと連絡したことを意味するであろう(320)。 
勿論、石原の理論は大川の言説と重ねた部分が多かったが、両者は到底、地位や立
場が異なっているから、相違点も存在する。これは石原における「アジア主義」に対
する独自の＜調整＞ともいえるが、主に以下のような 2 点にまとめられる。 
①「内地先行論」と「大陸先行論」との相違および対中国具体策の相違である。大
川の場合にあっては、国内改造が優先されている。すなわち、まず日本にアジアを指
導する資格や実力をそなえさせて、それをもって対外問題を解決し、全面的に中国な
どのアジア諸国を丸め込む、ということである。これと異なって、石原の場合にあっ
ては、日本がすでにそういう資格や実力をもっているから直ちに行動してもかまわな
い。そして、行動の焦点は中国全体ではなく、むしろまずその一部とする「満蒙地方」
に絞られたほうが良い。つまり、「満蒙」で東アジア諸民族の提携を実現してから、こ
れを模範として中国本土を丸め込んで西洋と対抗する、ということである。 
「満州」に赴任する際に、石原は両者の優先順位について次のようにいっそう明言
している。「国内ノ改造ヲ第一トスルハ一見極メテ合理的ナルカ如キモ所謂内部改造亦
挙国一致之ヲ行フコト至難ニシテ政治的安定ハ相当年月ヲ要スル恐少カラス」「又仮ニ
政治的安定ヲ得タリトスルモ経済組織ノ改変ニ関スル詳細適切ナル計画確立シアラサ
ルニ於テハ我経済力ノ一時的大低下ヲ覚悟スルヲ要スルコト露国革命ニ就テ見ルモ明
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ナリ」「（もし対外問題を優先すれば、）戦争初期ニ於ケル軍事成功ハ民心ヲ沸騰団結セ
シムルコトハ歴史ノ示ス所ナリ」「戦争ハ必ス好転セシムヘク爾後戦争長期ニ亘リ経済
上ノ困難甚シキニ至ラントスル時ハ戒厳令下ニ於テ各種ノ改革ヲ行フヘク平時ニ於ケ
ル所謂内部改造ニ比シ遥ニ自然的ナリトイフヘシ(321)」。 
 こうした主張は、関東軍の「外先内後論」と同軌するものであったといえよう。結
局、彼らにとって、「アジア主義」は一種の理想というよりも、むしろ直ちに実践に移
されるべきものであった。 
②理想と現実との相違。大川は到底民間人として政治権力もなければ、軍隊に対す
る指揮権ももっていなかった。だからこそ、彼にとっては、「アジア主義」が一種の理
想として、ただ理想の段階だけに止まっている。逆に、現役将校である石原は軍事作
戦・指揮に非常に堪能であるのみならず、関東軍作戦参謀に転任したことによって、
アジア大陸における指揮できる現地部隊を得るようになった。そのため、彼の「アジ
ア主義」においては現実主義色が比較的に濃厚で、理想から現実に移される可能性が
相当に高かった。結局、石原は軍事的・戦略的な角度から問題を認識して、直ちに「ア
ジア主義」の現実化を試みた。その理想が現実へと移された契機は、1931 年 9 月 18
日に勃発した満州事変にほかならなかった。 
いずれにしても、石原の「アジア主義」は＜本質的特徴＞を分有しつつ、日本盟主
論、戦争文明論、日米必戦論といった立場から濃厚な侵略主義や膨張主義の要素を内
包して「外先内後論」をとなえるものであった。それは、当時の関東軍将校や在満日
本人の主張と呼応しながら、満州事変期における日本帝国主義の軍事的行動を理論面
から支持していた。こうして、満州事変は国際協調主義路線から「アジア主義」路線
への転換点となり、「アジア主義」は拡張された日本ナショナリズムとして、ついに中
国ナショナリズムと正面から対決してゆき、終戦までの一連の侵略戦争の理論的根拠
として不断に理想から現実的な社会動向へと転化されることになった。 
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第 II 部 「アジア主義」をめぐる思想家たち 
 
第 5 章 北一輝における「アジア主義」的発想のかたち（1）－思想の出発－ 
 
第 1 節 北一輝の人物研究に関して 
日中関係史上、北一輝は大いに研究する価値のある人物である。今まで、日中両国
の学界においては北の思想理論に関する論議が盛んに展開されてきたが、それは、主
にファシズム、超国家主義、ロマン主義、社会進化論、純正社会主義論、国家改造主
義論、法華経への信仰などいくつかの方面に集中している。そして時期的には、主に
1904～1905 年の日露戦争期、1911～1912 年の辛亥革命期、1936 年の二・二六事件期と
いう三つの時期に集中している。近年、研究の焦点は次第に北の「アジア主義」的な
側面に移行しているが、未だ掘り下げるべき対象はいくつか残っているといえる。 
1950 年代中期以来、日本学界における北の思想に関する検討は、ファシズムを鼓吹
した思想家という枠から抜け出して、久野収氏の超国家主義研究を代表として新しい
学術的観点が次々あらわれてきた。とりわけ、1959 年に『北一輝著作集』第 1 巻と第
2 巻、1972 年に第 3 巻が刊行されたことによって、北の執筆した主な文章や著書が容
易に披見されるようになり、伝記、小説、評論に加えて、学術的研究もまた急速に多
様な展開を見せることになった。もともと「ファシスト」と規定されてきた北は、近
代主義者、浪漫的革命家、土着的革命家、社会主義者、帝国主義者など、様々な側面
から再評価が加えられて、関連研究が簇生してきた。 
1990 年代以来、日本とアジア諸国との政治的・経済的交流がますます頻繁になって
きたことからも影響を受け、北の対外認識、中国観、「アジア主義」に関する検討が以
前より増えてきて、研究の新視点となった。しかし、それらの研究は数量的には意外
に少なかったばかりか、北における「アジア主義」的な側面が思想全体の中で如何な
る役割を演じていたのか、具体的に如何なる特徴を帯びていたのかなどについて、研
究は未だ十分に明確な見通しを提示していない。 
 一方、中国学界においては、北の思想に関する論議は日本より遅れて開始され、改
革開放の直後からすさまじい勢いで発展していたが、未だ解決されていない問題は多
数存在している。まず、北に関する専門研究は数がきわめて少なく、書籍・文献・定
期刊行物などに散在している文章しかない、という状況がある。筆者の知るかぎりで
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は、彼の「アジア主義」に絞って論述した専門書は未だ存在しない。 
そして、中国学界には比較的容易に戦争の記憶や民族感情に影響される傾向があり、
しばしば近代日本の侵略主義を批判することを主な研究目的として、北の「アジア主
義」が侵略主義そのものであるという単純な結論を下す印象が強い。これによって、
研究の客観性は大幅に損なわれてきたのである。いずれにせよ、今のところ、日本学
界においても中国学界においても、北の「アジア主義」に関する研究は、なお再検討
の余地があるといっても過言ではないであろう。 
北の研究については、「戦前にも官憲側の調査報告や木下半治『日本国家主義運動史』
などがあったが、戦後の研究の出発点となったのは田中惣五郎『日本ファシズムの源
流―北一輝の思想と生涯』（1949 年刊）(322)」である、と言われている。戦後以来の研
究を回顧してみれば、おおむね 10年ごとに、段階的に発展してきたように考えられる。
以下は、簡単にまとめてみたい。 
①1945 年―1955 年：戦後初期の 10 年間、田中惣五郎氏、丸山真男氏をはじめとす
る日本の代表的な研究者たちは、北に対する評価がきわめて批判的なもので、日本フ
ァシズムの教祖、ファシズムの源流など、北に「ファシスト」というレッテルを貼り
つづけていた。研究はある種の定説となり、静止状態に陥っていたと言えよう。 
②1955 年―1965 年：1950 年代中期に入ると、日本思想界は活発化しはじめ、従来の
研究に対する反省・再検討の機運が次第に生み出された。その代表的なものは、1956
年に発表された久野収氏の論文「日本の超国家主義」であった。そこでは、北が「超
国家主義者」として捉えられつつ、その思想が単に反動的ではなく、近代的なものも
胚胎しているのではないかと指摘された。その後、さらに「1959 年に始まった『北一
輝著作集』の刊行は従来入手困難であった北の処女作『国体論及び純正社会主義』の
全文の披見を容易にすることにより、久野によって開始された(323)」再評価を皮切りに、
研究は飛躍的に前進しはじめた(324)。 
③1965 年―1975 年：この 10 年間、従来の発展を継承して、北の思想への探究は多
方面から継続的に行われた。橋川文三氏は『近代日本思想史の基礎知識』において、「フ
ァナティックに既成秩序を攻撃した最初の国家社会主義者」として北を性格づけた(325)。
次いで登場した岡本幸治氏は、訳書『北一輝と日本の近代』において、北の思想理論
そのものより、むしろその形成過程が今後の焦点とされたほうがよい、また、北にお
ける「近代化推進者」の側面を、日本近代化研究の一角として検討すべきではないか
 116 
と指摘した(326)。そのほか、北が浪漫主義的革命者であるという観点や、土着的革命家
と位置づけつつ、ウィルソンの提起した「近代化推進者」像を批判する議論なども、
次々と現れてきたのである(327)。 
そのうち、とくに注意すべきは、松本健一氏の『若き北一輝』と北の論文・詩歌・
文書などを収録した『北一輝著作集』第 3 巻の編纂である。これらは「処女作以前の
初期論文が発見されるという新たな収穫(328)」として、原資料の充実に大いに貢献した
と言えよう。これを前提に、宮本盛太郎氏は『北一輝研究』を発表して、北の思想の
形成過程と時代的背景とを結びつきながら、比較思想史的方法によって、その思想理
論における「一貫不惑」なるものと、変化したものとを方法的に分離することを試み
た。 
④1975 年―1985 年：1970 年代後半から 1980 年代にかけては、北の未公刊の文章や
著書の発掘が、従来の勢いのままに継承され、これによって原資料の充実や、その人
生経歴についての把握が、ほぼ十分な状態に近づいたため、数多くの人物伝記に類し
た書物が大量に現れてきたことが特徴であろう(329)。とくに宮本盛太郎氏は楫屋総一宅
を訪れ、北が昭和 4 年から 11 年にかけて書いた「霊告日記」の原稿を手に入れて、北
の肉親や友人の記録・回想と対照しつつ、その内心的世界を解読し直した。 
また、北の「アジア主義」に関する研究が登場したのも、もうひとつの重要な特徴
である。古屋哲夫氏は 1973 年から一連の論文を発表して、当時の研究動向について「北
を日本ファシズムの問題から切り離しても通用する独自の思想家ないし革命家として
再評価しようとする方向に傾いている」と指摘したうえで、1975 年の論文で北のアジ
ア・モンロー主義を検討した。氏によれば、北は当時の「支那保全主義」を継承し、
これを「彼なりに純化して」「人道的要求から迸発せる保全主義(330)」的なものにした。 
ただし、「満蒙利益」を積極的に肯定したという点から見れば、その保全主義は実は
一貫したものではない。むしろ、そのアジア・モンロー主義はのちに「不干渉・不侵
略」の「支那保全主義」の規制を全く断ち切って暴走しはじめたと論じられている。
いわば、古屋氏の文章は当時の学界に新しい研究視角を提示した。しかし、北の「ア
ジア主義」的な側面がどのように生まれてきたのか、国家改造運動との間に如何なる
関係を持っていたのか、などについて、まだ論じていない問題が多いため、北の「ア
ジア主義」研究には未だ検討の余地が残されていたのだといえよう。 
⑤1985 年―2000 年：該当時期、充実してきた参考資料に基づいて、研究は全面的に
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発展していた。岡本幸治氏に言わせれば、「学界のみならず、作家、詩人、評論家、ジ
ャーナリストを含む玉石混淆の研究者による北一輝論は絶えることなく続けられてい
る」「北が近代日本におけるユニークな思想家の一人であるという評価はほぼ定着した
と思われるが、その思想内容如何ということになると、一方で『右翼』、『ファシスト』、
『超国家主義者』、『独裁主義者』、『帝国主義者』という右系列の規定があるかと思う
と、他方で『左翼』、『民主主義者』、『個人主義者』、『一国社会主義者』、『浪漫的革命
家』」「のごとき、前者とは矛盾し対立すると思われる左系列のレッテル貼りが行われ
るという状況(331)」であった。 
その中では、戦後初期の批判論と対立する研究も登場してきた。たとえば、木村時
夫氏は二・二六事件 60 周年の 1996 年に、『北一輝と二・二六事件の陰謀』という著書
を発表し、同事件が国家改造を目的としていたわけではなく、むしろ「陸軍内部の派
閥抗争的発火点」に過ぎず、北が首謀者として死刑を受けたのが不思議なことである
と、反乱の青年将兵が責任を回避するために、罪責を民間人の北と西田（税）に転嫁
したのではないかと論じた。 
 一方、同時期の中国学界は、次第に文化大革命の思想的束縛から解放され、研究が
増加しつつあった。しかし、それは戦後初期の日本における批判論と同じように、北
がファシズムの思想教祖であるという定説が学界のみならず、高校・中学の教科書ま
でも広まっていた。こうした状況は、10 年以上ほど持続していたが、1990 年代末、研
究はようやく多様化の兆しを示してきた。 
⑥2000 年―現在：2000 年以降、北の研究は相変わらず多様な方面における発展を見
せている。これに加えて、日本とアジア諸国、とくに中国との政治的・経済的交流が
ますます緊密になってきたことで、北の対外認識、中国観、「アジア主義」に対する問
題関心は高まってきたのである(332)。 
たとえば、萩原稔氏は北のとなえた社会進化論を「アジア主義」と関連させたうえ
で、その中国革命に積極的に関与した思想的根源がアジアとの連帯性にあるのではな
いかと述べ、その後、中国革命の経験に基づいて、北の思想は大きな変容を示し、「合
理的かつ科学的な理論と信じられていた進化論から、非合理的かつ超人間的な法華経」
へと移り変わっていったと論じている。 
一方、趙暁靚氏は北の対外認識、とくに「日露三論文(333)」と『支那革命外史』（以
下は『外史』と略称）におけるアジア観・中国観を重点として研究を展開した。その
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結論によれば、北の『外史』で唱えた日米経済同盟などは、田中惣五郎氏、松本健一
氏の論じた平和主義に当たるものではない。むしろイギリスを戦略的に牽制し、英米
関係を引き裂いて、経済援助で「日本の勢力を排除しようとする中国の排日派」を「雲
散霧消」させて、中国をソ連に当たるための前衛として、対英、ソ戦備の一環とする
ものである、と評価する。 
また、近年、岡本幸治氏をはじめとする何人かの学者たちは、特定の時期に限られ
ていた伝統的な研究の枠から抜け出して、北の思想に対して起源から発展に至るまで
の軌跡への動態的な把握を試みた。しかしながら、それは国家主義、国民主義などを
含む様々な思想を巨視的に検討したものではあったが、北の生涯と思想全体を読み解
く上で重要な鍵となると予想される「アジア」との関与に焦点を絞って論述する研究
ではない。先行研究の紹介において示した通り、北一輝はしばしば「アジア主義」者
として、あるいは少なくとも「アジア主義」的傾向を有する思想家として位置づけら
れてきた。にもかかわらず、北一輝のどのような思想的内容が「アジア主義」として
位置づけられるのか、彼の「アジア」への志向性が具体的にどのように変遷したのか、
についての分析が十分であったとは言えない。たとえば、北における「アジア主義」
的な側面に対する検討は「日露三論文」時期から展開しているが、これ以前の初期特
徴などについてはあまり触れられてはいない。そして、それが国家主義の要素との間
に如何なる関係を保っていたのか、どのように膨張主義・侵略主義に接近したのか、
などが十分には言及されていない。 
なお、前述したように、現在の中国学界においても多様な研究が行われている。た
とえば、中国社会科学院の王屏氏は著書『近代日本的亜細亜主義』において、一章の
紙幅で「革新派アジア主義者」としての北の思想や行動、そして中国との緊密な関係
を検討し、その思想の輝きは「古典的アジア主義」の延長上にあるのではないかと指
摘している。これは、中国国内で多数の研究者の反対にあったが、研究の多様化を促
すという観点からは、大いに有益であったと言っても問題はないであろう。 
結局、北の思想理論研究は、日本では 1956 年、中国では 2000 年以来、急速に多彩・
活発に発展してきた。しかし今のところ、その全体像に対する把握はまだ充分に果た
されていない。とりわけ、中国滞在期や 1920 年代の北の思想状況、人間関係などに関
する検討はきわめて不足している。これは、「今後も史料の発掘と新たな視角からする
研究が望まれ」「北との比較で国家主義革新思想を抱いた他の人物の研究の進展が期待
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される」「北と関係のあった青年将校たちの思想の解明も今後の大きな課題であろう
(334)」と評されているところからも明らかである。 
いずれにしても、「アジア主義」というものは非常に複雑な概念であり、北の場合に
ついても、彼を自明に「アジア主義」者と断ずるよりも、むしろ彼のアジアへの志向
性を改めて検証することにより、先行研究が「アジア主義」と見なしてきた思想的傾
向性を再検討するべきであろう。すなわち、彼の長い人生歴程の中で、「アジア主義」
という絶対に変わらない固定的な思想があったわけではないため、時代背景や環境の
推移とともに、かれのアジアへの志向性とその変遷を考察することが必要である。そ
して、たとえそれを動態的変容の相において考察する場合でも、前述した従来の研究
に存在する問題に留意しつつ分析していかなければ、より正確な把握はかなわないの
であろう。 
では、北における「アジア主義」的な側面は如何なる特徴を帯びていたのか、時局
的背景と連動しながら如何なる具体的な内容が示されてきたのか、また、彼は中国革
命に関与した原因は何か、結局どのような性格が現れてきたのか。これらについて、
本章および次章は従来の学術的成果に基づいて、北の文章著書や当時の時局的背景を
参考しつつ考察を試みて、もって近代日本の社会思想の一角を明示することを目的と
したい。 
 
第 2 節 「アジア主義」的発想の萌芽 
北一輝は、1883 年 4 月 3 日に新潟県佐渡郡両津湊町で生まれた。北家の長男であっ
たが、「長男が早死しやすいので、それを忌み嫌う親の思慮で(335)」、幼名が次男のよう
に「輝次」と名づけられた。20 歳の際、父の北慶太郎が病死して、彼は家業を継いで
戸籍名を「北輝次郎」に改名した。「北一輝」という名で自称しはじめたのは、おそら
く中国革命に参加したごろであろう。 
実は北家は両津湊町で有数の名望家であった。父はかつて湊小学校の校長を勤め、
のちに両津湊町の初代町長に選ばれた。母のリクは日蓮ゆかりの本間家の娘で、当時
佐渡自由党の幹部として県会議員を担当している本間一松の姉であった。このような
家庭環境のもとで育てられていた一輝は、少年・青年時代から、相対的に良い教育を
受けられたことが想定できる。 
 
 120 
2.1 早期教育の状況 
北が少年・青年時代にどのような教育、ないし政治的影響を受けたのかについては、
すでに様々な先行研究が存在している。ここでは、松本健一氏や岡本幸治氏の研究を
参考にしながら、簡単に紹介してみたい。 
北は 1888 年、6 歳のときから、地元の湊小学校で 5 年間、加茂高等小学校で 4 年間、
佐渡中学で 4 年間、合計で 13 年間勉強し続けていた（眼病で数回休学したことがある）。
その時期に、学校の先生や家族から大きな影響を受けて、漢文や歴史、新しい政治思
想など、様々な知識を身に付けた。 
とりわけ、北にもっとも大きな影響を与えた人物としては、湊小学校長の八田美喜
来、英語と理科の教師長谷川清、父慶太郎も尊敬していた儒者・医者である若林玄益、
母方の叔父本間一松、祖父六太郎の女婿の星野和三次、父の友人である森知幾、血縁
者の高橋元吉、という七人が数えられるであろう。長谷川からの進化論や非官僚政治
の思想、若林からの漢文・詩歌の修養や国会開設運動思想、東京から新しい思想を持
って帰郷してきた森、高橋らの自由民権運動や普通選挙思想などは、北の思想形成に
深刻な影響を与えたと言える。いわば、当時「北の周囲には、早くから天下国家の問
題を我がこととして論じかつ行動に移すという、熱い雰囲気が存在していた(336)」ので
ある。 
また、『佐渡中学同窓会誌』『佐渡新聞』は、本間、星野、森らの「北の血縁者を多
く含む旧自由党系の政友会支持者によって占められることになった(337)」ため、北にと
って、刊行物に投稿することはより便利になって、文才が磨かれる機会が次第に増え
てきた。いずれにせよ、以上の理由で、北は少年・青年時代に一般人より政治思想の
形成が相当に早いという状況が考えられるであろう。 
 
2.2 「アジア主義」的発想の萌芽およびその特徴 
『北一輝著作集』に収録された北の著述の中で、現実の問題について初めて直接的
に言及したものと考えられるのは、1901 年 11 月に『佐渡新聞』に掲載された「人道の
大義」という論説である、と先行研究に指摘されている(338)。しかし、これは「文体が
彼のものではないし、理論の展開構造もまったく彼らしくない(339)」、そして北の持論
と完全に異なる反軍拡の思想があふれており、彼自身によって書かれたものか否かは
未だに明らかにされていないため、ここでは検討の対象にしない。 
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ここでまず、1903 年に確実に北が書いたと見なされている「国民対皇室の歴史的観
察」という文章に触れてみよう。この文章において、北は「克く忠に億兆心を一にし
て万世一系の皇統」を推戴する現行の「国体論」に大きく反発して、「国体論の学問・
信仰及び国民教育に与えた影響を根本的に排除しよう(340)」と主張した。その見解では、
史実に基づいて、天皇の身分が見直されなければならないものであり、そして「教育
敕語」に規定された天皇が国体の核心であるというのは何の根拠もない謬論で、「迷妄
虚偽を極めたる国体論といふ妄想の横はりて以て、学問の独立を犯し、信仰の自由を
縛し、国民教育を其の根源に於て腐敗毒しつゝある(341)」。 
いわば、国体論を打破し国家を変革する志は、初発から北の思想に内包されている。
その早期思想には、当時社会にある弊害や深刻な守旧的観念を打破し、批判的な角度
から日本皇室の地位を考えるという特質が存在したのである。これは前述した若林、
本間、高橋らをはじめとする自由民権運動や普通選挙を主張した周囲の人物から、大
きな影響を与えられたものであったと思われる。 
一方、同文章で、北は国体論打破の理由を次のようなことに求めている。すなわち、
「吾人が茲に無謀を知つて而も其れが打破を敢てする所以の者、只、三千年の歴史に
対して黄人種を代表して世界に立てる国家の面目と前途とに対して、実に慚愧恐惧に
堪へざればなり(342)」と。まさに「アジア主義的な使命感(343)」がうかがわれると古屋
哲夫氏が指摘したように、ここからは、北の思想が初発より黄色人種の代表者を自負
する「アジア主義」的発想を帯び始めているということが読み取れる。そして、この
「アジア主義」的な側面は国内問題への関心と相互交錯しながら生じてきたものであ
る、と結論づけても恐らく問題はないであろう。 
では、北における「アジア主義」的発想は早期段階で、具体的にどのような特徴を
もっていたのか、それは国家改造の発想とどのように関連していたのであろうか。こ
れについて、以下は試論したいと思う。 
①反西洋的性格の原形を窺うことができる。19 世紀前半から、アジアは長期間に抑
圧された地域であった。たとえ自主独立の道へ歩んだ日本としても、西洋列強からの
軍事的圧力、経済的競争を常に意識せざるを得ない境遇にあった。北は弱肉強食の環
境のもとに、日本ないしアジア諸民族の苦境を認識したうえで、当時一般的認識と同
調しつつ、アジアがひとつの運命共同体として西洋の侵略に抵抗すべきであると考え
ていた。これが、その反西洋的性格の原形として考えられる。しかし、同文章の内容
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からみれば、その時点で、表現が未だ「黄人種を代表して世界に立てる」に止まって
おり、西洋と直接的に対決する意識が明確化されておらず、強い反西洋的意識になっ
ていないと感じられる。 
②アジア諸民族を「黄人種」という概念と連結させたことからは、人種論との密接
な関連性を窺うことができる。本稿の第 I 部で論じたように、人種論は「アジア主義」
の立論根拠の一つである。北はこれを継承して、今後の戦争を避けられない「来るべ
き人種的大決戦(344)」とみなしていた。結局、彼の早期思想には、人種対抗意識がすで
に包含されているといわざるを得ない。 
③日本盟主論への傾向性が読み取れる。北は「黄人種を代表」するという表現で、
日本が日清戦争で中国を屈伏させてからアジアの最強国となり、アジア・黄色人種の
代表者として西洋にあたるべきだという意思を伝えている。これは容易に侵略主義・
覇権主義に傾斜するものであろう。こうした日本盟主論的なものは、日露戦争期、辛
亥革命期に次第に明確化して、北における「アジア主義」的発想の主要な特徴となっ
たと考えられる。 
④国家改造運動との関連性が確実に見える。明らかに北の思想形成は、「外部から内
部へ、また内部から外部へと戻る」という過程を経ている。すなわち、まず外部から
の巨大な危機（西洋からの圧力・侵略）を配慮して、これに対応するために国家その
ものの変革を提唱し、さらに変革された国の強大な力をもって外部の危機を解決して
いく、という思考様式であった。この対内的側面と対外的側面との相互交錯は、北の
早期思想における重要な特徴の一つではなかろうか。 
 
2.3 思想の異質性と国家主義の主導性 
いわば、1903 年は北一輝にとってきわめて重要な年である。この年から、彼は多数
の文章を発表し、熱烈に政治問題を論議じはじめたからである。いわゆる「日露三論
文」はその代表的なものであるが、これに関する検討は次節に譲ることにして、本節
ではまずその直前の文章を分析してみたい。 
「国民対皇室の歴史的観察」に続いて、また政治問題に論及したものは、2 ヶ月後『佐
渡新聞』に掲載された「政界廓清策と普通選挙」という政論である。そこで、北は社
会主義者であると自認し国家社会主義的な主張を出しており、理想国家を建てるため
に国家の変革を唱えている。すなわち、「四千五百万の国民中僅かに百万の選挙者のみ」
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「吾人の帝国がこの四十五分の一の上流社会によりて支配さるゝといふ。専制政治な
り寡頭政治なり」「自己の出生地と自己の徒党との為めに黄金と椅子とを争奪するのみ。
共に主義なし、共に理想なし(345)」。そのため、腐敗滾濁の藩閥を打破し、朋党を撲滅
するのは必要となる。さらに、彼は当時ドイツ社会民主党の社会主義とイギリス殖民
相の高唱した大英帝国主義を「世界現下の二大潮流」として高評し、両者をあわせて
自らの理論に導入した。その見解では、将来実施すべき国家の変革が、社会主義と帝
国主義とを手段とすべきである。 
「吾人は明白に告白せむ。吾人は社会主義を主張す。社会主義は吾人に於ては渾べ
ての者なり」「而も同時に、吾人は亦明白に告白せざるべからず。吾人は社会主義を主
張するが為めに帝国主義を捨つる能はず。否、吾人は社会主義の為めに断々乎として
帝国主義を主張す。吾人に於ては帝国主義の主張は社会主義の実現の前提なり。吾人
にして社会主義を抱かずむば帝国主義は主張せざるべく(346)」。このような、明らかに
大きな差異を持つイデオロギー＝社会主義と帝国主義とに対して、同時に好感を抱い
ていたのは、まさしく北の早期思想の特徴的な性格の証左であろう。 
問題となるのは、北が一体、どのように本来対立・矛盾する社会主義と帝国主義と
を融合して自らの理論に導入したのか、ということである。彼に言わせれば、「帝国主
義の敵は社会主義なり。社会主義の敵は帝国主義なり。是れ世界を通じての定論」で
ある。しかし、「矛盾にあらず、撞着にあらず。吾人は十分の自信を以て是れを断言す
るに憚らじ」と、相互矛盾の両思想が対立しておらず、逆に依存し合っているものだ
と説かれている。なぜならば、「社会主義の実現は団結的権力を恃む。国家の手により
て土地と資本との公有を図る」「一言以て蔽へば、吾人の社会主義は、独立せる吾人の
国家の力によりて其の経済的平等を実現することに存す(347)」からである。すなわち、
社会主義を実現するために、帝国主義という国家の力が必要だ、ということになる。 
結局、北の思想においては、国家が個人、ないしあらゆる社会集団より絶対的に優
先されるべきもので、帝国主義が社会主義実現の前提・基礎である。言い換えれば、
社会主義を実現する前に、まず帝国主義によってせめぎあった混沌の中から国家の独
立を守らなければならない。帝国主義の一員として対外的に拡張し、対内的に国家の
権力を確保しなければ、社会主義の理想はただ何の礎石もない空想にすぎない、とい
うのが北の持論であった。したがって、北の思想のなかで、国家主義・帝国主義の思
想的要素は圧倒的な主導性を備えていると思われる。 
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では、こうした国家主義・帝国主義の要素はその「アジア主義」的な傾向性と、ど
のような関係性をもっていたのであろうか。「政界廓清策と普通選挙」の後半において、
北は当時、日ごとに緊迫してくる対露問題について、「若し一歩を誤るあらむか、暗黒
に投ぜらるゝ者は満韓に膨張せざるべからざる帝国の将来なり。帝国の最大多数たる
四千五百万人の子孫の将来なり(348)」と述べている。彼によれば、弱肉強食の環境の中
で、日本は帝国主義戦争に積極的に加入し、「満韓」への膨張をもって危機から脱する
ほか方法がないのである。こうして、アジア諸民族（とくに中国や朝鮮）の生存権益
が無視され、アジアの中でも日本一国利益を優先する「日本の原理」、国家主義・帝国
主義への傾斜が示されてきた。これは、のちに侵略戦争の理論的根拠へと発展してい
く可能性を有する。 
いずれにしても、北の「アジア主義」的発想は既に 1903 年前後の諸論説から読み取
れるのである。それは、反西洋的性格、人種論、日本盟主論などの特徴をもちながら、
国家改造の発想と相互関連しており、初発から非常に複雑にしてかつ矛盾を孕んだも
ので、国家主義・帝国主義の要素を補完するかたちで展開していく可能性をもってい
た。国家主義・帝国主義の主導性への随伴という特異な危うさを持っていたがゆえに、
のちの対露関係の緊迫化にとともに、それは必然的に独自に新たな展開を見せること
になったのである。 
 
第 3 節 日露戦争前後の＜調整＞ 
日清戦争以来、朝鮮と「満州」に勢力を拡張しようとする日本は、南下政策を取り
つつあるロシアとの対立が日ごとに深刻化していた。未だ軍事力が弱体であったため、
政府内では伊藤博文らの戦争回避派が一時主流を占めていた。しかし、1900 年の北清
事変（義和団事件）をきっかけとして、ロシアは在満駐留軍を増強しつつ、勢力範囲
を拡大しようとする動きを示した。こうした状況は日本国内において、大きな反発を
引き起こし、対露強硬論が台頭してきた。 
1903 年 5 月、ロシア軍が朝鮮北部の鴨緑江周辺に進出した竜巌浦事件(349)は、日露関
係をいっそう悪化させた。その対応策として、8 月からの日露交渉で、日本側は朝鮮を
日本に、「満州」をロシアに、それぞれの勢力範囲に置くという「満韓交換論」を提案
した。しかし、ロシアは返答で、朝鮮半島の北緯 39 度以北を中立地帯として、軍事目
的の活動を禁止するという提案を出した。この影響で、日本国内では開戦を主張する
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メディア、民間団体が強い勢いで増加しつづけ、強硬な対露世論が形成した。 
 
3.1 「日露三論文」と北の開戦論 
強硬な対露世論のもとで、1903 年 7 月から、北は『佐渡新聞』に「日本国の将来と
日露開戦」「日本国の将来と日露開戦（再び）」「咄、非開戦を云ふ者」を連続投稿して、
日露開戦論を次のように強く主張している。 
 「露国に対する開戦、然らずむば日本帝国の滅亡」「満州。朝鮮。而して西比利亜の
東南部。吾人は大陸に於ける足台として先づ是等を以て吾人の国旗の下に置かざるべ
からざるを主張」「日露開戦を希望す」。日露戦争は国家の危機ではなく、むしろ「好
機なり。帝国飛躍の好機なり。黄人種救済の好機なり。文明の敵スラヴ蛮族庸懲の好
機なり(350)」。すなわち、これからの経済的戦争は軍事的戦争より遥かに残酷なので、「拳
石大」の日本は今後の大決戦の中で有利の位置を占めるために、まず対露戦争の勝利
を収め、広大な領土と豊富な資源を奪取しなければならない。そして「東亜人種の運
命を荷へる独立国の体面」を守るためにも開戦が必要であると、彼は説いている。 
一方、民力休養を説いた反戦者、経済の萎靡を恐れる者、戦勝の困難を説いた者た
ちに対して、北は「昧者」だと罵倒し、軽蔑の態度で一々論駁して退けた。とりわけ、
日清戦争を支持したのに日露戦争を反対した内村鑑三らに対して、北は「茫然として
出づる所を知らず(351)」と、強く批判した。 
いずれにせよ、従来の研究によれば、「日露三論文」における北の開戦論は、次のよ
うな四つの主旨に要約できる。すなわち①残酷な帝国主義時代にある日本は自国の存
立のために、暴力に対して暴力をもって抵抗するほかないという認識。②次第に深刻
になってきた国内人口問題を解決するために、海外に勢力を拡張して積極的な移民を
行っていかねばならないという要求。③平和は人間を堕落させるがゆえに、戦争によ
って人心を奮い立たせるべきであるという見解。④日本がアジア（黄色人種）の代表
者としてロシア（白色人種）と決戦するのは世界史的意義をもつ、という主張である(352)。 
 
3.1.1 開戦の理由 
では、以前より「政府反対、国内問題優先」を政治活動の中心としつづけてきた北
は、何故に「日露三論文」で態度を百八十度転換して、「政府支持、対外戦争優先」の
立場に転換したのであろうか。 
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私見によれば、北の場合においては、国内問題と対外戦争との間に何らの矛盾がな
く、かえって相互関連性さえ認められる。前節で述べたように、帝国主義による国家
の独立、絶対的権力の確保が社会主義実現の前提であるというのは、彼の持論であっ
た。「国家の正義を主張する帝国主義なくば、国民の正義を主張する社会主義は夢想に
止まるべし」「故に社会主義は必ず国家の存在を認む。故に国家の自由は絶対ならざる
べからず。故に他の主権の支配の下に置かるべからず。故に国家の独立を要す(353)」と、
北にとって社会主義の実現は、国家を価値的核心とする国家主義を基礎として成立す
るもので、個々の国民の利益が従属的な地位に置かれるべきものである。日露開戦と
いう国家の危機に直面した際に、まず国家の存立を守っていくのは、将来国内問題を
解決する前提条件にほかならない。 
これについて、岡本幸治氏は北の思想における国家主義の要素が国民主義ないし社
会主義の要素より優位的であったと推察した上で、次のように論じている。「危機感の
高揚期においては『国家』が優先権を与えられて比重を増し、相対的に『国民』が後
退するという傾向を内在させることになる。逆に『国家』の独立が危機に瀕していな
い平時においては、『国民』の権利、すなわち自由・平等の確保を中核とする個人権の
主張、個人尊重の思想が相対的に前面に押し出される(354)」。つまり、いわゆる「国家
≧国民主義」というものである。 
勿論、「国民の正義（国内正義）」「国家の正義（国際正義）」を同時に満足せしめる
ことが北の目的だったというのは認めるべきところであり、開戦前夜の緊迫状況、あ
るいは危機の際、「国家の正義」としての国家主義・帝国主義が前面に押し出されたの
は何の疑いもないことであるが、しかし平和の際、「実現の手段として国家の手を煩は
さゞるべからざる」社会主義や国民主義は、国家主義に付着しなければ生存できない
というのも、北の主張であった。したがって、結局その思想においては、危機がある
かどうかを問わず、国家主義・帝国主義は終始、優先的地位に置かれており、国民主
義・社会主義の前提、礎石として存在し続けていると思われる。前者は終始支配的で、
後者は終始従属的であるといわざるを得ないであろう。 
一方、これを北の「アジア主義」的な発想という側面から考えてみるならば、アジ
ア諸国を西洋列強の侵略から解放しようとする志向性は、北の抱く世界像の中で最も
下位に置かれているものであると思われる。もしくは、本当にアジアを解放したいの
か、ということにはそもそも大きな疑問がある。「日露三論文」における四つの主旨の
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うちに、日本自国の存立・発展という視角から対露問題を考えたものは三つもあった。
北にとって、日本一国の独立、国民の解放を先決条件として実現しなければ、アジア
諸国を助けることはできないため、かりに彼の思想のうちに「アジア主義」を認めう
るとしても、それは、「日本の原理」がまず確保されることを前提とするものにほかな
らなかった。 
 
3.1.2 帝国主義の正当化と反西洋的性格の変化 
「日露三論文」で、北は日本帝国主義と西洋帝国主義との差異に関して、次のよう
に述べている。「国旗の翻える所日没せずと誇る英国にして南阿の自由国を征服したる
如き、無限無涯の領土を有する米国にして玖馬を領し比利賓を奪ひたる如き。斯くの
如き帝国主義は吾人の帝国主義にあらず。覇者たらむとする無意味なる虚栄心の為め
に絶えず欧州の擾乱を醸す独乙皇帝の如き、斯くの如き帝国主義は吾人の帝国主義に
あらず。世界征服の野蛮なる夢想に駆られて、厖大なる領土の全く開発されずして横
はるにも係らずひたすらに外邦を併呑せむとする露政府の如き。斯くの如き帝国主義
は吾人の帝国主義にあらず」「吾人の帝国主義は国家の当然の権利―正義の主張のみ」。
また、「米大陸といひ、西比利亜といひ、豪州といひ、印度といひ、阿弗利加といひ、
渾べて皆英米仏独露の列強によつて握らるゝ者（ママ）。彼等が是等豊饒にして広大な
る領土により、関税の塁を築きて其激甚なる経済的戦争を戦ひつゝあるの時。粟大の
島国が奈何ぞ商工に於て立つを得むや(355)」。 
すなわち、今後の経済的競争の中で生き残っていくために、日本がまず対露一戦に
よって自国の独立を保障し、ひいては必要な領土と資源を奪い取っていく道しかない
というのは日本帝国主義の「正義」であり、これは西洋帝国主義と異なっていると、
北は強調している。彼は、国内不平等を打破するという点において、他の社会主義者
と基本的に同調しているにもかかわらず、現下の政府およびその帝国主義的政策に対
しては、黙認ないし支持の態度を取っている。そのため、「日露の開戦は経済的諸侯の
貪欲なる外侵にあらず、皇帝や政治家の名利より出づる外征にあらず(356)」と、北は日
本帝国主義の「正義」を鼓吹したわけである。 
結局、北が支持したのは変革された国家ではなく、まだ少数の特権階級により支配
され、変革されていない国であった。こうした自らが反対し続けてきた政府の政策に
妥協し、さらに支持の態度に変化したのも、国家主義・帝国主義の要素から由来した
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ものである。そして、外部の環境が変化するたびに、かかる要素はただちに彼の思想
に影響を与え、北における「アジア主義」的発想を＜調整＞していく触媒となったの
であろう。 
たとえば、北の「アジア主義」的傾向における反西洋的性格の微妙な変化も注目す
べきところである。従来の反西洋的性格の原形は、この日露開戦の影響を受けて、強
化されたことはいうまでもない。北に言わせれば、「支那人と共に豪州に於て加奈太に
於て排斥されむとしつゝある吾人の同胞を思へ。更に其の同胞が奈何なる状態にある
かを思へ。労働者のみに非らずや、彼等富豪の奴隷のみに非らずや」「吾人は白人の奴
隷として彼等を養はんが為めに生れたる者に非らず」「今日に於て一たび露に下らむか、
清韓四億の黄人種は永遠に奴隷の境遇よる脱する能はざらむ」。日露戦争は、日本が代
表者として行う「アジア解放戦争」「黄白人種競争の決勝点なり(357)」。ただし、その矛
先は単にロシアに向けられており、反西洋的性格が強まったとは言え、西洋の一国の
みに局限されたことは認めざるを得ない。 
 
3.2 国内問題への復帰 
日露戦争最中、北はまったく政治的見解を発表せず、ただ 3 篇の恋愛詩歌しか投稿
しなかった。では該当時期、北はいったい何をしていたのであろうか。 
 調査によれば、1904 年夏、彼は佐渡から出発して、前年形成した理論を充実するた
めに上京し、同年春早稲田大学の予科に入学した弟の昤吉と一緒に大学の近くにある
部屋を借りて共同生活に入ったことがわかった。その際、「東大で行政法を担当してい
た美濃部達吉教授が」「早稲田で憲法講義を担当して(358)」いたため、彼はより早く天
皇機関説という最新の憲法学説に接触したことが想定できるであろう。その後の 1 年
間、北は早大の講義を聴講したり、毎日弁当を持って大学図書館で大量の書籍や資料
を読みながらメモを取ったりしていたようである。 
1905 年 9 月 27 日、北家における重要な位置を占めている祖母のロクが亡くなったこ
とで、長男の一輝は家業を継ぐために一時帰郷せざるを得なくなった。しかし、絶対
に放棄できない執拗な政治的理想をもつ彼は、一家の主柱として弟たちの世話をする
長男の義務を果たさず、間もなく東京に戻り、昤吉と一緒に牛込喜久井町の下宿に移
った。早大図書館にある有限な資料では執筆の需要を満たすことができないという理
由で、一輝はまた、上野の帝国図書館に通って、2 千枚の抜き書きを用意しつつ処女作
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の執筆をはじめた。 
1906 年春、北はいよいよ千頁の大著『国体論及び純正社会主義』（以下は『国体論』
と略称）を完成した。しかし、平民社などの出版社はその内容が過激であると判断し
たうえで、出版を拒否した。残る手段は自費出版しかなかったが、巨額の出版費を工
面するために、一輝は母の手元に残された千円の現金を使うことを考えており、昤吉
の大反対を引き起こした。当時の北家は、叔父の本間一松が「田地や家財を処分して
は送金してくる」というつらい状態に陥り、この金が「早大に進む晶（北一輝の末弟）
の学費にしなければならない」ということになる。しかも、一輝の著書には過激な言
論が溢れており、必ず発禁処分になると昤吉は主張した。これに対して、一輝は最近
成立した西園寺（公望）内閣が言論出版の自由を尊重するはずだと反駁し、弟と激し
く言い争い続ける。結局、本間の仲介下で、「もしこの本が発禁になって印刷費を回収
できなかったら、一輝はこれ以上家の資産に頼らず自活する(359)」という妥協案に至っ
た。こうして、同年 5 月、『国体論』はついに発刊された。 
 
3.3 『国体論及び純正社会主義』における「アジア主義」的発想 
この著書は 5 編 16 章より構成されており、それぞれ焦点を絞って論述が展開された。
内容についての詳しい紹介はここでは省略するが、その中心思想と「アジア」への眼
差しとの切っても切れない関連、そして著書から読み取れる北の「アジア主義」的な
傾向における新しい特徴に関して、検討しておく必要がある。 
第 1 編の末尾で、北は国内問題について、「純正社会主義は」「一切階級を掃蕩して
社会が社会の権利に於て社会の利益を図る者なり(360)」と提示した。すなわち、政治・
経済の平等を実現するために、まず国内の「掠奪階級」を消滅し、無産者を有産者に
転化させなければならない、というのは「純正社会主義」の論理であると論じられて
いる。これは一見したところ、社会平等を宣揚する社会主義的な特徴を有する主張で
あるが、対外思想に取り入れられると、国家主義・帝国主義の要素と結びつきながら、
大きな変化を経ることになる。 
前述したように、北はロシアが広大な領土を持っている国で、日本が小さな島国で
あるため、戦争は「富豪の残酷暴戻に対して発する労働者の応戦と些の異る所なき者
なり(361)」。それゆえ、掠奪階級であるロシアを撃破し、無産者としての日本を有産者
に転化させる必要があると説いた。日露戦争後、日本はロシアから朝鮮と「満州」南
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部の利権を奪って、無産者の身分から脱却しはじめたが、同じく無産者としてのアジ
ア諸国はどうなるのか、利権が朝鮮・中国に返却されるべきなのか、といったことに
ついて、北は触れていなかった。さらに、これは戦利品、「尊王攘夷を継承せる国民精
神の要求(362)」として称賛されている。結局、対内思想における強きをくじき弱きを助
ける発想は、対外思想としての「アジア主義」的発想と結合したとたんに、危険な侵
略主義を帯びた対外的姿勢へと発展していた。その「強きをくじき」という主張は結
局、「弱きを助ける」ことを目的としておらず、むしろ私利を図るものであった。 
一方、日露戦争期、北の反西洋的性格は主にロシア一国を対象として一時的に強ま
ったが、『国体論』の論議から見れば、それは終戦とともに、大幅に弱まってきたこと
がわかる。同書の第 3 編において、北は社会進化論の立場に立って、人類社会が昔の
個人単位の生存競争から、現下の国家という集団単位の生存競争に進化してきて、の
ちに国家を最大の社会単位として連携し平和の手段で相互の紛争を解決する「万国平
和の世界連邦」に到着することを予測した。「国家の理想的独立は世界連邦によりて得
られ個人の完全なる自由は万国平和によりて得らる(363)」。すなわち、彼はここで世界
が最終的に武力で一つに統一されることを否認し、むしろ西洋諸国も包含する世界各
国家の独立性と自由を承認して、世界の平和共存を人類の共同目標とすべきであると
主張した。こうした対外認識は、日露戦争期のただちに軍事力で西洋と戦い、それを
屈服させようとする考えとは、大きく異なっているであろう。これは、日露戦争後の
西洋への対抗意識の弱化、北の関心が再び国内問題に集中されていくといったことと
関連しているかも知れない。 
また、『国体論』から読み取れるもう一つの特徴としては、北における「力」への盲
目的な崇拝である。国内問題にあっては、北は普通選挙を要求し、それが国民の覚醒・
団結に巨大な力をもたらすことを信じつつ、第 5 編において「根本的な啓蒙運動によ
る全国民の覚醒によりて彼等権力者の一団を威圧して服従せしむること」が必要であ
ると論じている。しかし続いて、その態度は微妙に変化して、「凡ての権利は強力の決
定なり」「天地万有たゞ『力』なり。社会は強力によりて動く。勝てば是れ官負くれば
是れ賊(364)」と指摘した。すなわち、暴力を持たなければ、目的が順調に実現できず、
正義を判断する唯一の基準は暴力だ、ということになる。 
これは対外問題においても通用できるものとなった。当時、弱肉強食の環境のもと
で、北における「勝てば是れ官負くれば是れ賊」は一見合理的に見えるが、実はすで
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に暴力の容認、一般国民からの遊離という点で、危険な種を孕んでいる。この国内問
題に対する認識から生まれた、暴力を価値判断の基準とする「力の理論」が、現実の
「アジア」への視野に移植されると、ただちに対英露開戦論、日本盟主論と結びつく
かも知れない。というのは、北は対英露開戦が国際社会の「大富豪」「大地主」を暴力
で打倒するような性格をもつものである（「国際正義」）と信じており、これは明らか
に国内問題としての無産者対有産者の闘争（「国内正義」）意識の延長線にあると考え
られる。そして、これはアジア内部では、日本が盟主となるのが一番強大な力を持っ
ているからだという「当然」の結論に帰結されることになる。こうして、日本盟主論
の要素は、『国体論』における「力の理論」によって、いっそう正当化されてしまった
と想定できる。 
しかしこの「力」は一体、どういう形で運用されるべきなのかといったことについ
て、北は明確に説明していなかった。あるいは、その時点では彼自身でさえまだはっ
きりしていなかったのではないか。だが、彼が追求した「力」は社会の底辺に終始存
在しており、「下から上へ」の方向感ないし革命性を持っているため、のちに中下級将
校や兵士の力を借りてクーデターを行う可能性が認められる。いわば、「力の理論」は、
後年北の思想における「社会の絶対多数を占めている労働者・農民に頼らず、軍の暴
力によって」国家改造を断行し、「対内的にはクーデター、対外的には戦争を行ってい
く(365)」という方向性を規定したものである。 
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第 6 章 北一輝における「アジア主義」的発想のかたち（2）－思想の展開－ 
 
第 1 節 辛亥革命と「アジア主義」 
1906 年 5 月 9 日に出版された北の著書『国体論』は、発刊 5 日後、「社会の安寧秩序
を妨害するものと認められ出版法第十九条に依り(366)」、政府に発売頒布を禁ぜられた。
すでに厳しい状況に陥ってしまった北にとって、これは大きな打撃であった。しかし、
彼はあきらめるつもりはなく、経済の苦境から脱するために、そして心血を注いだ著
作が葬られないために、『国体論』における発禁の危険が少なそうな部分を抜き出して
分冊出版を行っていくことを考えていた。 
このころ、母のリクは中学校を卒業した末弟の晶作を連れて東京にやってきて、一
輝と昤吉と一緒に喜久井町の一軒家に住むことになり、生活の窮乏はいっそう厳しく
なった。一輝は、一方で叔父の本間一松に借金の手紙を送りつつ、他方で執拗に著作
の分冊出版をめぐって奔走していた。このような生活は半年間続いたが、11 月 1 日、
分冊出版にされた第 1 編の「社会主義の経済学」はまたも発売禁止となった。結果、「こ
れがだめなら、国体論の部分はどんなに書き直してみても検閲にとおるはずがない
(367)」と、彼は著作の公刊をついに断念した。 
 
1.1 革命評論社への参加 
しかし、『国体論』は発禁となったにもかかわらず、当時の社会における各階層の激
烈な反響を引き起こした。北とその大著は「一日にして雷名を馳せた(368)」のである。
片山潜、河上肇、内田良平らをはじめとする社会主義者や大陸浪人は、北に対して好
意的な反応を示した。 
当時、中国問題に大きな関心を抱いている宮崎滔天も北の著作を熟読して、それを
同人たちに「読むのに骨は折れるが面白い。読んでみられよ(369)」と推薦したことがあ
るという。9 月初、『革命評論』を創刊する際、人手を求める滔天は「この本の著者を
同人として迎えたい(370)」と思いながら、北の東京の住所あてに郵便物を送った。昤吉
の回想によると、「暫らくすると、『革命評論』と題する小形の新聞を送つてきたもの
がある。標題は赤字である。内容を読んで見ると、清朝政府を倒さうといふ中華革命
党を後援しようといふのである」「驚いたから、是非一度御来訪を乞ひたいといふ意味
を伝へてある。兄は身体は悪いし、僕は進んで偵察かたがた神田美土代町の事務所を
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訪ねた」。9 月 16 日、訪問から戻った昤吉は、革命評論社の人々が自由民権説を奉じて
中国革命党と親しく付き合って、「兄貴が這入つて新思想を吹き込んだなら、仕事は出
来るかも知れない(371)」と報告した。しかし、一輝は著書の分冊出版で奔走しているた
め、まだ事務所に訪ねる暇がなかった。 
同年 11 月 3 日の天長節、著作の出版を完全に断念した北は、ようやく革命評論社を
訪問した。滔天は「北の十二歳年長であったが、喜んで鄭重に彼を迎え入れ、大陸の
革命情勢を縷々説いて北に参加を促した。北は支那を世界革命の根拠地にするという
壮大な志とその意気に感じて、即座に同人になることを承諾したようである(372)」。こ
うして、北は革命評論社に加入し、ひいては中国革命に積極的に関与する一生涯の重
要な時期を迎えてきた。 
 
1.2 中国革命に関与した原因 
20 世紀初期、日本の民間人が中国革命派と密接な関係を保っていたことに対して、
かつて趙金鈺氏は以下のように指摘した。「二つの原因がある。ごく少数の人たちが中
国革命や中国革命党に共感を覚えて支持していたが、一方で多数を占めている浪人た
ちは、それを手段として中国における利益を獲得しようとする目的を持っていた(373)」。
当時の日本人の中国革命への関与は、何らかの目的意識を持っていたと言えよう。し
かしながら、前述した内容からみれば、北が中国革命に関与したのは、ほとんど偶然
にすぎないであろう。そして、佐渡時代から形成してきた北の思想理論の分析に基づ
いて考えてみれば、恐らく北なりの思想的、現実的誘因がいくつか存在していると考
えられる。次は、その誘因について検討しておきたい。 
まず、思想面においては、主に四つの誘因がある。①北の政治的思想によって、日
本だけでなく、中国にも「ある程度の革命が必要である。日中両国はそれぞれ革命を
経たならば、『自覚的な結合』が必ず実現できる(374)」。発禁処分の後、国内問題の解決
はまだ条件が備わっていないと認識した北にとって、まず日中連帯の思想に基づいて
革命を行いやすい中国で行動していくのが最良の選択と映ったにちがいない。従来の
史料によれば、北は中国に渡る前、かつて友人の柏倉一徳を訪ねて、以上の意思を次
のように語っている。「日本は今のところ行きづまりである。中国の革命が成功すれば
必ず日本にも影響がある。この意味からも中国の運動を助ける必要がある(375)」。それ
は、滔天の主張した「まず中国の革命を成功させ、その力で日本ないし世界を改革し
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よう(376)」という観点と期せずして同一であろう。 
②君主専制を打破しようとする中国革命は、北の主張した社会進化論に合致する。
彼は中国革命を明治維新の再現とみなしていた。「両者に共通するのは、中世を近代に
進化させ、国家を権力者の私有物から独自の生命をもった人格としたことである。政
体でいえば貴族国から民主国へ、国体に着目すれば家長国から公民国家への進化であ
る。思想面で言えば、君主主義から国家主義への進化(377)」であるため、それを世界革
命の一環として支援すべきであると北は考えている。 
③社会進化を目指して国家を変革しようとする目的、そして現政府に対する不満は、
北と中国革命派との共通点である。アジア諸民族が西洋列強に加えられた経済的圧迫
や軍事的侵略に陥っていたことを深く憂慮する革命派は、北と同じように、現下の守
旧的な官僚や特権階級に支配されている政府を打倒しなければ、西洋と対抗できない
と認識していた。これは、両者の相互共感を促すところの一つである。 
④現政府を打倒するために、暴力の手段を借りるほかないという革命派の主張と北
の「力の理論」との間には、共通の認識が存在する。北は『国体論』において、西洋
の侵略を撃退することも「亡国階級」を倒して理想的な国家をつくることも、強い軍
事力に頼らなければ実現できないと、暴力への崇拝を示した。これは、革命派におけ
る満州族の封建王朝を転覆させるために秘密結社や武装蜂起を画策している方法論と
の共鳴を誘引し、中国革命への好感が育まれてきたのである。 
いずれにせよ、北の思想理論は中国革命派の行動綱領と重なり合うところが多いた
め、それと親密になるのは比較的容易なことであったかも知れないと想定できる。そ
して、客観的条件も不可欠な役割を演じるであろう。20 世紀初期、科挙制度の廃止な
どを進めていた清国光緒帝の新政のもとで、政府留学生を含む中国からの日本留学生
が急激に増加しつつ、その人数は 1906 年に約 1 万 2 千人、1907 年に約 1 万人で、ピー
クを迎えた(378)。中国革命派は、この膨大な留日学生のグループを主幹として結成され
てきたものであるがゆえに、北を含む日本の志士との意思の疎通は極めて容易であっ
たと考えられる。 
なお、家族との約束にしたがって、もし著書が発禁されて印刷費を回収できなけれ
ば、一輝はこれ以上家の資産に頼らず自活しなければならなかったため、彼にとって
早急な資金源を探していくのは当面の急務となった。雑誌の編集や刊行を扱う革命評
論社は、恐らく文章に堪能な彼にとって最もふさわしい就職先であろう。そして、当
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時の日本政府は「支那の革命党を圧迫するのは将来の為め不利である(379)」と判断しつ
つ、できるだけ革命派との摩擦を回避するという政策を取っており、まだ彼らの在日
活動に干渉していなかった。そのため、『国体論』の過激な言論で警察のブラックリス
トに載せられている北にとって、革命評論社と中国同盟会における政治行動は比較的
自由に展開できるようになったわけである。 
 
1.3 同盟会内部の分裂 
革命評論社は中国革命同盟会の機関誌『民報』の事実上の別働隊であった。当時社
内の日本人は「滔天、萱野長知、池亨吉、清藤幸七郎、青梅敏雄、和田三郎の六人。
これに、のち平山周と北とが加わって、都合八人になった(380)」。そして、革命派の孫
文、黄興、留学生の魯迅など、多くの中国有名人も含まれていたのである。 
一方、中国革命同盟会は 1905 年夏、黒竜会の協力で広東省の興中会と湖南省・四川
省の華興会と浙江省・上海の光復会という三派によって創立した革命的組織である。
それは、孫文の提唱した「駆除韃虜、恢復中華、創立民国、平均地権」を綱領に採用
し、機関誌として『民報』を発行しており、のちに排満興漢という目的で中国各地で
民間の秘密結社と相互に提携して、様々な武装蜂起を画策していった。 
その排満興漢の主張は、本来、清末の民間における反政府主義者の持っている反清
復明という思想から由来したものであるが、当時中国の秘密結社との間に共感を覚え
やすい点が多く存在するはずである。だから「清朝を倒すことを至上命題とする革命
派にとって、『反清復明』、『反清排満』の現実と虚像が交じった秘密結社は、当然恰好
の同盟者であった(381)」といえる。 
この情勢の下に、興中会は三合会、華興会は哥老会、光復会は青幇、それぞれ親密
な関係を構築するようになってきた。孫文もかつては洪門致公堂の会員であったとい
う。その同時に、民間の秘密結社は革命派の思想の影響で、本来濃厚な宗教色を持つ
バラバラな組織から次第に一定の革命性が備わる団体となり、のちの辛亥革命期にお
いて大きな役割を担っていた。当時の状況に対して、北は後年の『外史』において、
中国革命派の思想を「満人の統治を排滅し漢族の復興に努めよといふ国家民族主義
(382)」としつつ、それが日本の明治維新と違って、「征服者の満州族に反抗する」とい
う強烈な漢民族意識に基づいて成立してきたものだと評価している。 
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1.3.1 内部矛盾の表面化 
しかし、中国革命同盟会の内部は決して一枚岩ではなかった。その性格は、「様々な
派閥や利益集団の便宜的な寄せ集めにすぎない不安定な政治組織であり、唯一の共通
綱領は満州人の清朝を打倒すべしということだけであった(383)」。蜂起地域の選択や革
命の方法論や革命後の方策論などをめぐる対立は、成立したときから持続している。
とりわけ国際主義を主張する旧興中会系の孫文の独裁的指導に対しては、民族主義の
旧華興会系と旧光復会系の反発がきわめて大きかった。こうして、同盟会の内部は次
第に孫文派と宋教仁派という両派に分けられるようになった。 
1907 年 3 月、孫文が日本政府から巨額の援助金を受けて離日したことによって、潜
在しつづける矛盾はついに表面化した。黒竜会の記録によれば、その際、孫文は日本
政府に「満州」の餌にして支援を要請したが、清国実権派の「慶親王は大いに驚き、
朝鮮から上京中の伊藤博文に親書を送つて、孫を国外へ放逐してくれと依頼して来た」。
内田良平は伊藤の「孫を自発的に退去させる策を取られたらよろしからう(384)」という
指示にしたがって、外務省から 7 千円を出させ、その 6 千円を個人の名義で孫文に与
え、1 千円で送別会を開いた。 
この事件に対して、宋教仁、張継、章太炎、劉師培らは、孫文が日本政府と汚い取
引を行っていたのではないかと疑い、「外国政府から金をもらうなどということは、民
族的恥辱だ(385)」と大きく批判した。これを導火線として、昔から存在している両派間
の矛盾が噴出した。孫は宋より、「西洋諸国との接触が多く、また経験も深かった(386)」
ため、アメリカ式の共和制を中国に実現させることを革命の目標をとしている。これ
に反して、宋は中国固有の歴史や国情に基づいて、統一的中央集権の東洋的な共和制
を強く主張している。そして、革命の実現方法における闘争も激しかった。宋および
宋の同志である譚人鳳は常に、「孫文が行っていた傭兵による軍事投機と外国援助によ
る革命戦略を、明確に誤りである(387)」と強く非難していた。この激化した内紛は、直
ちに北を含む日本人の同人に至るまでも巻き込んだ。宋教仁派を支持したのは北、「清
藤幸七郎と平山周と和田三郎とであった。一方、孫文を支持しつづけたのは、宮崎滔
天のほかに、萱野長知と池亨吉とであった」「内訌はその日本人部である革命評論社を
大きくふたつに割ったのである(388)」。 
では、何故に北は宋教仁派を支持したのであろうか。それは恐らく宋の革命思想が
彼の理論に比較的に近かったからであろう。つまりその見解では、孫は自国の伝統的
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な文化や歴史を無視して西洋諸国の制度をただひたすら模倣しているため、東洋諸国
を団結させることができない。孫は「アメリカ式の共和主義」の代表者にすぎず、「大
統領政治と連邦制を原則とする米国的夢想を輸入することは支那の禍なるべし(389)」。
その主張はあくまでも「米国的翻訳」であり、「各省分割的憲法」を強いるものとして
統一的中央集権の形成に不利であるため、国家の手によって理想的な社会をつくるの
は実現不可能となる。それは、北の理論にとって絶対に受け入れられないものであっ
た。 
一方、宋は「組織的頭脳と蘇張的才幹の誠に嘆賞すべきものを具備したりき」「冷頭
不惑の国家主義者にして生れ乍らに有する立法的素質は其の集団を組織するの任に当
りたりき(390)」。彼は外国からの援助を頼らず、東洋的な特徴のもつ共和制を提出して
おり、正真正銘の国家民族主義者として、中国革命の最も適任な指導者の資質が見出
されると、北は絶賛した。結局、北は西洋からの援助を頼らずに中国革命を成功させ
るために宋を支持したわけである(391)。 
 
1.3.2 革命評論社の解散と辛亥革命直前の行動 
同盟会の内紛の結果として、孫文はもはやそれ以上在日同盟会員に頼らず、シンガ
ポールを根拠地として南方華僑の財力を借りつつ広東省における武装蜂起を組織して
いった。一方で、宋教仁は同盟会幹事を辞して国内に戻り、上海において中部同盟会
を設立し、長江流域を中心として革命の局面を打開することを図っていった。その影
響で、『革命評論』は 1907 年 3 月 25 日に、第 10 号をもって廃刊となった。その後、
北は「張継と結ぶことによって、同盟会と接触をかろうじて保った(392)」という。 
1908 年春、早大を卒業した昤吉は、弟の晶作を田川大吉郎に託し、母のリクととも
に佐渡に帰郷した。一輝は一人で東京に滞在し、台湾総督府の退職官吏である黒沢次
郎の家で食客として浪人の生活を送っていた。のちに中国革命派と親しく付き合って
いる内田良平の好意により、辛亥革命の勃発まで客分として黒竜会の機関誌『時事月
函』の編集に従事しつづけていたのである。 
黒竜会をつうじて、北は革命派の同士たちと再び連絡する便宜を得たと考えられる。
その記録したところによれば、1910 年冬、日本に滞在した宋教仁は「上海で陳其美が
経営してゐる新聞社へ帰るといふので、清藤幸七郎や北輝次郎が『是非会つてやつて
くれ』と内田のところへ云つて来た。で内田は宋の為めに赤坂の峯の尾で送別を兼ね
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一夕の宴を開き、清藤や北もそこに列席して共に歓談を尽したが、宋は非常に喜んで、
其席上『実は革命の挙兵が愈々迫つて来たから帰るのである。挙兵の際には直ぐ電報
を打つから極力援助を願ふ』と帰国の事情を打明けて豫め援助を依頼した(393)」。その
後、北らは大陸からの挙兵の情報を待ちつつ、中国政局の激変に身を投じるために積
極的に準備をしていたわけである。 
 
1.4 辛亥革命の嵐 
1911 年 5 月、清国政府が四川省内の鉄道に国有化政策を実施することに対して、四
川省を中心とする多くの民衆は強く反発し、いわゆる保路運動を展開した。張之洞は
命令を奉じて湖北の新軍を率いて鎮圧に向かったため、武漢の防衛は一時弱まった。
革命派はその好機をつかんで、10 月 10 日に武漢において武装蜂起を行った。これをき
っかけとして、辛亥革命は勃発し、華中と華南では革命派優位のうちに情勢が推移し
はじめた。 
10 月 19 日、宋教仁は上海から内田良平のもとに「愈々事を挙げるから誰か寄越して
くれ」という電報を送り、黒竜会の援助を頼んできた。対応として、内田は北を自宅
に招いて革命の情勢や蜂起援助の方法をめぐって相談し、前からの約束にしたがって、
宋と「若い同志の最も気の合つてゐた間柄」である北をまず黒竜会派遣の第 1 号人物
として、中国に行かせることになった。北は借金や荷物の準備を整えて、1 週間後に東
京から出発し、長崎を経由して 10 月末上海の松崎洋行に到着した。そこには、宋の手
紙が一通残されている。「自分は漢口に行く、君は茲に着いたら直ぐ漢口の露西亜租界
賓善里二十号広恵公司に来てくれ(394)」と。しかし、そのとき北の旅費はまだ整わず、
武昌に渡ることの困難で上海に暫く止まらざるを得なかった(395)。 
11 月 1 日、上海に滞在している北は、まず中部同盟会の機関誌『民立報』の主任で
ある陳其美に会って、革命の情勢を具体的に把握し、早速上海において武装蜂起を組
織して長江の下流域地区で新しい革命の拠点を樹立するのが当面の急務であると建言
した。そのために、北はまた内田の紹介で、当時の上海駐在武官の本庄繁（満州事変
当時の関東軍司令官）を訪ね、軍事的援助を依頼した。本庄は「偽名を用いて、個人
的に革命派の支援に力を貸していた(396)」。数日後、革命派の上海占領政策は順調に実
行に移されて、4 日に「上海光復」が実現された。 
8 日、北は本庄に用意された舟で長江に沿って宋教仁のもとへ赴いていく。南京を経
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由して武漢に着いたのは 12 日であった。北は「支那語は一切解せず(397)」であるため、
宋と日本語で語り合った。当時、新軍を率いている実力派の袁世凱は清国政府の要請
で再び出馬し、革命派に大きな軍事的圧力を与えたことで、武漢の革命軍は蜂起後わ
ずか 1 ヶ月で、不利な状況に転じてしまった。その情勢について、宋は北と相談し、
武漢の衰勢を救うために革命の中心を南京に移すほかないと決定して、翌日、二人は
早速南京に向かった。 
しかし、南京の状況も悪化した。革命派の勢力は政府軍に撃退され、入城する者の
中で、断髪した者は不審者として「処を論せず殺す」ということになった。城外に止
まった宋、北らは、日本領事館の馬車で入城せざるを得なくなったが、「途中一兵士が
青龍刀を携へ靴音荒く突然車台に飛び乗つた。北は宋から托された各省同志の名簿及
び電報暗号等を胴巻に隠して居たので、真に其胆を冷やしたが、それは此の馬車が日
本領事館へ行くのを保護するためであつたことが分つた(398)」。北は内田への報告にお
いて、この「黄竜旗を持てる満兵、生の乗れる馬車に陪乘す」ることが「天下の噴飯
事(399)」であったと述べている。 
その後、北は再び上海に戻った。内田との交信は現存資料では 1912 年 3 月 13 日で
切れているため、のちの行動は現在に至るまで十分に明らかになっていない。しかし、
これ以後の北は、上海と南京との間を奔走しつつ、宋の革命事業を支援するために様々
な行動を取っていたことは容易に想定できるであろう。 
 
1.5 辛亥革命期における北の「アジア主義」 
辛亥革命期に北が残した記録は残念ながら極めて少なくて、ただ内田良平や黒竜会
派遣の第 2、3 号とする清藤幸七郎、葛生修亮宛で送った電文、手紙しか存在しない。
ここではその記録を参考にしつつ、当時北における「アジア主義」傾向の特徴を解読
してみたい。 
1911 年 11 月 16 日に江蘇省の鎮江滞在中の北は、葛生に送った手紙において、自ら
が中国人と見誤られたことについて、以下のように述べている。「南京へ下る船の中で、
清兄宛の文を書いて居ると海軍大尉君やつて来て、生を支那人と睨んだと云ふ噴飯事
を書き添へた。すると船長君が来て其室に御来遊を請ふと云ふので、行つて見ると、
果たして『焉れか御身の上御明かし下さい』と云ふ。露出しの生だ。『正銘の日本人な
り。憚りながら、支那語など一も知らず』と答へてやつた」「南京領事館に入つても、
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書記生君僕が日本人なりと云つても『御じやうだん仰しゃつちやいけませぬ』と云つ
て承知しない。『領事館までだましちや困る』と馬鹿念を押して漸く分つた。この滑稽
事は僕が度々云ふやうに支那革命の中心が日本留学生に在り、其等が悉く日本的頭脳、
行動、風彩にして、生の如く、同志と一処になつて行動する者は、立派な日本人でも
判別できぬからである(400)」。 
ここからは、以前から持続している大陸浪人と中国革命派との共通性・親近感がう
かがわれる一方で、留日学生を中心とする革命派が日本化されたということが、北の
思想に潜在する日本人としての優越感を呼び起こしたことが感じられる。 
また、清藤宛での手紙において、北は言う。「彼等の幹部を見よ、思想が日本人であ
る如く、顔が全く日本人である。敵軍の丸を当にして空銃を提げて躍り込む如き全然
日本人的行動である」。なぜならば、「直裁簡明に単刀直入的なる革命党の一般的気風
は、実に日本教育より継承したものである」。結論としては、「日本は革命党の父であ
る、新国家の産婆である、日本の教育敕語は数万全漢民の代表者の上に此の大黄国を
産むべき精液として降り注がられたものである」「革命党の年少者が日本的思想を有し、
日本的風采に化し、日本的行動を取りつゝある事実は直ちに新国家の政策も国風も日
本的であることを証明して居る」「只万々一列国の或者が野心の牙を露はしたる時、我
が愛児なり一指を触るゝものは我が敵たるべしと宣言して、前に立ち塞つて蔽ふだけ
の覚悟があればよろしい(401)」。 
すなわち北にとって、中国革命の成果は日露戦争以来日本からの啓蒙や教育の影響
に帰結されるべきものである。言い換えれば、革命の展開も今後新政権の樹立も日本
の指導のもとで行わなければ順調に実現できないという含意がそこには込められてい
るであろう。これは、その「アジア主義」的な側面における日本盟主論の要素がいっ
そう強まって、辛亥革命期の実践を通じて、定着化に向かいつつあったのだと評する
こともできよう。 
なお、当時大陸浪人の一般的認識では、中国は列強に圧迫された弱国ではあるが、
今後日本の拡張を妨げる強国となる恐れがあるという「連立不等式の変数(402)」として
の存在である。こうした矛盾を解決するために、北は、辛亥革命が成功した後、中国
で日本と親しくしている革命派に頼って親日的政権を樹立させ、アジア諸国を解放す
るために一緒に西洋と対抗することを名目に、中国政府に日本の指導を加えることを
考えている。この中国を日本によって同化する発想は、「覇権的戦略における不可欠な
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もの(403)」であり、彼における中国革命に積極的に関与した政治的意図の一つかも知れ
ない。これは、北の「アジア主義」における東洋覇権主義的性格の明確化過程の中で
重要な役割を担っていたものである。 
 
1.6 革命の挫折 
1911 年 11 月、袁世凱は新軍が圧倒的優勢で武漢に攻撃している最中、突然攻撃中止
の命令を下して、革命派と和議の交渉に入った。翌年 2 月 12 日、最後の皇帝愛新覚羅・
溥儀は袁の圧力で正式に退位を宣告し、清国はついに滅亡した。 
この際、袁は腹心の排日イギリス人記者モリソンを南京に派遣し、革命派内部の対
立を巧妙に利用して 30 万元で買収工作を進めていた。その結果、野心家の袁は 3 月 10
日に、中華民国第二代臨時大総統に就任して、革命の果実は彼に盗み取られてしまっ
た。8 月、宋教仁の指導によって、旧同盟会系の穏健勢力は国民党を結成しており、議
会選挙で第一党となった。農林総長に任命された国民党の中心的な人物としての宋は、
「内閣が議会に責任を負う責任内閣制を定め、袁世凱のもつ行政権を民主的に制約す
ること(404)」を図っているため、袁の敵視を招いてきた。1913 年 3 月 6 日、臨時約法に
より間もなく内閣総理に就任する宋は、袁の招きに応じて北京に出発しようとすると
き、上海北駅で袁が放った刺客に背後から射殺され、出血多量のため 22日に死亡した。 
北の政治理想においては、革命の主導権を握った親日派の宋が中国革命の指導者に
最適な唯一の人物であるため、その死は、理想に莫大な打撃を加えたことに疑いがな
い。結局、彼は激怒しながら暗殺の首謀者を探し始めた。その主張によれば、袁が従
犯にすぎず、主犯が宋の成功を妬んだ陳其美と、その背後にあって暗殺をそそのかし
ている孫文にほかならなかった。 
そののち、袁は続いて宋の残党を取り除くために、在上海日本総領事館に圧力を加
えて北を中国から追放しようと秘密裡に要求した。4 月 8 日、総領事有吉明は「暗殺嫌
疑者ハ之ガ凶行ニ関シ邦人ト通謀ヲ為シタル事アル旨黄興ニ密告シタルモ、全然耳ヲ
仮スニ至ラザリシ結果、更ニ之ヲ当各国居留地警察ニ密告シタル事件アリ(405)」という
理由で、北に 3 年間の退去命令を伝えた。北の友人である譚人鳳はその情報を受けた
とたんに、すぐ領事館に駆けつけて、命令の取り消しを頼み込んだが、有吉にきっぱ
りと拒否されてしまった。 
一方、北自身も意気消沈して、一緒に湖南省へ行って挙兵しようという譚の提案を
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謝絶し、悄然と帰国した(406)。彼における「中国に親日的政権を樹立し、日本の指導で
西洋と戦わせようとする」理想は、頼られるものがほとんど失われてしまったため、
中国での行動はこれで一段落を余儀なくさせられたのであろう。 
 
第 2 節 『支那革命外史』と東洋覇権主義的な特徴 
1913 年 5 月、上海から帰国した北は東京の昤吉宅に戻って、苦しい生活を送ってい
たが、間もなく雑貨屋を経営している友人の今野某から資金の援助を受けたため、生
活の危機が解消され、青山 4 丁目の新居に移った(407)。同年 8 月、第二革命に敗れた中
国革命派の張群、譚人鳳らは日本に亡命し、北の周りに集まってきて、同志間の交流
が再開するようになった。 
当時袁世凱が革命の成果を盗み取って政権を独裁的ににぎっていたことに対して、
革命党のみならず、大陸浪人の中でも失望感があふれていた。しかし、北は革命が未
だに失敗するには至らないと認識している。彼によれば、「古今凡ての革命運動が実に
思想の戦争にして兵火の勝敗に非ず」「『排満革命』は『興漢革命』の前提的運動にし
て、袁世凱に対する革命党の抗争は亡国階級と興国階級との革命的決勝の継続戦なれ
ばなり(408)」。 
つまり、満州族の清朝を打倒した後、政権は再び漢民族の手に戻ってきて、革命の
第一歩は実は無事に実現されたのではないかと考えていたわけである。そして、今の
中国を実際に支配しているのは漢民族守旧派の袁であるといえども、近代の新思想が
すでに全国に広まっていたため、これから革命を繰り返して行って「亡国階級」を掃
蕩すれば、完全な成功に至ることができると彼は信じていた。 
それゆえ、北は帰国しても相変わらず中国情勢への関心を持ち、日本政府に革命を
支援させるように様々な行動を取っていた。1915 年から 1916 年に至るまで、北は当時
の総理大臣大隈重信と外相石井菊次郎の要請に応じて、中国革命の事情及び自らの経
歴や感想をまとめ、『外史』を執筆した。以下は、『外史』の内容を参考にしながら、
辛亥革命の影響を受けた北の思想とりわけ「アジア主義」的な側面の特徴を解明して
みたい。 
 
2.1 『支那革命外史』における北の思想 
この大作は 20 章から構成されており、第 1 章から第 8 章までの前半と、第 9 章から
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第 20 章までの後半に分けられる。前半は 1915 年 11 月に起稿され、1 ヶ月後完成した
ものである。これは『支那革命党及革命之支那』という表題で当時日本の朝野に配布
された。その後、袁世凱の帝政を反対する第三革命の影響で、執筆は一時中断したが、
1916 年 4 月から再開して、5 月 22 日に第 20 章までの後半はようやく書き上げられた。
同書において、北は中国側の孫文、宋教仁、譚人鳳、袁世凱ら、日本側の頭山満、犬
養毅、内田良平を中心として人物評を行った一方で、辛亥革命の経緯や革命後の方策
論や日本政府の外交政策などについて自分なりの見解を出した。 
 
2.1.1 中国革命の本義 
北はまず孫文のとなえたアメリカ式の共和制が中国革命の「本義」ではないと指摘
した。「孫逸仙の米国的理想は革命党の理想にあらず」「米国的大統領責任制と、統一
的要求に逆行せる各省分割的連邦論とによりて支那共和政の根本理想を誤解せしむる
は尚忍ぶべし。彼の革命運動が亦米国的翻訳に捉へらるゝより、世人をして終に幾多
憂国の士の意気精神を軽侮せしむるに至るものあり」。なぜならば、中国と「米国とは
全然建国の精神より別個のものなり」「全く自由と正反対なる服従の道徳即ち親に服し
君に従ふ忠孝を以て家を斉へ国を治め来れる者、被治的道念のみ著しく発達せる歴史
の下に生活する国民なり」「各省の頑強なる団結力が其実却て国家的統一の第一歩なる
ことを反対に解釈して、其の土音の相違を示し排他の慣習を挙げて恰も翻訳的連邦論
に裏書きせんとするが如きは遺憾なることなり(409)」。 
つまり、中国はアメリカと異なり、昔から中央集権的統一という伝統を持ちつつ、
そして各省が言語や習慣の相違によって排他的感情が強いがゆえに、アメリカ式の地
方分権・自治を輸入すれば、再び分裂の状況を引き起こして外国の干渉をもたらすに
決まっているというのが北の持論であった。 
そのうえで、彼は革命の「本義」について論議を展開した。「革命の支那は其の覚醒
に於て恰も日本の其れに国学の復興ありしが如く、固より其れ自身の国粋文学に依る
東洋精神の復活に在り。而も其の復活を促進し鞭撻し東洋魂の溌刺たる光輝を示し
つゝ鼓励したる者は日本及び日本の思想なり(410)」とあるように、中国革命は日本の影
響で、自らの伝統や国民の精神を基礎として成立したものであるため、新国家の建設
は西洋の模倣を避けて、自らの国情に相応しい東洋的な思想を保ちつつ国家民族主義
を中心として推進しなければいけないと強く主張されている。 
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2.1.2 「東洋的共和政」と日本の外交政策 
北の見解では、宋教仁は東洋革命思想の代表的な人物である。宋は「冷頭不惑の国
家主義者にして」「革命指導者等の最も能く覚醒したる当時の十二年間に於て、彼の完
璧なる国家主義は太炎の国粋文学張継の雷霆的情熱と相並んで如何に遺憾なく革命党
の理論と情熱と組織とを作り上げしぞ」。彼の死去は、孫における西洋式の共和制思想
と対立する中国新政権の東洋主義的な発展に大きな打撃を与えた。その後任者は、宋
の遺志を継承し、「投票万能のドグマに立脚する非科学的非実行的なる白人共和政」と
明白に一線を画して、「天命と民意の上に立たしむる」「『東洋的共和政』(411)」を樹立
すべきである。 
とりわけ、北は「現実の支那はバラバラであるが、それを克服して東洋的共和制を
打ち立てるためには、蒙古モデルに学べとユニークな提案を行っている(412)」。彼は言
う。「支那の共和政が其の大総統を白人の如き選挙運動と議員の投票に求めずして天命
と民意の上に立たしむることは、不肖是れを彼と区別せんが為めに『東洋的共和政』
と名けざるを得ず」「『東洋的共和政』とは神前に戈を列ねて集まれる諸汗より選挙さ
れし窩濶臺汗が明白に終身大総統たりし如く、天の命を享けし元首に統治せらるゝ共
和政体なり」「真の革命的統一者が必ずや袁輩を千百倍せる一大専制家」として、「刃
に衂りて得べく、又衂れる刃を提げて保たざるべからず(413)」。 
すなわち、中国は伝統的な東洋思想を堅持しつつ、西洋式の投票ではなく、昔のモ
ンゴルのように推選で大統領の人選を決定して、自由の基礎上に建てられた専制によ
って全国を強力に統一し、また自由を保護していくという「東洋的共和政」を確立し
なければ、現下の危機を根本的に解除させることができないと力説された。 
一方、当時日本政府の外交政策に対して、北は批判的な態度を取っている。彼によ
れば、西洋列強の侵略的政策を真似して日英同盟を維持し続けることは、日中関係に
悪影響を及ぼし、中国の排日感情を引き起こしてきた根源である。そしてこれは国民
心理の問題に源を発したものにほかならない。「劣弱者を侮蔑するの心は即ち優強者に
拝跪する奴隷の心なり(414)」。したがって、解決策として、日本政府は革命後の新中国
に対する外交政策を一変すると同時に、中国の排日を招いた日英同盟と日露協約とを
断固として廃棄し、「東洋的共和政」の中国と一緒に「日支同盟」を組織して、日英戦
争と「露支戦争」で英露勢力を東アジアから追放すべきである、と論議されている。 
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2.2 「日支同盟」思想における東洋覇権主義 
しかしながら、この「日支同盟」の主張からは、逆に北の「アジア主義」的な発想
における東洋覇権主義的性格の明確化が窺われるようになる。 
そもそも「覇権主義」という用語は、第二次世界大戦の直後現れた新造語であり、
初めて登場したのが 1970 年代、中国政府の「『レーニン主義なのか、それとも社会帝
国主義なのか』と題するソ連批判論文」であった。その定義としては、「大国または強
国が小国や弱国を侮辱、干渉、侵略、支配して、世界に覇を唱えようとする思想、政
策、活動の総体」「また地域規模でも適用されるにいたった(415)」、ということである。
つまり、覇権主義というものは、ある地域内、ないし全世界において政治、思想、経
済、軍事の上で絶対的な優越権を持つことを目指す一方で、他勢力の影響をこの地域
から完全に排除しようとする、という二つの基本的な特徴を有する。『外史』における
北の「日支同盟」の発想は、こうした思想的特徴をもちつつ、東アジアで「日本の覇
権下の平和を樹立する戦略を構想した(416)」ものであるがゆえに、彼の「アジア主義」
は東洋覇権主義的性格が次第に明確化してきたことが想定できるであろう。以下は、
対内的と対外的という両側面から検討を展開し、その特徴を把握してみたい。 
 
2.2.1 対内関係における東洋覇権主義的な特徴 
当時の日本においては、「支那分割論」的な言説が少なくなかった。その代表的な人
物の一人は、北の友人でもある永井柳太郎であった。永井によれば、「蒙古をシンヂケ
ートに売却せしむるか、若しくは世界の競売に附せしめ」「蒙古にして国際シンヂケー
トの経営する所とならば、その外交的地位は必ずや中立地帯たるに至るべく、支那は
自から北辺の大患たる露国と直接その境を接するを免るゝを得ん」「これ医師の局部を
切断し、以て全身の死を救ふに似たり(417)」。また、有名な東洋学者の内藤湖南も、「支
那の領土問題は政治上の実力の方から考へて、今日縮小すべきもの、五族共和と云ふ
やうな空想的論議に支配されずに、実際の実力を考へて、寧ろ其の領土を一時失って
も、内部の統一を図るべき(418)」であると指摘した。 
こうした言説に対して、北は『外史』で痛烈に批判している。「蒙古一角の喪失は即
ち全支那の割亡を結果す」「満蒙回蔵を放棄して十八省本部の治を図るべしと云ふが如
き一顧の値なき愚論」「是れ四肢を切断して口腹の生存を続けよと云ふもの。唇亡びて
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歯寒しの論法に従へば四肢なきの肉塊は鳥雀の啄ばむ所とならんのみ(419)」。 
これは一見したところ、中国革命派の領土主権統一という主張と同調したものであ
るが、実は微妙な目的が内蔵されているかも知れない。北によれば、「日本の興国的思
想は遺憾なく彼等（留日学生－筆者注）自身の東洋魂を覚醒せしめ、彼等は其覚醒に
よりて日本の興国学を直ちに革命哲学として受取りたりき」ということで、日本の教
育を通じて日本の思想を受けた留日学生を主体とする革命党は、中国全域を革命の政
権下に統一し、ひいてはそれを日本化させるべきである。中国が分割されてバラバラ
の状況に陥っていたら、目標の実現は不可能となる恐れがある。 
加えて、北の場合では、中国の領土統一には「満州」が含まれていないのである。「支
那は外蒙古と共に内蒙古を得べし。日本は南満州と共に北満州を得べし」「日本自身が
朝鮮と日本海の防備の為めにバイカル以東黒竜沿海の諸州を領有すべき(420)」である。
彼に言わせれば、ロシアの南下を防止し中国の完全無欠を確保するために、黒竜江・
吉林・奉天を含むいわゆる東三省の全域ないしバイカル湖以東のロシア領土は日本に
任せるべきである。こうした「満州領有論」は、中国統一論の主張と明らかに背馳し
ているものであろう。これについて、萩原稔氏は「中国が列強の侵略の危機に直面し、
満州においても他国」「の跳梁跋扈を抑える『力』が存在しない(421)」という軍事的理
由で、北が日本の「満州」領有を提出したのではないかと解釈した。しかし、当時の
時局的背景から考えてみれば、おそらく結論はこの点のみに限ったことではない。 
①まず「満蒙特殊論」という潜在的意識は軽視できない役割を果たした。近代の日
本では、中国が「中国本土」と「満州」という二つの地域に分けられて認識されてい
た。歴史学者が「中国」と「満州」とを別個な地域として考察を行ったことも決して
珍しくなかった(422)。また、一部の中国国民までもこれに黙認の態度を持っていた。中
国統一の主張者としてあるまじきことであるが、孫文をはじめとする一部の革命派で
さえ、かつて「満蒙は日本に領有されても構わない。中国革命の目的は排満興漢であ
り、長城以内の中国で建国しても差し支えない。日本の支援を希望する(423)」と、日本
政府が革命を支援すれば、代償として「満蒙」を入手しても異議を申し立てないとい
う意思を示した。 
第二革命期に、孫は再び井上馨、森恪らの日本政府関係者と密談して、2 個師団の兵
器や附属装備及び 2 千万円の現金という条件で「満蒙」を交換しようとする案を提出
したこともあるという。それらの記録の真偽がまだ解明されていないにもかかわらず、
 147 
当時、日本からの支持を獲得するために、革命派が少なくとも条件付きで若干の「満
州権益」を主動的に放棄しようとしたのは事実であろう。こうして、「満蒙特殊論」は
いっそう普及していくことになった。この世論のもとで、北における「満州特殊」と
いう認識は次第に増幅しており、ついに「満州領有論」の思想的基礎となったことが
考えられる。 
②当時の大陸浪人の中で、中国革命は日本の明治維新と違って、「『征服者』である
満州族に対する『被征服者』漢民族の抵抗(424)」であるという認識が一般的であった。
これは、革命運動が日ごとに白熱化してくるとともに「満州人」に対する嫌悪の情緒
ないし蔑視に転換した。たとえば、同じく中国革命の渦中に身を投じた萱野長知は『革
命潮』において、「満州人」が明朝末期に「山海関を越えて南下し」、中国を「侵略」
したと述べ、「満州人が彼等（漢民族－筆者注）の住居に放火しあるいはこれを掠奪し
彼等に満州の衣裳を纏うことを強制した。辮髪をつける命令に従わないというので数
万人が殺されたと推定されている」「支那侵略にあたっての彼等の行動を誌した支那人
の書籍文書を破棄焼却し、かくて被征服人民を出来るだけ無知にし(425)」た、と憤慨し
ている。こうした強い排満意識のもとに、「満州人」と「満州」とは実は、ある側面か
ら「非中国」のラベルを貼られたと想定できる。これに対して、北も同感であり、友
人の清藤（幸七郎）宛の手紙において、「満州土人が治者であるならば政策も国風も奴
隷的のもの(426)」となるおそれがあると不安に述べ、「満州」と中国の本土とが絶対に
満州族の無能者に任せられないという意思を表明した。 
③しかし漢民族に対しても、北は肯定的な態度を取っていなかった。「日本が已に早
く旭日の興運を迎へたるに係らず、支那の今日尚亡国の淵を渡らざるを得ざる所以は、
一に文武の二途に別れたる国民の心的傾向に存す」「支那の文弱による亡運は孔教に在
り(427)」。とくに満清政府や北洋軍閥との数度の戦いの中で、「孔教（儒教）」を信仰し
ている漢民族を主体とする革命派には、従来の「文弱の気風」がしっかり存在してお
り、軍事的能力が非常に低下するという致命的な欠点が余すところなく暴露されてし
まった。したがって、アジア盟主の日本の「援助」「保護」がなければ、漢民族の国家
は西方の侵略から「満州」を守るどころか、自らの独立でさえ保障できないだろうと
北は結論した(428)。 
その見解によれば、満州族は中国全体を壊した無能者であり、「満州」を守る資格を
失った一方で、文弱の漢民族は今のところ、軍事的能力が非常に不足している無力者
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であり、「満州」を守る資格もない。そうすると、「満州」を守る「正義の使命」は、
アジア盟主の日本により担われるほかない。こうした過程を経て、北なりの「満州領
有論」が生じてきたわけである。 
いずれにせよ、少なくとも「日支同盟」の対内関係からみれば、北はまず西洋列強
による分割を阻んで中国を全般的に日本化させるために、領土統一論を支持した。こ
れに続いて、「満州族無能、漢民族無力」という理由で、中国の「満州」における領土
的主権を無視し、日本の支配下に置こうとする主張を出した。これは、東アジアにお
ける日本の絶対優越的地位を図るものとして、北の「アジア主義」における東洋覇権
主義的性格の明確化を示している。 
 
2.2.2 対外関係における東洋覇権主義的な特徴 
「日支同盟」の対外関係は、主に対英露開戦、日米経済同盟という二つの形で現れ
ている。北に言わせれば、英露両国は日本と中国とを兄弟喧嘩させようとするもので、
「支那が同文同種の誼に背きて排日を叫んで止まざる所以は」「国家の存立上日英同盟
の日本を排し日露協商の日本を排するもの。断じて自己等の盟主としての日本を排す
る所以に非ず」「露西亜の北亜細亜侵略は前門の虎」「英国の南亜細亜経営は後門の狼」
である。それゆえ、英露勢力は日本と中国との共同の敵として東アジアから追放され
なければならない。「支那はまず存立せんが為に、日本は小日本より大日本に転ぜんが
為に、古今両国一致の安危を感ずる斯くの如き者あらんや(429)」。 
こうした英露勢力を駆逐する主張は、北における日本帝国主義への容認と結びつい
て、英露両国と一連の競争を展開して東アジアの覇権を図ろうとすることを目的とす
るものとなった。『外史』において、北は次のように言う。「実に支那の英国を駆逐す
べきことは、唯日本と英国との覇権争奪に於て日本を覚醒せしめ後援すれば足れり。
英国がスヱズ以東に威権を振ふことが東洋の英国を自負する日本と両立すべからざる
覇権の衝突なることは明白なり」「今の『小日本』が『大日本』として覇権を確立すべ
き領土を英国の持てる者に奪はずんば行く所なきを以てなり(430)」。つまり、日本の覇
権樹立にとってイギリスが最大な障害であり、将来中国の親日的政権が日本の後援と
して一緒にイギリス勢力を極東から追放すべきだと説かれている。これは、覇権主義
の独占的、排他的な特徴と一致するところである。 
また、日米関係について、北は日米経済同盟の主張を出した。「実に『日米経済同盟』
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は大戦中に於て固より決行すべきものであった」「『日米経済同盟』の一事を決行する
ことは政府及び国民の国家的大義務となつた。是れ日英同盟より日米同盟に転向する
槓杆である」「米国より保証金を日本の兵力下に供託せしむることなりとす。仏蘭西の
資本に於ける露西亜の陸軍と云ふ関係が露仏同盟なり。即ち米の対支投資は支那保全
主義に対して日米間を不可分的同盟たらしむるものなり(431)」。これは一見したところ、
従来の反西洋的性格と背馳したものであるが、しかし必ずしもそうではないであろう。
私見によれば、北が日米経済同盟を主張した本当の目的はおそらく、以下の 3 点に求
められる。 
①青年時代、北は「商工を以て戦ふ戦闘の更に残酷なるに思ひ到れ」、列強が「広大
なる領土により、関税の塁を築きて其激甚なる経済的戦争を戦ひつゝあるの時。粟大
の嶋国が奈何ぞ商工に於て立つを得むや(432)」と憂慮していた。これは、『外史』まで
持続している。彼は、一方で対外拡張によって経済的劣勢を打破することを期待して
おり、他方で東アジア経済の主導権を握って対外戦争を維持するために、日米経済同
盟という形でアメリカの急速に増強してきた経済力を借りることを考えている。 
そもそも当時、資源や国土に乏しい日本は、経済的競争において絶対的な劣勢にあ
ったのみならず、自らの目標を実現するための物質的基礎そのものにも脆弱性が存在
した(433)。それゆえに、中国の経済に根本的な影響を与えるどころか、自国自体が国際
社会の残酷な経済的競争において手が回らず、生き残りにくいという状況に陥ってい
た。この点について北も認めている。結局、経済力不足の現状を改善するために、彼
は米国に助け船を求める合図を送らざるを得なかった。これは、彼の「アジア主義」
的な側面に染み込んでいる深刻な資源危機意識を示したものである。 
②先行研究から言われているように、日米経済同盟は英米関係を離間して、対英開
戦の戦略的準備を速める恰好な手段であった。北は「夷を以て夷を制す」という立場
に立脚し、「英米の割裂。延ひて英米相屠るべき第二世界大戦(434)」を期待している。
その考えによれば、「アメリカが東洋に進出するのは英国の植民地に手をのばせない不
満からだ」「英米を離間しえて、米国とのあいだに『英帝国分割』同盟を結べさえした
ら、日本にとって、この世に憂いはなくなるのである(435)」。本来英米間に存在してい
る矛盾を利用して日米間の同盟をつくれば、国力が急速に増強してくるアメリカとの
戦争を回避できるようになる一方で、イギリスを戦略的に牽制する役割が果たされる
ようになる。それは、対英戦のための世界戦略の一環として、日本がイギリス勢力を
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東アジアから排除して覇権を奪い取ることにとって有利だと北は認識した。 
③日米経済同盟によって、日増しに高まってくる排日運動を抑え、中国政府の親日
化を強めようとする意図が潜在している。北の見解では、当時中国の排日的情緒が英
米に陰で操られたものであるがゆえに、中国の排日派は日米の協力を見たら、必然と
して「雲散霧消」になり、さらに親日派の勢力は大幅に伸びて、中国はその手に落ち
るはずである。これは、「日支同盟」の対内関係における、中国を全面的に抱き込んで
同化する目的とも相互関連するものであろう。 
いずれにしても、「日支同盟」の対外関係からみれば、北の対英露開戦の主張は、東
アジアにおける他国の勢力を追放することによって、日本の排他的・独占的な地位を
確立することを目的としているものであったと分かる。そして、対英露戦争の勝利を
収めるために、日米経済同盟が提案された。北によれば、アメリカと同盟を結成すれ
ば、日本の経済力の不足が補われる一方で、イギリスを牽制し、中国の排日を抑える
ことまでも実現できるようになる。その「アジア主義」的な側面における排他性、東
アジアに対する支配的欲望などは、覇権主義の特徴と合致する点にほかならなかった。 
 
2.3 北における「アジア主義」的発想の特徴 
ここまで見てきたように、もともと北の問題関心は国家改造、ナショナリズムなど
に集中していたかも知れないが、それは常に当時の世界情勢のもとで、アジアとヨー
ロッパ、東洋と西洋、あるいは黄色人種と白色人種との関係性といった問題に結びつ
けられていたため、結果的に、彼の発想が反西洋という媒介項を通して「アジア主義」
的な側面を帯び始めることになるのもある意味で当然のことであったと考えられる。 
そして、早くも 1903 年前後の北の論説より、このような特徴を既に窺うことができ
る。それは反西洋的性格、日本盟主論、人種論などを混淆しつつ、国家改造思想と相
互関連しながら生まれ、のちに日露戦争や辛亥革命など特定の時局的状況に対応しな
がら、また北自身におけるアジアやヨーロッパに対する捉え方の変化とともに、＜調
整＞を加えられていった。 
具体的に言えば、まず日露戦争期に国内外における一連の激変で、国家主義・帝国
主義の要素は急速に補強され、北におけるアジアへの視点に大きな影響を与えた。こ
れは、「日露三論文」における北の論述で明らかにされたところでもある。日露戦争後、
北の「アジア主義」的発想の特徴は『国体論』の諸主張からうかがわれるが、すなわ
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ち、①強きをくじき弱きを助ける主張は、利己の国家主義・帝国主義の要素の支配下
で、反西洋を媒介に「アジア主義」的な側面と結合し、日本帝国主義の私欲を満足せ
しめていく志向性が前面に現れてくることになる。②日露戦争期にロシアを敵対国家
として見なしたことにより、反西洋的性格は一時強まっていたが、これは日露戦争後、
大幅に弱まった。③暴力への盲目的な崇拝、「力の理論」はその時点から北における「ア
ジア主義」的発想の一部となって、のちに暴力の手段で清朝政府を打倒する中国革命
派との共鳴、中下級青年将校の力を借りて国家改造を図ることに大きな影響を与えた
ことが考えられる。 
辛亥革命前後、中国革命派の内部分裂に際して、北はまた、孫文派と対立する宋教
仁派の東洋式の革命思想に接近し、再び反西洋的性格の強化を示した。彼は中国革命
に身を投じたと同時に、日本人としての優越感、中国人の無能と文弱を深く認識した
ことで、いっそう日本盟主論を確信するようになった。 
こうした過程の中で、北は自身におけるアジアへの志向性─つまり先行研究が「ア
ジア主義」と命名してきた部分─の本質を自覚的に意識できず、彼の「アジア主義」
的な傾向性がむしろ東洋覇権主義に近いものであるということは次第に明確化してき
たわけである。 
とりわけ『外史』から読み取れるように、北は「日支同盟」の対内関係において、
中国を全般的に同化させて西洋列強による分割を防止するために中国領土統一・保全
を主張した一方で、「満州族無能、漢民族無力」という理由で中国の主権を無視し日本
の「満州領有」を要求して、東アジアを範囲として日本の支配的・覇権的地位を図っ
ていた。対外関係においては、アメリカと経済同盟を作って覇権競争の相手である英
露両国を牽制すると同時に、中国経済への支配を強化し排日派を抑えて、対英露開戦
によって日本の排他的な覇権を実現することを目的としていた。 
のちの二・二六事件の調書では、日中間の同盟について、「最大強国と最弱小国との
同盟は実質に於て支那が日本の保護国たる事を意味して居ります(436)」と北自身も承認
したように、「イギリス戦とロシア戦を起こし、アジアで日本を中心とする秩序をうち
たて」「満州を中国から切り離し、日米による経済的援助で親日政権を扶植し、中国本
土を日本の保護国、ないしソ連にあたる前衛にさせることが北の中国論の眼目(437)」で
あった。結局、北における「アジア主義」的発想とは、中国を後援として、その資源
を利用しながらアメリカの経済力に頼り、イギリスやロシアと東アジアの覇権をめぐ
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って一連の争奪戦を展開すべきであると鼓吹する、一種の非現実的な東洋覇権主義的
性格を示すものであったといわざるを得ない。 
はじめに述べたように、北一輝はしばしば「アジア主義」者と見なされてきた人物
である。確かに彼はその生涯を通して様々なかたちでアジアと関与し、アジアを視野
に収めながら彼自身の議論を展開した。しかしながら北の構想したものは、あくまで
も「日本」を中心に据えながら西欧と対抗するための、手段としてのアジアの秩序で
あったと考えられるのである。 
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第 7 章 長野朗における「アジア主義」－農本主義との関連性－ 
 
第 1 節 研究の前提及び問題意識 
1.1 農本主義に関して 
 農本主義は、農を本にするという意味をもっている。しかしながらそれは時代状況
に応じて意味内容が多様的で、日本近世、明治、大正、昭和初期、戦時期の農本主義
は特徴がそれぞれ異なり、大きな相違が存在したと言わざるを得ない。このため、ま
ず前提として、「一口に農本といっても決して一義的ではなく、多義的であったことを
確認しておく必要がある(438)」。 
 従来の農本主義研究は、すでに戦前の 1930 年代中盤から始まり、マルクス主義講座
派の立場からの桜井武雄氏の研究『日本農本主義』（白揚社、1935）がその先駆だった
と言われている。そして戦後まもなく、1947 年に、丸山真男氏の「日本ファシズムの
思想と運動」が発表された。その後、「農本思想の特質を『反官的、反都市的、反大工
業的、反中央集権的傾向』に認め、反封建的地主制擁護のイデオロギーないしは日本
ファシズム・イデオロギー（天皇制イデオロギー）として批判する把握が一般的であ
った」。 
 1960 年前後、安達生恒氏の「農本主義論の再検討」（『思想』第 423 号、1959）をは
じめとして、農本主義への批判とともに思想受容の多方向性が次第に問題にされるよ
うになってきた。一方で、個々の農本主義者を具体的に検討し、思想を内在的に追求
しようとする研究も増えてきた。この傾向は 1970 年代まで持続し、さらに近代主義見
直し論と同軌ながら相次ぐすぐれた著作に結実した。たとえば、綱沢満昭『日本の農
本主義』(紀伊園屋書店、1971)、滝沢誠『権藤成卿』(紀伊園屋書店、1971) 、松沢哲
成『橘孝三郎－日本ファシズム原始回帰論派－』(三一書房、1972)、斉藤之男『日本
農本主義研究－橘孝三郎の思想－』（農山漁村文化協会出版、1976）などが数えられる。 
 しかし残念ながら、「現在広い意味での歴史学会においては、もはや昭和期の農本思
想を思想的に再考する試みは皆無であり、1970 年代後半以降わずかに具体的な農本主
義運動をめぐるケース・スタディが行われるのみである(439)」。そして、農本主義思想
研究そのものにも、大きな問題点が相変わらず存在していると認めざるを得ない。 
たとえば、岩崎正弥氏は 1994 年と 1997 年の研究において、次のように指摘してい
る。従来の研究は「＜農本＞が意味する理念内容の変質を考慮せず、それを没歴史的・
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一義的に『反官的、反都市的、反大工業的、反中央主義的傾向』のみに認めている」
ものである。「そしてこうした前提の上に、第一に農本思想は反近代主義・復古主義で
ある、第二に農本思想は広く一般民衆(ことに農民)をとらえた、第三に(昭和期の)農
本思想は日本ファシズム・イデオロギー(天皇制イデオロギー)である、とする共通認
識があった。だがこのような前提や認識は本当に妥当なものだったのか(440)」と異議が
出されて、むしろこうした静態的な捉え方を克服し、動態的に農本思想自体の変化を
検討する必要があるのではないか、と提示されている。 
 そのうえで、1910 年代から終戦までの日本農本主義は時代別に類型化されて、大正
期の「自然委任型」、昭和恐慌期の「社会創出型」、戦時期の「国体依存型」という 3
種類に区分されている。この 3 種類に関して、氏はまた、「大正期 1910―20 年代は国
内生産にしめる農業と鉱工業の比率が逆転する時期」なので、「当該期農本思想の特質
は、むしろ農(農業・農村・農民)における非経済的価値に注目し、その価値を擁護な
いしは追求・実現しようとする思想として自らを表現した」と解釈して、さらに、「第
一期、日露戦争後・大正期（1906－1928 年）の帰農思想」「第二期、昭和初期（1928
－1935 年）の自治的農本主義」「第三期、戦時期（1935－1945 年）の国本的農本主義」
として、その特徴がそれぞれ具体的に検討されている(441)。これは、現在の研究に非常
に良い参考を提供したに疑いがない。 
 にもかかわらず、多数の成果がもたらされているが、研究発展の余地が未だ大きい
ということは否定できない。とくに、そこにおける濃厚な一国史的な傾向は是正すべ
きところである。というのは、日本農本主義の性格及びその発展は、決して外部社会
と断絶的なものではなく、逆に、ある程度の関連性が存在したはずである。視野を単
に日本国内という範囲に局限するのは、やはり妥当ではない。 
 そして、農を本にする、東洋伝統社会への「回帰」が主張された以上、当時の農本
主義は、商工業を重視する西洋近代文明（あるいは西洋近代文明への「追随」）からの
影響、もしくは両者間における一定の摩擦や軋轢などが考えられる。また、それと東
洋伝統社会の中核とする中国などのアジア諸国とが、ある種の関連性をもっているこ
とも考慮されるべきであろう。ひいては、農本主義が、アジアとの提携をとなえる「ア
ジア主義」との間に如何なる関連性が存在したのかというのも、研究価値を有する課
題かも知れない。 
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1.2 農本主義と「アジア主義」との関連性に関して 
 昭和初期の日本の農本主義と「アジア主義」との間には関連性が存在したかどうか、
もし存在すれば、それは如何なる関連性なのか。という問題について、早くも戦前の
1935 年に戸坂潤氏の著作『日本イデオロギー論』の一節「ニッポン・イデオロギー－
日本精神主義・日本農本主義・日本アジア主義」において先駆的な研究がなされた。 
 この研究では、両者の関連性が間接的と直接的という二つの側面より解説されてい
る。まず、前者にあっては、「アジア主義」と農本主義との間接的な関連が「日本精神
主義・日本主義(442)」を媒介として成立されているものである。 
 すなわち、「無生物をその対象とする工業」と異なって、「生物を対象とする農業」
の「生産活動では、何より精神的な要素が大切だ」と指摘された上で、＜工業・都市
＝物質的 VS 農業・農村＝精神的＞という対立図式が示されている。これに基づいて、
農本主義が「『精神的』な日本精神主義の一変種だったに過ぎない(443)」と主張された。 
 一方で、「日本精神主義・日本主義」それ自体は「決してただの日本主義に停滞して
はいない。日本主義は東洋主義又は亜細亜主義にまで発展する」「日本は云う迄もなく
アジア全体ではないのだから」、こうした発展は結局、「日本自身を東洋にまで、アジ
アにまで、拡大」する日本盟主論を手段方法として実現されたものである。このため、
氏はまた、「全くアジア主義が日本精神主義の拡大であった(444)」と主張した。 
 こうして見てくると、一変種としての農本主義と、拡大版としての「アジア主義」
とは、「日本精神主義・日本主義」を媒介として、少なくとも「精神的」という点にお
いて間接的な関連性をもっているわけである。というのは、両者の関係を検討する際
に、まず「日本精神主義」の側面を考慮しなければならないのである。 
 さらに、これを前提として、氏はまた次のように、両者間における直接的な関連性
を提示している。「日本アジア主義が日本精神主義の侵略的拡大として、アジア精神主
義だということは判ったとして、では之と日本農本主義との関係はどうなるか。アジ
ア主義によれば、アジアの現実こそ農本主義的だという結論になるらしい」。農本主義
における「合作運動が『資本主義を否定するが同時にマルキシズムをも否定する』処
の『王道』に則るものだったから」「ここに凡てのアジア主義の、凡ての日本主義の、
『魂』とそして『魂胆』とが横たわっていたのである(445)」。 
 では、ここで語られた「アジアの現実」は具体的に何を指しているか。と言うと、
これは「経済的には協同組合又は協力運動として、政治的には自治として、文化的に
 156 
は精神主義として、現われる」ものだったと説かれている。 
 言うまでもなく、こうした特徴はまさに昭和初期における「自治的農本主義」のそ
れと基本的に同軌している。そして、当時一部のアジア主義者に言わせれば、「アジア
主義」は、農本主義的という「アジアの現実」から出発すべき、「この現実を抜きにし
ては東洋の経済も政治も文化も、その運動様式を理解出来ない(446)」わけである。 
 いずれにしても、氏はここで、＜工業・都市・欧米＝物質的・物質主義 VS 農業・農
村・アジア＝精神的・精神主義＞という図式を発見した。この図式から見れば、昭和
初期の「アジア主義」と農本主義とは反西洋化・反都市化・反近代化、ないし農村を
象徴とする土着的、精神的な「アジアの固有伝統」、もしくは「アジアの本源的なもの」
への「回帰」といった側面において緊密な関連性をもっている。これは、現在の研究
に大きな啓示を与えて、先駆的な役割を果たしたものであるといえる。 
 こうした思考様式や理論面において解明された両者の関連性を根拠に、昭和初期、
日本ファシズムのイデオロギーに「アジア主義」的傾向と農本主義的傾向とが包摂さ
れていたという事実は、偶然的というよりも、むしろ必然的に発生することになると
思われる。 
 では、このような結論を証左できる人物例はあるかどうか、そこには如何なる具体
的な関係が存在したのであろうか。これについて、本章は、長野朗という人物を中心
に、その思想における「アジア主義」と農本主義との具体的な関連性を明らかにする
ことを目的としたい。 
 
第 2 節 長野朗の三重身分 
 長野朗は、1888 年に福岡県に生まれた。1909 年 5 月、彼は陸軍士官学校（第 21 期、
石原莞爾らと同期）を卒業して、後に陸軍少尉より大尉まで昇進しつつ、日本国内、
中国の武漢（中支那派遣隊）、北京・天津（支那駐屯軍）で駐在しており、1921 年、予
備役となって軍人から文人へと転身し、いよいよ中国問題研究に専念しながら寄稿活
動を開始した。その後、彼は「中国情勢の紹介・評論や日中関係などに関する論文 50
編以上、著作 80 部以上を執筆し(447)」、かなり多産的に活躍していた。 
 一方で、長野はこの時期に、また猶存社、行地社に加入したり、大川周明や満川亀
太郎と同じように、拓殖大学の教授を兼任したり、大川を理事長とする満鉄東亜経済
調査局で理事を担当したりして、当時日本国内の国家改造運動に積極的に関与してい
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た。1927 年、彼は行地社同志の千倉武夫（安田共済生命事件に参与した重要な人物）
の紹介で、有名な農本主義者の権藤成卿に師事した。 
 これをきっかけに、長野は以後権藤の継承者として農本主義を主張しながら橘孝三
郎らの急進派と共同行動し、1931 年に『農村新聞』を独力発刊して創立発起人・執行
委員として日本村治派同盟に参加した。しかし、この組織は多様な思想傾向の雑居団
体で、当初から分裂化傾向をはらんでおり、何ら活動をしないままで間もなく解体し
てしまった。こうして、長野はまた 1932 年に権藤、橘、加藤一夫らと共同で農本連盟
を組織し、日本の農本自治運動を主導し続けていたのである。 
 こうした略歴から見ると、長野における、少なくとも三つの身分は注目されるべき
であろう。第一に、対外問題については、中国の状況を詳しく把握し、日中関係に大
きな関心をもつ「支那通」、アジア主義者という身分。第二に、日本国内問題について
は、国家改造運動とつながる農本自治論を主張する農本主義者という身分。第三に、
未だ大川周明のようなトップ・エリートまで行かなくて、民衆という視点をもちなが
ら、トップ・エリートと民衆との中間に位置するいわゆる「中下級（サブ）エリート」、
あるいは「民衆への視座に立った社会運動家(448)」という身分である。 
 これは、長野の思想を検討する際に、少なくとも次のような三つの問題を考えなけ
ればならないことを意味するであろう。つまり、長野の「アジア主義」と農本主義と
は、それぞれ如何なる特徴を有するのか、両者の間には如何なる関連性が存在したの
か、中間に位置する「中下級（サブ）エリート」として、彼は如何にトップ・エリー
トと民衆との間で仲介・媒介の役割を果たしたのか、ということである。 
 これについて、従来の研究者は意外に人数的に少なかったが、多数の成果はもたら
されている。たとえば、中国学者劉家鑫氏の「『支那通』長野朗の日中問題観」（新潟
大学東アジア学会編『東アジア：歴史と文化』7、1998）、「長野朗の中国観について」
（新潟史学会編『新潟史学』43、1999）、「『支那通』の中国認識の性格－後藤朝太郎と
長野朗を中心に」（新潟大学大学院編『環日本海研究年報』70、2001）、「長野朗の日中
問題観：その『英米離間論』を中心に」（敬和学園大学人文学部編『敬和学園大学研究
紀要』11、2002）、「中国通長野朗的『中日合作連盟論』弁析」（中国語版『長春師範学
院学報』第 27 巻第 3 期、2008 年 5 月）などがある。 
 そして、西谷紀子氏の「長野朗の中国革命観と社会認識」（大東文化大学大学院法学
研究科編『大東法政論集』第 9 号、2001）、「長野朗の農本自治論」（大東文化大学大学
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院法学研究科編『大東法政論集』第 10 号、2002）、「長野朗の 1920 年代における中国
認識」（大東文化大学大学院法学研究科編『大東法政論集』第 11 号、2003）などを挙
げることができる。 
 これらの研究は、「支那通」としての長野の中国観、日中問題観、ないしはアジア主
義観、農本主義者としての長野の社会認識、農本自治論などを具体的に検討している
（後述）。しかし残念ながら、長野における「アジア主義」と農本主義との側面を関連
させながら集中的に検討したものは、今筆者の知る限りでは存在していない。 
 以下は、従来の成果を参考として、長野における両側面の特徴をそれぞれ再整理し、
さらにその関連性を考察して、もって思想がトップ・エリートより民衆へと拡大する
過程の中で、彼が如何なる役割を果したかという問題に接近してみたい。 
 
第 3 節 「アジア主義」の側面 
 まずは、長野の「アジア主義」に関する問題である。 
 劉家鑫氏は 1998 年以来、長野の中国観、日中問題観、日中提携連盟論、「アジア主
義」論などについて、多数の論文を発表した。氏に言わせれば、長野は「その中国観
において、中国民衆の生命力と中国伝統文化に感服し、敬意を隠さなかった。彼は近
代的国民国家に向って邁進中の中華民国に、情熱的な賛辞を送った。隣邦中国の発展
と進歩を切望して、その繁栄と旺盛を期待していた。彼の中国認識には非常に良質な
思想が含まれている。しかし、その一方、長野は国権主義の持ち主であった。彼の日
中問題観には、多くの狭隘な意識要素が働いている(449)」。 
 たとえば、長野は 1924 年に執筆した『白禍に悩む支那－亜細亜連盟へ』の中で、日
中両国の自然資源などの状況を分析した上で、「日本と中国が団結すれば、物質的な幸
福増進にもなるし、欧米勢力に対抗することもできる」と、理想的な日中関係の構図
を描いたと同時に、「欧州大戦中堪え難き嫉妬の炎を抑えて支那に於ける日本の独舞台
を白眼んで居た英米は先ず巴里会議で日支離間の火蓋を切った」と、西洋列強とりわ
け英米に対する反感ないし敵意を示している。にもかかわらず、また、日本の手に入
れた「満州」での利権を最初から最後まで主張している。これに対して、氏は長野の
「アジア主義」を侵略的なもの、「空想」、現実を離れたユートピア思想として、明ら
かに大アジア主義から影響を受けたものだと評価している(450)。 
 また、1926 年に、長野は著書『支那を舞台としたる日英米露の関係』において、「日
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本と支那との関係は、他の国とは余程異つて居る。英米等が支那に臨むのは、支那を
有利な市場と認め、儲けんが為めにやつて来るのである。所が日本は其生存問題を支
那に托して居るのだ。日本と支那との関係は欧米と異つて真剣だ、命懸けである。そ
れに同種同文の誼みと隣人であると云ふ関係は先天的のもので」あると、日中間の特
殊関係と同文同種という立場で両国の提携を主張し、さらに「かゝる（欧米）勢力と
拮抗するものとしなければ、他の経済侵略を蒙つて、自国の生存が保たれない」ため、
「之を他のアジヤ諸国に拡げて行く事が、アジヤ百年の長計だと思ふ(451)」と、日中提
携を前提としてアジア全体の提携を提示し、アジア主義的な言説がなされた。 
勿論、長野は同書で当時中国における「封建軍閥制」に対しても国民性に対しても、
かなり低い評価を与えているが、しかし 1927 年の論文「支那の将来と太平洋」におい
て彼は、政治的影響、経済的影響、民族発展という三側面から中国の将来を楽観的に
展望している。 
 すなわち、「支那の隣邦にはアジア未解放の諸民族がいるから、支那の解放は此等の
諸国に甚大の影響を与えずにはいない」「支那の解放は大に喜ぶべきことで、吾人は之
に謝して万腔の同情と援助とを惜まないものであるが、同時に日本も現状に止まるこ
となく、解放されたる支那と協同するためには、日本自身の実力を向上させ、相共に
手を携えてアジヤ民族の解放に尽さなければならぬ」「支那が真に統一され、産業が
隆々として発展してきた場合には、日本の立場が苦しくなることは明かな現象だから、
日本としては、それ以前に現在のような経済的不独立の地位から脱け出して、国民生
活の自立を講じて置くことが刻下の急務だと思う」「日本も海外に発展すべき使命を有
っているから、将来日本民族と漢民族とはその発展の途上において競争者の位置に置
かるるだろう」「日本人は漢民族の発展に圧せられて、全く手も足もでないようになり
はしないか、ここに日本人一大奮発を要する(452)」と。 
 ここで、長野は将来、中国の勢力が急速に台頭している際に、日本が中国と提携し
「アジア主義」を目指しながら共同でアジア諸国を率いて西洋列強の圧迫から解放を
実現すべきであると提示した一方で、中国が今後、競争者として必ず日本に大きな圧
力を与えてくるだろうと予想して、日本が盟主の地位を維持するために一層努力しな
ければならないと説いている。 
 あきらかに彼から見れば、日本にとって、中国は両価性を持つ「連立不等式の変数」
のような存在である。これは言うまでもなく近代日本人の中国観と基本的に同軌する
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ものであろう。 
 こうした中国観を基礎として形成してきた長野の「アジア主義」に対して、劉氏は
2008 年に中国で発表した論文で、次のように批判を行っている。「中国の主権と中国人
民の感情を無視しつつ、日本帝国主義の侵略行動とあいまって、中国を日本の付属国・
植民地にすることを黙認している」「日本の所謂『自存』や『生命線』を確保するため
に、中国における日本の経済的地位を強調し、日本だけに有利な連盟を唱えて、日貨
排斥運動を断固として反対している」「その思想には日本の高慢と覇道の態度が内包さ
れている。『日中連盟』は平等な提携・連盟ではなく、日本の主導下における日本の侵
略的・拡張的な意志に基づく提携・連盟にすぎないのではないか(453)」。 
 いずれにしても、以上の再整理から窺われるように、長野の「アジア主義」からは
「中国への感服、敬意」があまりにも読み取れないのである。そして、彼のとなえた、
日本側が技術を中国側に提供し、中国側は原材料を日本側に提供すべきであるという
「日中提携」の具体的な様式は(454)、1916 年小寺謙吉の主張に相当に近いと感じられる。
これは日本盟主論、日本既得権益への承認、西洋への敵視といった点を包摂しつつ、
従来の日本「アジア主義」の＜本質的特徴＞と一致しており、その枠内から逸脱して
いないものであった。 
 
第 4 節 農本主義の側面 
 では、長野の農本主義は如何なる特徴を有するのであろうか。 
 前述した岩崎氏の研究によれば、第二期の「社会創出型・自治的農本主義」に政治
運動派と非政治運動派とが存在し、長野や橘が前者の政治運動派に属するのである(455)。
彼らは「農本連盟」時期に際して、先駆者同盟（後に普遍会と改名）を組織した非政
治運動派と異なっており、愛郷塾の提案に基づいて農本社会党を結成し政治運動を推
進することを主張していた。しかしながら、この政治運動派自体はその後、さらに非
合法的政治運動をとなえる橘派と、合法的政治運動をとなえる長野派に分裂していっ
た。 
 一方で、長野は、1932 年の著作『自治日本の建設』において、自らの農本主義を主
張した理由を、「第一に、農業は唯一の非搾取的のものであること。第二に、農は産業
の根本であつて食糧その他凡ての原料を生産するものであること。第三に、農は本質
的に個人的では成立せず、協同的共存的でなければならぬこと。第四に、農業は土地
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による生産者を基幹とするもので、国家組織の基礎をなすものなること(456)」という 4
点にまとめたことがある。これに対して、氏は「第一点から第三点にかけては他の農
本主義者も共有する認識であったが、第四点目の国家が前面に出てくるところは特殊
長野的であり、むしろ（第三期の）国本的農本主義との接点を有していたといえよう
(457)」と評価を与えている。 
 こうして見てくると、まず判断できるのは、長野の農本主義が第二期の「社会創出
型・自治的農本主義」の政治運動派に属すること、第三期の「国本的農本主義」へ移
行する過渡的な性格をもっている、ということである。そして、その農本主義イデオ
ロギーにおける具体的な特質を整理してみれば、少なくとも次のような 3 点を挙げる
ことができると思う。 
 ①農村と都市との絶対的な対立を強調する点である。長野に言わせれば、農村にあ
っては、農業が「唯一の非搾取的のもの」で、農村は「搾取と反搾取」「圧迫と抵抗」
といった西洋的な特徴をもたない伝統的な社会形態に他ならない。都市にあっては、
たとえその内部に「労働組合や同業組合など」「官僚に対する自衛行為」があるとして
も、「その土台である『農村』による『民衆自治』が確立していないと、伝統的社会の
基本構造そのものの崩壊が進行し」「かえって民衆を苦しめ(458)」る恐れがある。 
 こうした捉え方は果たして妥当かどうかは別の問題として、そもそも実際の状況が
想像より複雑である農村と都市との性格が、ここで、彼の手によって単純化されたこ
とは明らかである。さらに、これに基づいて、長野は「商工立策、都市中心の西欧文
化を持って来たのが誤りで、資本主義もマルクスも皆都市に生れたものであり、都市
に生まれた凡てのものは如何に日本主義等の字を冠してもこれは西洋式であり、農本
的なものだけが日本的である(459)」と断言して、＜西洋的＝都市 VS 日本的（東洋的）
＝農村＞という単一的・絶対的な二項対立を描き出している。 
 まさに先行研究から指摘されているように、「このような都市と西洋との無前提的同
視、あるいはその背景にある都市・農村の絶対的対立図式こそ」が、長野の「農本主
義イデオロギーの特質であった(460)」。 
 ②農村の自治を主張して、さらに自治の下から上への拡大、ないし全国的な社会組
織の形成を期待する点である。これは、第二期の「自治的農本主義」における最も顕
著な特徴であろう。 
 もともと「自然而治」を持論とする権藤によれば、「自然而治は、智者に依つて治め
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らるゝものでもなく、強者に依つて治めらるゝものでもなく、鬼神の冥罰にも、仏陀
の冥福にも、微末の関係なく、各人各箇、其天稟の性に率ひ、本能を啓き、一身の自
制より一家自ら治まり、進んで隣閭共に自ら治まり、更に進んで郷邑共に自ら治まり、
郡国より天下に及ぼすものにして、決して他より治めらるゝものではない」「自然にし
て治まる『自然而治』と云ふことは、或は『原始自治』とも称し、自治の主体をなし
たものである(461)」。 
 この主張からは、「格物・致知・誠意・正心・修身・斉家・治国・平天下」を核心価
値とする儒教精神の影響、そして西洋の利己と異なる東洋の「治己」「自修」が立脚点
とされたことが窺われるであろう。 
 これに対して、長野は権藤の理論を継承したが、さらに社会・政治における自治に
注目している。彼に言わせれば、「我古来の政治は一貫して自治に則つて来た」「我国
古来の政治は自治を本旨とした。自治は各人が自ら己を治むることである。この自ら
治むる独立人が相共同して生活を全うする。従って人が人を治むる官治には非常に反
対して(462)」、古来伝統への「回帰」、政治組織の自治を主張する。 
 そして、西谷氏の見解では、長野の主張には「常に『個』の『社会』への関連を問
題にする姿勢があった」。長野によれば、「『共存』による経済原則の成立によって『各
人は凡て国民生活に必要なる何等かの仕事に従事』し、『生活は必ず保証され、生活を
保持するに必要なる報酬を與へられ、疾病、老廃に至っても何等の不自由なく保養し
余生を楽しむことを得せしめ、又死亡した場合にも寡婦孤児の生活が保証』される」。
これは、「一切の『搾取』を排除し、『均分』と『安定』によってもたらされる、『個』
の『社会保障』的要素を表わしている(463)」。 
 だからこそ、「農本といっても田畑を耕す狭い意味ではなく、国民の生活に必要なも
のを生産する凡ての者を含むのである。すなわち生産大衆の意である(464)」と、長野は
結論をつけた。言い換えれば、彼にとって、農本主義の目的は決して単純な農業立国
や個人自修ではなくて、むしろ政治上においては「官治」に代わって民衆の自治を実
現し、これを全社会の新政治組織建設へまで拡大させて、もって経済上の「生産大衆」
の自立形態を樹立する、ということである。彼は終始、「経済的に人が人を搾取して生
活することが不合理であるやうに政治的には人が人を治むることは不合理である(465)」
と認識しており、こうした両側面の「不合理」を打破するために、経済的側面の「農
本」と政治的側面の「自治」との共同実現を主張しているわけである。これも、その
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農本主義イデオロギーの一特色である。 
 ③国権主義とつながり、第三期の「国本的農本主義」と連結している点である。こ
の点については、すでに前述で触れた。言うまでもなく、劉氏に指摘された長野の「ア
ジア主義」側面に内包されている国権主義の要素は、その農本主義の側面にも存在し
ている。結局、国権主義の要素は、長野の思想に一貫して持続し、役割を果たし続け
る重要な思想的特質であったといわざるを得ない。 
 
第 5 節 「アジア主義」側面と農本主義側面との関連性 
 以上、先行研究の成果を踏まえて、長野における「アジア主義」の側面と農本主義
の側面との思想的特徴をそれぞれ再整理してみた。続いて検討したいのは、両者間に
関連性があるかどうか、もしあれば、如何なる関連性なのか、という問題である。 
 丸山真男氏はかつて 1947年の著作において、「日本ファシズム運動の時代的区分」「そ
のイデオロギーにおける特質」を検討した。その結論によれば、日本ファシズム運動
の「第一の段階は、準備期でありまして大体大正八・九年、ちょうど世界大戦の終つ
た頃から満州事変頃に至る時期」「第二期は成熟期でありまして昭和六年の満州事変の
前後から昭和十一年の有名な二・二六事件にいたる時期」「第三期は少し長く二・二六
以後粛軍が行なわれますが、この粛軍の時代から終戦の時」までは、「日本ファシズム
の完成時代」であった。そして、日本ファシズム・イデオロギーの特質としては、「家
族主義的傾向」「農本主義的思想」「大亜細亜主義に基くアジア諸民族の解放という問
題」の三点を挙げることができると論じられている(466)。 
 こうした視線に沿って見れば、少なくとも「準備期」において、対内問題に着眼し
た農本主義と対外問題に着眼した「アジア主義」とは日本ファシズムというものを媒
介として、相互に関連する可能性をもっているであろう。そして、長野の場合から考
えてみれば、両者の間には以下の 3 側面において直接的な関連性があるらしい。 
 
5.1 階級意識 
 まず、長野におけるマルクス主義の影響に由来した階級意識という視角からみれば、
その「アジア主義」は明かに農本主義思想の延長線にある。 
 第 3 章で論じたように、1918 年の米騒動以来、大戦後経済の慢性不況とともに、日
本国内社会は極めて不穏の様態を呈しており、階級矛盾が急速に激化された。これに
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加えて、左翼思想を含む外来思想の浸透が続いていて、都市内における労働者の資本
家搾取への反感、農村における都市搾取への反感は、日ごとに強まっていた。こうし
た背景の下に、社会各階層のエリートや多数の伝統右翼団体だけではなく、多くの民
衆も視線を国内問題に集中し、階級闘争の意識が大幅に強化されてきたわけである。
したがって、当時民衆の関心は戦時期のそれと異なって、対外問題というよりも、む
しろ自らの日常生活と緊密な関係を有する国内の社会問題にあった。 
 民衆を視角とする長野も例外ではない。猶存社や行地社の国家改造運動への関与、
農本主義の提唱といった行動からうかがわれるように、その国内問題への関心は該当
時期に一層高まっていた。しかし、彼においては、注目すべき独自性があったのであ
る。これについて、岩崎氏はその論文の注釈で良くまとめているが、われわれの検討
に大きな啓示を与えている。 
 つまり、長野は「マルクス主義に影響を受けつつ、いわば資本主義の不均等発展論
を基盤に、『先進資本主義国（都市＜資本家 VS 労働者＞VS 農村）VS 後進国』という三
重の搾取構造（闘争構造）を描いていたように思われる。すなわち、第一に都市の中
における資本家と労働者との闘争、第二に、先進資本主義国内の都市と農村との闘争、
第三に先進資本主義国と後進国との闘争、である。ただ後進国（有色人種）は一般的
に農業国であるから、第三の闘争は、実際には都市・農村対立の延長上にあり、した
がって農村人の世界的連帯、とりわけ中国農民との連帯が求められていたのである。
もっともそれが具体的に展開されることはなかったところに、農本主義の狭隘性があ
ったといわねばならない(467)」、ということである。 
 こうした長野の思想における「三重の搾取構造（闘争構造）」から見れば、三側面の
闘争は明らかにマルクスの提示した「搾取 VS 反搾取」の対立という核心問題をめぐっ
て展開されたものである。そのうちに、第一点と第二点との闘争は当時の国内問題、
農本主義イデオロギーとつながり、第三点の闘争は対外問題、とくに「アジア主義」
のイデオロギーとつながっていると考えられる。いわば、長野の場合では、搾取と反
搾取との対立が国内問題に止まらずに、さらに対外問題に拡大されているのである。 
 そして、この構造においては、日本の立場が二面性を有するかも知れない。つまり、
国内問題にあっては、先進資本主義国として、都市内の資本家と労働者との闘争、都
市と農村との闘争に直面せざるを得ない一方で、対外問題にあっては、有色人種の後
進国として、白色人種の先進資本主義国との闘争に臨む宿命がある、ということであ
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る。 
 こうした二面性は一見したところ矛盾しているが、実は当時日本における白禍と黄
禍とに挟撃される、―白色人種集団の一員としてアジア諸国から抵抗されている同時
に、有色人種の国として欧米列強に認められていない―、という現状と合致している
であろう。 
 結局、長野は階級意識から出発して、対内的に＜搾取の都市 VS 反搾取の農村＞の対
立を強調する農本主義を、対外的には＜搾取の欧米先進国＝白色人種 VS 反搾取のアジ
ア後進国＝有色人種＞の対立を強調する「アジア主義」を、それぞれ主張している。
そして後者は、後進国（有色人種）は一般的に農業国であるという前提の下に、前者
の延長として捉えられている。言い換えれば、長野の場合では、階級意識の＜内から
外への拡大＞が、直ちに＜農本主義からアジア主義への拡大＞をもたらしてきたので
ある。 
 
5.2 中国観と社会運動観 
 一方で、「支那通」の長野は中国の社会や政治の状況を詳しく把握しているだけでは
なく、先行研究によれば、「中国民衆の生命力と中国伝統文化への感服」という側面も
有する。こうした側面は、その「アジア主義」に関する言説からあまり読み取れない
が、農本主義に関する言説からはよく読み取ることができる。 
 前述したように、長野は中国問題に関して多数の文章・著作を発表した。そこから
は、彼の中国認識ないし社会認識の全体像が窺われる。たとえば、1926 年に出版され
た『支那の社会組織』では、長野が中国の血縁団体、地縁団体、職業団体、政党、軍
閥、秘密結社、階級などの状況や特性について詳しく紹介、解説している。とりわけ、
その「前編」において、中国の村落、部落団体、同郷団体、地縁団体の成長、自衛や
政治との関係、郷土観念と排外思想といった問題が具体的に触れられている。 
 彼によれば、中国では、「地縁団体は血縁団体と共に社会上極めて重要な位置を占め
て居」り、また、「政治に影響を及ぼす」「同郷人を集めて一勢力を造り上げやうとす
る特性は殊に著しい。それは詳しく説明するまでもなく、直隷派・安徽派・交通系の
同郷団体が、政治の中心勢力となつて覇を争つて居るのでも明かである」。軍閥間の闘
争は、「皆郷土主義の発展である(468)」。したがって、中国における社会組織の基礎は、
地縁団体およびその延長線にある郷土関係や職業団体に他ならない。しかし、これは
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たとえ中国に軍閥割拠の現状を招いてきたとしても、従来の省民自治、連省自治の発
展過程は、「単なる軍閥の其の地盤擁護のための反抗運動だけでなく、実に伝統的な支
那民衆の動き(469)」として尊重されるべきだと彼は主張している。 
 こうした歴史的伝統から発展してきた中国の民衆運動に対する高評に基づいて、長
野はさらに自らの理想的な社会運動観を形成した。すなわち、「伝統的な『郷土』『地
縁』関係といった伝統的な『社会組織』を基礎としつつ、民衆自身が『生存権』確立
を要求して『生活問題』の解決に立ち上がることによって、新しい『社会組織』形成
に向けた積極的な『自治運動』(470)」を展開する、ということである。 
 いわば、中国の伝統的な民衆運動や社会組織を一種の理想、ないし「アジアの共通
的原理」としつつ、それを日本で実現させようとする、という発想そのものは、長野
が『支那の社会組織』を執筆した出発点かも知れない。 
 また、同年、長野は訳書『三民主義』を発表した。中国の「救国主義」とも呼ばれ
る孫文の三民主義に対する理解は、彼における中国の社会組織に対する分析と相まっ
て、その思想主張および活動の展開に大きく役立っていると考えられる。 
 これについて、西谷氏は 2001 年と 2003 年との論文において詳細に研究がなされて
いるが、われわれの検討に良い参考を提供している。氏の見解によれば、長野は三民
主義のなかにある民族主義というものを、「内において圧迫されている『民衆』と、外
から圧迫されている『国家』とに対する独立性を重視し、対外的にも対内的にも『搾
取』からの解放と考えた」。そして、民権主義を高評しながら、またその民生主義より、
「社会的共同生活体のなかから生まれ、政治的に上から与えられるものではない『反
官僚』『反利己』的な『人民自治』の可能性を見出して」、それを「個人大資本の出現
と社会の貧富の不平均を阻止しようとするもの」として理解している。したがって、
彼は三民主義における「完全なる下からの『人民自治』形成を目指すことに大いに感
銘を受けた(471)」といえる。 
 というのは、長野にとって、中国の三民主義は従来の中国社会伝統から生まれた、
搾取や「官治」を特徴とする西洋の影響を克服できる、経済的側面の「農本」と政治
的側面の「自治」を要求する東洋社会に相応しい理想に他ならなかった。 
 しかし、にもかかわらず、その後、中国の国民革命が進行しているとともに、この
理想は現実との「懸隔」が生じてきた。ということに対して、長野は遺憾の意を表し
ている。さらに、「支那には本来国家という観念は極めて薄く、支那の天下は一つの社
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会」で、「漢民族文化の及んだ所は中華であり、その化に及ばない化外の地は夷狄(472)」
という華夷秩序観的な思考様式が相変わらず存在していると批判した。彼に言わせれ
ば、国民党勢力は国民革命の勝利、中国の統一といった実績を収めたが、実は民衆の
自治を保障しないまま中央集権的な独裁体制へと移行してしまった。中国の現実は、
「ただ漠然たる共和政体の採用と議会による人民政治参与の形式表現(473)」にとどまっ
ているにすぎなかった。 
 つまり、孫文の「救国主義」は結局、蒋介石の「救党主義」に堕落して、中国の現
実は本来の理想からズレているのではないかと長野は認識している。他方、共産党勢
力に対して、彼は「革命遂行上、民衆を組織し革命に参加させたことを、社会の下層
にまで変革を及ぼしたとして一定の評価をしている(474)」が、しかしそこにおける暴力
的な階級闘争論や「暴民政治」、独裁への傾斜に対しては、到底賛同できなかった。こ
うして、長野から見れば、国民党勢力にせよ共産党勢力にせよ、皆三民主義の理想を
実現できないものである。この「西洋模倣」に招かれた悲劇的状況のもとで、中国は
自らの伝統と理想に基づいて＜第三の道＞を探し求めるべきである。 
 彼に言わせれば、従来の中国においては、「厳酷なる専制政治」「政治の腐敗」「又地
方政治が悪いため官僚の搾取が到る所に行はれ、賄賂公行して裁判は一に袖の下で決
せらるゝ有様だから、無辜の人民は不平を陳べる手段がない。止むを得う秘密結社（自
衛運動）に依つて之に対抗しようとする(475)」。中国の歴史や伝統は、こうした「官僚
階級とこれに対する人民自衛運動の継続」であり、「官僚階級の搾取が甚だしくなれば、
人民のこれに対する自衛運動も活発(476)」となるわけである。これを立脚点として、長
野は＜第三の道＞を、「中国にあわない外来革命でなく、中国の伝統と環境にあって、
さらにこれを現代国際環境に合ふように進歩させたもの(477)」として考えている。 
 具体的に言えば、すなわち、「土着観の上に立ち、その善俗を伸ばし悪俗を抑へ、こ
れを基礎に法制を整へ、全国を一匡すると共に民衆生活の安全を基礎とし、今日の郷
村生活の安全を斉へ、さらにこれを省から全国、進んで国際的に調斉する組織(478)」を
つくる、ということである。 
 言うまでもなく、こうした中国社会の伝統や現実への観察から生みだされた長野の
社会運動観、ないし「アジアの共通的原理(479)」の発見は、単に中国問題だけに止まっ
ておらず、さらにその農村自治論と関連しつつ、「日本の社会運動観へと逆輸入(480)」
されていた。こうした視点の下に、西洋への対抗、西洋式の搾取の排除、東洋式の伝
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統社会形態への「回帰」といった点において、日本と中国との共存関係は構築しなお
されて、一種の原理として「アジア主義」の論理を支えている。そして、日本はもし
率先にこれを実現すれば、盟主として「遅れた中国」を指導する資格がいっそう補強
されることになるはずである。 
 もちろん、長野は中国の民衆運動を反帝国主義、反階級的搾取、生存権の要求とし
て、ある程度の理解を示してはいた。しかし、その思想には相変わらず問題点が存在
したといわざるを得ない。とりわけ、中国における排日意識の高揚や日貨排斥運動の
進展という現実に対する認識のなかからは、当時のアジア主義者の一般見解との根本
的な相違が見られない。 
 たとえば、彼は排日運動の原因を英米の扇動に帰結した上で、「英米人が排日を扇動
した主目的は次の二つにあつたように思う。第一は排日の気勢を駆って親日派を倒し
親英米派を政権に近づかせること、第二は戦時中、日本から侵蝕された経済的地位を
恢復するため排日貨を行うことである(481)」と説いている。これは、第 2 章で触れた黒
竜会を代表とする当時のアジア主義者たちの認識とまったく同軌するものであると考
えられる。 
 言い換えれば、長野は当時日本帝国主義の圧迫に刺激された中国ナショナリズムの
成長を発見していなかった。さらに、日本ナショナリズムの「侵略的拡大」として国
権主義を強調する「アジア主義」と、救亡を目指している中国ナショナリズムとの本
質的対立、矛盾や衝突の必然性に対しても、認識不足であった。結局、彼における、
東洋伝統社会の再構築を要求する農本主義を基盤、ないし原理としての「アジア主義」
は、一種の架空的なものに過ぎなかった。 
 
5.3 秘密結社への共鳴 
 次は、『支那の社会組織』の第 9 章「秘密結社」の問題に注目したい。 
 長野はここで、中国秘密結社の原因を「厳酷なる専制政治」「政治的腐敗」「無政府
状態に於ける自衛策」「社会組織の欠陥」に帰結し、「又地方政治が悪いため官僚の搾
取が到る所に行はれ、賄賂公行して裁判は一に袖の下で決せらるゝ有様だから、無辜
の人民は不平を陳べる手段がない。止むを得う秘密結社（自衛運動）に依つて之に対
抗しようとする」と述べている。さらに、秘密結社の特徴について、「全国に亘つて拡
がつて居ることがあるので、其の結社の一員となつて居れば、何処に行つても仲間で
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泊めて飯を喰はして呉れるし、又悪いことをして捕まつても、大抵捕吏等は仲間内だ
から見脱して呉れる。そんな大きな便宜がある所から結社に加入するものが、だんだ
ん増加して来て範囲も拡張するのである(482)」と解説している。 
 これに基づいて、長野は地域別によってそれぞれの秘密結社の状況、官庁との関係、
結社の伝播方法、教義、団結要素、対外の行動基準、起源、組織、秘密を守る方法、
社会的地位などを具体的に紹介している。 
 では、何故に、中国の社会組織を考察した際に、秘密結社の状況はこんなに詳しく
分析されたのであろうか。と言うと、理由は明白である。すなわち、彼にとって、秘
密結社運動は中国伝統社会の民衆自治運動の原点にほかならなかった。その活動様式
や遭遇した諸問題は、日本国内で行われている農本自治運動に直接的な参考を提供す
るはずだ、ということである。とくに、長野の農本自治論で提示された「村内の自衛」
「他町村との協同、衣食住のための物質や交通灌漑等の協同(483)」といった側面は、明
らかに中国秘密結社の組織形態を原形としていると考えられる。 
 また、長野は複数の角度より中国秘密結社を分類している。たとえば、結社の性質
から見れば「利益団体」「労働組合団体」「純匪賊的団体」「政治的団体」、起因から見
れば「官庁の圧迫によるもの」「職業的利益によるもの」「政治的目的を有するもの」、
組織から見れば「絶えず集団生活（農業、塩鉄販売、食糧運輸等）を営んで鞏固なる
統制の下にあるもの」「平時は各地に分散して各種の事業に従事しながら、一の帮規に
拠て互に脈絡を通じて相連結されて居るもの」、などを挙げることができる。 
 そのなかで、最も注目すべきなのは、最後の一分類である。彼によれば、こうした
「組織内に於ける階級観念は、一体に稀薄である(484)」。これは、農本主義を主張した
理由の一つ「農業は唯一の非搾取的のものであること」と微妙につながっている。と
いうのは、農村自治そのものは、階級観念が希薄である集団生活を営む結社のような
ものであり、こうした東洋伝統社会の特徴を基礎として、西洋近代のそれと異なり、
階級観念や搾取行為が希薄な、東洋的・精神的・農村的・土着的・協同的・共存的な
民衆自治運動こそが、農本主義の中心的なものとなるべき、さらにこれをもって「ア
ジア主義」に根拠や原理を提供する、と彼は考えていたであろう。 
 これに加えて、昭和初期の日本における多数の農本主義団体、国家主義団体、アジ
ア主義団体は反体制的なものとして、それ自体が一種の秘密結社の性格をもっていた。
したがって、長野にとって、こうした日本式の秘密結社は、従来の中国秘密結社の状
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況を参考する必要がある。当時、これらの団体は積極的に宣伝・浸透を展開している
とともに、自らの行動様式や目的を一層明確化させる必要性が現れてきたわけである
が、これは、長野が 1926年の著作で詳細に中国秘密結社を検討した所以かも知れない。 
 にもかかわらず、長野の思想に含まれた国権主義の要素は、中国秘密結社の場合に
存在していないということに留意する必要がある。そして、日本と中国との間に、伝
統の農村社会構造・組織にせよ、秘密結社の具体的な状況にせよ、実は大きな相違が
存在したという事実も、否めないところであろう。 
 いずれにせよ、今までの検討から見られるように、長野の農本主義は、中国の伝統
と現実とに対する観察から生まれた、民衆を視角として、また国権主義の思想的要素
を包摂しながら「国本的農本主義」と接点を有する「自治的農本主義」であった。一
方で、その「アジア主義」思想は、近代日本の「アジア主義」の＜本質的特徴＞を有
する消極的なものである。こうした消極性が生まれた原因は、「アジア主義」そのもの
が「日本精神主義の侵略的拡大」、そして長野の思想における根深い国権主義の要素と
いった点に求められるであろう。 
 さらに、両者の関連性から見れば、これは少なくとも階級意識、中国観と社会運動
観、秘密結社への共鳴という三側面より具体的に把握できる。まとめて言えば、以下
の結論になる。 
 すなわち、トップ・エリートと民衆との媒介としての長野は、民衆の視角に立脚し
て、対外面の外交問題に対しても対内面の社会問題に対しても、大きな関心をもって
いる。彼は、昭和初期に国家改造や農村自治運動に関与した過程のなかで、濃厚な階
級意識をもちながら＜搾取の都市 VS 反搾取の農村＞を絶対化し、ひいては、これを＜
搾取の西洋 VS 反搾取の東洋＞へまで拡大し、「アジア主義」と関連させていた。 
 こうした「反搾取の東洋」を一体化させるためには、長野はまた、自らの中国認識
およびそこから生まれた社会運動観から啓示をもらった。つまり、中国の国民党勢力
と共産党勢力とが中国社会伝統に基づく下から上への「人民自治」を目的とする三民
主義の理想から逸脱したことを批判すると同時に、この理想をアジアの「共通的原理」
として日本に逆輸入し、自治的農本主義をもって実現させようとしていた、というこ
とである。 
 しかし、この発想は、あくまでも反西洋化・反近代化・反都市化という立場で当時
日本国家の体制や政府の政策と相衝突する反体制的なものであった。そのため、活動
 171 
は秘密結社の形で展開せざるを得なくなった。こうして、長野は再び視線を中国に移
した。その際、従来の中国古代、中国伝統文化への理想視、中国現実への観察、およ
び自治・自衛性格を有する秘密結社への関心は恰好な役割を果たして、日本国内での
活動に良い参考を与えている。この媒介を通じて、日本の農本主義運動、国家改造運
動ないしファシズム運動は、一種の幻想として「中国との共通性」を見だせるように
なり、日中の「共存関係」と「アジア主義」との構築に原理のようなものがもたらさ
れてきたわけである。 
 そして、ここで語られたいわゆる「共通性」は、一種の反西洋化、反都市化、反近
代化、東洋的、精神的、農村的、土着的、協同的、共存的、秘密結社的な、「民衆の自
治」を追求するものであった考えられる。これによって、戸坂氏に提示された、日本
精神主義の拡大版としての「アジア主義」と、一変種としての農本主義とは、長野の
場合において相互に関連してきたのであろう。 
 いわば、長野の思想は、翻訳的な西洋近代国家路線ではなく、東洋の伝統に馴染ん
だ国づくりを目的として、対内的に反近代・反搾取の農本主義、対外的に反西洋・反
搾取の「アジア主義」を主張したものにほかならなかった。 
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終 章 
 
第 1 節 要点の整理 
 論文の結びとして、本章では前述した各章の要点を整理し序章に挙げられた三つの
問題に回答して、研究の結論を明らかにしたい。 
 まず、「アジア主義」の定義の問題である。すでに触れたように、従来の研究におい
て、近代日本の「アジア主義」は最初の段階で健全な側面を有する、あるいはそのも
のが健全なものだと論じたものがたくさんある。それらは多かれ少なかれ竹内好氏の
観点を受け入れて、もともと土着的な「対抗原理(485)」として連帯志向をもつ「アジア
主義」が後に様々な原因で堕落、変質していったと、近代超克論の視角から議論を展
開した(486)。そのうえで、一部の研究者はさらに、「アジア主義」をアジア連帯論と大
アジア主義という二つの潮流や大方向に区別して検討を行っている。 
 これに対して、本稿は疑問をもちながら、第 1 章で「アジア主義」が一つの概念や
言葉として確立する過程を考察して、その＜定義＞を探し求めてみた。この＜定義＞
から見れば、実は近代日本の「アジア主義」は少なくとも固定的な特徴を有する思潮
としてそのものが健全なものではなかった。その発展過程においては変質、つまり本
質的な変化が発生せず、むしろ「解消できない固有の思想的性格」もしくは一種の＜
一貫性＞が終始存在していた。たとえ健全な側面がかつてあったとしても、それはた
だ少数の特殊な事例に過ぎず、主流になったことはおろか、社会的に共有される思想
的潮流としては一度も存在していなかったといえよう。したがって、決して極少数の
特殊事例を一つの潮流や大方向として過大評価することはできない。事実上、個々に
散在している主張や意見から「アジア主義」の主流にまで発展していったのは、＜本
質的特徴＞をもつ日本の優越感及び指導者意識に基づく日本盟主論を中核としたもの
であった(487)。 
では、近代日本の「アジア主義」における＜一貫性＞とは一体、何であろうか？本
稿の見解によれば、それは＜本質的特徴＞と日本盟主論という構造的中核、及び日本
の優越感や指導者意識からなるものにほかならない。このようなものは、「アジア主義」
の発展過程のなかで根本的な変化が一度も発生せず、濃厚な拡張的ナショナリズム、
国家主義、日本主義といった特徴をもちつつ膨張主義や侵略主義と相互関連していた。
これこそが、「アジア主義」における「解消できない固有の思想的性格(488)」ではなか
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ろうか。 
勿論、日本の「アジア主義」は絶対不変の固定的な思想であるわけではない。そこ
にはしばしば変化の様相が現れる。ただし、これは決して本質的性格の変容を意味す
るものではなく、むしろ時局の推移や変動とともに、一貫して維持された本質的性格
の周辺論理に＜調整＞が加えられたにすぎなかった。それは、現実の状況によって様々
な理論的な変種（拡大版、革新版など）を派生させている。とりわけ、この＜調整＞
は人種論や文明論といった具体的な理論に対する修正、および日本国家の使命や天職
に与えられた様々な解釈などの点に集中する傾向が強かった。だからこそ、後に「ア
ジア主義」の周辺には大亜細亜主義、アジア・モンロー主義、新亜細亜主義、東亜連
盟論、汎アジア主義(489)、東亜新秩序論、東亜協同体論、大東亜共栄圏思想といった具
体化された変奏が相次いで生まれてきたのであろう。こうした特徴を有する＜調整＞
は、「アジア主義」が概念として定着したのちに繰り返し展開されたものである。 
第一次大戦期に入ると、イギリスを覇者とする世界秩序が決定的に動揺した。その
背景の下で、日本はいよいよアジアを対象として新しい地域的秩序を模索し始めた。
このイギリスを中心とする世界秩序の動揺は、直ちに二つの結果をもたらしてきたと
思われるが、一つは、全世界の範囲における帝国主義列強の相互競争・相互争奪の局
面が激化したこと、もう一つは、イギリスの代わりにアメリカの方が、より重要な地
位を占めるようになったということである。こうした状況はいうまでもなく、当時の
日本に二つの選択肢を提示した。一つは、引き続き自らを西洋を中心とする既存秩序
に編入すること、もう一つは、極東において自らを主導者として別個の新しい地域的
秩序（昔の華夷秩序がすでに崩壊した）を樹立することである。 
この選択に迫られている際に、日本は前者を選べば、既得権利や利益の安定を確保
しつづけられる反面、従来の追随、依存の従属的な位置から脱却することができなく
なる恐れがある。逆に後者を選べば、列強の圧力やアジア側からの抵抗に直面せざる
を得なくなるかも知れないが、従属的な位置から一変しアジアの指導者として帝国主
義的な権利や利益を引き続き拡大して、局部的な覇権を実現することが可能となる。
当時、帝国利益の拡張を期待している人々にとって、後者が前者より魅力的であった
ことは言うまでもないであろう。 
 当時の状況から考えてみると、こうした日本を中心とする新秩序を論理的に最も正
当化し得るものは、「アジア主義」にほかならなかった。なぜならば、すでに現実に存
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在している「アジア主義」そのものの着眼点は「アジアにおける新しい世界システム
の創生(490)」であり、その性格にはもともと制覇意識と容易に関連するものが内蔵して
いるからである。勿論、その時点で日本が未だ制覇の実力をもっていなかった、とい
うことは事実である。しかし、これは決して新秩序に対して論理的に構想、模索する
ことができないことを意味しない。事実上、当時の民間においては構想や模索の動き
がすでに活発化する傾向を示した。これを背景に、様々なアジア主義的な言説は相次
いで生まれてきて、その論理的構造に対する＜調整＞はいっそう加速化していた。と
りわけ 1910 年代の後半期に、日本の「アジア主義」はいよいよ多様性を示しつつ高揚
期に入ったと言えるだろう。 
この点に関して具体的に語るならば、「アジア主義」に対する＜調整＞及びその発展
過程の問題を言及しなければならない。本稿の論理では、1910 年代後半期から 1920
年代末期までの日本「アジア主義」の発展を検討するのは、実は当時のアジア主義者
が如何に時局に対応して、＜一貫性＞の周辺において論理的構造を＜調整＞し、それ
を地域新秩序の理論的根拠として有効的に実現させたのかを検討することである。こ
の前提のもとで、該当時期における「アジア主義」の発展過程は大体、次のように二
つの時期に分けられると考えられる。 
第一期は、1914 年から 1924 年までの 10 年間である。この時期に、日本の「アジア
主義」の発展軌跡は、大ざっぱに言うと一時的な虚像としての高揚期から低潮期に転
換していた、ということである。この過程の中で、「アジア主義」の＜調整＞はまず多
様なかたちで行われていた。たとえば、第 2 章で論じた小寺謙吉、徳富蘇峰、若宮卯
之助、浮田和民、第 5、6 章で考察した北一輝らの言説は代表的なものである。その＜
調整＞は、主唱者の立場や目的の相違によって、形式上や表現上、そして着眼点や「ア
ジア主義」に対する呼称といった点において、ある程度の差異が存在するかも知れな
いが、実は目的は同一で、みな「アジア主義」の＜一貫性＞を共有していたといえる。
相違点は、ほぼすべてが人種論・文明論・方法論に関する論述、及び日本の天職や使
命に対する解釈などに集中している。 
 結局、彼らは時代の限界を超えることはかなわず、「アジア主義」の本質部分を自覚
的に意識することもなく、そこに孕まれている侵略的な性格に対する懐疑も存在しな
かったように見える。むしろ、逆にその論理的・心情的支柱となることによって、侵
略主義・膨張主義、ないしは東洋覇権主義的性格を露わにしていったのである。これ
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を一因として、日本の「アジア主義」はアジア側（とくに中国側）の共鳴を獲得でき
るどころか、逆に排日運動の高まりとともに挫折し、衰退に向かわざるを得なくなっ
た。さらに、第一次大戦後欧米列強のアジアへの復帰、ワシントン体制の確立といっ
た影響の下で、それは一挙に低潮期に追い込まれていった。 
にもかかわらず、「アジア主義」はこのまま消滅していったわけではなかった。間も
なく、中国排日運動の鎮静化やアメリカ排日移民法の刺激を契機に、それは新しい時
局的背景の下に再び成立する条件を得て台頭しはじめ、第二期に入った。つまり、1925
年から 1931 年までの 6 年間である。この時期に、「アジア主義」は再台頭して＜調整
＞の過程に入っていたが、従来の多様性は次第に失われ、日本国内の改造運動と結び
つきながら、東西文明対抗論に重心を移していった、と見ることができる。 
こうした状況はもちろん、時局の推移と連動しているであろう。すなわち、中国排
日運動の鎮静化や反帝運動の矛先の移行などは、再び「アジア主義」にアジアとの協
調可能性をもたらした一方で、ワシントン体制からの抑制およびアメリカの排日移民
法の刺激などによって「アジア主義」の台頭が加速し、西洋への対抗という要素がま
すます増強していた。これは、後に大川らの主張した戦争文明論、国家改造主義や（第
4 章）、長野らの主張した国権主義的自治農本主義（第 7 章）とつながり、日本ファシ
ズム・イデオロギーの一特質として、西洋に対する濃厚な攻撃的性格を示してきたの
である。 
こうして、アジア主義者は既存の国内体制や世界秩序を覆して日本を中心とする新
しい地域的秩序を樹立し、極東の覇権を実現することを熱望し始めた。彼らにおける
西洋と対抗しようとする主張は必然として、当時の西洋を中心とする世界秩序に「追
随」している国際協調主義と相互衝突して、いわゆる二重志向の対立図式をもたらし
てくる。そして、この二重志向は単純に対外問題に局限されず、また対内問題、とり
わけ現状打破しようとする革新派と現状維持しようとする協調派との抗争と直接的に
つながっていく（第 3 章）。この場合、日本の「アジア主義」はアジアへの「道義」に
求められつつ昭和維新や国家改造運動の展開とともに急速に浸透・拡散していった。 
結局、1910 年代後半期から 1920 年代末期までの日本の「アジア主義」は、このよう
な「高揚期から低潮期へ、また低潮期から再台頭、さらに浸透・拡散へ」という起伏
しながら波状的に前進する発展軌跡をたどっていた。表出された論理は、社会状況に
対応しながら頻繁に＜調整＞を受けていたが、むしろ一貫する本質的性格は、一度も
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動揺することなく不断に強化され続けていたのではないか。そのため、中国をはじめ
とするアジア諸国の理解や共鳴を獲得するのは、終始不可能であったと考えられる。 
これに関しては、中国の「アジア主義」認識および日本との摩擦という問題に触れ
なければならなくなる。第 2 章で論じたように、中国における「アジア主義」に対す
る受容変質は、同時期の中国ナショナリズムの発展と緊密に関連している。1910 年代
以降、近代国家の建設とともに中国ナショナリズムは急速に成長していた。これは他
国のナショナリズムと同じように、自他認識のもとで、外来勢力の影響ないし脅威に
直面した際に抵抗の力を自らの歴史的伝統に求めようとする性格を有するものであっ
た。しかし、当時中国がのぞんでいる局面は相当に厳しかった。すなわち、従来の華
夷秩序が崩壊し、抵抗すべき対象（帝国主義列強）が数多かったのみならず、国家や
民族でさえ存亡の瀬戸際に立たされていたという状況であった。そのため、中国ナシ
ョナリズムは非常に濃厚な反帝国主義の要素を帯びて、「救亡・救国」という二重性を
もちながら、「抗日ナショナリズム」まで発展していた(491)。 
この前提のもとで、中国ナショナリズムの性格とつながる中国の「アジア主義」認
識、あるいは「中国のアジア主義」は結局、反侵略闘争を主要形態とする「抵抗＝言
説としてのアジア主義」として、日本の「アジア主義」を反面教師としつつ批判し、
国家や民族や人種の相違を問わずに全世界の被圧迫者が団結して圧迫者に抵抗せよと
主張するものとなった。この場合、日本は「圧迫者」側に置かれて、抵抗すべき対象
としてとらえられ続けている。いわば、中国と日本との「アジア主義」は、その論理
的構造に照らせば本質的に、完全に異質なものであった。中国側は、日本から「アジ
ア主義」を受容したとたんに、直ちにその内容を読み換えて自らのナショナリズムの
性格と関連させながら、いわばこれを逆手に取って日本に投げ返したのである。 
しかしこれに対して、当時の日本のアジア主義者は無視の態度をとっていた。さら
に、その一部は中国ナショナリズムの存在でさえ否定するに至った。彼らによれば、
中国の抵抗は不当な行為であり、なるべく早く反省しなければならない。ひいては、
中国側に日本の「アジア主義」への協力を強要するようになった。こうして、両者間
における対決の状況は次第に形成しており、1920 年代後半期に入ると、この対決は中
国の国権回復運動の展開とともにますます激化され、ついに軍事的対決へまで発展し
ていった。とりわけ、それはまず日本の既得権益が最も集中している地域としての「満
州」で発生した。その実施者は関東軍で、画策者・指導者は石原莞爾らであった。 
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本稿の第 4 章において、石原の思想や理論について検討を試みたが、そこから見れ
ば、石原には当時日本の「アジア主義」の代表的な特徴を存在する。つまり、＜一貫
性＞はもちろん、人種論や文明論（とくに東西文明対決論、戦争文明論）などの論理
的構造においても大川らの主張に相当に似ており、基本的に同一であったといえる。
彼によって画策された満州事変を契機に、日本の「アジア主義」はその後、日本帝国
主義の侵略戦争とともに理想から現実に移されるようになったと思われる。 
 
第 2 節 硬直的な＜極限状態＞ 
 上記の認識に基づいて、以下は満州事変から敗戦までの「アジア主義」の発展過程
を簡単に触れてみたい。 
該当時期の日本の「アジア主義」は勿論、相変わらず＜一貫性＞を保ちながら発展
していた。その軌跡を言えば、すなわち満州事変を契機に急速に日本の社会思想の主
流となって制度化・体制化していたと同時に、軍部独裁体制の確立及び非常時の思想
統制の下で、論理的構造への＜調整＞はますます弾性や活発性を失って硬直化や頑固
化の状況へ向かいつつ、最後に大東亜共栄圏という思想の＜極限状態＞まで発展して
崩壊していった、ということである。 
 具体的には、まず時局的背景として、1931 年の満州事変以降、従来の国際協調主義
路線は決定的に動揺し、満州国承認問題で国連から脱退した後、完全に放棄されるに
至った。その頃から、下側の民間の主張にせよ上側の権力者の思想や政策にせよ、い
ずれも「次第に欧米中心的なものから『アジア主義』的なものへと移行してゆくので
ある(492)」。まさに当時の国際法学者横田喜三郎が述べたように、「満州事変が起こるに
及んで、急に、日本の言論界にアジア・モンロー主義の声が起った。いよいよ国際連
盟から脱退することに決定されると、今後の外交の指導原則として、アジア・モンロ
ー主義を主張すべしとの論が盛になった(493)」。いわば、この時期に、従来の二重志向
の対立図式はすでに崩壊し、「アジア主義」はようやく国際協調主義路線を取って代わ
って主流的地位を占めるようになった。 
 一方で、「アジア主義」は権力層への浸透・拡散によって、下からの運動段階から上
からの体制段階へと転進し、従来の反体制的なものから体制的なイデオロギーに一変
して、当時日本の国策と大幅に重なるようになった。極端に言えば、本来、そこにお
ける民間スローガンと政府の政策との「時に相補い合う状況」は、その時点より「一
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つの流れ(494)」に合流するようになった。この背景のもとで、アジア主義者は依然とし
て時局に相応しい論理的構造を目指しながら＜調整＞を試みてはいたが、しかし、独
裁体制が強まっている政府の関与及び非常時の言論や思想に対する統制といった影響
で、それは急速に活発性や多様性を喪失し、発展すればするほど機械的・硬直的な状
態に接近している。この＜調整＞の硬直化過程およびその特徴は、次のような、該当
時期の日本政府のアジア主義的な政策の変遷から窺われるであろう。 
たとえば、国連脱退後の 1933 年 10 月に五相会議で定められた『外交方針』におい
て、「帝国指導ノ下ニ日満支三国ノ提携共助ヲ実現(495)」するというアジア主義的な内
容は、はじめて国策として打ち出された。翌年、このアジア・モンロー主義的な政策
と呼ばれたものは、さらに「天羽声明」によって外部に伝えられて、中国側や西洋側
から大きな反発を招いてきた。そこからは、アジア主義的な要素が読み取られること
に疑いがない。そして、本来日本と中国とを中心としてアジアの提携を主張する論理
はこの頃、「満州国」の新生によって再び＜調整＞された。つまり、「日満支を中心と
する」という内容が論理的構造に追加された、ということである。こうした「日満支
三国ノ提携」という政府の手によって＜調整＞された論理はその後、ほぼすべてのア
ジア主義的な言説や政策から見られるようになり、1945 年の敗戦まで存続した。 
この「日満ブロック、日満支ブロック」の地域統合原理は、のちに日中戦争・太平
洋戦争期に入ると、東亜新秩序、大東亜共栄圏政策へと広げていた(496)。前者は、1938
年 11 月 3 日の「第二次近衛声明」に打ち出されたもので、従来のアジア主義的な政策
を継承しつつ、「コノ新秩序ノ建設ハ日満支三国相携ヘ、政治、経済、文化等各般ニ亙
リ互助連環ノ関係ヲ樹立スルヲ以テ根幹トシ、東亜ニ於ケル国際正義ノ確立、共同防
共ノ達成、新文化ノ創造、経済結合ノ実現ヲ期スルニアリ(497)」と規定している。これ
によって、1933 年の『外交方針』に規定された「アジア主義」には、また共同防共・
文化創造・経済結合という新しい内容を追加された。その主因は、「（日中）戦争開始
後一年余をへて、日本側は軍事的な手詰りを外交によって解決する必要に迫られ(498)」
たため、抗日の勢力を離間し親日派を丸め込んで戦局の泥沼化を避けるために、「アジ
ア主義」を＜再調整＞する必要があるとして考えられる。当時の思想統制や宣伝によ
って、こうした＜再調整＞はまた「アジア主義」の論理的なシステムに組み込まれて
定着していった。さらに、これは国を裏切った中国親日派・「漢奸」たちに受け入れら
れて、汪兆銘政権の政治理念として大いに宣伝されていたのである（後述、補論）。 
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しかし、東亜新秩序政策は相変わらず＜一貫性＞を支えようとするものとして、強
く抵抗されていた。同年 12 月、蒋介石は「近衛声明反駁の記念週」において演説を行
い、次のように批判を行った。「此の新秩序は中国を奴隷国家に変へてしまつたのち、
日本と日本が造り上げた『満州偽国』と親密に連絡を取ることによつて生ずるといふ
のであるが、その目的は一体何であるか？赤禍防止の名義を以て中国の軍事に干渉し、
東洋文明の擁護といふ名義を以て中国の民族文化を消滅し、経済障壁の撤去といふ名
義を以て欧米の勢力を排斥し太平洋を独占せんとすることである。更に『日「満」支
経済の一元化』又は『経済ブロック』の工具によつて、中国経済の命脈を手の中に握
らうとするのである。諸君、『東亜新秩序建設』といふ七文字の中には如何なる野心が
包蔵されてゐるか？簡単に言へば、東亜の国際秩序を討ち倒し奴隷の中国を造り太平
洋を独占し世界を分割せんとする企図の総名称である(499)」。 
これに対して、当時の中国共産党も「近衛声明の狼毒と悪辣とは誠に蒋委員長の指
摘するが如く、『敵の完全に中国を併呑滅亡し、独り覇を東亜に唱へ、進んで世界を征
服を企図する一切の妄想陰謀の総自白であり、又敵が完全に我が国家を滅亡し我が民
族を滅亡せんとする一切の計画内容の総暴露』である(500)」と同調している。こうした
抵抗の姿勢は、従来の中国ナショナリズムにおける反帝国主義、抗日の性格及び日本
「アジア主義」への批判に由来したものにほかならなかった。 
勿論、該当時期における「アジア主義」への＜調整＞は、政府主導下で構築された
官製のものの以外に、他の角度から行われたものもあった。たとえば、石原莞爾の東
亜連盟論(501)、中野正剛のアジア主義論(502)、蠟山政道や尾崎秀実らの東亜協同体論 (503)
などを挙げることができる。しかし、それらは人数的に少なかったのみならず、影響
力や宣伝力も官製の＜調整＞より相当に低下したから、従属的地位に位置していた。
そのため、当時の「アジア主義」に対する＜調整＞は、すでに活発性・多様性を失い
つつ硬直化・単調化に向かっていたといわざるを得ない。 
さらに、非常期の国民精神総動員運動を代表とする国民思想や国民生活に対する過
酷な統制の下で、この傾向はいっそう加速されていった。まさに中村武彦が当時指摘
したように、「支那事変の長期化と所謂国体明徴運動の進行に伴い、国内の言論統制は
専ら軍人によって行われたために、生硬未熟な機械的、形式主義的なものとなって行
った(504)」のである。 
1940 年代に入ると、独裁体制が強まった日本政府は「アジアの諸民族を欧米帝国主
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義の多年にわたる抑圧、支配から解放し、共存共栄の大東亜共栄圏の樹立」をめざす
濃厚な「聖戦イデオロギー(505)」を包含する一連の政策を打ち出した。これらは大東亜
共栄圏政策と総称されて、後に「アジア主義」の論理的構造に対する権威（公式）的
な＜調整＞となった。その影響で、政府以外の立場から行われた＜調整＞は、ますま
す二者択一の絶境に追い込まれていた、―政府の主張に合流・吸収されるか、それと
も引き続き自らの立場を堅持して政府に抹殺・取り締まれるか―、ということである。 
 通説によれば、「大東亜共栄圏」という言葉をはじめて使用したのは第 2 次近衛内閣
の外務大臣の松岡洋右である。彼は 1940 年 8 月 1 日の談話で、『基本国策要綱』（7 月
26 日閣議で決定）に基づき、「日本の外交方針は『皇道の大精神』にのっとり、まず『日
満支をその一環とする大東亜共栄圏の確立を図る』ことにあり(506)」、その範囲は、東
アジアのほかに、仏印、蘭印、タイ、英領マラヤ、インド、ビルマ、フィリッピン、
オーストラリア、ニュージーランドといった東南アジア・オセアニアの地域まで含め
ると説明した。その根拠は、「明治維新以来、日本が東洋諸民族に其の処を得せしむる
ことと、東亜安定との為に戦ひ続けて来たと謂ふ」「事実(507)」に求められている。 
 結局、大東亜共栄圏政策は『外交方針』や東亜新秩序政策以来の＜調整＞を継承し
た上で、「アジア主義」の包摂した範囲をさらに拡大させたものである。そこにおける
「其の処を得せしむること」は、外見的に大東亜共栄圏内の諸国の平等や自由を尊重
するものであるが、実は上下関係の階層的原理を基礎として打ち出されたものにほか
ならなかった。つまり、アジア諸国が日本を頂点とする上下の階層的秩序に組み込ま
れ、その指導に服することを主張する「其の処を得せしむること」にすぎなかった。 
こうして、共栄圏内においては、一種の国家レベルにおける家父長式（家族国家観）
の、父兄が子弟の世話をするような関係が形成されて、日本の行動が利他主義として
西洋列強の利己主義的な行動と完全に区別されてきたのである。戦後、松井石根は口
供書において、「日華両国の闘争は所謂『亜細亜の一家』の内に於ける兄弟喧嘩にして」
「恰も一家内の兄が忍びに忍び抜いても猶且つ乱暴を止めざる弟を打擲するに均しく
其の之を悪むが為にあらず可愛さ餘つての反省を促す手段(508)」であると弁解している。
これは「アジア主義」の一形態としての大東亜共栄圏の論理を最も典型的に表現した
ものであるといえよう。 
結局、こうした特徴をもつ大東亜共栄圏の論理は敗戦まで、日本政府の思想統制お
よび社会各界の支持・受容によって急速に固まりつつ盛んに宣伝されて、「アジア主義」
 181 
の論理的構造に対する権威（公式）的な＜調整＞として完全に固定化された。このよ
うな硬直的、機械的なもののもとで、他の立場から＜調整＞を試みたアジア主義的な
言説や主張はいささかなズレさえ持てば、直ちに異端として否定、弾圧されるであろ
う。たとえば、日中戦争の拡大に反対を訴えた石原莞爾の東亜連盟、及び共産主義勢
力との関係を緩和しようとした中野正剛の東方会などはその後、いずれも取り締まら
れて弾圧されてしまった。 
 これに対して、竹内氏をはじめとする一部の学者は、「『大東亜共栄圏』思想」が「ア
ジア主義からの逸脱、または偏向」「アジア主義の無思想化の極限状況(509)」、東亜連盟
が「侵略主義とは距離をおいていきました(510)」と解釈した。しかし、この判断には大
きな疑問があるであろう。なぜならば、大東亜共栄圏の思想は「アジア主義」からの
「逸脱」「偏向」ではなく、石原や中野の言説は健全な「アジア主義」でもなかったか
らである。事実上、両者とも近代日本の「アジア主義」の＜一貫性＞を共有して、そ
の周辺に位置する具体化されたものであった。したがって、それは本質的な対立では
なくて、ただ論理的構造の＜調整＞をめぐる分岐にすぎなかったといえる。後者が弾
圧された所以は、前者の構築した論理的構造がすでに活発性を完全に失って、石板の
ような硬くて脆い＜極限状態＞となったため、神経過敏に大きな警戒感をもちながら
権力を発動し、後者を（たとえ後者が同じアジア主義的な言説で、＜一貫性＞を支え
ようとする同じ目的を有するものだとしても、容赦なく）抑制ないし抹殺したからで
ある。 
 すべての物事は＜極限状態＞に到達したとたんに、必ず微妙な変化を迎えてくるが、
近代日本の「アジア主義」の場合では、この変化が大東亜共栄圏思想のような硬直的
な思想の＜極限状態＞への収斂にほかならなかった。 
いずれにせよ、時代の発展や歴史の推移とともに前進し続けている近代日本の「ア
ジア主義」は 1930 年代以降、論理的構造における＜調整＞が次第に活発性・多様性を
失いつつ、極めて硬直的な＜極限状態＞まで発展していた。それは最終的に、日本帝
国主義の軍事的失敗によって破滅したが、実は固定的な概念として形成した際、ない
しは多くの負の要素が現れてきた際から、すでに敗れるしかない歴史的宿命を負って
いたかも知れない。 
結局、「アジア主義」はアジア人の共有する財産、ナショナリズムの上にある普遍な
原理ではなく、近代を超克するものでもなかった。むしろ近代日本の専有した侵略を
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美化し自己満足を行う思想的道具にすぎなかった。それは敗戦とともに「外」から解
消されたが、「内」からは完全に解消されず、未だに残存している。今日のわれわれは、
その本質部分、歴史的な変遷過程、諸変種を正しく認識せず、ひたすらに回避、曖昧、
ないし賛成の態度をとる限り、健全なアジア主義観を樹立することができなくなるか
も知れない。これは日本、アジア、ないし世界の将来にとって、極めて危険なことで
はなかろうか。 
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補 論 汪兆銘における「アジア主義」 
－「中国と東亜」の日本語版と中国語版との比較を中心に－ 
 
第 1 節 研究史の再整理 
 汪兆銘は、現在まで依然として「漢奸(511)」と評価されている。彼は、青年時代に日
本の和仏法律学校法政大学（現法政大学）に留学した際、排満興漢の革命思想を受け
て中国革命党に加入し、のちに清国の醇親王載澧暗殺事件に参画して、辛亥革命と国
民政府の発展に力を注いだ。にもかかわらず、日中戦争勃発以来、汪は蒋介石の徹底
抗戦路線を批判しつつ、日本と「抵抗しながら交渉すべきだ」と、自分なりの主張を
唱えていた。1938 年 12 月 18 日、彼は重慶政府から脱出し、日本側と平和交渉を開始
した。その後、1940 年 3 月 30 日に設立された汪兆銘政権＝所謂「中華民国南京国民政
府」を一つの典型として、汪のイメージは徹底的に貶められ、「漢奸」、傀儡、売国奴
という評価が現在まで続いている。 
 従来の学界における汪兆銘に関する研究は基本的に、1938 年の重慶脱出から 1944
年の日本での客死までという時期に焦点を絞っており、「自らの国を裏切った漢奸」と
いう評価がほぼ定着することになった。第二次世界大戦が終結した後の 1948 年に出版
された益井康一氏の著作をはじめとして、日本側の関連研究は徐々に展開していった
が、その数は未だに少なく、評価も定型的だったと言える。1980 年代以降、史料の発
掘および関心の高まりとともに、新しい多様な視角から分析を試みた研究も現れてき
た。とりわけ、従来の汪の行動を比較的重視する傾向は、彼が三民主義、「アジア主義」
などに対してどのような独自の解釈を加えていたのか、といった思想的側面に重心を
移している。また、日本と汪兆銘政権との関係を「指導者と傀儡との関係」と解釈す
るのは、従来の一般的な認識であったが、近年の学界では、実は両者が協力していた
のみならず、摩擦・軋轢の場合も存在していたのではないか、といった斬新な見解が
注目を浴びている。これは、われわれに大きな示唆を与えるが、未だ検討不充分な所
はいくつか残っており、さらに実証的に掘り下げる必要があると思われる。 
 他方、中国（大陸）側においては、汪兆銘が国を裏切っただけでなく、共産党を徹
底的に弾圧したことから、「漢奸」、反革命者、正真正銘の「反共者」といった評価は
一般的な常識として広がっている。このような状況があったため、1980 年代までの関
連研究は、基本的にタブーとして余り汪兆銘の思想的側面には触れていなかったので
 184 
ある。しかし、1980 年代以降、改革開放政策の影響で、学界・思想界では徐々に新し
い観点から活発な研究が展開されることとなり、史料の発掘・充実が急速に展開して
いった。この流れの中で、汪の後半生、とくに重慶脱出後の数年間の経歴に関する検
討は、日本学界と同じように、研究の焦点の一つとなった。たとえば、彼がなぜ辛亥
革命の英雄から「漢奸」に堕落したのか、日本が「汪兆銘工作」を行った目的は何か
など、当時の実態を解明しようとする研究は盛んに行われており、多数の成果が見ら
れた。 
近年、汪の人生前半の経歴を明らかにして、その人物像をいくつかの時期に分けて
再評価を試みるのは、もう一つの主要な研究動向となっている。一方で、冷戦が終結
した後、地域主義への関心が高まってきた結果、その一形態としての「アジア主義」
に関する研究は再び注目を集めている。こうした影響の下に、汪の「アジア主義」は
如何なるものだったのかなど、思想的側面から分析を行う傾向も現れてきた。しかし
残念なことに、この点に関する成果はなお寥々として少なく、研究蓄積は不充分であ
り、課題はなお多く残されている。 
 手元の資料を参考して見れば、従来の研究史を整理したものがいくつかある。それ
らを汪兆銘に関する史料や文献と照合したうえで、本節は現在までの先行研究を以下
のように、三つの時期に分けて再整理しておきたい。 
 まず、終戦の 1945 年から 1980 年までの時期。この時期に、比較的に早い段階で汪
兆銘研究を行ったのは、前述した 1948 年に出版された益井氏の『裁かれる汪政権：中
国漢奸裁判秘録』であった。氏は、中国で行われた「漢奸裁判」―つまり、汪兆銘、
陳公博らをはじめとする、「通敵、売国および国民の利益を反する行為を行った人物」
の罪名を決める裁判― 、の過程を記録、解説して、当時の中国人の感性・思考を分析
した。勿論、これはジャーナリスティックな性格をより強く持ったものであり、汪兆
銘に関する専門研究ではないが、少なくとも戦後における研究の幕を開いたというべ
きものであろう。 
 1960 年代に入ると、汪兆銘に焦点を絞ったより本格的な学術研究が始まった。アメ
リカのブーアマン氏の「汪精衛：中国のロマンティクな急進主義者」、シャーレー氏の
「国民党党内政治闘争：一九三二年までの汪精衛の政治的経歴」は当時の代表的な成
果として、中立的な政治的立場から汪兆銘の人生経歴を分析した。一方、中国で出版
された胡華氏の『中国革命史講義』は汪の政治的行動に触れつつ、その「和平運動」
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を「国民党陣営内の公然たる投降売国運動(512)」として評価した。いわば、この時期に
汪兆銘に対する研究には、基本的に、より中立的、より批判的という二つの傾向が存
在していた。 
 にもかかわらず、1970 年代に入ると、日本では、汪を積極的に評価する見解が注目
を浴びつつ登場してきた。例えば、松本重治氏の『上海時代：ジャーナリストの回想』
を挙げることができる。かつて同盟通信社の常務理事、アメリカ学会の会長、国際文
化会館の理事長を歴任した松本氏は戦前、近衛文麿に協力したことがあるという。氏
によれば、「蒋（介石）は、あくまで冷徹な合理的な軍事力中心の現実主義者であるが、
汪は、情熱的な理想主義の政治家であった。同じ中国の統一と独立を目指しながら、
その方法論として、蒋は軍事力を背景とした独裁主義を心ひそかに考えていたのに反
し、汪は、思想と行動において共和民主主義者として反独裁に終始した(513)」。すなわ
ち、汪には愛国、反独裁のイメージが与えられている。これが妥当であるかどうかは
別の問題として、少なくともその時点で、研究の方向は多様化の兆しを示しているこ
とが認められる。 
 次は、1980 年から冷戦終結の 1990 年前後までの時期である。この時期は、史料充実
期と呼んでもよいであろう。中国学界は文化大革命の思想的束縛より解放され、従来
タブーとされた汪兆銘研究が自由に行われるようになった。それはただちに、汪の原
作、国民政府の記録などを含む史料の発掘を加速した。代表的な成果としては、蔡徳
金氏が 1982 年に『汪精衛偽国民政府記事』を、余子道氏が 1985 年に『汪精衛国民政
府「清郷」運動：汪偽政権資料選編』を、それぞれ新しく発掘された史料を参考しつ
つ書き上げた。こうした史料の充実を土台として、1980 年代中盤より、汪兆銘および
汪兆銘政権に関する伝記、小説などは飛躍的に増加していく。たとえば、黄美真氏は
相次いで『汪精衛国民政府成立』『汪偽＋漢奸』という 2 冊の作品を発表し、日本防衛
庁（現防衛省）防衛研究所戦史室の文献、影佐禎昭、今井武夫および所謂「梅機関」
の要人たちの記録など豊富な参考資料をあつかいながら、汪兆銘における思想的変化、
政治的目的、汪政権の傀儡的性格の解明を試みた(514)。 
 また、1988 年を時点として、関連伝記はいっそう急増している。聞少華氏と王美真
氏は『汪精衛伝』を、蔡徳金氏と李理氏は『汪精衛評伝』を発表し、汪における「漢
奸」の後半生だけでなく、中国革命の英雄であった前半生に対しても詳細に記述して、
その一生涯の文章、演説、詩作などをほぼ全て収録した。 
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 この流れの中で、汪精衛および「汪偽政権」に対する関心はますます高まるように
なった。1987 年、上海復旦大学史学科の中国現代史研究室は黄美真氏、余子道氏、張
雲氏らの文章を 11 部収録し、『汪精衛漢奸政権的興亡：汪偽政権史研究論集』を編集
した。そこでは、汪政権設立の原因や経緯から、設立後の政策や行動、そして政権の
崩壊や「漢奸裁判」まで、同政権の軍事力、経済の状況、「漢奸文化」、東亜連盟運動、
「清郷運動」といった重大な課題が詳細に検討された。この論集は、1980 年代「汪兆
銘研究」の解禁以来、中国学界における最も代表的な学術的成果の一つだと言えよう。 
 一方、日本側では、史料の発掘も進展していたが、中国側より遅かった。研究の焦
点は基本的に、汪は「漢奸」なのか、それとも革命者・愛国者なのか、汪政権は傀儡
なのかといった問題に集中していた。その中で、一番注目すべきなのは、山田辰雄氏
が 1980 年に発表した『中国国民党左派の研究』という著作であろう。その著作では、
汪兆銘に対する評価が従来の画一的な視角の枠より解き放たれて、当時の政治的勢力
や大衆運動と関連づけて論じられていた。山田氏から見れば、戦時期の中国共産党は
「大衆運動の組織者」、蒋介石は「大衆運動の保護者」、汪兆銘は「大衆運動の統合者」
であり、それぞれ再認識・再定義すべきものである。こうして、汪を孤立した人物と
して扱わず、他の人物や政治的勢力と関連づけて検討を行ったことは、現在の研究に
とっても、非常に新鮮な示唆を与えている。 
 1990 年前後から現在までの時期に、日本学界では相変わらず汪兆銘が革命家か裏切
者か、愛国か売国か、容共か反共かという問題をめぐって、激しい論争が続いている。
しかし、汪の前半生の経歴と関連づけながら論じた研究が現れてきたことは従来と異
なっている点である。とりわけ、土屋光芳氏は 2000 年の著作で、汪の前半生を無視し
て、ひたすらその晩年の経歴に焦点を絞って、「漢奸」だと断言するのは妥当ではない
と提起した(515)。 
一方、劉傑氏は 2006 年に発表された文章「汪兆銘と『南京国民政府』－協力と抵抗
の間」において、新しい視角から日本と汪政権との関係を解釈し、従来の「日汪関係」
が支配者と傀儡との関係であるという画一的な定式に挑戦した。当時の日本は、「重慶
政府及び一般民衆に対し、和平論は決して根拠のないものではないことを証明するた
めに、汪兆銘政権を日中和平提携の『活模範』として建設しなければならない。その
ために、汪兆銘側の要望にできるだけ柔軟に対応し、傀儡政権ならぬ、自主独立の政
権であることを誇示する必要があった。一方、日本の占領地に造られた政権である以
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上、日本の方針から逸脱することも許されない。したがって、汪兆銘政権に対する日
本のコントロールを最大限維持することも求められていた。このように、日本の汪兆
銘政権に対する政策は、『放任』の側面もあれば、強くコントロールする側面もあった
のである」。逆に、「汪兆銘たちは、和平運動の目的を実現するために、日本側に新政
権の早期樹立を求める一方、日本側の過酷な和平条件に一応の抵抗姿勢も示した(516)」。
したがって、日本と汪政権との間には、一面的に協力関係のみが存在したわけではな
く、衝突の場合も存在したのだから、この協力と衝突との相対立する関係を無視すべ
きではないと氏は主張している。この研究は、従来の漢奸評価を変えるものではない
が、少なくとも漢奸評価の枠内で研究の多様性を示している。 
 また、中国側の研究はいまなお進展中であり、主に三つの特徴を見せている。①史
料の発掘や伝記の増加が続いている。これは、80 年代以来の発掘を基礎として、いっ
そう推進されたものである。とりわけ、1993 年に出版された黄鶴逸氏の著作『汪精衛』
（全五巻）は代表作とされている。氏は伝記の形で大量な史料、記録、文章、詩作な
どを集めながら、日中戦争勃発以来汪兆銘および彼と関連していた人物の行動、秘密
会談、汪政権成立や崩壊の経緯、政策の決定や実施などを詳しく解説し、現在までの
学術的研究に豊富な参考データを提供している(517)。 
②1980 年代の成果を継承しつつ、汪と他の人物との関係を考察するのは主要な研究
動向の一つとなった。最も注目されているのは、汪と配偶者の陳璧君や、政敵の蒋介
石との関係である。たとえば、1992 年から 2009 年にかけて、王光遠、姜中秋両氏の『陳
璧君與汪精衛』、王朝柱氏の『汪精衛和蒋介石』、陳瑞雲氏の『蒋介石和汪精衛』、張殿
興氏の『蒋介石與汪精衛的恩恩怨怨』など、このような視角から分析を試みた成果は
次々と発表された。こうして、汪兆銘のイメージは、孤立した単独の人間ではなく、
協同関係、敵対関係などによって作られてきた複雑なネットワーク、あるいは、錯綜
する人間関係の中に位置する人物として捉え直された。汪における革命者から売国奴
へ転向は、単に彼自身の主観的な原因に帰結するわけではなく、実は外部からの影響
も重視されるべき点ではないかと考えられるようになった。 
 ③当時の政治的・外交的背景と関連して、汪の思想を分析する研究は増えてきた。
たとえば、蔡双全氏と楊秀林氏は 2000 年の論文「汪精衛叛国投敵心理探究」において、
汪の「売国」行為を思想面で検討を試みた。その見解を要約すれば、a）「『戦えば必ず
失敗するが、講和すれば必ずしも大乱に至らない』という民族失敗主義、および混乱
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に陥った『民族主義』思潮が汪の心理的基礎と誘因である」。b）「蒋介石に講和を進言
するのが汪にとって最善の策かも知れない」。c）「汪が『講和派』から『漢奸』に堕落
したのは複雑な心理的変化の過程を経たのだ」、ということである(518)。 
また、汪の「アジア主義」に関する研究も注目すべきものである。周紹英、張殿興
両氏は、汪の「アジア主義」が「国家集団主義と黄色人種の革命を宣揚するもの(519)」
であり、孫文の「三民主義を利用して歪曲するもの(520)」だと評価した。一方で、蘇維
初氏は 2007 年に日本で出版された『昭和・アジア主義の実像』に「汪精衛と大アジア
主義」の文章を発表し、「大アジア主義」が汪政権の「宣伝に用いた重要な理念の一つ」
だと述べ、それは「汪自身の主義主張と日本政府の提出した東亜新秩序建設とを一体
化し、さらに日本の東亜連盟と興亜同盟の提唱したアジアの団結の概念と一体化させ
るために利用された。このように対日協力の時期における大アジア主義の復活は主に
当時の政治状況の産物であった。汪にとって大アジア主義の提唱は深い政治的信念に
よるものではなく、政治的に動機付けられた目的から行われたものだった(521)」と指摘
した。 
つまり、汪兆銘は「アジア主義」が孫文の 1924 年大アジア主義講演の思想から継承
されてきたものだと宣伝していたが、実は両者は本質的に異なっている。前者は、た
だ政治的状況によって生まれてきた化け物のようなものにすぎない、ということであ
る。この研究は、汪の「アジア主義」そのものの内容や、具体的な特徴について詳し
く論じていないが、思想誕生の原因及びその政治目的について論及し、現在の研究に
示唆を与えている。 
 では、「汪にとって大アジア主義の提唱は深い政治的信念によるものではなく、政治
的に動機付けられた目的から行われたものだった」というのは本当なのか、この結論
を証左できる具体例はあるかどうか、もしあれば、これはどのように表現されてきた
のであろうか。 
これについて、本章は、先行研究を踏まえて、日中戦争期の時局や政治的状況に関
する記録を参考しつつ、汪兆銘「日本に寄す－中国と東亜－」という文章の日本語版
と中国語版との比較研究を中心に、彼の「アジア主義」に含まれている政治的意図、
基本的な特徴などを明示することを目的としたい。主要な原資料としては、1939 年 10
月号の『中央公論』に発表された汪の文章「日本に寄す－中国と東亜－」、及び中国上
海市立図書館に保存されている、1940 年 3 月、汪兆銘政権の「中央宣伝部」に発行さ
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れた『大亜細亜主義論集』に収録された同文章の中国語版である。この両文章を比較
し、共通点と相違点をめぐって分析を試みたうえで、汪の「アジア主義」とその政治
的動機の実態を把握することを期する。 
 
第 2 節 時代的背景 
2.1 日中戦争と重慶脱出 
 1937 年 7 月 7 日、北平（現北京）近郊の盧溝橋で日本軍支那駐屯軍（田代皖一郎、
香月清司部隊）と中国国民革命軍第 29 軍（宋哲元部隊）との軍事衝突をきっかけとし
て、日中戦争は「一触即発」の状況になった。事態の対応として、日本政府（近衛文
麿内閣）は 11 日の閣議で不拡大方針を決定した。「東亜ノ和平維持ハ帝国ノ常ニ念願
スルトコロナルヲ以テ今後共局面不拡大現地解決ノ方針ヲ堅持シテ平和的折衝ノ望ヲ
捨テス(522)」。しかし、内閣のみならず、陸軍では「その後も拡大派と不拡大派が対立
し、13 日には一応局面不拡大を内容とする『北支事変処理方針』を決定したが、郎坊
事件、広安門事件等が発生し、かねて強硬論を中央部に具申していた香月シナ駐屯軍
司令官は武力行使を決意するに至った(523)」。 
 一方、中国側では、蒋介石が 17 日に江西省北部の廬山で「最後の関頭」という題目
の演説を行い、「和平が完全に絶望的になる一秒前まで、我々は依然として和平的な外
交手段で盧溝橋事件を解決することを望む」「もし戦端が開かれたら、地は南北を分か
つことがなく、年は老幼を分かつことがなく、誰もが守土抗戦の責任を負うべし(524)」
という意思を明らかにした。さらには、31 日の「抗戦中の全軍将士に告げる」で、平
和が絶望的なものとなり、「最後まで抗戦あるのみ(525)」と、徹底抗戦の路線を決めた。
こうして、両国は互いに譲歩せず、事態が決定的に悪化し、戦争は全面的に展開され
ていった。 
 周知のように、戦争初期、中国軍は軍事力の劣勢により敗退し続けていた。華北方
面では、日本軍が 28 日に総攻撃を開始してから、北平、張家口、大同、保定、石家庄、
包頭などが次々と占領された。華南方面では、松井石根の上海派遣軍と柳川平助の第
十軍が上海に上陸し、上海、蘇州、無錫、常州などをひっきりなしに攻略して、先頭
部隊が中国首都の南京に迫っていた。 
 この状況に対して、当時、国民党内の重要な人物の一人、汪兆銘は 11 月 18 日の文
章「如何に持久すべきか」で抗戦をめぐって、次のように論じている。「三百年前、満
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清は五百万人の少数をもって、我々四億人の多数を制御した。その唯一の秘訣は、中
国の金を使って中国の兵を養い、それをもって中国の人を殺す、ということだ。近来、
敵軍は一歩前進するたびに、慌てて傀儡政府（北平治安維持会等）を組織したのは、
それを手本としているからだ。我々は 120%の努力をもって民衆を喚起しなければ、必
ず、この災禍から逃げられない(526)」。 
 これは一見したところ、蒋介石の徹底抗戦政策と同調するようなものである。しか
し、実は「汪兆銘の邸宅には、悲観・失敗の空気が溢れていた。陳璧君とその子供た
ちでさえ、常に心配しそうな顔をしており、抗戦に対してよく皮肉っていたのだ。汪
兆銘自身は抗戦のことを話すたびに、しばしば頭を振って嘆息しながら『茫々たる前
途だ。どうなるか分からない』と述べていた。開戦から南京陥落までの半年間、汪は
蒋との会談で何回も平和の主張を進言した。それだけでなく、この問題について数十
通の手紙を蒋に送ったこともあるという(527)」。これを見れば、やはり汪兆銘は日中戦
争の最初から、抗戦の勝利に対する自信をもっていなかったと思われる。 
 12 月 13 日、南京が陥落した。蒋介石政府は日本側の予想を反して、「平和条件」を
拒絶して首都を武漢・重慶に移し抵抗を続けていた。これに対して、近衛内閣は 1 月
16 日に声明（第一次近衛声明）を発表し、「爾後国民政府ヲ相手トセス(528)」という意
思を表明した。つまり、今後は蒋介石政権を平和交渉の相手にせず、また中国におけ
る別の有力者を探して当面の事態を解決していくということになった。その時点から、
親日的な新政権樹立工作はいよいよ、日本の対中国政策の重要な一環として本格的に
展開されていった。この政策のもとで、「陸軍側の影佐禎昭軍務課長、今井武夫中佐ら
は、汪兆銘擁立を推進し(529)」、いわゆる「汪兆銘工作」を行いはじめた。 
 翌年の 1938 年 11 月、汪兆銘は腹心である高宗武、梅思平を上海に派遣して、影佐
や今井と会談（重光堂会談）を開いた。両者は協商上、20 日に「日華協議記録」「同諒
解事項」などの秘密協議を成立させて、「共同防共」「満州国の承認」「治安回復後 2 年
以内の日本軍の撤兵」の諸問題について合意に達した。よって、汪兆銘は日本側の平
和保証を得た上で、蒋介石との決別を決意し、ひいては 12 月 18 日に重慶から脱出し
てハノイに向かっていった。しかし、汪の期待ははずれた。陳公博、陶希聖、周仏海、
梅思平らの汪派の幹部以外、西南方面の張発奎、潘文華、竜雲らをはじめとする軍事
実力者たちは、彼の要請に積極的に応じていなかった。これは、汪における、まだ日
本軍に占領されていない地域、西南方面で親日的な政権を樹立するという最初の構想
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に致命的な打撃を与えた。ほぼ同時に、近衛内閣の発表した新しい声明（第三次近衛
声明）は、先に汪と約束した「日本軍の撤兵」等の内容に一切触れないものとなって、
汪グループに大きなショックを与えた。 
 その後の 3 ヶ月間、汪はハノイに滞在していた。1939 年 3 月 21 日、彼の住所に国民
党の刺客が乱入し、汪の腹心である曽仲鳴が汪と誤認されて銃殺された。日本政府は
ハノイの危険さを察知した上で、間もなく彼らを日本軍占領下の上海に避難させる工
作を展開しはじめた(530)。これをきっかけとして、汪はようやく西南方面で政権を樹立
する構想を徹底的に捨てて、活動の重点を日本占領区で建国するということに移した。
勿論、これは今後の新政権が充分な独立・自主権を得られず、日本側からの苛酷な制
限を受け入れざるを得ないということを意味すると考えられる。 
しかし、「汪兆銘一派は必ずしもロボットのように従順ではなかった(531)」。汪は上海
に着いた後、すぐに日本に渡って交渉を行いはじめた。彼が望んでいたところは、今
後の新政権に、より多くの自主権を獲得させることであった。その要望を簡単にまと
めていえば、以下のような三点になるであろう。 
①内政上、「中国側は親日教育を、日本側は親華教育を実施すること」「中央政府各
院、各部、県政府、普通市政府に日本人を職員として任用せず、内政干渉の疑惑を避
けること」「日本は税収機関を占用・操縦しないこと」、②軍事上、「中央と地方の最高
軍事機関には日独伊の軍事専門家を招聘するが、部隊には軍事顧問を招聘しないこと」
「政権樹立後に汪政権に復帰した中国部隊あるときは日本軍撤収地域に駐屯すべきこ
と」、③経済上、「工場、鉱山、商店は中国に返還すること」「合資企業の最高主権は中
国側に属すること」などであった(532)。 
 にもかかわらず、当時、「日本の意図するところは、華北を日本との国防上・経済上
の提携地域とし、蒙彊は防共特殊地域とし、揚子江流域は日本の経済的提携地域にし
たいと考えているということである。いわば、第二、第三の『満州国』づくりだとい
うのである(533)」。そのため、新政権に充分な自主権を与えるのは、実は不可能であっ
た。しかし、汪グループが日本側の過酷な束縛から逃げようとしていたということは
事実である。「南京政府の支配力の強化と同政権の自主権の拡大(534)」というのは、汪
における一貫している目的であったと言えよう。 
 いずれにしても、汪兆銘が重慶から脱出したときの最初の構想は、日本側の「平和
条件」に基づいて、日本軍未占領地域の西南方面で軍事実力者を丸め込んで一定の独
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立的・自主的な権力をもつ親日的な政権を樹立することであった。しかし、これは様々
な原因で失敗をもって終わりを告げた。こうした状況のもとに、彼は日本軍占領区内
の新国家樹立工作に移さざるを得なくなり、日本側の過酷な制限との衝突がいっそう
激しくなった。したがって、その後、汪政権と日本政府との関係が単純に「傀儡と支
配者」の関係ではなく、協力しながら衝突していたということは、すでにこの時点か
ら客観的にも決定されてしまっていたといわざるを得ない。そして、まさに先行研究
が指摘したように、汪が「漢奸」に堕落したのは、必然として複雑な心理的変化の過
程を経ていたのである(535)。 
 
2.2 『中央公論』の往復書簡と『大亜細亜主義論集』 
 では、汪兆銘は日本政府と協力して「中日提携」を唱えたが、これは本当に「アジ
ア主義」の発想に基づくものなのか。彼は一体、どのような思想をもちつつ行動を行
っていたのか。当時の汪の文章を分析してみれば、われわれは解答を得ることができ
るかも知れない。 
 日本政府と交渉している際に、汪は自らの主張・要望を日本の各階層に伝えるため
に、かつて『中央公論』（1939 年 10 月秋季大特集）に「日本に寄す―中国と東亜―」
という文章を発表した。この文章は、汪がまず中国語で書いて、他人に日本語の翻訳
を頼んだのか、それとも汪自身が日本語で書いたのかは未だ不明である（汪は日本語
が堪能であったため、本章は後者の場合に仮定）。しかし、それに含まれている汪の思
想およびその目的は、検討する価値があると思われる。それは、当時の汪における政
治的思想の縮図だと評価しても過言ではないであろう。ここでは、まずその要点を以
下のようにまとめておきたい。 
すなわち、①日本と中国の連帯性、利益の共同性を強調すること、②侵略主義と共
産主義を排除するために、日本と中国とは提携すべきこと、③日本には指導の権利や
義務があること、④中国は独立自由を確保できないかぎり、東亜新秩序建設の責任を
分担できない、ということである。 
 この文章は、当時の日本社会で大きな反響を呼んだ。その後、『中央公論』（1939 年
12 月号）において、汪への返事として三木清の「汪兆銘氏に寄す」と西園寺公一の「汪
精衛先生に寄す―希はくは先づ偉大なる愛国者たれ」という二文章が掲載された。彼
らは汪の「中日提携論」に賛同したうえで、それぞれ自らの意見を打ち出した。つま
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り、「東亜がその独自の文化を形成するといふことは世界文化の発展に貢献することで
あります」「ヨーロッパ文化を単に排斥して、それに抽象的に対立した東洋文化を考へ
ようとするものではありませぬ(536)」「第三国との関係を如何にすべきかといふ問題は、
新しい中日協力関係といふ厳然たる事実を認めるか否かといふことを根本的な先決問
題としてゐると思ひます(537)」。とりわけ、新政権に充分な自主権を与えるかどうかに
ついて、彼らは「東亜協同体の建設こそ中国の独立自由を確保する道である(538)」と考
えている。言い換えれば、提携は中国の独立自由と相互矛盾しないものであるため、
わざわざ中国の独立自由の確保を強調するのは必要がない、という見方が提示された
わけである。 
翌年の 1940 年 1 月、汪は同雑誌で再び文章を発表し、返答を行った。「先づ日本と
中国とから手をつけ、先づ東亜から手をつけて、基礎が完成し局面が確立して後、は
じめて世界のことが問題になるといふわけであります(539)」。これは、少なくとも当時
汪の「アジア主義」には西洋との対抗性あるいは人種競争意識が優先されていなかっ
た、ということを示している。従来の「アジア主義」思想には、西洋諸国との対抗性
とアジア諸国との連帯性とがその「最小限の属性(540)」として一般的に内包されている
としたら、その時点で汪の思想には単に連帯性のみが存在したのではないか。このた
め、たとえ日本と提携しても、共同の敵が必ずしも西洋諸国ではない、というのは、
汪における「アジア主義」の一特色だと思われる。 
また、新政権の独立・自主の問題について、汪は、日本が中国の独立・生存を妨害
しないのが東亜新秩序建設の前提条件として保障されるべきだと考えている。しかし、
これは彼の独善的な見解に過ぎない。間もなく、日本側の過酷な条件をどうしても受
け入れられないため、高宗武、陶希聖らは相次いで運動から脱落し、日本政府との「内
約」原案を外部に暴露した。この事件は、日本側が若干の譲歩を行って、最終的に汪
の提案をある程度承諾せざるを得ないということに影響を与えた。その後、汪グルー
プはいよいよ日本軍の支持のもとで、南京で新たに「中華民国国民政府」を組織しは
じめた。 
3 月 12 日、汪兆銘は「和平建国宣言」を発表し、「善隣友好」「共同防共」「経済提携」
の「近衛三原則(541)」を承認した上で、蒋介石の重慶政府に「偏見を捨てて即座に停戦
せよ」と要求した。それと連動して、汪政権の中央宣伝部は同時に一連の行動を取っ
ていた。同日、中央宣伝部は『大亜細亜主義論集』を出版し、これを上海の中華日報
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館、香港の南華日報館、広州の中山日報館など各地方の出版社で刊行させた。なかに
は、孫文、汪兆銘、胡蘭成、胡漢民らの文章合計 11 部が収録されて、現在は上海市立
図書館でそのままで保存されている。注目すべきなのは、汪の『中央公論』で発表し
た文章「日本に寄す―中国と東亜―」の中国語版もここに収録されていることである。 
では、この文章の日本語版と中国語版との間には、どのような差異があるのか。彼
はなぜ、それを中国で発表したのか。そして、この二文章に内包されている「アジア
主義」思想は、どのような特徴を有するのか。次は、この問題を検討したい。 
 
第 3 節 日本語版と中国語版との比較及びその分析 
3.1 日本語版の内容 
 「中国と東亜」の日本語版と中国語版とを対照してみれば、まず内容的に、両者は
ほぼ一致していると思われる。その要点については、前節ですでに簡単にまとめたが、
ここで、日本語版の内容を参考しながら具体的に分析を試みたい。 
 汪は文章の冒頭において、1938 年 11 月 3 日に発表された日本政府の「第二次近衛声
明」に自分なりの解釈をつけている。「我々はその論拠よりして二つの要点を得ること
ができる。その一つは侵略主義の排除であり、また一つは共産主義の排除である」。つ
まり、彼は近衛内閣における東亜新秩序建設の構想を「侵略主義と共産主義の排除」
という自らの主張と関連させて解釈を試みた。これを前提として、続いての部分で汪
は独自的な論述を展開した。「日本は維新以来すでにその国力を以て侵略主義を抑遏し、
これを国内に横行させなかつた。共産主義が侵入しようとしても、社会組織がすでに
健全になつてゐるために間隙を見出すことができないのである」。しかし、東アジアで
重要な地位を占めている中国は、まだ苦境から解放されていなかった。 
 それゆえ、「中国がもし侵略主義、共産主義の禍を受けるならば、それは東亜の一部
分がその禍を受けることであり、従つて全体も亦その禍を受けることとなつて、結局
日本も亦免れないわけである」。すなわち、「指導の権利と義務がある」日本は、これ
から中国を助けなければならないということが提示されている。いうまでもなく、汪
はここで、中国における重要な地位を強調した一方で、日本の絶対的な指導的地位、
もしくはアジア盟主の身分を認めた。結局、彼の中日提携論は、弱国の中国が強国の
日本の庇護を受ける、いわゆる非対等的な連帯だったと考えられる。 
 文章の後半で、当時の中国言論界に対する厳しい批判がなされた。「日本が中国を滅
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すつもりならば尚更恐ろしい、さうなればいつそのこと侵略主義共産主義の国家と結
んで日本に反抗した方が、たとひ鳩毒を飲んで渇きを止めるものとは分つてゐても、
まだしもましであるといふ」「中国人はかういつた見解を持つてゐるために、『東亜協
同体』や『東亜新秩序の建設』に対しては直ちにこれを中国滅亡の代名詞であると見
るのであつて、その疑懼と咒詛とはこれに基づいてゐるのである」。 
 すなわち、従来のように日本の行動を侵略主義と同一視するのは、それ自体が誤解
であり、ひいては日本を抵抗するために共産党勢力と手を繋いだのは「誤りの重ね」
として、敵を味方の内部に引き入れて災いを招くやり方にほかならないと彼は主張し
ている。 
 これはもちろん、蒋介石政権における西安事件以来の「容共・抗日」の政策を否定
した一方で、自らの「反共・平和」の正しさを暗示したものであった。汪はこの論点
に基づいて、日中戦争がこれ以上持続していくのに反対し、これが両国ないし東アジ
ア全体の災いだと述べて、今後両国が相互提携し、共同で東亜を改造しようとする願
望を提示している。 
 しかし彼はまた、次のように論じている。「日本は今や強国であり、日本人は今や強
国の民であるから、更に一歩を進めて東亜を改造しようと欲するのは誠に当然のこと
であるが、しかし中国人の身になつてみれば、今やその国の亡びんことを憂へて暇の
ない際に更に東亜のことまで憂へ得るであらうか」。そのため、「中国が滅亡するもの
ならば勿論責任の分担は問題にならないが、かりに滅亡はしなくても主権が制掣を受
け、独立自由が不完全であつたならば、責任分担の能力も亦薄弱となるであらうから、
中国生存を求め独立自由を求めるといふことは、中国の為めであると同時にまた東亜
の為めであるといふのである」。ここは、汪の主旨の所在であろう。すなわち、今後の
新政権のために独立自主権を勝ち取りたいということである。 
 文章の結尾において、汪は孫文のことに論及した。「中国国民党総理孫先生の大亜細
亜主義」は、「中国と東亜の関係ならびに中国人の力を尽すべき点を明確に指示してゐ
る。我々はこれを以て自ら勉め、これを以て互に勵(542)」すべきであると、「アジア主
義」というものは自分に作られたものではなく、中国革命の父である孫文から継承し
てきたものだと強調した。明らかに、これは新政権の正統性を主張し、蒋介石政権と
の対立軸を構築するための理論的根拠として掲げられたものだと思われる。 
 いずれにしても、以上の内容によって、先行研究に指摘された、汪の「アジア主義」
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が時局と緊密に関連したものであり、政治的意図が濃厚なものだったということは、
ある程度証左できるであろう。それはむしろ、「困った時の神頼み」のようなイメージ
をもちつつ孫の「アジア主義」を借りて自らの主張を打ち出したものである。結局、
汪は、「大アジア主義を自分たちの対日和平運動や、蒋介石支配下の重慶政府との対日
政策の不一致を正当化するのに利用した(543)」といわざるを得ない。 
 
3.2 差異の類別 
 日本語版と中国語版とは、内容的にはほぼ一致しているのだが、細部のところでは、
たとえば言葉遣いとか、感情の強弱とか、文の構造とかには、実は一定の差異が存在
すると考えられる。両者の比較研究によって、その差異は主に以下のような五種類に
まとめられると思う。 
 ①日本語と中国語との間に本来存在する語彙的な差異。その代表的な例としては、
日本語の「言論界」「阿片戦争」といった言葉が中国語に訳されると、「輿論界」「鴉片
戦争」などになった、といったことが挙げられる。②文章をもっとなめらかにするた
めに、中国語版では文の構造について、いくつかの修正が行われた。たとえば、日本
語版における「（共産主義の階級闘争の説は中国の人間に）残らず殺し合ひ(544)（をさ
せようとしてゐる）」という一文が、中国語版では、「相互残殺。盡帰於死亡(545)」とい
う二つの文で表現されている。そして、「（共産主義が侵入しようとしても、社会組織
がすでに健全になつてゐるために）間隙を見出すことができない(546)」という表現が中
国語に存在しないため、訳者はことわざで、「無隙可入(547)（入れられる間隙無し）」と
いうふうに翻訳したのである。 
以上の二種類は、翻訳する際の一般的な状況として、文章の内容や感情の表現に大
きな影響を与えてはいなかった。しかし、続いての三種類は異なる。それらは訳者が
若干の目的を図るために意識的に修正したものにほかならない。たとえば、③感情の
強弱表現に関する修正。中国語版では、「日本」に対して代名詞を使う時に、「她（彼
女）」という言葉を選んだ。これは、中国語の文法から考えてみれば、「她」という代
名詞で物事を指す場合、日本語の「彼女」と同じように人称上の女性を指すことだけ
ではなく、本来「男女」という性別的な概念を持たない名詞（国家、故郷など）を指
す場合、そこに一般的に褒めるニュアンスが含まれている。とりわけ、自らの国を「她」
で表現したのは、自分が祖国に対して、子供における母親への愛のようなものをもっ
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ているという意味を示している。このため、汪はこの代名詞で外国である日本を指し
た場合、日本への強烈な好感を中国の人々に伝えたいという意図が内蔵されているの
ではないかと感じられる。そして、日本語版における「（共産主義の）排除」という言
葉は中国語に訳されると、ほとんど「排斥」に変更された、という場合もある。これ
は、汪の「共産党を排斥、消滅しようとする」決心あるいは感情が、いっそう強調さ
れて伝えられていると思われる。 
④若干の言葉に対する修正も、文章に微妙な変化をもたらした。日本語版の中では、
「（中国は阿片戦争以来、）『次植民地』の地位に転落」したという表現が、中国語版に
なると、「陥入次植民地的地位（次植民地の地位に陥った）」のように変換された。こ
れは、なんとなく当時の中国人に、「今の中国は、泥沼のような次植民地の地位に陥っ
て抜け出されない状態にあるよ」というメッセージを送ることになり、さらに、これ
を根拠として、日本からの指導ないし支配を受け入れて国家の復興を図るほか方法が
ない、という意思を伝えているようにも思われる。 
⑤言葉の削除の場合もいくつかある。たとえば、日本語版の「（侵略主義は譬へてみ
れば）多年の痼疾の如き（もので、中国をして奄々不振、遂には死に至らしめるもの）」
という表現は、中国語版では、「多年の」という部分が削除され、「如同痼疾（痼疾の
如き）」に変換された。そして、「東亜は益々水火の苦境に陥る」は「陥東亜於水深火
熱之中（東亜を水火の苦境に陥らせる）」というふうに翻訳され、「益々」の意味が削
除された、といったことが挙げられる。これらは、意味的な喪失やズレ、思想感情の
強弱変化などを招いてきたものである。結局、汪兆銘と汪政権の中央宣伝部は政治的
目的を順調に達成するために、宣伝上で苦心をしたといわざるを得ない。 
 
3.3 差異に関する分析 
 では、こうした修正によって、一体、どのような結果がもたらされてきたのか。言
い換えれば、中国語版は日本語版と比べると、意味的・感情的な差異は、具体的に如
何なる意義をもっていたのであろうか。 
まとめて言えば、以下のようになるであろう。結果①、もともと日本語版における、
哀願者として好意を示しつつ日本側の同情をもらえようとする言葉が修正されたため、
中国語版は、少なくとも表向きでは堂々として立派なもののようになった。こうして、
「平等の立場で日本と交渉しているよ」という文脈は現れてきて、傀儡のイメージが
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ある程度弱化されたと思われる。 
 結果②、中国語版では、日本への好感が強められて、日本を敵視する世論への批判
が厳しくなった、ということである。たとえば、「中国人はかういつた見解（日本の行
動が侵略主義だという見解）を持つてゐるために、『東亜協同体』や『東亜新秩序の建
設』に対しては直ちにこれを中国滅亡の代名詞であると見る」という表現は、中国語
に訳されると、「見解」が「誤解」に修正された。つまり、日本が侵略主義だと考えて
いる中国の民衆に、「それは誤りだ！捨てるべきだ！」という意思が明確に伝えられて
いる。これは、前述した「她」で「日本」を指す場合と同じような語感を持っており、
中国人における日本への好感を喚起し、ひいては、自らの対日平和工作を支持させよ
うとすることを意図しているものであろう。 
 結果③、中国人の敵視対象を、日本から、いわゆる「侵略主義と共産主義」に移動
させた、ということである。この点について、文章の内容そのものでは充分に表現さ
れているが、前述した「排除」が「排斥」に修正されたことによって、両主義に対す
る嫌悪感をいっそう強めさせようとする意図がうかがわれる。つまり、日本に対して
好感を示し、それを敵視対象のリストから削除した以上、別の敵視対象を探し求め、
攻撃の矛先を移動させるのは必要なことであった。これはまた、「侵略主義と共産主義
の排斥」という汪の持論と巧妙に結び合っていたわけである。 
 いずれにしても、汪兆銘は、日本語版における弱者、哀願者のイメージを微妙に変
化させ、外交上の不平等地位、傀儡の疑いを解消させるために、中国語版で、ある程
度の修正を行った。こうして、中国語版は、反日世論を批判する立場に立って、日本
への好感を再び生起させることを目的とし、日本が敵対のリストから削除された後の
空白状況を埋めるためには、また「侵略主義と共産主義」を排斥することを唱えた扇
情的なものとなった。いわば、汪の文章は時局と緊密に連動する、政治的意図に裏付
けられたものにほかならなかった。 
 
第 4 節 差異発生の原因及びその目的 
4.1 原因と目的 
 日本語版と中国語版とは、もともと実現しようとする政治的目的が異なっているか
ら、両者間に差異が存在したのは当然のことである。では、その政治目的とは具体的
に言えば、何であろうか。 
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まず、容易に想像できるのは、そもそも両文章の対象、読者が異なっている、とい
うことである。日本語版はもちろん、当時の日本社会に向けており、ちょうど汪兆銘
が新政権を樹立するために要望を提起しつつ日本政府と交渉している時期なので、日
本側の理解・同情を獲得し、さらに相互の信頼関係を固めたうえで、日本政府に自ら
の要求を受け入れさせることが、その主要な目的であった。一方で、中国語版は中国
人の読者に向け、新政権が設立された時期に発表されたものなので、その目的は同政
権の正統性を確立し、より多くの支持者を勝ち取って、蒋介石の重慶政府と対抗する
立場を明らかにする、ということだと思われる。結局、当時の時局的背景の下で、汪
及び汪の政治機関は建国した際に『大亜細亜主義論集』を刊行して「中日提携論」を
宣揚したのは、大体以下の五点の目的によるであろう。 
 まず、前述したように、目的①、それは新政権の正統性を確立して、蒋介石政権の
正統性を奪取することを意図としている。そのために、汪は「アジア主義」が孫文か
ら継承されてきた遺志だと強調した。彼は、孫の大アジア主義講演の発言稿を思想の
出発点として『大亜細亜主義論集』に編入し、これによって、孫の思想を最も忠実に
継承したのは蒋介石ではなく、自分だ、という意思を読者に表明し、新政権の正統性
を図っていたわけである。目的②、さらに、確立された正統性に基づいて、彼は国民
の支持を獲得することを目的としている。とりわけ、「日本と提携して侵略主義と共産
主義を排斥しよう」という主張、つまり「中国の生存及びその独立自由は必ず侵略主
義や共産主義が跡を絶つた後において始めて完全無缺となり得るのであつて、中国が
この目的を達せんがためには当然日本と協力(548)」すべきだ、というのは、人心を扇惑
して支持者を増加させる役割を果たしたであろう。目的③、また、日本との「対等の
ような関係」を民衆に示したことも彼の目標であった。少なくとも、表向きでは、新
政権が正々堂々として日本政府と平等な関係を持ち、「従属的地位ではないよ」という
イメージを作るのは必要だと彼は考えていたであろう。目的④、なお、戦争で日本に
嫌悪感を抱いている人に対して、日本と講和、提携するという自らの行動を理解、支
持させることや、目的⑤、重慶政府の「容共・抗戦」政策と対立して、反対面から「反
共・和平」の主旨を打ち出すことも、その目的だと考えられる。それは、蒋介石とき
っぱりと手を切った後、蒋グループを内部から分裂させる一種の策略として、後の汪
政権の建国理念「和平、反共、建国」における最も中核的な内容となった。 
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4.2 修正後の結果との関連性 
 では、上述した五点の目的は、前述した中国語版における修正後の結果と関連させ
てみれば、どのような結論が出てくるのであろうか。 
 まず、修正後の結果①「堂々として立派なものとなって、傀儡のイメージが弱化さ
れたこと」は、目的①「新政権の正統性を確立して、蒋介石政権から正統性を奪取す
ること」、目的③「日本との『対等のような関係』を民衆に示し、新政権の傀儡性を隠
すこと」、目的⑤「重慶政府の『容共・抗戦』政策と対立して、反対面から『反共・和
平』の主旨を打ち出すこと」と、それぞれ関連しているわけである。そして、重慶政
府が孫文の継承者ではないと、その正当性を否認したことによって、新政権の正統性
は強固となるかも知れない。こうした根拠から、汪兆銘には蒋介石と対抗する自信が
生まれてきたのである。 
 次に、結果②「日本への好感が強まった」というのは、目的②「国民からの支持を
獲得し、人心を扇惑すること」と関連しているであろう。すなわち、日本への好感が
強くなって、排日的雰囲気が親日的に移行されれば、今後の親日的な国家にとって、
かなり有利な状況となり、新政権の支持者が増えると同時に蒋の支持者が減少するは
ずだと汪は考えていたであろう。 
 最後に、結果③「敵視の対象を日本から、いわゆる「侵略主義と共産主義」に移動
したこと」は、目的②と目的④「攻撃の矛先を移動させること」と一致している。事
実上、当時の中国人は、すべてが排日派として徹底的な抗戦を唱えたわけではなかっ
た。なかには、汪兆銘のように、抗戦に対して自信を持てず、悲観視するいわゆる親
日平和派もいれば、排日と親日との両派に属していないいわゆる中間派、無感覚なグ
ループもいた。まさに孫文が指摘したように、砂のようなバラバラの状況であった。 
 そして、西安事件以前の蒋介石の唱えた「先安内後攘外」の路線と同調する人は少
なくなかった。彼らの持論では、日本と戦い続けるか、それとも講和するかというこ
とは、最も肝心な問題ではない。むしろ、自らの利益を確保するために共産党・共産
主義を消滅することこそ優先すべきなのである。そうしないと、中国は内部上の安定、
団結が達成できず、ひいては国家を独立、強化もできなくなる恐れがある。これに加
えて、本来、蒋介石政権の内部は派閥闘争に明け暮れており、蒋の支配下における中
央系勢力と地方軍閥勢力（晋系、桂系など）との抗争がしばしば発生することで、蒋
を反対、批判する人も少なくなかった。汪は、こうした状況をよく知っていたであろ
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う。彼は中国の政治状況を巧妙に利用して、自らと同じように親日平和を唱える人の
みならず、中間派、反共派、反蒋派なども丸め込んで、徹底抗戦派及び共産党勢力と
対立する陣立てをすることを考えていたのである。 
 
4.3 『大亜細亜主義論集』あとがき 
 以上の仮説を検証するために、筆者は中国語版『大亜細亜主義論集』の「あとがき」
を改めて調べてみた。そこには、同論集を出版した経緯や理由が載せられている。 
 簡単にまとめてみれば、次のようになる。①大アジア主義は新造語ではなく、昔か
ら唱えられてきたものであり、とりわけ、それは孫文の主張に基づいて発展してきた
ものである（目的①と⑤）。②日中戦争を契機として、大アジア主義を実現する必要性
が現れてきたのだが、それは時代の要求である（目的②と⑤）。③最近、日本政府は東
亜新秩序、東亜協同体論を唱えているが、これはわれわれの大アジア主義の実現に有
利である（目的③と④）。④大アジア主義の理論を充実させて、実践のための前提や基
礎にすることが本書の目的である（目的①と②）。⑤収録された各文章は素晴らしいも
ので、社会各階層からの好意的な反応を期待する（目的②と⑤）。こうした内容は、以
上論じた汪の諸目的と一致しているというまでもない。 
 いずれにしても、同文章の内容、及び日本語版と中国語版との差異に関する比較研
究を通じて、汪兆銘の思想理論が窮状を打開するための手段で、時局と緊密に連動す
る多様的・複雑な政治目的の混淆であった、ということは明らかになる。 
 
4.4 汪における「アジア主義」の特徴 
 以上の検討に基づいて、ここでは、汪兆銘における「アジア主義」の特徴を要約し
てみたい。 
まず認めるべきなのは、汪兆銘の「中日提携論」は「アジア主義」の射程にある、
ということである。それは従来の「中国のアジア主義」というよりも、むしろ特定の
政治目的のために日本の「アジア主義」の諸特徴に接近したものである。とりわけ、
中国人として日本の盟主身分を認めつつ、自らが従属的な地位ないし傀儡的地位に置
かれてかまわないという主張は、従来の中国側にはありえない現象で、「抵抗＝言説と
してのアジア主義」としての「中国のアジア主義」の枠内から逸脱してしまったもの
である。そして、これは「目的＝事実としてのアジア主義」の方に近いものであるよ
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うに見えるが、日韓併合以前の朝鮮の一進会など、「アジア主義」に対する甘い認識で
完全に欺瞞された場合と異なり、また戦時期、金明植らが二等臣民になれる幻想で「ア
ジア主義」を受け入れた場合とも同じではない。結局、汪は自らの政治的目的（蒋介
石との権力争い、反共など）のために日本の庇護を受けたと、その「アジア主義」は
相当に異質的なものであるとしか言えないであろう。 
一方、こうした異質的なものは日本の「アジア主義」とも一致していない。とくに
立論根拠としての文明論、人種論の希薄性は、注目すべきところである。汪は日本と
の提携を主張してはいたが、提携の形で共同で対抗するのは必ずしも西洋文明、白色
人種ではなく、むしろ「侵略主義と共産主義」というものであった。これはある意味
で、汪兆銘における「アジア主義」の独自的な＜調整＞として理解できるかも知れな
い。結局、先行研究における「黄色人種の革命を宣揚するものだ(549)」という評価は、
妥当ではないものであると考えられる。 
 また、汪は「侵略主義と共産主義の排斥」を唱えた以上、それが一体、どの勢力を
指しているのかを明らかにしておく必要がある。共産主義にあっては、容易に判断で
きると思うが、中国共産党、ないしは蒋介石政権と不可侵条約を調印したソ連にほか
ならない。しかし侵略主義にあっては、汪は明確に提示していなかった。彼は単に日
本がその範疇に属していないと繰り返して強調していたが、ではいったい誰を指して
いるかというのは、曖昧模糊であった。にもかかわらず、それが、日本を抵抗対象、
ないし侵略主義としている従来の「中国のアジア主義」と根本的に異なっているとい
う点は、認めるべきところである。 
 最後に、汪の「アジア主義」における反共意識が、孫文における「連ソ、容共、扶
助工農」の方針と明らかに背馳しているという点も留意すべきところである。彼は自
らの主張が孫文の「アジア主義」に由来したものであると宣揚していたが、実は孫文、
ないしは「中国のアジア主義」への反逆・反動にすぎなかった。それは結局、アジア
に対する主体的認識、アジアの伝統的・文化的な共通性・親近感に基づいて自発的に
生じてきたものではなく、中国ナショナリズムと結びついて形成してきたものでもな
かった。むしろ前述した五点の目的をめざして、複雑な政治的意図と交錯しながら、
戦略的利便性を帯びて日本の「アジア主義」に接近した奇形のようなものであった。 
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(464) 前掲『農村新聞』1931 年 12 月号。 
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(471) 同上、208～210 頁。 
(472) 長野朗『支那三十年』（大和書店、1942）131～132 頁。 
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(478) 長野朗『国民革命全史』（坂上書院、1937）290～291 頁。 
(479) 前述したように、長野は日本と中国とを東洋文明の代表者として認識しており、
両者の提携をアジア全体の提携まで広げる必要があると主張している。そのた
め、日中両国提携の基礎ないし共通的原理はただ両国のみに止まらず、さらに
アジア全体に適応し得る「アジアの共通的原理」としても認められるべきもの
であると、彼は考えていただろうと思われる。 
(480) 西谷、前掲「長野朗の中国革命観と社会認識」206 頁。 
(481) 長野、前掲『白禍に悩む支那－亜細亜連盟へ』27 頁。 
(482) 長野、前掲『支那の社会組織』154～156 頁。 
(483) 長野、前掲「自治日本の建設」169～170 頁。 
(484) 長野、前掲『支那の社会組織』187、199、201 頁参照。 
 
終 章 
(485) 井上寿一『アジア主義を問いなおす』（ちくま新書、2006）60 頁。 
(486) 序章で挙げられた先行研究のほか、たとえば、「アジア主義」が「反近代主義的
な原理主義の性格をもっている」と指摘した松本健一氏は「わたしがこの論文
（竹内氏の「アジア主義の展望」）をはじめてよんだのは」「大学二年の十九歳
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のときだった」、のちに「アジア主義」研究を行ったのが「竹内の論文にその初
発の契機がある」、この論文が「わたしたちに大いなる刺激を喚起した」と追憶
した。松本、前掲『竹内好「日本のアジア主義」精読』90～92 頁。古屋哲夫氏
は竹内氏の研究に対して「その後の研究を『連帯の志向』を発掘する方向に導
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主義」の独自的な特徴を「日本近代史の第一ページは他人を侵略する歴史では
なく、他人から侵略されそうになった歴史である」ことに求めて、「日清戦争の
後、日本は欧米資本主義列強の侵略・圧迫を受ける国から他国を侵略・圧迫す
る国へ変身し」たため、「アジア主義」がそれとともに変質していったと指摘し
ている。趙、前掲『大アジア主義と中国』29、37 頁。 
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アジア侵略に転化させる力をもつものと考えられる」と指摘したことがある。
山田、前掲「自由民権期における興亜論と脱亜論」42 頁。本稿の論理では、そ
れよりもむしろ＜本質的特徴＞、日本盟主論、優越感および指導者意識などが、
終始存在していた固有の思想的性格である。 
(489) 該当用語の概念については、欧米学界においても未だ定説ができていないため、
しばしば論争が行われる。Beasley William G. ”Japan and Pan-Asianism: 
Problems of Definition”. Aspects of Pan-Asianism. Suntory Toyota 
International Centre for Economics and Related Disciplines, London School 
of Economics and Political Science, 1987、1−16 頁. または、Sven 
Saaler.”Pan-Asianism in Meiji and Taisho Japan:A Preliminary 
Framework”.Deutsches Institut für Japanstudien、2002、7 頁参照。 
(490) 趙、前掲『大アジア主義と中国』32 頁。 
(491) 西村成雄『20 世紀中国の政治空間－「中華民族的国民国家」の凝集力』（青木書
店、2004）63 頁。また、同著『中国ナショナリズムと民主主義』（研文出版、1991）
59 頁参照。 
(492) 平石、前掲「近代日本の国際秩序観と『アジア主義』」198 頁。 
(493) 横田喜三郎「アジア・モンロー主義批判」（『中央公論』1933 年 7 月号）。 
(494) 山室、前掲「日本外交とアジア主義の交錯」26 頁。 
(495) 「五相会議決定の外交方針に関する件」、1933 年 10 月 25 日（外務省編、前掲『日
本外交年表竝主要文書（下）』）275 頁。 
(496) 松浦、前掲『アジア主義は何を語るのか』48 頁参照。 
(497) 「国民政府と雖ども拒否せざる旨の政府声明」、1938 年 11 月 3 日（外務省編、
前掲『日本外交年表竝主要文書（下）』）401 頁。 
(498) 伊東、前掲「アジアと近代日本」310 頁。 
(499) 「蒋介石の近衛声明反駁の記念週演説」（『抗日新政権の東亜新秩序批判』極秘
53、資料第 213 号、東亜研究所、1941 年 10 月）4 頁。 
(500) 「汪精衛国に叛く」（同上、32 頁）。 
(501) 日本をアジアないし世界の盟主として「日満支三国の提携」及び政治、経済、
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国防、文化における一体化を中心とする「東洋文明圏」の構築、王道主義的な
統治の実現、日中戦争の拡大への批判、できる早くアメリカとの「最終戦争」
のために準備を行うことなどを唱えた主張。この理論に基づいて、1939 年に東
亜連盟協会は設立された。 
(502) ソ連承認、日ソ国交正常化、孫文の「アジア主義」の後継といった特色を有す
る。この理論によって、1936 年に東方会は組織された。これは、「北や石原莞爾
などの運動と連動しながら、アジア諸国に東方改造同盟を組織しようとするも
のであった」と指摘されている。中野泰雄『父・中野正剛』（恒文社、1994）243
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(503) 蠟山や尾崎のほかに、昭和研究会なども同理論を主張した。その主要目的は、「日
満支三国」の「自主協同原則」を基礎として日本の「指導」の下にアジアの「解
放」を実現し、協同体の形で閉鎖的なナショナリズムを超克することである。 
(504) 中村武彦「『日本二千六百年史』の改訂版・事情」（松本、前掲『大川周明』）139
頁。 
(505) 栄沢幸二『「大東亜共栄圏」の思想』（講談社、1995）14～15 頁。 
(506) 同上、14 頁。 
(507) 同上、97 頁。 
(508) 石田雄『近代日本政治構造の研究』（未来社、1956）38 頁。 
(509) 竹内、前掲「アジア主義の展望」13～14 頁。 
(510) 筒井、前掲「ナショナリズムとアジア主義における二重性」16 頁。 
 
補 論 
(511) 「漢奸」の定義については、そもそも中国の清朝時代に、その王朝の顛覆をは
かる漢人を呼んだ言葉、もしくは中国で、漢人でありながら敵側と通ずる者を
さす用語であるが、後に敵国に通じて自国を裏切る者、売国奴に意味が派生し
てきた。 
(512) 小林英夫、林道夫『日中戦争史論 汪精衛政権と中国占領地』（御茶の水書房、
2005）5～6 頁。 
(513) 松本重治『上海時代』（中央公論社、1977）172 頁。 
(514) 黄美真、張雲編『汪精衛国民政府成立』（上海人民出版社、1984）参照。 
(515) 土屋光芳『汪精衛と民主化の企て』（人間の科学新社、2000）7、9、269 頁。 
(516) 劉傑「汪兆銘と『南京国民政府』－協力と抵抗の間－」（三谷博他編『国境を越
える歴史認識 日中対話の試み』、東京大学出版会、2006）187、195 頁。 
(517) 黄鶴逸『汪精衛』（北岳文芸出版社、1993）参照。 
(518) 蔡双全、楊秀林「汪精衛叛国投敵心理探究」（『民国档案』2000 年第 4 期）。 
(519) 周紹英「評汪精衛的『大亜細亜主義』」（『重慶工学院学報』第 15 巻第 3 期、2001）。 
(520) 張殿興「論汪精衛的『大亜細亜主義』」（『史学月刊』2008 年第 7 期）。 
(521) 蘇維初「汪精衛と大アジア主義」（松浦正孝編『昭和・アジア主義の実像』、ミ
ネルヴァ書房、2007）182、200 頁。 
(522) 外務省編、前掲『日本外交年表竝主要文書（下）』366 頁。 
(523) 大畑、前掲『日本外交史』156～157 頁。 
(524) 楊天石著、陳群元訳「1937、中国軍対日作戦の第 1 年－盧溝橋事変から南京陥
落まで」（波多野澄雄、戸部良一編『日中戦争の国際共同研究 2 日中戦争の軍事
的展開』、慶応義塾大学出版会、2006）99 頁。 
(525) 秦郁彦『盧溝橋事件の研究』（東京大学出版社、1996）341 頁。 
(526) 黄美真『汪偽＋漢奸』（上海人民出版社、1986）58 頁。 
(527) 同上。 
(528) 外務省編、前掲『日本外交年表竝主要文書（下）』386 頁。 
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暴力』、岩波書店、2006）273 頁。 
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